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監 査 委 員 公 表

島根県監査委員公表第１号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第２項の規定に基づき実施した平成28年度行政監査の結果に関する報告に

ついて、同条第９項の規定により次のとおり公表する。

平成29年３月24日

島根県監査委員  智 子

同 中 島 謙 二

同 錦 織 厚 雄

同 後 藤 勇
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第１ 行政監査の趣旨

行政監査は、地方自治法第199条第２項の規定に基づき、県の事務の執行について、合法性、正確性、経済性、効

率性及び有効性の観点から実施する。

第２ 監査の概要

１ 監査対象事務

法令等に基づく団体等に対する検査・監査等の実施状況について

２ 選定理由

県では、法令等に基づき、環境、医療、福祉、農林水産業、土木等、多岐にわたる分野において、団体等に対する

各種検査、監査等（以下「検査等」という。）を実施している。

これらの検査等が適切に行われることは、団体等の事業の適正な運営確保につながり、ひいては県民の安心感を高

め、県行政に対する信頼を深めることになる。

このため、県が行っている団体等に対する検査等の状況を監査し、より効率的・効果的で適切な検査等の執行に資

することとする。

３ 監査の着眼点

次の着眼点から監査を実施した。

ア 検査等に係る実施要綱等の整備状況は適切か。

イ 検査等に係る実施計画の策定状況及び実施状況は適切か。

ウ 検査等の実施体制は整っているか。

エ 職員の研修等は適切に行われているか。

オ 検査等の実施内容は適切か。

カ 検査等の実施結果の取扱いは適切か。

キ 不適正事案等に対する対応は適切か。

４ 監査実施機関（表１）

本監査を実施するに当たり、平成27年度の法令等に基づき県が実施した団体等に対する検査等の実施状況について

把握するため、知事部局、企業局、病院局、県議会事務局、教育庁、警察本部、各委員会事務局に事前調査を行った

ところ、39所管課において206事務の該当があった。

この中から、各部局の処理事務数の構成割合や事務の内容を考慮の上、27事務を抽出し、それらの事務を執行して

いる42機関を監査実施機関とした。

法令等で実施が義務づけられているものを「義務検査」、法令等で必要に応じて実施できるとされているものを

「任意検査」として分類したところ、義務検査が３事務（延べ３機関）、任意検査が25事務（延べ40機関）であっ

た。なお、義務検査と任意検査の合計事務数と監査対象事務数、義務検査と任意検査の合計機関数と監査実施機関数

がそれぞれ合致しないのは、同一検査において、義務検査と任意検査の両方を実施する機関が１機関あり、それぞれ

に計上していることによる。

また、性質別に分類すると、「生活・環境に関するもの」が８事務（延べ13機関）、「医療・福祉・教育に関する

もの」が10事務（延べ12機関）、「経済活動に関するもの」が９事務（延べ17機関）であった。

５ 監査実施期間

平成29年１月16日（月）～18日（水）

６ 監査の実施方法

監査は、監査実施機関42機関のうち、10機関について実地監査を、32機関について書面監査を行った。
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第３ 監査結果

１ 実施要綱等及び検査等マニュアルの整備状況

実施要綱等の整備状況は、表２のとおりである。

33機関で、検査等の目的・種別、実施体制、実施計画、検査・監査基準、結果に対する措置等を適宜定めた実施要

綱等が整備されていた。整備にあたっては、県独自の要綱・要領等を作成しているもの、国の要綱・要領等に基づい

ているもの、あるいは国の通知等を参考にしているものなどがあった。

実施要綱等を整備していない９機関の中には、検査項目等を記載した調査票を作成し、検査等を実施しているもの

もあった。

また、現在使用されている実施要綱等においては、20年以上前に策定されたまま、法改正の反映や様式変更がされ

ていないもの、法律の名称や対象業種区分の変更が反映されていないものがあった。こうした中には、考え方が変わ

っていないので、業務に支障を来すことはないとするものもあった。

検査等マニュアルの整備状況は、表３のとおりである。

マニュアルとは、一般的に、検査等の技術レベルや検査等の統一性、公正性を確保するため、検査等の手順などを

体系的にまとめた手引書をいうが、過半数の機関において、個別・具体的な着眼点（チェック項目）、検査項目、

チェック項目に対する適否を判断する基準（適否の判断基準）、改善検討等を促す場合の基準（処分の判断基準）、

検査等の実施手順を適宜定めたマニュアルが作成されていた。また、中には、国の検査マニュアルをそのまま準用し

ているものもあった。

検査等マニュアルを整備していない事務（19機関）のうち、法令等の規定を直接違反か否かの判断材料として検査

等を実施する事務を除く16機関については、マニュアルに代わるものを整備しているとしていたが、これらの中に

は、手順等を定めていないものや不適とする項目について、指導区分（文書・口頭）の判断基準がなく、同じ事務を

行う地方機関の間で取扱いに差が生じる可能性が懸念されるものがあった。

検査等マニュアルを整備しているものにおいても、チェック項目のみで手順等の定めがないもの、制定された年月

日が不明で、決裁が行われた形跡が見られないものがあった。

２ 実施計画の策定状況及び実施状況

表２　実施要綱等の整備状況　

義務検査 任意検査 計（実機関数）

している 3 31 34（33）

していない 0 9  9（ 9）

3 40 43（42）

注：同一検査において、義務検査・任意検査の両方を実施する機関が１機関ある。
　　以下の表においても同様。

実施要綱等の整備

計

表３　検査等マニュアルの整備状況　

義務検査 任意検査 計（実機関数）

2 22 24（23）

1 15 16（16）

0 3  3（ 3）

3 40 43（42）計

いずれも整備していない

検査等マニュアルに代わるものを整備
している

検査等マニュアルを整備している
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⑴ 実施計画の策定状況

実施計画の策定状況は、表４のとおりである。

32機関で、実施箇所あるいは実施箇所数、実施期間、重点事項等を適宜定めた実施計画が策定されていた。

なお、未策定の10機関では、突発的事項をきっかけとして平成27年度のみ実施された特別な調査、法令等違反の

疑義がある場合にのみ実施する調査であるなどの理由により、計画策定は必要ないとしていた。

実施計画については、検査等対象業種により実施頻度のランクが決められており、リスクが高い業種への立入検

査の重点化が図られているもの、過去の立入検査の実施結果を考慮して実施周期の延伸・短縮が図られているも

の、許認可等の有効期間を考慮して実施されているものなどがあった。

また、特定の期間（強化月間・推進月間など）に検査等を集中的に実施したり、他の検査等業務と併せて実施し

ているものなどもあった。

なお、実施箇所の選定等について、上司と協議がなされているものの、計画策定の決裁が行われていないものが

あった。

⑵ 実施計画の実施状況

実施目標数の設定及び達成の状況は、表５のとおりである。

32機関で、実施計画において実施目標数を設定しており、そのうち、26機関で実施目標数が達成され、６機関で

達成されていなかった。

目標の達成ができなかった理由としては、業務の繁忙や、対象団体との日程調整が整わないことなどによるもの

であった。

中には、本庁所管課から実施目標数が提示される場合で、いずれの実施機関においても目標数を達成していない

ものもあった。

また、実施要綱等において年間計画を策定し、各業態とも年１回以上検査等を実施するよう努めることとなって

いるにもかかわらず、大まかな計画が担当者により立てられているのみで、組織として進行管理もされていないこ

となどから、実施要綱等に定められている目標数を達成していなかった事例もあった。

⑶ 検査等の実施頻度

検査等の実施頻度の状況は、表６のとおりである。

表４　実施計画の策定状況

義務検査 任意検査 計（実機関数）

している 3 30 33（32）

していない 0 10 10（10）

3 40 43（42）

実施計画の策定

計

表５　実施目標数の設定及び達成の状況

義務検査 任意検査 計（実機関数）

実施目標数を達成
している

3 24 27（26）

実施目標数を達成
していない

0 6  6（ 6）

計 3 30 33（32）

0 10 10（10）

3 40 43（42）計

実施目標数を設定
している

実施目標数を設定していない
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40機関で、法令や実施要綱等に検査等を１年に１回行う等の実施回数、あるいは、実施箇所数や実施割合が規定

されていたが、そのうち、定められた実施頻度どおりに検査等が実施されていたのは33機関、定められた実施頻度

どおりに検査等が実施されていなかったものは６機関あった。

３ 実施体制の状況

⑴ 実施機関

検査等を専門的に行う部署を設置しているところもあったが、検査等以外の業務を併せて所管するグループ又は

課において、主務担当者とグループ又は課の職員が検査等に従事している例も多かった。

また、同一の検査等事務を本庁と地方機関で分担している場合、実施要綱等の整備、実施計画の策定、検査等の

実施等各種事務について、検査等の内容に応じて、分担されていた。

検査等を地方機関で実施し、一方で、本庁において免許申請や届出事務が行われている場合に地方機関に検査等

対象団体等の正確な最新情報が伝えられていないものや、同一の検査等であって、検査に関する取扱いが実施機関

で異なるものがあった。

このほか、地方機関へ検査権限が委任されているため、基本的には地方機関ですべての事務を行い、難しい案件

の場合のみ、本庁に照会する体制がとられているものなどがあった。

⑵ 検査等従事者数等

検査等従事者数の状況は、表７のとおりである。

職員２名以上で実施していたものが35機関、都合により職員１名で実施する場合もあるとしていたものが７機関

であった。

また、１回あたりの検査等に要する時間については、３名で４．５～５日かけて実施しているものから、１名で

30分程度で行っているものなど、検査等の内容によって様々であった。

４ 職員の研修の状況

⑴ 職員研修

職員研修の実施状況は、表８のとおりである。

28機関が、本庁担当課等主催による担当職員向けの研修（内部研修）に、９機関が、県以外の機関・団体主催に

表６　検査等の実施頻度の状況

義務検査 任意検査 計（実機関数）

規定どおり実施さ
れている

3 31 34（33）

規定の実施頻度を
下回る

0 6  6（ 6）

実績なし 0 1  1（ 1）

計 3 38 41（40）

0 2  2（ 2）

3 40 43（42）

実施頻度を定めて
いる

実施頻度は定めていない

計

表７　検査等従事者数の状況

義務検査 任意検査 計（実機関数）

3 33 36（35）

0 7  7（ 7）

3 40 43（42）計

必ず２人以上で実施している

１人で実施する場合もある
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よる研修（外部研修）に参加していた。一方、いずれの研修にも参加していないものは10機関あった。こうした機

関の中には、時間の制約等から専門性を高めるための研修への参加がなされていないもの、担当グループ内での説

明、引継で対応可能としているものや、マニュアル化を徹底する方向で指摘基準等の整備を進めており、ＯＪＴで

対応可能といったものもあったが、一方で、初任者に対して組織のサポートとケーススタディの研修の充実、ある

いは実践的な事例研修の機会を要望する声もあった。

５ 検査等の実施内容

⑴ 指摘基準等の設定

指摘基準等の設定の状況は表９のとおりである。

27機関で、検査等を実施した結果に対する文書指摘事項、講評（時）指摘事項、口頭指導事項などの指摘基準、

改善検討を促す基準が設定されていた。

また、指摘基準を設定していないものの中には、基準は定めずに法令等に基づく、国の指摘基準に準ずる、個別

事案ごとに国へ照会を行い判断を行うとするものなどがあった。

⑵ 無通告検査の実施

無通告検査の状況は、表10のとおりである。

18機関で、無通告検査を実施していた。

無通告検査を実施している検査等には、現金の保管状況等の確認のため原則無通告で行うものと、通常は事前通

知を行って検査等を実施するが、法令違反等の疑義があるなど特別な場合に限って無通告で行うとするものがあっ

た。

表８　職員研修の実施状況

義務検査 任意検査 計（実機関数）

参加している 2 27 29（28）

参加していない 1 13 14（14）

計 3 40 43（42）

参加している 1 9 10（ 9）

参加していない 2 31 33（33）

計 3 40 43（42）

内部研修

外部研修

表９　指摘基準等の設定の状況

義務検査 任意検査 計（実機関数）

している 2 25 27（27）

していない 1 15 16（15）

3 40 43（42）

指摘基準等の設定

計
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⑶ 検査重点項目の設定

検査重点項目の設定状況は、表11のとおりである。

20機関で、検査重点項目の設定をしていた。

設定にあたっては、前回の立入検査時に指摘の多かった事項や社会情勢を反映した案件を考慮しているもの、国

からの通知に基づいているものなどとなっていた。

⑷ 検査等の効率化

資料の事前提出の状況は、表12のとおりである。

15機関で、検査等に当たってあらかじめ資料の提出を求めていた。

⑸ 内部けん制機能に関する検査

内部けん制機能に関する検査の状況は、表13のとおりである。

15機関で、団体等における内部検査制度の運用状況や内部けん制機能に関して検査するなどの取組がなされてい

たが、主なものは次のとおりであった。

□事業所において業務主任者の責務とされている保安教育の年間計画の作成、実施状況について、立入検査時に確

認している。

（消防総務課：液化石油ガス法関係立入検査）

□「業務管理体制点検用シート」を事前に提出させ、検査時にヒアリングを実施している。

（高齢者福祉課：介護保険施設等実地指導・監査、

障がい福祉課：指定障害福祉サービス事業所等指導）

□管理体制・内部監査等の調書項目を設け確認している。

（子ども・子育て支援課：保育所指導監査）

表10　無通告検査の状況

義務検査 任意検査 計（実機関数）

している 2 17 19（18）

していない 1 23 24（24）

3 40 43（42）計

無通告検査

注：「している」には、法令違反等の疑義があるなど特別な場合に限って無通告検査を行う場合を含む

表11　検査重点項目の設定状況

義務検査 任意検査 計（実機関数）

している 3 18 21（20）

していない 0 22 22（22）

3 40 43（42）

検査重点項目の設
定

計

表12　資料の事前提出の状況

義務検査 任意検査 計（実機関数）

求めている 3 13 16（15）

求めていない 0 27 27（27）

3 40 43（42）

あらかじめ資料の
提出

計
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□組合の規程集・関係書類の閲覧、内部検査担当部署の職員等からの聞き取りにより、内部監査の諸規定、チェッ

クリスト等の整備状況、内部監査の実施状況、指摘された問題点についての改善状況等を確認している。

（農業経営課：農業共済組合に対する検査）

□管理者の設置義務を設けており、検査の際に、管理者の選任及び業務上の監督状況について聴取している。

（警察本部生活安全企画課：古物商等への立入及び調査）

⑹ 関係機関との連携

県と国や市町村等による合同検査や情報共有、あるいは、本庁担当課、担当以外の関係課、各地方機関等の合同

検査や情報共有等、検査等の内容に応じて関係機関と連携する取組が多数あった。

６ 検査等の実施結果の取扱い

⑴ 検査結果の報告・復命

検査結果の報告・復命の状況は、表14のとおりである。

実績のない１機関を除く41機関すべてで、検査結果について書面での報告・復命を行うこととされていた。

実施要綱等で検査結果の報告・復命等に関する規定があるものについては、おおむね各規定に従って報告・復命

がなされていた。

なお、検査結果が台帳に記載されているものの、不適正事案があった場合のみ、上司へ報告することとしている

ものが１機関あった。

⑵ 検査結果の通知、改善措置状況の報告等

検査結果の通知、改善措置状況の報告等の状況は、表15のとおりである。

42機関すべてで検査結果の通知が行われていたが、そのうち、文書によるものが22機関、口頭によるものが８機

関、文書又は口頭によるものが12機関あった。

実施要綱等で検査結果の通知に関する規定があるものについては、おおむね各規定に従って通知がなされてい

た。なお、実施要綱では、文書により改善を求める場合は、調査実施後おおむね１ヶ月以内に通知する旨の規定が

されているにもかかわらず、年度末に一括して年間の検査結果を通知しているものが１機関あった。

また、該当事例がない３機関を除く39機関すべてで検査結果通知に対する改善措置状況の報告がなされていた

が、そのうち、文書によるものが30機関、口頭によるものが２機関、文書又は口頭によるものが７機関あった。

なお、該当事例のない３機関を除く39機関すべてで改善措置状況の報告に対する確認が行われていた。確認方法

表13　内部けん制機能に関する検査

義務検査 任意検査 計（実機関数）

している 3 13 16（15）

していない 0 27 27（27）

3 40 43（42）

内部けん制機能の
検査

計

表14　検査結果の報告・復命の状況

義務検査 任意検査 計（実機関数）

している 3 39 42（41）

していない 0 0  0（ 0）

実績なし 0 1  1（ 1）

3 40 43（42）計

書面での検査結果
の報告・復命
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としては、実地又は書面によるものが17機関、実地、書面又は口頭によるものが10機関、書面によるものが10機関

などであった。実地確認の時期は、直ちに行うものと、次回検査時に行うものなど検査等の内容に応じて様々であ

った。

⑶ 検査結果の同業団体等への情報提供

検査結果の同業団体等への情報提供の状況は、表16のとおりである。

16機関で、検査結果の同業団体等への情報提供が行われていた。同業団体等が集まる会議や研修会等の場におい

て、検査結果の概要、指摘の多い事項の周知などによる注意喚起が行われ、法令遵守や不適正事案の未然防止等の

取組がなされていた。

また、検査等の際に、同様の指摘を受けた施設が３つ以上あった場合には、当該項目について全施設に対して注

意喚起をするなど、ルールを決めて取り組んでいる事例もあった。

表15　検査結果の通知、改善措置状況の報告等の状況

義務検査 任意検査 計（実機関数）

文書 3 20 23（22）

口頭 0 8  8（ 8）

文書又は口頭 0 12 12（12）

計 3 40 43（42）

通知していない 0 0  0（ 0）

3 40 43（42）

文書 3 28 31（30）

口頭 0 2  2（ 2）

文書又は口頭 0 7  7（ 7）

計 3 37 40（39）

報告されていない 0 0  0（ 0）

該当事例なし 0 3  3（ 3）

3 40 43（42）

実地、書面又は口頭 1 10 11（10）

実地又は書面 2 15 17（17）

実地 0 2  2（ 2）

書面 0 10 10（10）

口頭 0 0  0（ 0）

計 3 37 40（39）

確認していない 0 0  0（ 0）

該当事例なし 0 3  3（ 3）

3 40 43（42）

注：改善措置状況の報告について、宣誓書・変更届の提出による場合は、「文書」による報告とみなす。

計

　  改善措置状況の報告に対する確認方法について、宣誓書、写真等で確認の場合は、「書面」による確認とみなす。

検査結果の通知
通知している

計

改善措置状況の報
告

報告されている

計

改善措置状況の報
告に対する確認方
法

確認している
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⑷ 検査結果の総括・分析、公表

検査結果の総括・分析、公表の状況は表17のとおりである。

22機関で、検査結果の総括・分析が行われていたが、内容や活用方法は検査等の実態により様々であった。総括

・分析の結果を集団指導の際に公表するとともに、次年度の指摘基準や重点チェックポイントに反映したり、事業

計画作成時に検査結果を踏まえた監視強化を検討するなどの取組がなされていた。

19機関で、検査等の実施件数、結果の概要等が県のホームページ、状況書・報告書、各種統計資料等により公表

されていた。

また、法に基づき行政処分したものについては、報道発表により公表されているものもあった。

検査結果を公表しない23機関の中には、法令や実施要綱等に公表についての定めがないとするものがあったほ

か、団体数が少なく、検査結果を公表すると団体が特定されるため、協力を得づらくなるといったものもあった。

７ 不適正事案等に対する対応

不適正事案（県民からの苦情や情報提供、県内及び県外で生じた事件・事故等）への対応については、20機関か

ら回答があった。

県民からの情報提供を受けて、対象団体に対する事実確認や、ほかに同様な事例がないか点検実施を指導するな

どの対応がなされるとともに、これらの不適正事案の未然防止のため、同業他団体に対しても、同様の点検実施を

促すとともに、文書による注意喚起を行っているものがあった。

また、県外での災害発生、殺傷事件等に伴い、利用者の安全確保や非常災害時の体制強化の徹底に関する通知を

発出するなどの対応がとられていたものも相当数あった。

第４ 監査意見

県では、法令等に基づき、環境、医療、福祉、農林水産業、土木等、多岐にわたる分野において、団体等に対する

各種検査等を実施している。これらの検査等が適切に行われることは、団体等の事業の適正な運営確保につながり、

ひいては県民の安心感を高め、県行政に対する信頼を深めることになる。

表16　検査結果の同業団体等への情報提供の状況

義務検査 任意検査 計（実機関数）

している 2 15 17（16）

していない 1 25 26（26）

3 40 43（42）

検査結果の同業団体
等への情報提供

計

表17　検査結果の総括・分析、公表の状況

義務検査 任意検査 計（実機関数）

している 2 20 22（22）

していない 1 20 21（20）

3 40 43（42）

義務検査 任意検査 計（実機関数）

している 1 18 19（19）

していない 2 22 24（23）

3 40 43（42）

検査結果の公表

計

検査結果の総括・
分析

計
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今回、事前調査を踏まえて、各部局の処理事務数の構成割合や事務の内容を考慮の上、27事務・42機関を選定し、

監査を実施した結果、おおむね適切に実施されているものと認められたが、今後は、以下に述べる意見について留意

し、より効率的、効果的で適切な検査等の執行に努められたい。

１ 実施要綱等及び検査等マニュアルの整備等

⑴ 実施要綱等の整備及び見直しについて（共通）

検査等を実施するにあたって、その主旨や目的、あるいは、実施方針などの基本的事項を定めた実施要綱等を整

備することは、検査等実施の意義や必要性などの明確化につながり、検査等を着実に遂行する上で重要である。

監査の結果では、実施要綱等が整備されていないもの、また、実施要綱等が整備されている検査等にあっても、

実施要綱等が古いままで見直しが行われていないものなどがあった。

ついては、実施要綱等が整備されていない検査等にあっては、検査等の内容を確認の上、実施要綱等の必要性に

ついて今一度検討されたい。

また、実施要綱等の古いものなどについては、検査等の実施にあたり支障のないよう、適宜、内容の見直しを図

られたい。

⑵ 検査等マニュアルの整備及び見直しについて（共通）

検査等マニュアルを整備し、検査等の実施手順や実施基準、根拠法令や解釈と関連づけたチェック項目などを設

け、ルールの規定化を図ることは、検査等のレベルを確保し、担当者間での検査結果のばらつきを防止する上で効

果的であり、検査等の円滑な実施が期待できる。

監査の結果では、法令等の規定を直接違反か否かの判断材料として検査等を実施する事務（３機関）について

は、検査等マニュアルが整備されていなかった。また、それ以外の事務においては、すべて検査等マニュアル、あ

るいは、それに代わるものが整備されていたが、これらの中には、検査項目や手順等を定めていないもの、不適と

する項目について、指導区分（文書・口頭）の判断基準がなく、同じ事務を行う地方機関の間で取扱いに差が生じ

る可能性が懸念されるもの、制定された年月日が不明で、決裁が行われた形跡が見られないものがあった。

ついては、検査等の事務の円滑化、実施内容の平準化による公平性の確保に向け、適宜、検査等マニュアルの整

備、あるいは、内容の見直しを図られたい。

また、検査等マニュアルの整備にあたっては、決裁権者による決裁を行い、組織として整備されたい。

２ 実施計画の策定

⑴ 実施計画の策定について（共通）

検査等の実施にあたっては、所期の成果の達成に向けて、実施計画に当該年度実施する検査等の対象団体や実施

時期等をあらかじめ定め、検査等を確実に実施するよう努める必要がある。

監査の結果では、具体的な実施計画を策定していないものや、計画の策定にあたって決裁が行われていないもの

があった。

ついては、検査等の性質（計画的に実施するものか、法令等に違反している場合のみ実施するものか など）を

確認の上、必要に応じて実施計画を策定されたい。

また、その場合にあっては、決裁権者による決裁を行い、組織として策定されたい。

⑵ 目標達成に向けた取組の進行管理について（共通）

監査の結果では、おおむね実施計画に掲げた実施目標のとおり検査等が実施されていたが、中には、業務の繁忙

や、対象団体との日程調整が整わないことなどを理由として、実施計画に掲げられた箇所の検査を実施していない

ものがあった。

ついては、日頃から業務の進捗状況を的確に把握し、年度中途に、適宜、実施期間の延長など、計画の見直しを

図り、目標達成に向けた進行管理に努められたい。

また、本庁所管課から実施目標数が提示される場合で、いずれの実施機関においても目標数を達成していない検

査等があったが、こうしたものについては、目標数設定の妥当性を検証されたい。
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３ 検査等の実施体制

⑴ 実施体制の状況について（共通）

検査等の実施体制については、大半の検査等で複数体制をとっているが、中には、都合により１名で実施する場

合もあるとしていた事例があった。

ついては、事故や紛争を未然に防ぐ観点から２名以上で実施することが適切であることから、引き続き、検査等

の目的を達成するために必要な人員の確保と担当事務の適切な割り振りについて配慮をお願いしたい。

また、検査等を地方機関で実施し、一方で、本庁において免許申請や届出事務を行っている場合に地方機関に検

査等対象団体等の正確な最新情報が伝えられていないものや、同一の検査等であって、検査に関する取扱いが地方

機関で異なるものがあった。

ついては、所管課におかれては、地方機関との情報共有に努め、実施において齟齬のないよう連携を図られた

い。

４ 職員の研修等

⑴ 新任担当職員・実務担当職員の育成について（共通）

検査等の業務は、直接県民の生活や社会経済活動に関わり、公正の確保や透明性の向上が求められる｡そのため

には、日頃から担当職員の研鑽が不可欠であり、研修等の充実を図る必要がある。

監査の結果では、マニュアル化の徹底とＯＪＴで対応可能であるとするものがある一方、経験の浅い職員に対し

て組織のサポートとケーススタディの研修の充実、あるいは実践的な事例研修の機会を要望する声が聞かれた。

また、時間の制約等から専門性を高めるための研修への参加がなされていないものもあった。

ついては、担当職員が業務知識を十分習得し、検査技術レベルを向上できるよう、研修機会の確保、研修内容の

充実に積極的に取り組まれるとともに業務知識や経験が豊富な職員から経験の浅い職員への検査技術の円滑な継

承、外部研修受講者による関係職員に対する伝達研修などにも努められたい。

特に、年度当初にあっては、新任担当職員の事務の不慣れによる事務処理の遅延やミス等の発生が考えられるの

で、年度初めの早い時期に担当者会議等を開催することにより、新任担当職員も含めた実務担当職員の育成や情報

共有に努められたい。

５ 検査等の実施結果の取扱い

⑴ 検査結果の報告・復命について（共通）

特に問題が見られなかった場合には、検査結果を台帳に記載するのみで、上司への報告を行わないこととしてい

るものがあった。進捗状況を所属長に適宜報告するなど、所属内における情報共有に努められたい。

⑵ 検査結果の通知について（共通）

検査等の重要な点は実施することのみではなく、検査等の実施後、結果の適否を団体等に通知し、不適切な点に

ついて確実に改善されることにある。

監査の結果では、団体等への検査結果の通知について、口頭による方法のみで実施している検査等があった。

ついては、その内容に応じて、適宜、書面の手交を行うなど、対象団体等と検査等実施機関との間で認識の相違

等生じないよう留意し、確実な改善につなげられたい。

また、実施要綱等で調査実施後おおむね１ヶ月以内に通知する旨の規定がされているにもかかわらず、年度末に

一括して年間の検査結果を通知しているものがあったが、検査結果の通知にあたっては、実施要綱等に定められた

期間内に行うよう改善されたい。

⑶ 改善措置状況報告に対する確認について（共通）

改善措置状況の報告に対する確認は、実地や書面、口頭など様々なものがあった。引き続き確実な方法かつ最適

な時期での確認に取り組まれたい。また、改善を要する事項の再発防止や類似事案の未然防止に向けて、検査後に

おける適宜適切な指導や注意喚起にも努められたい。

⑷ 検査結果の同業団体等への情報提供について（共通）
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検査結果や不適正事案の概要等の情報を周知することは、自主的な改善や不適正事案の未然防止に有効な手段で

ある。

監査の結果では、検査結果の同業団体等への情報提供の取組が実施されていない機関もあった。

ついては、研修会・講習会等様々な機会を利用し、同業団体等に対する検査結果の情報提供について積極的に取

り組まれたい。

⑸ 検査結果の総括・分析について（共通）

検査結果の総括・分析は、検査等実施の効率化、公正化を図るために重要である。

監査の結果では、検査結果の総括・分析が行われていない機関があった。

ついては、年度ごとの総括・分析を行い、次年度の指摘基準や重点項目の設定、事業計画の策定への反映など、

より効果的な検査となるよう努められたい。

６ 参考事例

検査等の実施にあたって、事務の簡素化、効率化、改善等に取り組まれた事例の一部を紹介するので、執務の参

考とされたい。

⑴ 専門的知識を有する者の活用

□公認会計士と毎年度契約を締結し、財務会計等について専門的な見地から検査を実施させるなど、専門的知識を

有する者の活用が図られていた。

（環境生活総務課消費とくらしの安全室：消費生活協同組合運営状況検査）

⑵ 実施体制の効率化

□社会福祉施設の指導監査については、健康福祉部の各担当課・グループが主に利用者の処遇関係を、地域福祉課

福祉基盤・監査指導スタッフが共通事項（管理・施設関係）を受け持つ形となっており、検査等の担当区分を設定

し、合同で実施されている。

また、検査等の実施、結果通知等検査等に係るほとんどの事務について、健康福祉部各課が連携して効率的に指

導監査を行うシステムが構築されている。

（地域福祉課：生活保護施設監査他）

□医療機関への立入検査について、各保健所がそれぞれの職員数に応じて実施可能な班編成を組み、計画的に実施

されている。特に放射線技師など県全体でも人数が少ない専門職については、他保健所からの応援や専門職同士の

研修等により体制の確保が図られている。

（松江保健所・浜田保健所：医療機関への立入検査）

⑶ 検査技術向上の取組

ア 研修の実施にあたって工夫している取組

□環境政策課主催の初任者向けの担当職員事務処理研修が年度当初に実施されているほか、事例発表などのスキル

アップ研修が実施されている。

（浜田保健所：水濁法第22条第１項に係る立入検査）

□食品表示の検査に係るノウハウを継承するため、平成28年度から専門知識を有する薬事衛生課の嘱託職員による

研修が実施されている。

（雲南保健所・県央保健所：食品表示法に基づく食品衛生施設の監視指導）

イ 担当職員の資質向上のための取組

□所管課において、各保健所からの相談事例や県民からの苦情などがファイルされており、必要に応じて照会する

ようにしている。また、各保健所の環境関係課長会議において、事例研究が行われている。

（松江保健所・益田保健所：産業廃棄物関連立入検査）

□生活保護事務は平成21年度より全市町村へ移管されており、県職員は現場を経験することがない。これに対応す

るため、生活保護施設への監査はマニュアル化を徹底する方向で指摘基準等の整備を進めており、担当が変わって
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もこれらを使ってのＯＪＴで対応できるようになっている。

（地域福祉課：生活保護施設監査）

□保育所監査に係る根拠通知等をまとめた担当職員ごとの業務必携が整備されている。

（子ども・子育て支援課：保育所指導監査）

□指摘事項や措置状況等を記録した「指導監査改善状況管理台帳」のデータを関係職員間で情報共有し、指摘事項

の平準化を図っている。

（地域福祉課：生活保護施設監査他）

□経験の浅い担当者が多いことから、検査マニュアルの整備、教養の実施、立入時に使用するわかりやすいチェッ

ク票の作成などを行っている。

（警察本部生活安全企画課：古物商等への立入及び調査）

⑷ 検査等の効率化

□医療事故防止対策、院内感染対策、防災対策等県の独自項目については、自主点検票を事前に送付して記入をし

てもらい、検査の際のヒアリングに活用することとなっている。

（松江保健所・浜田保健所：医療機関への立入検査）

□指導基準、指摘指針を反映した「調査資料」「自己点検シート」等を事前に作成・提出させて内容を把握し、現

場での実態チェックにも使用することで、指導監査を効率的に実施するとともに、業者への自覚を促している。

（高齢者福祉課：介護保険施設等実地指導・監査

障がい福祉課：指定障害福祉サービス事業所等指導）

□年度毎に検査結果を総括し、集団指導の際に公表するとともに、次年度の「重点チェックポイント」に反映して

いる。

（障がい福祉課：指定障害福祉サービス事業所等指導）

□複数の立入検査を組み合わせて実施することで効率化を図っている。

（雲南保健所：食品表示法に基づく食品衛生施設の監視指導他）

□事例やマニュアル、通知などは、薬事衛生課で共有フォルダが保存されており、各保健所からアクセスできるよ

うになっている。

（出雲保健所：薬局、店舗販売業、管理医療機器販売業への立入検査）

□対象事業所の規模に応じて立入検査の実施周期を定めており、検査結果に基づき周期の延伸・短縮が図られてい

る。

（商工政策課：食料品製造業・流通業立入検査）

□現時点の実施状況を把握しやすいように一覧表を作成し、いつでも閲覧できる警察情報ネットワーク用パソコン

のファイルサーバーで掲示し、情報共有している。

（警察本部生活安全企画課：古物商等への立入及び調査）

□立入を実施している地域警察官から、立入計画を半年ごとに提出させることで、前半までの実施状況を確認する

とともに、後半の実施計画の見直しを行うよう「実施要領」に規定されている。

（警察本部生活安全企画課：古物商等への立入及び調査）
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島根県監査委員公表第２号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第７項の規定により実施した平成28年度財政的援助団体等監査の結果に関

する報告を、同条第９項の規定により次のとおり公表する。

平成29年３月24日

島根県監査委員  智 子

同 中 島 謙 二

同 錦 織 厚 雄

同 後 藤 勇
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第１ 監査の概要

１ 財政的援助団体等監査の趣旨

地方自治法第１９９条第７項 の規定に基づき、県が補助金、交付金、負担金、貸付金、損失補償等の財政的援助(注1)

を与えている団体、資本金、基本金等を出資している団体、借入保証等をしている団体及び公の施設 の管理を行わ(注2)

せている団体並びに財政的援助等を行っている所管課を対象とし、県による財政的援助等の妥当性、団体における公

金の執行状況の適正性等の観点から監査を実施した。

地方自治法第１９９条第７項(注1)

監査委員は、必要があると認めるとき、又は普通地方公共団体の長の要求があるときは、当該普通地方公共団

体が補助金、交付金、負担金、貸付金、損失補償、利子補給その他の財政的援助を与えているものの出納その他

の事務の執行で当該財政的援助に係るものを監査することができる。当該普通地方公共団体が出資しているもの

で政令で定めるもの、当該普通地方公共団体が借入金の元金又は利子の支払を保証しているもの、当該普通地方

公共団体が受益権を有する信託で政令で定めるものの受託者及び当該普通地方公共団体が第２４４条の２第３項

の規定に基づき公の施設の管理を行わせているものについても、また、同様とする。

公の施設(注2)

住民の福祉を増進させることを目的として、その利用に供するために普通地方公共団体が設置する施設（学

校、美術館、ホール、体育館、県営住宅や公園等）。

２ 監査対象団体及び実施団体

⑴ 監査対象団体

監査対象団体は次のとおりである。

ア 財政的援助団体

① 県単独の制度により１千万円以上の補助金、交付金、負担金又は利子補給金（以下「補助金等」という。）

を交付した団体及び１千万円未満の補助金等を交付した団体のうち特に監査を実施する必要があると認めた団

体

② 県が貸付け又は損失補償をしている団体のうち特に監査を実施する必要があると認めた団体

イ 出資団体

県が資本金、基本金その他これらに準ずるものの４分の１以上を出資している団体

ウ 借入保証、信託に係る団体

県が借入保証又は信託（不動産の信託に限る。）をしている団体のうち特に監査を実施する必要があると認め

た団体

エ 公の施設の指定管理者

県が公の施設の管理を行わせているもの

⑵ 監査対象団体の概要

監査対象団体の平成２７年度末の状況は、次表のとおりである。

財 政 的 援 助 等 の 形 態 別 件 数
監 査 対 象

団 体 区 分 財 政 的 援 助 債 務 公 の 施 設 の
団 体 実 数 出 資

補 助 金 等 貸 付 金 損 失 補 償 保 証 指定管理

一 般 社 団 法 人 ３ ３

公 益 社 団 法 人 ６ ５ １ １ ２

一 般 財 団 法 人 ３ ２ ２ １

公 益 財 団 法 人 １ ８ ７ ３ ３ １ ４ ７

地 方 独 立 行 政 法 人 １ １

学 校 法 人 ２ ２
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社 会 福 祉 法 人 １ ４ １ ４

農 林 水 産 組 合 ２ ２

商 工 会 議 所 ･商 工 会 ２ ９ ２ ９

株 式 会 社 １ ２ １ ２ ３ ８

そ の 他 ３ ０ ２ ４ １ １ ３ １ ３

合 計 １ ２ ０ ９ ０ ７ ５ ２ ４ １ １ ９(注 3)

(注3)１つの団体について補助金等、貸付金、出資等が重複している場合があるため、「監査対象団体実数」の

合計と「財政的援助等の形態別件数」の合計は一致しない。

⑶ 監査実施団体

平成２８年度は、上記監査対象団体の中から過去の監査実施状況等を考慮し、次の２５団体を選定し監査を実施

した。

監 査 対 象 と し た
監 査 実 施 団 体 名 所 管 課

財 政 的 援 助 等 の 内 容

総 務 課 貸 付 金 ・ 出 資１ （ 公 財 ） 島 根 県 育 英 会
補 助 金 等学 校 企 画 課

２ （ 公 財 ） し ま ね 海 洋 館 し ま ね 暮 ら し 推 進 課 出 資 ・ 指 定 管 理

補 助 金 等３ 萩 ・ 石 見 空 港 利 用 拡 大 促 進 協 議 会 交 通 対 策 課

４ 一 畑 電 車 沿 線 地 域 対 策 協 議 会 交 通 対 策 課 補 助 金 等

指 定 管 理５ （ 株 ） Ｓ Ｐ Ｓ し ま ね 文 化 国 際 課

出 資 ・ 指 定 管 理
６ (公 財 ） し ま ね 自 然 と 環 境 財 団

自 然 環 境 課

補 助 金 等環 境 政 策 課

出 資７ （ 公 財 ） 島 根 県 障 害 者 ス ポ ー ツ 協 会 障 が い 福 祉 課

指 定 管 理８ （ 株 ） 島 根 東 亜 建 物 管 理 障 が い 福 祉 課

指 定 管 理９ Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 国 際 交 流 フ ラ ワ ー ２ １ 農 産 園 芸 課

出 資1 0 （ 公 財 ） 島 根 県 み ど り の 担 い 手 育 成 基 金 林 業 課

指 定 管 理1 1 （ 公 財 ） ホ シ ザ キ グ リ ー ン 財 団 水 産 課

補 助 金 等 ・ 出 資 ・
1 2 (一 財 ） く に び き メ ッ セ 商 工 政 策 課

指 定 管 理

補 助 金 等1 3 （ 公 社 ） 島 根 県 観 光 連 盟 観 光 振 興 課

補 助 金 等1 4 石 見 観 光 振 興 協 議 会 観 光 振 興 課

補 助 金 等1 5 広 島 地 区 観 光 情 報 発 信 事 業 実 行 委 員 会 観 光 振 興 課

補 助 金 等 ・ 出 資 ・
産 業 振 興 課

指 定 管 理
1 6 (公 財 ） し ま ね 産 業 振 興 財 団

補 助 金 等 ・ 貸 付 金
中 小 企 業 課

・ 損 失 補 償

補 助 金 等1 7 安 来 市 商 工 会 中 小 企 業 課

補 助 金 等1 8 奥 出 雲 町 商 工 会 中 小 企 業 課

補 助 金 等1 9 邑 南 町 商 工 会 中 小 企 業 課

2 0 補 助 金 等津 和 野 町 商 工 会 中 小 企 業 課

2 1 指 定 管 理Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 出 雲 ス ポ ー ツ 振 興 ２ １ 都 市 計 画 課

（ 株 ） Ｉ Ｓ Ｐ 都 市 計 画 課 指 定 管 理2 2

補 助 金 等2 3 （ 一 財 ） 島 根 県 建 築 住 宅 セ ン タ ー 建 築 住 宅 課

指 定 管 理2 4 （ 株 ） Ｍ Ｉ し ま ね 文 化 財 課

指 定 管 理2 5 ミ ュ ー ジ ア ム い ち ば た 文 化 財 課
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なお、上記２５団体のうち、指定管理を行っているのは１２団体で、その施設は次のとおりである。

平成27年度 利 用
(注４)施 設 名 指定管理者名 指定管理料 料金制

（千円）

(公財）しまね海洋館 185,946 ○
１ しまね海洋館

（アクアス）

２ 美術館 ＳＰＳしまね 287,170（株）

三瓶自然館及びその附属施

３ 設（サヒメル・三瓶小豆原 しまね自然と環境財団 284,040 ○(公財)

埋没林公園）

４ はつらつ体育館 （株）島根東亜建物管理 7,500

ＮＰＯ法人 国際交流フラワー２１ 84,870 ○
５ 花ふれあい公園

（しまね花の郷）

(公財）ホシザキグリーン財団 118,787 ○
６ 宍道湖自然館

（ゴビウス）

(一財）くにびきメッセ － ○
７ 産業交流会館

（くにびきメッセ）

(公財）しまね産業振興財団 198,122
８ 産業高度化支援センター

（テクノアークしまね）

９ 浜山公園 ＮＰＯ法人 出雲スポーツ振興２１ 148,364 ○

10 石見海浜公園 126,820 ○（株）ＩＳＰ

11 古墳の丘古曽志公園 6,100（株）ＭＩしまね

12 古代出雲歴史博物館 296,508ミュージアムいちばた

(注4)利用料金制とは、公の施設の指定管理者に当該施設の利用料金を収入させ、施設を運営する制度である。

３ 監査の実施方法、対象年度、範囲、視点、実施年月日及び監査の執行者

⑴ 実施方法

監査実施団体については原則として実地監査を行い、監査実施団体の所管課及び監査実施団体の一部については

書面監査により行った。

⑵ 対象年度

監査は原則として平成２７年度を対象とし、必要に応じ平成２６年度及び平成２８年度も対象とした。

⑶ 範囲

監査の範囲は、補助金等、貸付金又は損失補償の財政的援助を与えている団体については、それら財政的援助に

関連する範囲とし、出資している団体については、団体の財務、会計及び事業の実施状況を範囲とし、公の施設の

管理を行わせている団体については、管理に係る会計事務の執行や施設の維持管理を範囲とした。

⑷ 監査の視点

監査は、補助金等の財政的援助を与えている団体については、補助金等が公金として適切に執行され、交付目的

である成果が十分得られているか、出資している団体については、出資目的に沿って事業が実施されているか、ま

た、公の施設の管理を行わせている団体については、指定管理に関する協定書に基づき施設が適切に管理・運営さ

れているかなどの視点から行った。

⑸ 監査実施年月日

監 査 実 施 団 体 名 監 査 実 施 年 月 日

（ 公 財 ） 島 根 県 育 英 会 平 成 ２ ８ 年 １ ０ 月 ２ ４ 日

一 畑 電 車 沿 線 地 域 対 策 協 議 会 平 成 ２ ８ 年 １ ０ 月 ２ ４ 日

（ 株 ） Ｓ Ｐ Ｓ し ま ね 平 成 ２ ８ 年 １ ０ 月 ２ ４ 日
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（ 公 社 ） 島 根 県 観 光 連 盟 平 成 ２ ８ 年 １ ０ 月 ２ ４ 日

（ 公 財 ） し ま ね 産 業 振 興 財 団 平 成 ２ ８ 年 １ ０ 月 ２ ４ 日

（ 一 財 ） 島 根 県 建 築 住 宅 セ ン タ ー 平 成 ２ ８ 年 １ ０ 月 ２ ４ 日

（ 公 財 ） し ま ね 海 洋 館 平 成 ２ ８ 年 １ ０ 月 ２ ６ 日

（ 株 ） Ｉ Ｓ Ｐ 平 成 ２ ８ 年 １ ０ 月 ２ ６ 日

萩 ・ 石 見 空 港 利 用 拡 大 促 進 協 議 会 平 成 ２ ８ 年 １ ０ 月 ２ ７ 日

（ 公 財 ） し ま ね 自 然 と 環 境 財 団 平 成 ２ ８ 年 １ ０ 月 ２ ７ 日

（ 公 財 ） ホ シ ザ キ グ リ ー ン 財 団 平 成 ２ ８ 年 １ １ 月 １ 日

（ 一 財 ） く に び き メ ッ セ 平 成 ２ ８ 年 １ １ 月 １ 日

Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 出 雲 ス ポ ー ツ 振 興 ２ １ 平 成 ２ ８ 年 １ １ 月 １ 日

（ 公 財 ） 島 根 県 障 害 者 ス ポ ー ツ 協 会 平 成 ２ ８ 年 １ １ 月 ２ 日

（ 株 ） 島 根 東 亜 建 物 管 理 平 成 ２ ８ 年 １ １ 月 ２ 日

（ 株 ） Ｍ Ｉ し ま ね 平 成 ２ ８ 年 １ １ 月 ２ 日

Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 国 際 交 流 フ ラ ワ ー ２ １ 平 成 ２ ８ 年 １ １ 月 ４ 日

平 成 ２ ８ 年 １ １ 月 ４ 日ミ ュ ー ジ ア ム い ち ば た

（ 公 財 ） 島 根 県 み ど り の 担 い 手 育 成 基 金 平 成 ２ ８ 年 １ １ 月 ７ 日

所管課及び上記以外の監査実施団体については、事前に職員により実施した実地調査に基づき、書面監査を実施

した。

⑹ 監査の執行者

監査の執行者は次のとおりである。

監査委員 智 子

監査委員 中 島 謙 二

監査委員 錦 織 厚 雄

監査委員 後 藤 勇

なお、地方自治法第１９９条の２の規定により、中島謙二監査委員は（一財）くにびきメッセについて、後藤勇

監査委員は（株）ＳＰＳしまねについて監査を行っていない。

第２ 監査の結果

監査結果（総括）Ⅰ

各監査実施団体別の監査結果はⅡ 監査結果（個別）に掲げるとおりであり、是正を求めて指導、指示する事項が

１５件あったほかは、おおむね適正に処理されているものと認められた。

また、個別の意見を除き、監査全般を通じた意見は９件である。

なお、意見については、Ⅱ 監査結果(個別)に掲げた意見を含め、県報登載により公表し、指導事項及び指示事項

とともに該当する監査実施団体及び所管課に対し文書で通知する。

１ 指導事項及び指示事項

該当の団体、所管課に対し文書により是正を求めて指導、指示する事項は、次のとおりである。

⑴ 指導事項（団体）（１４件）

ア 受託収納計算書が提出されていなかったもの（４件）

イ 契約書に添付すべき仕様書が添付されていなかったもの（２件）

ウ 再委託の通知がされていなかったもの（３件）

エ 通勤手当の額が誤っていたもの

オ 収納事務に遅れがあったもの

カ 履行検査の検査員の指定がなかったもの

キ 文書の決裁に不備があったもの（２件）
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⑵ 指示事項（所管課）（１件）

ア 委託事業での実施が適切と思われるもの

２ 意見

監査全般を通じた意見は、次の９件（団体４件、所管課等５件）である。

⑴ 団体に対する意見

① ＡＥＤの使用訓練の実施について（該当指定管理者）

ＡＥＤ（自動体外式除細動器）については、近年県の庁舎や公の施設でも設置が進んでおり、緊急時の人命

救助につながる機器として、その重要性に対する認識が広まっている。

今回の監査では、指定管理者制度導入施設である公の施設におけるＡＥＤの設置状況や指定管理者における

使用訓練の状況等を確認した。

その結果、今回監査したほとんどの施設でＡＥＤが設置されていたが、職員を対象とする使用訓練について

は定期的な実施がされていない例が見受けられた。

ＡＥＤはその機能上、多くの県民が利用する公の施設においては特に重要な機器であり、緊急時において適

切に使用されることが必要であるため、ＡＥＤが設置されている施設の指定管理者においては、職員に対して

毎年度使用訓練の機会を設けるなど、定期的な使用訓練の実施について適切な対応を取られたい。

② 不審者対策の実施について（各指定管理者）

昨今、多くの人が利用する集客施設等での危機管理の一環として、火災発生時の避難や防火対策の訓練、自

然災害発生時の対応の訓練とともに、外部からの不審者の侵入や危険な行動に対処する訓練等の重要性に関す

る認識が高まりつつあり、今回監査した指定管理者制度導入施設でも、このような不審者の侵入を想定した訓

練等の取組が見られた。

危機管理への社会的な意識は今後更に高まっていくと考えられることから、各指定管理者においては、指定

管理者制度導入施設における危機管理の充実に向けた取組の一環として、不審者対策の実施に一層努められた

い。

③ 受託収納計算書の提出について（該当指定管理者）

指定管理者制度導入施設の使用料収入について、使用料収入が県収入となるいわゆる「代行制」を採用して

いる場合、指定管理業務の基本協定書においては、毎月の使用料収入を翌月に県に納付することに伴って、知

事（又は教育長）及び会計管理者に当該使用料収入に係る受託収納計算書を納付後に提出するよう定められて

いるが、今回監査した指定管理者については、当該計算書を提出していなかったり、知事又は教育長には提出

しているが会計管理者に提出していない例が見受けられた。

この計算書は、県が歳入を速やかに捕捉するためのものであり、代行制を採用している施設の指定管理者に

おいては、基本協定書の規定を遵守して当該計算書を知事（又は教育長）及び会計管理者へ提出されたい。

④ 再委託の通知について（各指定管理者）

指定管理業務の基本協定書では、当該業務の一部について指定管理者が第三者への再委託を行う場合、再委

託先業者の名称と再委託の対象業務を県に通知するよう定められているが、今回の監査において、当該通知が

行われていない例が見受けられた。

この通知は、県が指定管理業務を指定管理者に委託する中で、例外的に認めている部分的な再委託の状況を

的確に把握するためのものであり、指定管理者においては基本協定書の規定を遵守し、再委託先業者の名称と

再委託の対象業務を県に通知されたい。

⑵ 所管課等に対する意見

① ＡＥＤの使用訓練について（該当所管課）

団体に対する意見で述べたように、ＡＥＤはその機能上、多くの県民が利用する公の施設においては特に重

要な機器であり、緊急時において適切に使用されることが必要である。
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ＡＥＤが設置されている指定管理者制度導入施設の所管課においては、当該施設におけるＡＥＤの設置、維

持管理、使用訓練等の実態を把握するとともに、指定管理業務に当たる職員を対象とする使用訓練が定期的に

実施されるよう指導されたい。

② 不審者対策の実施について（各所管課）

団体に対する意見で述べたように、不審者対策は危機管理の一環として、火災や自然災害等への対応と同様

にその重要性に関する認識が高まりつつあるため、所管課においては、各指定管理者による不審者対策の実施

状況を把握するとともに、指定管理者において不審者対策が適切に実施されるよう指導に努められたい。

③ 受託収納計算書の提出について（該当所管課）

団体に対する意見で述べたように、受託収納計算書は県が歳入を速やかに捕捉するためのものであるため、

当該計算書の提出を要する指定管理者制度導入施設の所管課においては、当該計算書が基本協定書の規定に従

って提出されるよう指導されたい。

④ 再委託の通知について（各所管課）

団体に対する意見で述べたように、再委託の通知は、県が例外的に認めている部分的な再委託の状況を的確

に把握するため必要なものであり、所管課においては、基本協定書の規定に従って通知が行われるよう指導さ

れたい。

⑤ 指定管理料の設定について（人事課・財政課）

指定管理業務の実施に当たっては、県から指定管理者に指定管理料が支払われる。

指定管理料の算定については、人事課・財政課が制定している「指定管理者制度運用に係る共通ガイドライ

ン」により、指定管理業務の範囲、業務の要求水準、利用料金制の採用の有無等をもとに積算することとなっ

ている。

これにより、利用料金制を採用している施設においては、指定管理業務に係る支出見込額が収入見込額を上

回る差額分を指定管理料として積算し、使用料が県収入となる代行制では指定管理業務に係る支出額そのもの

を指定管理料として積算することとなる。また、代行制のうちメリットシステムを採用している場合では、収

入が収入目標額の１１０パーセントを超えた場合は、当該超過分の２分の１に相当する額を当該年度の指定管

理料に上乗せし、収入が収入目標額の９０パーセントに満たない場合は、当該不足分の２分の１に相当する額

を当該年度の指定管理料から減額することとなっている。

今回の監査の対象となった各指定管理者のうち利用料金制の対象である指定管理者やその所管課からは、努

力して収入増やコスト削減を実現しても、その分が次回の指定管理料公募額の積算に反映されて指定管理料が

減額されるため、努力が収益増に結び付かず、民間の事業体としてはメリット感がなく、今後指定管理の受託

を継続することは今以上に厳しくなるという意見が聞かれた。

また、メリットシステムの対象である指定管理者からは、収入が収入目標額の１１０パーセントを超えた場

合の指定管理料の増額という制度は良いが、利用料金制を採用できる施設と比べて指定管理者による運営等の

工夫の余地が少ない施設であるにもかかわらず、収入が収入目標額の９０パーセントに満たない場合に当該不

足分の２分の１に相当する額を当該年度の指定管理料から減額する方法を設定することは、指定管理者の意欲

を削ぐことになるのではないかとの意見も聞かれたところである。

指定管理者制度を公の施設に導入することで、コストの抑制も含め施設の効率的な運営を図ることが期待さ

れているが、同時に公の施設は、県民がそれを利用することで生活上の様々な便益を享受することを目的とし

て設置されたものであり、そのためには運営に当たる指定管理者の活力を引き出し、維持するという視点も必

要である。

指定管理者制度も導入されて１０年以上が経過し、上記したような指定管理者からの意見も見られるように

なっていることから、人事課、財政課においては、指定管理者制度を導入している公の施設の運営が長期にわ

たり安定的に維持されるよう、所管課の意見も聞きながら指定管理者が置かれている状況を適切に把握し、必
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要な場合は、指定管理料公募額の積算方法やメリットシステムに関するガイドラインの見直しも含め、今後の

指定管理者制度のあり方を検討されたい。

監査結果（個別）Ⅱ

(総務部）総務課
１ 団体名 （公財）島根県育英会 所管課

学 校 企 画 課

１ 団体の概要

昭和３３年６月１７日⑴ 設立時期

⑵ 設立目的

優秀な学生又は生徒であって、学資の支弁が困難であると認められる者に対する奨学金又は就学資金の貸与並びに

学生寮を運営してその修学の便を図り、もって社会に有為な人材の養成に寄与する。

⑶ 県の出資状況

奨学金貸与事業の拡充に際し、基本財産を出資している。

出資金額 ２１０，０００千円（県出資比率：３８．５％）

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 出資による事業実施状況

ア 事業内容

① 大学等の学生を対象とした就学資金及び奨学金の貸与

② 学生寮の運営

イ 事業実施状況

① 就学資金の貸与（平成１４年度から実施）

平成２７年度貸与人数 ３５名

平成２７年度貸与額 ３３，０００千円

平成２７年度末貸与延人数 ６３７名

平成２７年度末就学資金貸与金 ３２５，２０２千円

② 奨学金の貸与（昭和３６年度から実施）

平成２７年度貸与人数 １６０名

平成２７年度貸与額 １１１，３２０千円

平成２７年度末貸与延人数 ３，７７９名

平成２７年度末奨学金貸与金 ７５０，７９０千円

③ 学生寮の運営

平成２７年度新規入寮者１３名

平成２７年度充足率７８．０％（定員７０名）

⑵ 補助金

ア 島根県育英会高等学校等奨学事業費補助金

① 内容

県内に生活の本拠を有する者の子弟で、高等学校等に在学し学習意欲が旺盛でありながら経済的な理由により

修学が困難な者を対象として島根県育英会が行う奨学資金の貸与(無利子）に必要な経費を島根県が補助する。

高等学校等奨学事業は、日本育英会の解散に伴い、平成１７年度から島根県育英会が実施している。

１６０，４３０千円② 補助金額

⑶ 貸付金
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ア 専修学校進学者特別支援資金

① 内容

雇用状況の悪化を受けて就職から専修学校への進学に進路変更せざるを得なかった高校生の修学を支援するた

め、島根県育英会が奨学金及び就学資金を貸与するのに必要な資金を、平成２２年度から平成２５年度に貸し付

けている。

② 貸付金額

平成２６年度末残高 ５５，０１０千円

平成２７年度貸付額 ０千円

平成２７年度返済額 ７，２２４千円

平成２７年度末残高 ４７，７８６千円

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑵ 所管課（総務課）

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑶ 所管課（学校企画課）

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

２ 団体名 （公財）しまね海洋館 所管課 しまね暮らし推進課

１ 団体の概要

平成９年４月３０日⑴ 設立時期

⑵ 設立目的

島根県知事から指定管理者の指定を受けて、島根県が設置する「島根県立しまね海洋館」の管理運営を通じ、多く

の人々が日本海の自然や生態とふれあい、楽しく過ごす場を創造し、賑わいの創出や新たな民間活動の誘発により地

域の活性化に寄与するとともに、水族の保護、保全を含めた豊かな海洋自然の大切さについての普及啓発に努めてい

く。

⑶ 県の出資状況

団体の設立に際し、基本財産を出資している。

出資金額 １００，０００千円（県出資比率：１００％）

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 公の施設の指定管理

ア しまね海洋館（アクアス）（所在地 浜田市、江津市）

① 指定管理業務の内容

・しまね海洋館の施設及び設備の維持管理に関する業務

・水生生物を中心とした収集、飼育及び展示並びに調査研究に関する業務

・水生生物に関する学習機会の提供及び知識の普及啓発に関する業務

・しまね海洋館の利用の促進に関する業務
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平成２７年度～平成３４年度② 指定期間

１８５，９４６千円（平成２７年度）③ 指定管理料

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

３ 団体名 萩・石見空港利用拡大促進協議会 所管課 交通対策課

１ 団体の概要

平成５年９月８日⑴ 設立時期

⑵ 設立目的

島根県西部・山口県北東部の一体的な地域発展のため、萩・石見空港の利用拡大を図る。

⑶ 主な事業と構成員

島根・山口両県、島根県西部・山口県北東部の市・町・民間団体等を構成員として、萩・石見空港のＰＲや旅行商

品の造成支援等、空港の利用拡大に資する事業を実施している。

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 補助金

ア 島根県空港利用促進事業費補助金

① 内容

萩・石見空港の利用促進を図ることを目的として結成された利用促進協議会が実施する利用促進事業経費を補

助し、もって利用者の増加及び航空路線の維持・拡大を図る。

１０，０００千円② 補助金額

イ 萩・石見空港路線維持事業費補助金

① 内容

萩・石見空港の航空路線を維持し、安定した空港運営を継続するため、萩・石見空港路線を利用した首都圏等

大都市圏域からの観光客誘致対策事業に要する経費を補助する。

９３，０００千円② 補助金額

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

イ 意見

萩・石見空港の利用促進について

高速道路などの高速交通ネットワークの整備が遅れている県西部地域にとって、航空路線の維持は、産業や観光

の振興、定住促進など地域の活性化にとって不可欠である。

平成２３年から大阪路線が夏季期間限定運航となり、大阪路線の定期運航化と東京路線の複便化に向けて航空会

社等と利用促進に取り組んでいる。

こうした中、国土交通省が募集した羽田発着枠政策コンテストで認められた東京路線の２往復便化による成果が
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評価され、平成２８年３月より、更に２年間の期間延長が決定した。

ついては、延長期間中の取組の評価が複便運航の定着に繋がると考えられることから、より一層の利用促進に取

り組まれたい。

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

イ 意見

萩・石見空港の利用促進について

団体に対する意見で述べたように、東京路線複便運航の定着化を図るため、羽田発着枠の期間延長を好機と捉

え、団体の利用促進対策への支援を行うとともに、県関係部局や地元と連携した産業及び観光振興、地域振興等に

よる観光利用やビジネス利用の更なる拡大など、安定した需要確保対策などに引き続き取り組まれたい。

４ 団体名 一畑電車沿線地域対策協議会 所管課 交通対策課

１ 団体の概要

昭和４８年１１月２６日⑴ 設立時期

⑵ 設立目的

一畑電車の沿線地域における交通を確保し、あわせて当該地域の開発整備について総合的な調整を図り、もって地

域の発展に寄与する。

⑶ 主な事業と構成員

県、松江市及び出雲市を構成員として、一畑電車の運行に対する支援を実施している。

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 負担金

ア 一畑電車沿線地域対策協議会運営費負担金

① 内容

一畑電車の運行維持、利用促進などの諸課題について、団体が調査、検討等を行うために要する経費を負担す

る。

２０５千円② 負担金額

イ 一畑電車沿線地域対策協議会利用促進事業負担金

① 内容

地域住民、観光客等の一畑電車利用を促進するために、団体が行う利用促進事業（通勤定期購入助成、シルバ

ー切符助成等）に要する経費を負担する。

９，５００千円 ※一畑電車支援計画（後期）策定費含む② 負担金額

ウ 一畑電車沿線地域対策協議会基盤設備維持事業負担金

① 内容

一畑電車（株）が実施する線路、電路、車両の維持、修繕、更新に要する経費（国が直接補助する額を除

く。）を団体が補助するために要する経費を負担する。

５９，５４８千円② 負担金額

エ 一畑電車沿線地域対策協議会安全輸送設備等整備事業負担金

① 内容

一畑電車（株）が実施する安全性向上に資する設備等の整備に要する経費を団体が補助するために要する経費
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を負担する。

１７６，８１５千円② 負担金額

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

イ 意見

一畑電車の利用促進につながる効果的な取組の実施について

一畑電車沿線地域対策協議会では、一畑電車（株）への支援計画として、平成２３年度に前期計画（平成２３年

度～平成２７年度）を策定し、安全性の向上、サービス水準の向上、経費の削減などが図られてきた。さらに、平

成２８年４月には、前期計画における事業効果の検証を踏まえて、後期計画（平成２８年度～平成３２年度）が策

定されたところである。

後期計画では、新型車両の導入や線路・電路の整備などが計画されており、列車運行や災害に対する安全性の向

上、快適性(乗り心地)の更なる改善、柔軟な運行による利便性の向上などの効果が期待されている。

ついては、後期計画を着実に実施するとともに、一畑電車（株）による自助努力を促し、利用者の増加につなが

る効果的な取組を進められたい。

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

５ 団体名 （株）ＳＰＳしまね 所管課 文化国際課

１ 団体の概要

平成１７年２月１７日⑴ 設立時期

⑵ 主な事業内容

ホール・博物館・美術館・図書館・会議場の運営及び管理、その他

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 公の施設の指定管理

ア 美術館（所在地 松江市）

① 指定管理業務の内容

・美術館のギャラリー、ホール及びこれらの付属設備の使用許可に関する業務

・美術館の使用料及び観覧料の徴収に関する業務

・美術館の施設及び設備の維持管理に関する業務

・美術館の総合案内等に関する業務

・美術館の広報・利用促進に関する業務

平成２７年度～平成３１年度② 指定期間

２８７，１７０千円（平成２７年度）③ 指定管理料

３ 監査の結果
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⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指 摘 事 項 な し

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指 摘 事 項 な し

自然環境課
６ 団体名 （公財）しまね自然と環境財団 所管課

環境政策課

１ 団体の概要

平成３年７月１日⑴ 設立時期

⑵ 設立目的

島根県内の自然系博物館施設及び自然公園施設等の管理運営を通じ、自然公園の保護と利用の増進に資するととも

に、地球環境保全、自然環境の保護及びその他の環境の保全に関する普及啓発事業等を行い、広く県民に対して環境

の保全の重要性を訴え、もって島根県の環境の保全及び地域の振興に寄与する。

⑶ 県の出資状況

団体の設立に際し、基本財産を出資している。

出資金額 １２３，０００千円（県出資比率：９２．５％）

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 補助金

ア みんなで取り組む島根の環境づくり事業補助金

① 内容

財団が行う環境保全活動の推進事業等を支援することにより、環境の保全とより良い環境の創造に関する県民

意識の高揚を図るとともに、地域における自発的な活動の推進と活性化を図る。

３８，２２８千円② 補助金額

⑵ 公の施設の指定管理

ア 三瓶自然館及びその附属施設（所在地 大田市）

① 指定管理業務の内容

・三瓶自然館及びその附属施設の施設及び設備の管理運営に関する業務

・自然保護に関する普及啓発及び調査研究に関する業務

・環境学習に関する業務 等

平成２７年度～平成３４年度② 指定期間

２８４，０４０千円（平成２７年度）③ 指定管理料

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑵ 所管課（自然環境課）

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

イ 意見
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観光での活用について

三瓶自然館は、自然系博物館としての学習機能だけでなく、大山隠岐国立公園・三瓶山地区のビジターセンター

としての機能も併せもっている。

入館者数については、平成２７年度は１０万９千人で、ここ１０年間で最多となった平成２５年度の１６万２千

人をピークに、その後、徐々に減少している。

また、三瓶自然館の附属施設として、世界的にも極めて貴重な埋没林を保存展示する三瓶小豆原埋没林公園があ

るが、埋没林公園には団体利用に適した施設がないため、団体の受入がスムーズに出来ない状況にあり、来園者も

近年は２万人余で推移している。

このような中、平成２８年７月、環境省の｢国立公園満喫プロジェクト｣において、全国で先行的・集中的に取り

組まれる８つの国立公園の一つとして、大山隠岐国立公園も選定された。また、埋没林公園については、公園の展

示棟にある埋没林の保存方法を考える検討委員会において、保存方法や施設整備の方向性について検討が進められ

ており、三瓶自然館と合わせて、県の中央部の観光振興にも大いに寄与するものと期待されている。

ついては、国のインバウンド対策、県・大田市の観光振興等の動向を視野に、国、地元自治体、県関係部局等と

の積極的な連携を図り、利便性・魅力の向上について取組を進め、観光面でもより一層積極的な活用を図られた

い。

⑶ 所管課（環境政策課）

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

７ 団体名 (公財)島根県障害者スポーツ協会 所管課 障がい福祉課

１ 団体の概要

昭和５４年５月７日⑴ 設立時期

⑵ 設立目的

障がい者がスポーツ活動を通じた健康の増進と自立意欲の向上を図ることにより、障がい者の社会参加を促進し、

障がいの有無にかかわらず、相互に個性の差異と多様性を尊重し、人格を認め合う共生社会の実現に寄与する。

⑶ 県の出資状況

出資金額 １９７，８８２千円（県出資比率：７８．４％）

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 出資による事業実施状況

ア 事業内容

障がい者スポーツの普及や障がい者スポーツ活動に取り組む団体の活動を支援するとともに、障がい者アスリー

トの活動支援、障がい者スポーツ活動の支援者の確保・育成などの事業を行っている。

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし
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障がい福祉課８ 団体名 （株）島根東亜建物管理 所管課

１ 団体の概要

昭和４６年９月２５日⑴ 設立時期

⑵ 主な事業内容

指定管理者制度による公共施設管理運営事業、清掃管理事業、設備管理事業

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 公の施設の指定管理

ア はつらつ体育館（所在地 松江市）

① 指定管理業務の内容

・施設の使用許可に関する業務

・施設の使用料の徴収に関する業務

・施設等の保全に関する業務

平成２７年度～平成３１年度② 指定期間

７，５００千円（平成２７年度）③ 指定管理料

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

９ 団体名 ＮＰＯ法人 国際交流フラワー２１ 所管課 農産園芸課

１ 団体の概要

平成１５年７月４日⑴ 設立時期

⑵ 設立目的

花と緑を通じた環境保全、美化推進に係る活動を行うとともに、他地域からの来訪者との交流活動、子どもの健全

育成、福祉増進等に関する事業を行い、花と緑を通じた潤い、活力あるまちづくりに寄与する。

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 公の施設の指定管理

ア 花ふれあい公園（しまね花の郷）（所在地 出雲市）

① 指定管理業務の内容

・公園の施設及び設備の維持管理に関する業務

・花きに親しむ機会の提供に関する業務

・公園の利用の促進に関する業務

・観覧料の徴収に関する業務

平成２４年度～平成２８年度② 指定期間

８４，８７０千円（平成２７年度）③ 指定管理料

３ 監査の結果

⑴ 団体
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ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

イ 意見

花ふれあい公園の備品の管理について

花ふれあい公園における指定管理業務の対象となる管理物品のうち、タッチパネルシステム２台が、故障のため

数年前から使用されていない。

このタッチパネルシステムは、平成１５年度に設置されており、画面に触れて操作することにより、しまね花の

郷に関する画像情報を見ることができるものだが、使用できない状態が固定化している。

このような状態は、県の公の施設に設置された備品の管理のあり方として望ましいものではないため、適切な対

応を早急に検討されたい。

１０ 団体名 (公財)島根県みどりの担い手育成基金 所管課 林業課

１ 団体の概要

平成５年３月２２日⑴ 設立時期

⑵ 設立目的

島根県内において森林整備に従事する者の確保・育成に関する事業を行い、森林の整備が適切に行われることによ

り、県土の保全、水資源の確保、地球温暖化防止等の森林の有する公益的機能の維持・増進、うるおいと活力ある県

民生活の向上に寄与する。

⑶ 県の出資状況

基本財産として、団体の設立に際し１０億円、平成６年度から平成９年度にかけて１０億円、合計２０億円出資し

た。

長引く低金利のため当初計画していた運用益が得られないため、平成１２年度から平成１５年度にかけて

４７１，７２８千円を取り崩して運用財産とし、事業を実施してきた。

平成２４年度からは、基本財産を特定資産に移行し、中期事業計画（平成２４年度～平成２９年度）に基づき、こ

れを取り崩しながら事業を実施している。

平成２４～２７年度の取崩額は、７６，４４５千円である。

出資金額 １，４５１，８２７千円（県出資比率：８８．４％）

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 出資による事業実施状況

ア 事業内容

島根県内の林業労働力の安定的確保及び若い担い手の育成を図ることを目的として、森林組合等を対象に人材育

成、労働安全管理、雇用改善に係る各種助成事業を実施している。

事業は、特定資産の運用益と取り崩しにより行われている。

６３，１３５千円イ 事業費
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３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

１１ 団体名 （公財）ホシザキグリーン財団 所管課 水産課

１ 団体の概要

平成２年５月３０日⑴ 設立時期

⑵ 設立目的

野生動植物の保護繁殖に関する事業及びこれに資するための関連事業を実施し、もって人と自然の調和した自然環

境の保全に寄与する。

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 公の施設の指定管理

ア 宍道湖自然館（ゴビウス）（所在地 出雲市）

① 指定管理業務の内容

・宍道湖自然館の施設及び設備の維持管理に関する業務

・水生生物の飼育、汽水・淡水域に生息する生物及びこれに関するものの展示及び調査研究並びに自然の大切さ

を学習する機会の提供に関する業務

・観覧料の徴収に関する業務

平成２７年度～平成３４年度② 指定期間

１１８，７８７千円（平成２７年度）③ 指定管理料

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

イ 意見

宍道湖自然館の施設・設備等の課題への対応について

宍道湖自然館の入館者数は、開館から約１５年が経過する中、ここ数年は年間約１０～１１万人程度で推移して

きたが、平成２６年度末に実施された展示施設の一部改修や指定管理者による集客増への取組等の努力により、平

成２７年度は１２万人を超えた。

一方で、同館の宍道湖からの取水管が砂や泥の堆積によって詰まり、大型水槽の水替え作業中に水が止まるなど

の支障が出ることがあるが、取水管が隣接する水産技術センター（内水面浅海部）のタンクを経由して同館に入っ

ているため、同センターが無人となる土、日曜日や休日に支障が発生した際に対応が遅れる可能性があり、同セン

ターと対応を協議中であること、飼育用の予備水槽の亀裂について応急措置がとられており、水槽の更新が検討さ
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れていること等の実情が見られた。

予算的な制約がある中、施設・設備の更新・修繕を逐次実施するなど所管課においては努力が払われているが、

今後とも展示への影響が発生しないよう、引き続き関係部署と連携し、適切な対応をとられたい。

１２ 団体名 （一財）くにびきメッセ 所管課 商工政策課

１ 団体の概要

平成３年９月２６日⑴ 設立時期

⑵ 設立目的

島根県の優れた自然、歴史的・文化的資源を生かし、コンベンションの誘致・支援を行い、県内産業の振興、地域

の活性化、国際的な相互理解の増進及び文化の向上に寄与する。

⑶ 県の出資状況

団体の設立に際し、基本財産を出資している。

出資金額 ５１５，００７千円（県出資比率：６３．７％）

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 出資による事業実施状況

ア 事業内容

コンベンションの誘致及び支援に関する事業

７７，６７７千円イ 事業費

（うち基本財産運用益１３，０７４千円）

⑵ 補助金

ア 島根県学会等開催支援事業費補助金

① 内容

県内への学会等の誘致を促進するため、くにびきメッセが行う学会等開催の支援について、その経費を補助す

る。

２２，５２５千円② 補助金額

イ 島根県コンベンション開催支援事業費補助金

① 内容

県内へのコンベンションの誘致をなお一層促進するため、くにびきメッセがコンベンション主催者に対して行

うコンベンション開催経費の助成について、その経費を補助する。

５，９９９千円② 補助金額

⑶ 公の施設の指定管理

ア 産業交流会館（くにびきメッセ）（所在地 松江市）

① 指定管理業務の内容

・会館の施設等の利用の承認に関する業務

・会館の施設及び設備の維持管理に関する業務

・その他島根県が必要と認める業務

平成２７年度～平成３４年度② 指定期間

なし（利用料金制をとっているため。なお、利用料収益は２００，８７２千円）③ 指定管理料

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項
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指摘事項なし

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

１３ 団体名 （公社）島根県観光連盟 所管課 観光振興課

１ 団体の概要

平成４年４月１日⑴ 設立時期

⑵ 設立目的

島根県における観光事業の健全な発達と振興を図るとともに、観光を通じて地域の活性化に資する。

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 補助金

ア 公益社団法人島根県観光連盟補助金

① 内容

団体の運営費及び事業費の一部を補助し、もって本県の観光事業の振興を図る。

５２，０５７千円② 補助金額

イ しまね観光誘客推進事業費補助金

① 内容

観光客誘致を促進するための情報発信及び魅力ある観光地づくりに向けた地域の取組み等を支援し、本県の観

光振興に資する事業に要する経費を補助する。

６３，０９６千円② 補助金額

⑵ 負担金

ア 島根県観光誘致促進共同事業負担金

① 内容

島根県観光連盟は、県、市町村、民間団体が一体となって本県の観光振興を図ることを目的として設立された

団体であるため、実施する事業に要する経費の一部を負担する。

９，０００千円② 負担金額

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

イ 意見

観光振興について

平成２６年度に実施した財政的援助団体等監査の報告書において、出雲大社の大遷宮などによる観光客急増に対

する県東部での反動減や石見・隠岐地域における入込客数の減少傾向に対応し、観光振興施策の効果を全県的に波

及させるよう求めたが、平成２７年「島根県観光動態調査結果」における同年の市町村別観光入込客延べ数を見る

と、県東部が前年比で微減となった一方、石見・隠岐地域は増加している。

このように、平成２７年において県東部では入込客数が大きく減少せず、大遷宮以前より高い水準を保つととも

に、石見・隠岐地域では増加に転じていることは、所管課等との連携により観光資源の育成や誘客宣伝活動等に全

県的に取り組まれた成果と考えられる。

ついては、今後とも関係機関が連携し、観光振興の効果が一層全県的に波及するよう取り組まれたい。

また、平成２７年の外国人宿泊客延べ数も前年比で大幅な増となっており、引き続きインバウンド客の一層の増

加に向けて取組を強化されたい。

⑵ 所管課
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ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

１４ 団体名 石見観光振興協議会 所管課 観光振興課

１ 団体の概要

平成１２年１０月１１日⑴ 設立時期

⑵ 設立目的

石見地域全域の魅力アップと集客力の向上を目指し、観光産業関係者間の連携の促進を図り、もって石見地域の観

光振興と地域の活性化に寄与する。

⑶ 主な事業と構成員

石見地域の９市町、観光協会、商工会議所・商工会等３５団体を構成員として、石見地域の統一的なキャッチフレ

ーズ「なつかしの国 石見」を策定し、地元での一体感を醸成するとともに、「石見神楽」を核とした観光キャンペ

ーンや大都市圏向けの観光プロモーション、萩・石見空港を活用した観光客増への取組等の事業を実施している。

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 補助金

ア 石見神楽振興事業費補助金

① 内容

石見神楽の宿泊施設等での出張上演や大都市圏でのイベントにおける石見神楽上演等への支援、県外でのテレ

ビＣＭの放映による情報発信等に要する経費を補助している。

１９，６９９千円② 補助金額

イ しまね観光誘客推進事業費補助金

① 内容

石見地域の総合観光パンフレットの作成や萩・石見空港を利用した首都圏等からの観光誘客促進、石見地域の

周遊につながる各種キャンペーン等に要する経費を補助している。

５２，６７７千円② 補助金額

ウ 広域観光商品開発支援事業費補助金

① 内容

石見観光振興協議会が、石見の魅力情報発信事業として実施する情報サイト「なつかしの国 石見」の管理運

営に要する経費を補助している。

１，３００千円② 補助金額

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

イ 意見

石見地域の観光振興について

石見観光振興協議会においては、「なつかしの国 石見」をキャッチフレーズに「石見神楽」を核とした広域観

光を推進しており、平成２７年度は神社における神楽上演や宿泊客を対象とした出張上演等、貴重な観光素材とし

て石見神楽を活用する取組を実施した。

また、石見の食材を活用した新ご当地めし「神楽めし」キャンペーン等を推進するなど、地域資源を活用した観

光客数の拡大に向けた努力が続けられている。
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平成２７年「島根県観光動態調査結果」における同年の市町村別観光入込客延べ数を見ると、石見地域は前年比

で増加しているが、このことは、上記したような努力による成果と考えられる。

ついては、石見神楽ブランドの確立に向けた取組等を引き続き進めるとともに、各地域にある観光素材の新たな

発掘と観光商品としての磨き上げに、県と地元がより一層連携して取り組まれたい。また、萩・石見空港の利用促

進対策との連携による観光振興の方策についても更に検討されたい。

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

１５ 団体名 広島地区観光情報発信事業実行委員会 所管課 観光振興課

１ 団体の概要

平成１４年 ４月１７日⑴ 設立時期

⑵ 設立目的

広島県において、島根県の魅力ある観光地を紹介、宣伝する「広島地区観光情報発信事業」を実施することによ

り、交流人口の拡大及び観光客の誘致を図る。

⑶ 主な事業と構成員

県、県市長会、県町村会及び県内１９市町村を構成員として、広島市における「島根ふるさとフェア」の開催や、

広島県等でのテレビＣＭ・番組の放映、イベントの開催など、島根の魅力を伝える情報発信事業を実施している。

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 負担金

ア 広島地区観光情報発信事業負担金

① 内容

「広島地区観光情報発信事業」の実施に要する経費の一部を負担する。

１５，０００千円② 負担金額

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

産業振興課
１６ 団体名 所管課（公財）しまね産業振興財団

中小企業課

１ 団体の概要

平成１１年３月９日⑴ 設立時期

⑵ 設立目的

島根県の産業構造の高度化、新たな産業の育成、企業の国際化及び地域の情報化を促進し、もって本県産業の活性

化と県民の福祉向上に寄与する。

⑶ 県の出資状況

団体の設立に際し、基本財産を出資している。
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出資金額 １４６，１９６千円（県出資比率：１００％）

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 補助金

ア しまね創造的企業総合支援基金造成費補助金

① 内容

団体が産業の高度化と新産業の創出を目指して行う企業支援活動を円滑に進めるために造成された基金に対し

て補助する。

５１７，６０７千円② 補助金額

イ 公益財団法人しまね産業振興財団管理費補助金

① 内容

団体の安定した運営を図るため、その業務遂行に必要な人件費及び事務費を補助する。

２５２，６０６千円② 補助金額

⑵ 貸付金

ア 小規模企業者等設備貸与資金貸付金

① 内容

従業員２０人以下の小規模企業者等の創業及び経営基盤の強化の促進に寄与するため、団体が行う小規模企業

者等設備貸与事業に必要な資金の一部を貸し付ける。

② 貸付金額

平成２６年度末残高 ５２４，６７２千円

平成２７年度貸付額 ０千円

平成２７年度返済額 １００，７４５千円

平成２７年度末残高 ４２３，９２７千円

イ 島根県県単中小企業設備貸与資金貸付金

① 内容

従業員数３００名以下の中小企業者等の創業及び経営基盤の強化の促進に寄与するため、団体が行う島根県県

単中小企業設備貸与事業に必要な資金の一部を貸し付ける。

② 貸付金額

平成２６年度末残高 ２７２，９９１千円

平成２７年度貸付額 ２５２，５００千円

平成２７年度返済額 １９６，６３６千円

平成２７年度末残高 ３２８，８５５千円

⑶ 損失補償

ア 小規模企業者等設備貸与事業に係る損失補償

① 内容

小規模企業者等設備貸与事業に関して、団体の受ける貸与設備代金相当額に係る損失について補償する。

２２３，７０１千円② 平成２７年度末損失補償債務残高

イ 島根県県単中小企業設備貸与事業に係る損失補償

① 内容

島根県県単中小企業設備貸与事業に関して、団体の受ける貸与設備代金相当額に係る損失について補償する。

２２８，５７０千円② 平成２７年度末損失補償債務残高

⑷ 公の施設の指定管理

ア 産業高度化支援センター（テクノアークしまね）（所在地 松江市）
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① 指定管理業務の内容

・島根県立産業高度化支援センターの使用料の徴収に関する業務

・島根県立産業高度化支援センターの施設及び設備の維持管理に関する業務

・島根県産業技術センターの施設及び設備で知事が定めるものの維持管理に関する業務

平成２７年度～平成３１年度② 指定期間

１９８，１２２千円（平成２７年度）③ 指定管理料

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑵ 所管課（産業振興課）

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑶ 所管課（中小企業課）

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

１７ 団体名 安来市商工会 所管課 中小企業課

１ 団体の概要

平成１８年４月１日⑴ 設立時期

（広瀬町、伯太町の各商工会が合併）

⑵ 設立目的

地区内における商工業の総合的な改善発達を図り、あわせて社会一般の福祉の増進に資し、もって国民経済の健全

な発展に寄与する。

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 補助金

ア 島根県小規模事業経営支援事業費補助金

① 内容

経営指導員等を設置し小規模事業者等の指導を行う場合に、設置費及び事業費等に対して補助する。

３８，２７８千円② 補助金額

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

１８ 団体名 奥出雲町商工会 所管課 中小企業課

１ 団体の概要

平成１９年４月１日⑴ 設立時期

（仁多町、横田町の各商工会が合併）

⑵ 設立目的

地区内における商工業の総合的な改善発達を図り、あわせて社会一般の福祉の増進に資し、もって国民経済の健全

 
40



号外第21号 島 根 県 報 平成29年３月24日

な発展に寄与する。

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 補助金

ア 島根県小規模事業経営支援事業費補助金

① 内容

経営指導員等を設置し小規模事業者等の指導を行う場合に、設置費及び事業費等に対して補助する。

４１，０９０千円② 補助金額

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

１９ 団体名 邑南町商工会 所管課 中小企業課

１ 団体の概要

平成１９年４月１日⑴ 設立時期

（羽須美村、瑞穂町、石見町の各商工会が合併）

⑵ 設立目的

地区内における商工業の総合的な改善発達を図り、あわせて社会一般の福祉の増進に資し、もって国民経済の健全

な発展に寄与する。

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 補助金

ア 島根県小規模事業経営支援事業費補助金

① 内容

経営指導員等を設置し小規模事業者等の指導を行う場合に、設置費及び事業費等に対して補助する。

４５，７５５千円② 補助金額

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

２０ 団体名 津和野町商工会 所管課 中小企業課

１ 団体の概要

平成１９年４月１日⑴ 設立時期

（津和野町、日原町の各商工会が合併）

⑵ 設立目的

地区内における商工業の総合的な改善発達を図り、あわせて社会一般の福祉の増進に資し、もって国民経済の健全

な発展に寄与する。

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 補助金
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ア 島根県小規模事業経営支援事業費補助金

① 内容

経営指導員等を設置し小規模事業者等の指導を行う場合に、設置費及び事業費等に対して補助する。

３５，６１８千円② 補助金額

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

２１ 団体名 ＮＰＯ法人 出雲スポーツ振興２１ 所管課 都市計画課

１ 団体の概要

平成１２年３月２４日⑴ 設立時期

⑵ 設立目的

出雲市民をはじめ、島根県民に対して、スポーツの振興に関する事業を行い、もって市民をはじめ、県民の健康の

増進・体力の向上・スポーツ文化の振興と発展に寄与する。

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 公の施設の指定管理

ア 浜山公園（所在地 出雲市）

① 指定管理業務の内容

・有料公園施設の利用の許可に関する業務

・都市公園の維持管理に関する業務

・県立浜山公園を利用したスポーツの普及振興に関する業務

・都市公園の運営に関する業務

平成２７年度～平成３１年度② 指定期間

１４８，３６４千円（平成２７年度）③ 指定管理料

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

２２ 団体名 （株）ＩＳＰ 所管課 都市計画課

１ 団体の概要

平成１７年２月２１日⑴ 設立時期

⑵ 主な事業内容

公共施設の維持・管理・運営に関する事業の受託

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 公の施設の指定管理
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ア 石見海浜公園（所在地 浜田市、江津市）

① 指定管理業務の内容

・有料公園施設の利用の許可に関する業務

・都市公園の維持管理に関する業務

平成２７年度～平成３１年度② 指定期間

１２６，８２０千円（平成２７年度）③ 指定管理料

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

２３ 団体名 （一財）島根県建築住宅センター 所管課 建築住宅課

１ 団体の概要

昭和４９年７月１３日⑴ 設立時期

⑵ 設立目的

建築物に関する安全性の確保及び適正な維持管理を推進することにより、地域住民の生命、健康及び財産の保護を

図るとともに、住宅に関する知識技術の啓発、普及等の住宅に関する各種の事業を実施し、もって県民の福祉の向上

に寄与する。

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 補助金

ア しまね長寿の住まいリフォーム助成事業費補助金

① 内容

安全で安心して生活できる良質な住宅ストックを形成するため、県内の既存住宅の所有者にバリアフリー改修

に要する工事費の一部を助成する事業に要する経費を補助する。

１３６，６２７千円② 補助金額

イ 島根県木造住宅耐震改修等事業費補助金

① 内容

大規模災害発生時に予想される木造住宅の倒壊の抑制を図るため、既存木造住宅の耐震改修促進のための普及

啓発事業に要する経費を補助する。

２，０００千円② 補助金額

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし
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文化財課２４ 団体名 （株）ＭＩしまね 所管課

１ 団体の概要

平成１６年１２月１０日⑴ 設立時期

⑵ 主な事業内容

指定管理者制度による公共施設管理運営事業、福祉施設・文化施設・スポーツ施設・宿泊施設・温泉施設・公園施

設・駐車場運営管理事業、建物保守警備請負事業

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 公の施設の指定管理

ア 古墳の丘古曽志公園（所在地 松江市）

① 指定管理業務の内容

・有料施設等の使用の許可に関する業務

・有料施設等の使用料の徴収に関する業務

・施設等の維持管理に関する業務

平成２７年度～平成３１年度② 指定期間

６，１００千円（平成２７年度）③ 指定管理料

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

イ 意見

利用者の安全確保について

古墳の丘古曽志公園については、全体的に施設・設備の老朽化が進んでいる。また、中には地盤沈下が発生し、

ロープを張って立入制限をするなど急場をしのいでいる箇所もある。

ついては、利用者の安全確保のため早急に施設の点検を行い、必要な対策を講じられたい。

２５ 団体名 ミュージアムいちばた 所管課 文化財課

１ 団体の概要

平成１７年９月１日⑴ 設立時期

一畑電気鉄道株式会社・近畿日本ツーリスト株式会社の共同事業体⑵ 団体の形態

古代出雲歴史博物館の指定管理業務を共同連帯して営む。⑶ 設立目的

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 公の施設の指定管理
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ア 古代出雲歴史博物館（所在地 出雲市）

① 指定管理業務の内容

・博物館の観覧料の徴収に関する業務

・博物館の施設及び設備の維持管理に関する業務

・博物館の利用促進に関する業務

平成２３年度～平成２７年度② 指定期間

２９６，５０８千円（平成２７年度）③ 指定管理料

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし
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島根県監査委員公表第３号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の37第５項の規定に基づき、平成29年３月10日に包括外部監査人峠田晃宏

氏から監査の結果に関する報告の提出があったので、同法第252条の38第３項の規定により次のとおり公表する。

平成29年３月24日

島根県監査委員  智 子

同 中 島 謙 二

同 錦 織 厚 雄

同 後 藤 勇
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序章 

 

第１ 包括外部監査の概要 

 

１ 外部監査の種類 

   地方自治法第 252 条の 37 第 1 項に基づく包括外部監査 

 

 ２ 選定した事件 

（１）監査テーマ 

県立高等学校及び特別支援学校に係る財務事務の執行及び運営の管理について 

（２）監査対象期間 

原則として，平成 27 年度。ただし，必要性があれば他年度も監査対象期間とした。 

（３）テーマ選定の理由 

ア 平成 27 年度の島根県の当初予算は 5299 億 6630 万円であり，そのうち教育費は

953 億 8242 万円であり県予算の約 18 パーセントを占めている。このように，教育

費が県予算に占める割合は高く，また，児童・生徒 1 人当たりにかかる教育コス

トも高いことが伺われる。したがって，教育に関する施策については，合法性の

みならず，３Ｅの観点から，教育に関する施策の有効性，効率性，経済性を監査

する必要性が高いが，過去の島根県の包括外部監査では教育に関する施策につい

ては監査テーマとされていない。 

イ また，島根県教育委員会は，島根県の子どもの学力低下，学習意欲の低下，規

範意識の希薄化，生活習慣の乱れ，いじめや不登校，特別な支援が必要な子ども

の増加，体力の低下などの様々な課題に対応すべく，「しまね教育ビジョン 21」を

策定し（現在は第 2期ビジョン），学校だけではなく，家庭，地域，企業等の多様

な主体との連携，協力のもと，県民一体となった施策の推進を図るものとされて

おり，教育に対する県民の関心は高く，情報公開の必要性も高い。 

ウ さらに，島根県総合戦略における「しまねに定着，回帰・流入するひとの流れ

づくり」の中の「地域を担うひとづくり」の施策では，高校等の魅力化・活性化

など，教育にも大きな役割が期待されており，島根県の総合戦略上でも教育に関

する施策は重要な施策である。このように，いわゆる地方創生戦略の中に高校等

の魅力化・活性化事業が組み込まれているケースは全国的に見ても特徴的と思わ

れ，その事業内容を明らかにするとともに，当該事業を包括外部監査の視点から

監査する必要性があると考えた。 

エ 以上の理由から，本年度の監査テーマを教育に関する施策とすることにしたが，

島根県の実施する教育に関する施策は多岐にわたるため，限られた監査資源でそ
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の全てを監査することは不可能である。そこで，本監査では，多岐にわたる教育

に関する施策の中から，県立学校（県立高等学校及び特別支援学校）の財務事務

及び事務の執行を監査することにした。 

オ なお，島根県教育委員会は県立学校を所管し，県立学校の財務事務に密接に関

わっていることから，島根県教育委員会の財務事務及び事務の執行も監査対象と

した。 

 

３ 包括外部監査の手続 

 （１）包括外部監査の対象機関 

ア 監査対象とした県立学校 

     島根県内にある県立学校の中から，立地，規模，種類，事業内容等を踏まえ，

以下の県立学校を監査対象とすることにした。 

     ①松江南高校 

     ②松江商業高校 

     ③隠岐島前高校 

     ④宍道高校 

     ⑤松江養護学校 

     ⑥出雲工業高校 

     ⑦出雲農林高校 

     ⑧浜田水産高校 

     また，上記の県立学校の他に，特に，「離島・中山間地域の高校魅力化・活性化

事業」の監査のために，以下の県立学校も監査対象とした。 

     ⑨横田高校 

     ⑩飯南高校 

     ⑪矢上高校 

  イ 島根県教育委員会 

    島根県教育委員会の学校企画課及び特別支援教育課は，上記各県立学校の総務事

務等を所管し，同教育委員会の教育施設課は，上記各県立学校の資産に係る財務事

務を所管しているなど，同教育委員会と県立学校との間には密接な関りや役割分担

があるため，島根県教育委員会も監査対象とした。 

    また，監査の課程の中で，上記の機関以外の機関からも資料等の入手の必要性が

あった場合には，上記の機関以外の機関も監査対象とした。 

（２）包括外部監査の視点 

     県立学校の財務事務等が，適法性及び 3E（有効性，経済性，効率性）の各観点か

ら適切かどうか監査した。 

    なお，本監査における，適法性及び 3Eの監査の言葉の定義は以下のとおりである。 
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   ア 適法性の監査 

     県立学校の財務事務等が，法律等に従っているかという観点からの監査である。

ここでいう「法律等」の中には，島根県や島根県教育委員会，各県立学校等が定

めた規則，規定，ルール等も含まれる。これらの規則，規定，ルール等も法律を

遵守するためのものだからである。 

   イ 3E の監査 

     県立学校の財務事務等が，①所期の目的を達成し，また，効果をあげているか

（有効性），②費用の節減ができないか（経済性），③費用に見合った効果が得ら

れているか，または，同じ費用でより大きな効果を得られないか（効率性）とい

う観点からの監査である（地方自治法 252 条の 37 第 1 項参照）。 

（３）監査手続きの流れ 

本監査手続きの流れは，以下のとおりである。なお，巻末に「包括外部監査の日

程表」をつけているので参照していただきたい。 

ア 教育委員会に対するヒアリング 

本監査にあたり，まず，県立学校を所管する島根県教育委員会に対して事前ヒ

アリングを行った。 

そして，上記事前ヒアリングで聴取した事項や提出された資料を確認し，リス

クの分析等をすることで，個別の監査項目を設定した。 

イ 実地監査 

上記ヒアリングの後，平成 28 年 9 月下旬から同年 12 月中旬にかけて，実際に

監査対象校を訪問し，実地監査を行った。監査は，基本的に１日（午前 9 時から

午後 4 時）で行い，隠岐島前高校については，フェリーの乗車や宿泊を伴ったた

め，2日に分けて行った。 

なお，監査対象校のうち，松江南高校，松江商業高校，隠岐島前高校，宍道高

校，松江養護学校，出雲工業高校，出雲農林高校，浜田水産高校の 8 校について

は，監査メンバー4人全員で監査行ったが，横田高校，飯南高校，矢上高校の 3校

については，監査メンバー2人ずつで監査を行った。 

   ウ 追加ヒアリング 

上記実地監査の後，実地監査の課程で生じた疑問点等を，教育委員会や監査対

象校に対してヒアリングを行った。また，資料等の提出も求め確認した。 

 （４）監査の結果の表記方法 

   ア 監査の結果の定義について 

本監査報告書では，第 5章及び第 6章において，包括外部監査を実施した結果（監

査の結果）を記載している。 

ここでいう監査の結果とは，ある監査項目（監査対象とした個別の項目のことで，

例えば，「人件費」や「資産管理」などである。）について，ヒアリングや書類閲
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覧等を実施し，そこから認定した監査事実（ヒアリングや書類閲覧等により確証

をもって認定できた事実のことである。）について，適法性や 3E の観点からの評

価を導くまでの一連の課程を意味する。 

したがって，本監査報告書における監査結果は，原則として，①監査項目の明示，

②監査手続きの内容，③認定した監査事実，④評価の順に記載している。 

   イ 評価の定義について 

     本監査報告書では，評価については，「指摘」，「意見」，「指摘又は意見を付すべ

き事項は確認できなかった」の 3区分とした。 

     このうち，「指摘」は，違法又は不当であり，是正・改善を求めるものであり，

「意見」は，違法又は不当ではないが，是正・改善を求めるものである。「指摘又

は意見を付すべき事項は確認できなかった」は，指摘にも意見にも該当しないも

のであり，現時点で是正・改善を求める必要性がないものである。 

     また，前記で「指摘」又は「意見」とした事項については，できるだけ具体的

な是正・改善の内容又は方向性を示すよう心掛けた。なお，巻末に「評価一覧表」

をつけているので，それも参照していただきたい。 

   ウ 共通的事項と個別的事項 

     本監査報告書では，評価の結果について，「共通的事項」を第 5章で記載し，「個

別的事項」を第 6章で記載している。 

     共通的事項とは，監査対象校で共通的に見られた指摘又は意見の対象となる事

項であり，指摘又は意見を付した監査対象校に留まらず，県立学校全体において

も同様の問題が生じている可能性が高いものについて，教育委員会のイニシアテ

ィブのもと県立学校全体で改善等を図る必要性がある事項を意味する。 

     これに対して，個別的事項とは，監査対象校で見られた指摘又は意見の対象と

なる事項であり，監査対象校において改善等を図る必要性がある事項を意味する。 

（５）包括外部監査の期間 

平成 28 年 4 月から平成 29 年 3 月 

 （６）包括外部監査のメンバー 

本監査のメンバーは以下のとおりである。 

包括外部監査人 峠田晃宏（弁護士） 

同補助者    中井洋輔（弁護士） 

同補助者    森脇俊樹（公認会計士） 

同補助者    高橋七子（有識者） 

 （７）利害関係 

選定した事件について，地方自治法 252 条の 29 の規定により記載すべき利害関係

はない。 
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第１章 教育委員会の概要 

 

第１ 教育委員会の組織 

 

１ 組織の概要 

島根県教育委員会は，教育長及び教育監，教育次長，参事の下に，総務課等の 10 課

があり，主管課は総務課である(下記組織図参照)。 

 

 

総務課 教育事務所

教育施設課

学校企画課 高等学校（35校）

県立学校改革推進室

教育指導課 教育センター

地域教育推進室

こども安全支援室

特別支援教育課 特別支援学校（12校）

保健体育課 武道館等

健康づくり推進室

社会教育課 図書館等

人権同和教育課

文化財課 埋蔵文化財調査センター等

世界遺産室

古代文化センター

福利課

教
育
委
員
会

教
育
長

教
育
監
・
教
育
次
長
・
参
事

（
教
育
政
策
・
教
育
再
生

）
・
参
事

（
教
育
指
導

）
・
参
事

（
文
化
財

）

県立学校の教職員の人件費に係る財務事
務を担う

県立学校の資産に係
る財務事務を担う

県立学校の人事・監督等の運営
管理に係る財務事務を担う

県立学校の教育指導
に係る財務事務を担う

特別支援学校の運営管理に
関する財務事務を担う

県立学校の教職員の福利厚
生，健康管理等に関する財務
事務を担う
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２ 各課の所掌事務 

県立学校の財務事務に関わる主な課としては，総務課，教育施設課，学校企画課，

教育指導課，特別支援教育課，福利課がある。それぞれの課の県立学校の財務事務に

係る主な所掌事務は以下のとおりである。 

 

   総務課 

・ 県立学校の教職員のうち教育職員1を除く職員（以下，「県立学校事務職員等」

という。）の任免，分限，懲戒，その他の人事（以下，「任免等」という。）

及び服務に関すること 

・ 県立学校事務職員等の定数に関すること 

・ 県立学校事務職員等の勤務時間その他の勤務条件に関すること 

・ 県立学校の教職員及び県費負担教職員2（以下，「教職員等」という。）の給

与に関すること 

   教育施設課 

・ 教育財産の取得，管理及び処分に関すること（他課の所掌に属するものを除

く。） 

・ 県立学校の施設及び設備の整備に関すること 

   学校企画課 

・ 県立学校の教育職員及び県費負担教職員の任免等に関すること 

・ 県立学校の教育職員の服務に関すること 

・ 県立学校の教育職員及び県費負担教職員の定数に関すること 

・ 県立学校の教育職員及び県費負担教職員の勤務時間その他の勤務条件に関

すること 

・ 県立学校の教育職員及び県費負担教職員の評価制度に関すること。 

・ 県立高等学校（以下，「高等学校」という。）の管理及び運営に関すること 

・ 高等学校の生徒の修学奨励に関すること 

・ 高等学校の水産練習船に関すること 

・ 高等学校等奨学事業に関すること 

・ 県立学校の再編成に関すること（県立学校改革推進室） 

・ 高等学校の通学区域の指定に関すること（県立学校改革推進室） 

    

                                                  
1 教育職員とは，概ね，県立学校の校長，教頭，主幹教諭，教諭，養護教諭，栄養教諭，助

教諭，養護助教諭，講師，主任寄宿舎指導員，実習主任，寄宿舎指導員及び実習助手で，

島根県教育委員会の任命にかかる者をいう。 
2 県費負担教職員とは，概ね，市町村立の小学校，中学校等の校長，教頭，教諭，養護教諭，

栄養教諭，講師，事務職員等，市町村立学校職員給与負担法に基づき，給料，手当等を

都道府県の負担とする職員をいう。 
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教育指導課 

・ 高等学校の教育に係る指導及び助言に関すること 

・ 高等学校の教育課程，学習指導及び進路指導に関すること 

・ 高等学校の教科用図書その他の教材の取り扱いに関すること 

・ 高等学校の教育職員及び県費負担教職員の研修に関すること 

・ 公立高等学校の入学者選抜に関すること 

・ 高等学校の生徒の学力の育成に関すること 

・ キャリア教育の推進に関すること 

・ 県立学校の生徒指導に関すること（子ども安全支援室） 

・ 県立学校の学校安全に関すること（子ども安全支援室） 

   特別支援教育課 

・ 特別支援学校の管理及び運営に関すること 

・ 特別支援学校の教育課程及び教科用図書その他の教材の取り扱いに関する

こと 

・ 特別支援学校の児童及び生徒の就学奨励に関すること 

   福利課 

・ 教職員等の福利厚生に関すること 

・ 教職員住宅の整備及び維持管理に関すること 

・ 教職員等の健康管理に関すること 

   

県立学校に係る各課の主な役割を図にすると，以下のとおりである。 

 

    総務課              学校企画課・特別支援教育課 

                        就学奨励   任免，服務， 

勤務条件 

            給与 

   任免，服務， 

勤務条件等 

生徒 

                               教育指導課 

            教育職員       指導，研修 

県立学校事務職員等 

 

 

         施設，設備        福利厚生 

   教育施設課                     福利課 
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   なお，島根県教育委員会の職員数は，本庁が 167 名3，教育事務所，埋蔵文化財調査

センター及び教育機関が 118 名4，県立学校が 2732 名5の合計 3017 名である。 

 

第２ 平成 27 年度の教育委員会の予算・決算の状況 

 

１ 全体の予算・決算の概要 

島根県教育委員会の平成 27 年度の予算・決算の状況は以下の表のとおりである。 

 

  島根県教育委員会の平成 27 年度課別予算額及び決算額          （単位：千円） 

  予算額 決算額 H28 年度への繰越額 

総務課  73,320,358 73,014,133  

 職員給与費 73,179,881 72,882,088  

事業費 140,477 132,045  

教育施設課  7,678,447 5,426,938 2,126,204 

学校企画課  4,132,987 3,904,610  

教育指導課  924,271 889,294  

特別支援教育課  743,074 690,278  

保健体育課  935,401 884,655  

社会教育課  494,898 469,653 6,250 

人権同和教育課  38,771 35,866  

文化財課  1,578,303 1,464,413 90,654 

福利課  217,413 204,758  

合計  90,063,923 86,984,598 2,223,108 

 

   上記の表から明らかなとおり，平成 27 年度における島根県教育委員会の全体の決算

額は 869 億 8459 万円であり，このうち，教職員の人件費にあたる職員給与費は 728 億

8208 万円であり，職員給与費が全体の決算額に占める割合は約 83％である。つまり，

島根県教育委員会の平成 27年度の教育費の 8割以上を教職員の人件費が占めているの

である。 

 

２ 人件費 

教職員に対する給与支払事務を所掌するのは総務課である。総務課の予算・決算額

のうち，教職員の給与に該当するのは職員給与費であり，その詳細な内訳は以下の表

                                                  
3 平成 27 年 4 月 1 日現在（兼務者を除く）。 
4 平成 27 年 4 月 1 日現在（兼務者を除く）。 
5 平成 27 年 5 月 1 日現在（兼務者を除く）。 
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のとおりである。 

 

  職員給与費の詳細な内訳                    （単位：千円） 

 予算額 決算額 H28 年度への繰越額 

職員給与費  73,179,881 72,882,088  

 

 

 

 

 

 

県立学校 

教育委員報酬 28,368 28,336  

事務局費 2,520,149 2,507,302  

退職手当 6,539,064 6,376,351  

小学校 26,604,922 26,571,028  

中学校 16,117,857 16,075,326  

高等学校 13,727,193 13,696,769  

実習船 148,638 146,375  

特別支援学校 7,202,842 7,193,459  

社会教育機関 290,848 287,142  

 

   総務課の予算・決算額のうち，職員給与費の詳細な内訳は上記の表のとおりである。

このうち，県立学校の教職員の人件費に関わるものは，主に，「高等学校」，「実習船」，

「特別支援学校」であり，その総額は予算額が 210 億 7867 万円，決算額が 210 億 3660

万円である。「実習船」は，隠岐水産高校及び浜田水産高校の遠洋航海実習で使用する

実習船の乗組員の人件費である。 

 

 ３ 県立学校に関わる主な予算・決算の概要 

総務課以外の課の予算・決算額のうち，県立学校に関わる主なものは以下のとおり

である。 

 

  教育施設課                           （単位：千円） 

 予算額 決算額 H28 年度への繰越額

全体 7,678,447 5,426,938 2,126,204

高等学校校舎等整備事業費 2,465,400 2,320,808 97,829

特別支援学校校舎等整備事業費 3,236,780 1,183,802 2,007,950

    

教育施設課の予算・決算額のうち，高等学校及び特別支援学校の校舎等整備事業費

が，予算額 57 億 218 万円，決算額 35 億 461 万円と，全体の予算・決算額の半分以上

を占めている。このうち，高等学校校舎等整備事業費は，出雲工業高校等の改築工事

に伴う事業費であり，特別支援学校校舎等整備事業費は，出雲養護学校の新築工事等

に伴う事業費である。 
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  学校企画課                           （単位：千円） 

 予算額 決算額 H28 年度への繰越額

全体 4,132,987 3,904,610

島根県高等学校等奨学事業費 160,724 160,689

高等学校等就学支援事業費 1,046,589 1,022,515

教職員研修事業費 7,183 6,651

教職員総務費 201,250 175,554

学校管理運営費（全日制） 1,274,077 1,185,877

学校管理運営費（定時制） 33,023 32,094

学校管理運営費（通信制） 6,643 6,154

実習船管理運営費 252,756 227,808

高等学校就学奨励費（定時制） 1,384 1,270

 

   学校企画課の予算・決算額のうち，「学校管理運営費」が，予算額 13 億 1374 万円，

決算額 12 億 2412 万円と大きい。この学校管理運営費は，高等学校に配分され，各高等

学校の管理運営費に充てられるものである。しかし，高等学校の人件費（実習船の人件

費を除く）が，予算額 137 億 2719 万円，決算額 136 億 9676 万円であるところ，学校管

理運営費は人件費の約 10％に過ぎない。いかに人件費が大きいかが分かる。 

   また，「実習船管理運営費」は，隠岐水産高校及び浜田水産高校の遠洋航海実習で使

用する実習船「神海丸」の維持管理費である。 

 

  教育指導課                                                       （単位：千円） 

 予算額 決算額 H28 年度への繰越額

全体 924,271 889,294

離島・中山間地域の高校魅力

化・活性化事業 

31,314 29,506

 

   教育指導課の予算・決算額のうち，「離島・中山間地域の高校魅力化・活性化事業」

は，島根県総合戦略の一つに位置づけられる事業である。 

 

  特別支援教育課                                                 （単位：千円） 

 予算額 決算額 H28 年度への繰越額

全体 743,074 690,278

特別支援教育就学奨励事業費 175,954 151,795

学校管理運営費（特別支援学校） 484,665 461,634
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特別支援教育課の予算・決算額のうち，「学校管理運営費」は，特別支援学校に配分

され，各特別支援学校の管理運営費に充てられるものである。特別支援学校の人件費

が，予算額 72 億 284 万円，決算額 71 億 9345 万円であるから，学校管理運営費は，人

件費の約 6 パーセントに過ぎず，高等学校と同様に，いかに人件費が大きいかが分か

る。 

 

  福利課                                                           （単位：千円） 

 予算額 決算額 H28 年度への繰越額

 217,413 204,758

教職員の健康診断事業 40,950 39,235

公立学校共済組合への支援事業 62,494 62,494

教職員住宅維持管理事業 85,839 76,589

 

以上が，島根県教育委員会の平成 27 年度の予算額・決算額の状況である。全体の予

算額・決算額においても，県立学校に係る予算額・決算額においても，人件費の占め

る割合が大きく，島根県の教育事業においては，教職員等が重要な教育資本となって

いることが伺える。 

 

第３ しまね教育ビジョン 

  島根県教育委員会は，平成 16 年に，島根県における教育の基本理念や施策の方向性を

示す「しまね教育ビジョン 21」を策定した。 

  その後，「しまね教育ビジョン 21」に続き，平成 26 年 7 月に「第 2 期しまね教育ビジ

ョン 21」を策定した。 

  「第 2 期しまね教育ビジョン 21」の計画期間は，平成 26 年度から平成 30 年度の 5 年

間であり，現在も，「第 2 期しまね教育ビジョン 21」の計画期間中である。この「第 2

期しまね教育ビジョン 21」は，島根県の教育施策のいわば羅針盤であり，教職員をはじ

め教育施策に取り組む関係者が，このビジョンで掲げられた教育理念，教育目標を達成

すべく施策を推進していかなければならない。なお，「第 2期しまね教育ビジョン 21」の

概要は，以下のとおりである。 
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  〇基本理念＝「島根を愛し 世界を志す 心豊かな人づくり」 

  〇教育目標6＝①向かっていく学力（夢や希望に向かって主体的に学ぼうとする人を育

てる） 

重点目標7：学ぶ力・学んだ力，情報活用力，意欲・たくましさ 

               教育施策：学力の育成，ものづくり活動の推進，情報教育の推進，読

書活動の推進 

 

②広がっていく社会力（多様な人と積極的に関わり，社会に役立とうと

する人を育てる） 

重点目標：社会性，コミュニケーション力・国際性，島根への愛着と

理解 

教育施策：社会性の育成，コミュニケーション能力の育成，国際理解

教育の推進，ふるさと教育の推進，学び直しや就労に向け

ての支援 

③高まっていく人間力（自他を等しく大切にし，共に生きようとする人 

を育てる） 

         重点目標：自尊心・思いやり・規範意識，人権意識・生命の尊重 

         教育施策：心の教育の推進，「しまねのふるまい」の推進，人権教育の

推進，いじめ・不登校に対する取組の充実，文化活動の推

進 

 

〇教育目標を達成するための基盤 

         教育施策：キャリア教育の推進，特別支援教育の推進，幼児教育の充

実，離島・中山間地域の教育力の確保，私立学校への支援，

「生きる力」を支える健康づくり，学び続ける教育職員の

育成と学校マネジメントの確立，安全・安心な教育環境の

整備，学校・家庭・地域の連携・協力による教育の推進，

社会教育の振興，生涯・競技スポーツの推進，文化財の保

存・継承と活用 

 

 

                                                  
6 3 つの教育目標は，別個独立のものではなく，相互に関連性をもって展開していくべきも

のとされている。 
7 重点目標は，教育目標を構成する要素であり，教育目標を達成するために具体的に育てて

いかなければならない能力や態度などを示すものとされている。 
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第２章 県立学校の概要 

 

第１ 島根県の県立学校の概要 

 

１ 県立学校の種類 

島根県の県立学校には，県立高等学校及び特別支援学校の 2種類の県立学校がある。 

（１）県立高等学校 

県立高等学校は，学校教育法が定める高等学校のうち，県が設置する公立高等学

校である。 

高等学校は，中学校における教育の基礎の上に，心身の発達及び進路に応じて，

高度な普通教育及び専門教育を施すことを目的とし（学校教育法 50 条），全日制，

定時制，通信制，専攻科及び別科の各教育課程を置くことができる（学校教育法 53

条，54 条，58 条）。 

島根県内には，平成 27 年 5 月 1日時点で，全日制課程の高校が 35 校，定時制課

程の高校が 3校（内 2校は松江工業高校又は浜田高校との併置校），通信制課程の高

校が 2校（いずれも浜田高校又は宍道高校との併置校），専攻科を設置している高校

が 2校（いずれも隠岐水産高校又は浜田水産高校との併置校）ある。学校数として

は合計で 36 校である。 

また，全日制課程の高校を学科別でみると，普通科設置校が 21 校（そのうち理数

科併置校が 6校，体育科併置校が 1校，農業学科併置校が 1校，商業学科併置校が 1

校），農業学科設置校が 1校，工業学科設置校が 3校，商業学科設置校が 4校，水産

学科設置校が 2校，総合学科設置校が 4校（そのうち農業学科併置校が 1校，工業

及び農業学科併置校が 1校）である。 

（２）特別支援学校 

特別支援学校は，視覚障害者，聴覚障害者，知的障害者，肢体不自由者，又は病

弱者（身体虚弱者を含む）に対して，幼稚園，小学校，中学校又は高等学校に準ず

る教育を施すとともに，障害による学習上又は生活上の困難を克服し自立を図るた

めに必要な知識技能を授けることを目的として設置する学校教育法が定める学校で

ある（学校教育法 72 条）。 

特別支援学校には，原則として小学部及び中学部を置かなければならず，幼稚部

又は高等部を置くこともできる（学校教育法 76 条）。 

また，特別支援学校には寄宿舎を設置しなければならないとされ（学校教育法 78

条），寄宿舎の設置が義務付けられている。ただし，「特別な事情」があれば設置し

ないこともでき（同条ただし書），近接に入所型の児童福祉施設や病院などが設置さ

れている等の理由で，県内 4 校の特別支援学校が寄宿舎を設置していない。これに

 
59



 号外第 21号                島  根  県  報               平成 29年３月 24日  

 

                                                                              

 
 

対して，高等学校では寄宿舎の設置は任意である。 

なお，島根県内の特別支援学校には，「盲」，「ろう」，「養護」の各名称が付されて

いるが，これらは全て前記学校教育法が定める特別支援学校である。 

島根県内には，平成 27 年 5 月 1日時点で，盲学校が 1校，ろう学校が 2校，養護

学校が 9校ある。 

 

２ 県立学校の学校数等の状況 

島根県の県立学校の学校数・学級数・在学者数・教育職員数及び職員数は以下のと

おりである。 

 

  県立学校の学校数・学級数・在学者数・教育職員数及び職員数一覧8 

  学校数 学級数 在学者数 本務教育職

員数 

本務職員数 

高
等
学
校 

全日制 35 413 13,985 1,328 392

定時制 1（2） 36 300 84 18

通信制 （2） - 1,602 30 1

専攻科 （2） 4 39 - -

合計 36（6） 453 15,926 1,442 411

特
別
支
援
学
校 

盲 1 11 19 40 28

ろう 2 27 38 79 31

養護 9 291 903 686 164

合計 12 329 960 805 223

総  計 48（6） 782 16,886 2,247 634

  ※学校数の（ ）は，全日制又は定時制との併置校数の内数を示す。 

 

３ 県立学校の分布状況 

島根県は日本海に面しており，東西に長く，その距離は約 230 キロメートルに達す

る。海岸線に沿った長さは約 1027 キロメートル（島根沿岸約 562 キロメートル，隠岐

沿岸約 465 キロメートル）に及ぶ。また，中山間地域が多いことに加え，島根半島の

北方 40 から 80 キロメートルの海上には，島前，島後などから成る隠岐諸島がある。  

面積は約 6708 平方キロメートルであり，人口は 68 万 9199 人（平成 28 年 12 月 1 日

時点）である。また，この県土の中に 19 の市町村がある。 

島根県の県立学校は，前記県土の特徴に合わせ，東西に広く分布している。 

県立学校の配置状況は以下の図のとおりである。 

                                                  
8 平成 27 年 5 月 1 日時点 
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         ※引用元：「平成 27 年度 島根の教育」62 頁より抜粋 
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４ 中学校卒業者数と県立高校数，学級数の推移 

（１）中学校卒業者数の推移 

少子高齢化等が原因で，島根県内の中学校卒業者数は，昭和 38 年の 2 万 6000 人

余りをピークとして減少の一途を辿り，平成 27 年度には 6436 人にまで減少した。

そして，平成 28 年度以降も減少していくことが予想されており，平成 30 年度には

6100 人余りにまで減少することが予想されている。 

（２）学校数の推移 

県立高校の学校数は長いスパンでみると減少しているものの，過去 10 年間をみる

と，35 校±1程度の増減であり，大きな変動はない。 

 （３）学級数の推移 

県立高校の学級数に焦点を当てると，学級数は大きく減少している。県立高校の

うち，全日制課程の学級数は，平成 8 年度が 198 であったのが，平成 27 年度は 135

にまで減少している。 

 （４）中学校卒業者の高等学校への進学率 

島根県内の中学校卒業者の高等学校への進学の状況は以下のとおりである。 

 

 

      ※引用元：「平成 27 年度 島根の教育」96 頁より引用 

 

前記表のうち，平成 25 年度以降でみると，島根県内の中学校卒業生徒のうち，公

立高校9への進学者の比率は，平成 25 年度が約 76.2％（入学者 5026 人/卒業生徒数

6593 人），平成 26 年度が約 75.4％（入学者 4919 人/卒業生徒数 6516 人），平成 27

年度が 75.9％（入学者 4889 人/卒業生徒数 6436 人）となっており，ほぼ横ばいとな

                                                  
9 県立高校のほか，松江市立女子高校を含む。 
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っている。 

また，少なくとも平成 23 年度以降，公立高校の合格者数又は入学者数は，募集定

員を下回っている。 

 

５ 県立学校の定員及び生徒数の状況 

   県立学校の定員及び生徒数の状況は以下のとおりである。 
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（１）県立高等学校 

   ア 全日制課程  

 

 
64



 号外第 21号                島  根  県  報               平成 29年３月 24日  

 

                                                                              

 
 

 

      ※引用元：「平成 27 年度 島根の教育」100～101 頁 

 

前記表によれば，生徒数が入学定員数を満たしているのは，松江北高校の普通

科（第 1 学年）及び理数科（第 1 学年，第 2 学年），松江工業高校の機械科（第 2

学年），電気科（第 1 学年），電子科（第 2 学年），電子機械科（第 2 学年），情報

技術科（第 2学年）及び建築都市工学科（第 1学年，第 2学年），松江商業高校の

情報処理科（第 2学年）及び国際ビジネス科（第 2学年），松江農林高校の生物生

産科（第 2学年，第 3学年）及び環境土木科（第 2学年），平田高校の普通科（第

1学年），出雲高校の普通科（第 1学年）及び理数科（第 1学年），出雲工業高校の

機械科（第 1学年），出雲商業高校の商業科（第 1学年，第 3学年）及び情報処理

科（第 1 学年，第 2 学年），出雲農林高校の植物科学科（第 1 学年），動物科学科

（第 1 学年），食品科学科（第 1 学年，第 2 学年）及び環境科学科（第 1 学年），
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大社高校の普通科（第 1学年）及び体育科（第 1学年，第 2学年），浜田商業高校

の商業科及び情報処理科のくくり募集（第 1学年），益田高校の理数科（第 1学年），

益田翔陽高校の総合学科（第 2学年）の 13 校 28 学科であった。 

入学定員数を満たしている学校の傾向としては，島根県東部の学校が多いこと

（東部 10 校，西部 3 校），普通科よりも商業科，工業科，農業科等の職業系学科

が多いこと（普通科（理数科含む）7学科，職業系学科 21 学科）が見てとれる。 

他方で，前記以外の学校，学科は定員割れの状況であった。もちろん，定員割

れの程度にも多少があるし転学や中途退学等もあり得ることから単純に入学定員

と生徒数を比較して定員割れと判断できない側面もあることに留意が必要である。 

 

   イ 定時制・通信制課程 

 

 

     ※引用元：「平成 27 年度 島根の教育」102 頁 

  

前記表から明らかなとおり，定時制課程については，いずれの高校も生徒数が

入学定員数を大幅に下回っている。特に，松江工業高校の定時制については，生

徒数が入学定員数の 5～12％に過ぎない。定時制課程については，入学定員数が余

剰と言わざるを得ない。 
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   ウ 専攻科 

 

 

      ※引用元：「平成 27 年度 島根の教育」102 頁 

 

前記表から明らかなとおり，隠岐水産高校では全ての学年で生徒数が入学定員

を上回っており，浜田水産高校でも第 1学年で生徒数が入学定員を上回っている。

全日制課程と同様，職業系学科の人気ぶりが見てとれる。 
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 （２）特別支援学校 

    

    引用元：「平成 27 年度 島根の教育」109 頁 
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６ 定員及び教職員数の算定基準 

 （１）1 学級当たりの定員数 

県立学校における 1学級当たりの定員数や教育職員数については，「公立高等学校

の配置，適正配置及び教職員定数の標準に関する法律（以下，「標準法」という。）

で定められている。 

標準法によれば，県立高校の全日制の課程又は定時制の課程における 1 学級の生

徒数は原則 40 人とされ，例外的に，やむを得ない事情がある場合及び高等学校を設

置する都道府県又は市町村の教育委員会が当該都道府県又は市町村における生徒の

実態を考慮して特に必要があると認める場合には 40人でなくてもよいとされている

（標準法 6条）。 

この例外的規定に基づき，島根県教育委員会は，平成 27 年度に，島根中央高校，

矢上高校，隠岐高校の 3校の入学定員を 30 名と設定した。 

なお，前記「県立高等学校再編成基本計画」では，同計画の統廃合基準の適用に

あたっては，中山間地域の分校や 1 学年 2 学級以内の普通高校については，収容定

員又は入学定員の設定を 1学級当たり 35 人とみなすと定められている。 

 （２）教育職員数 

県立学校（特別支援学校については高等部のみ。小学部及び中学部については「公

立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律」が定めている。）

の教職員数についても標準法が定めている。その算出方法は複雑であるが，簡単に

言うと教育課程，学科の数や定員数等によって教職員数が算出される。 

つまり，教職員数は，基本的には学校の規模に基づいて決まるため，生徒の教育

環境の向上のためにより多くの教育職員を配置しようとするためには，一定以上の

学校規模が必要となる。 

逆に，学科や定員数の削減をすると教職員の削減につながりかねない。 

なお，定員＝入学者数ではないことに注意が必要である。極端にいえば，定員が

40 名のところ，入学者数が 10 名であっても，教職員数は定員の 40 名を基準に算出

されるということである。 

ちなみに，県立高等学校の教職員定数（予算定数）10の推移は以下の表のとおりで

ある。 

 

                                                  
10 予算定数とは，教職員の定数と同義である。 
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     引用元：「平成 27 年度 島根の教育」105 頁 

 

全日制課程の高校をみると，平成 12 年度の 2110 人から平成 27 年度の 1629 人ま

で毎年減少している。前記のとおり，教育職員数は簡単に言えば学校規模の大小に

よって増減するから，全日制課程の高校については，学校規模が毎年小さくなって

いることが伺える。 

なお，前記は予算定数であるが，実際の教職員数は，平成 27 年 5 月 1日時点で合

計 1607 名であり，予算定数（平成 27 年度 1629 人）に比べれば 22 人少ない。 

また，特別支援学校の教職員定数（予算定数）の推移は以下の表のとおりである。 
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     引用元：「平成 27 年度 島根の教育」112 頁 

 

特別支援学校の教職員定数（予算定数）は平成 13 年度に比べれば増加し，近年は

ほぼ横ばいである。 

なお，実際の教職員数は，平成 27 年 5 月１日時点で合計 978 名であり，予算定数

（平成 27 年度 1097 名）に比べれば 119 名少ない。 

 

７ 寄宿舎の状況 

前記のとおり，県立高等学校では寄宿舎の設置は任意であるが，特別支援学校では

寄宿舎の設置が法律で義務付けられている。 

それぞれの寄宿舎の状況は以下のとおりである。 

 

（１）県立高等学校 

  

 

     引用元：「平成 27 年度 島根の教育」102 頁 
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上記の表によれば，平成 27 年 5 月 1 日時点で，県立高等学校全 36 校中，寄宿舎の

ある学校数は 22 校であり，寄宿舎数は 23 寮である。実に 6 割の県立高等学校が寄宿

舎を完備している。 

また，寄宿舎の収容定員は合計で 1227 人であり，舎生数は 711 人であるから，定員

充足率は約 57％である。ただし，寄宿舎のなかには定員充足率が低いものもあり，例

えば，出雲農林高校の定員充足率は 5％，江津工業高校の定員充足率は約 14％である。 

 

（２）特別支援学校 

  

 

     引用元：「平成 27 年度 島根の教育」110 頁 

 

上記表によれば，平成 27 年 5 月 1日時点の特別支援学校の寄宿舎収容定員数は合計

で 313 人であり，舎生数は 130 人であるから，定員充足率は約 41％である。寄宿舎の

なかには，定員充足率 3％の浜田ろう学校や定員充足率 11％の盲学校など定員充足率

の低い寄宿舎もあるが，前記のとおり，特別支援学校では法律により寄宿舎の設置が

義務付けられていることから，定員充足率が低くとも寄宿舎は維持存続させなければ

ならない。 

 

第２ 島根県の県立高等学校の再編成の状況等 

 

１ 学校の再編成の在り方 

前記「４ 中学校卒業者数と県立高校数，学級数の推移」で記載したとおり，島根

県内の中学校の卒業者数が減少の一途を辿り，また，学級数も減少していくことが予

想されている。 

こうした状況のもとで，島根県教育委員会は，「生徒にとって望ましい学習環境を提

供するためには，学校の統廃合も視野に入れ，高校教育はどうあるべきか，魅力と活

力ある学校づくりのためにはどうしたらよいかなど，中・長期の視点から検討する必

要がある」として，平成 21 年 2 月 12 日，平成 21 年度から平成 30 年度までの 10 年間

を展望した，県立高校の進むべき方向を示した「県立高等学校再編成基本計画」を策
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定した。 

この「県立高等学校再編成基本計画」によれば，今後の再編成の在り方について，

①一定の生徒数や学校規模の確保，②高校教育の機会均等や地域における高校の存在

意義への配慮，③生徒の進路希望や島根県の産業構造，産業振興の観点からの望まし

い学科や高校の在り方の検討，④再編成後の高校の教育内容や施設設備などの充実，

⑤国に対する 1 学級当たりの定員や教職員定数の見直しなどの働きかけ，⑥再編が予

想される中山間地域に対する情報提供や関係自治体との意見交換等の実施を基本とし，

県立高校の望ましい規模としては，「1学年 4学級以上 8学級以内」としている。 

 

 ２ 高等学校の統廃合基準 

「県立高等学校再編成基本計画」では，以下のとおり，高等学校の統廃合の基準が示

されている。 

 

    ※引用元：「県立高等学校再編成基本計画」13 頁 
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つまり，以下の場合には，原則として学校の統廃合を検討することとされている。 

 

   ① 「普通科を設置する 1学年 2学級の高校」 

→入学者数が入学定員の 5分の 3を 2年連続で下回ることが見込まれる場合 

   ② 「専門高校又は統合学科を設置する高校」 

      →1 学年 2学級となった，又は，1学年 2学級となることが見込まれる場合 

   ③ 「全日制課程分校又は 1学年 1学級本校」 

      →在籍生徒数が収容定員の 5 分の 3 に満たず，かつ，将来にわたって生徒数

が増加する見通しが立たないと見込まれる場合 

     

なお，形式的に前記①から③の統廃合基準に該当するからといって直ちに統廃合と

なるわけではないことに留意が必要である。県立高等学校再編成基本計画では，学校

が地域コミュニティーや文化的拠点の役割を果たしていたり，地域の活力を引き出し

ている場合も多いため，地域の実情を踏まえながら多方面から検討を行い個別具体的

な計画を策定していくとされている。 

また，現時点で，前記①から③の統廃合基準に該当する県立学校は，前記②の統廃

合基準に該当する学校として，江津工業高校，浜田商業高校，隠岐水産高校，浜田水

産高校の 4校がある。 

島根県教育委員会においては，特に前記統廃合基準に該当する学校も含め，平成 31

年度以降の県立高等学校再編成基本計画を策定中である。 

 

３ 特別支援学校の統廃合基準 

   特別支援学校の統廃合の基準はない。 

 

４ 県立学校の統廃合及び新設の状況 

過去 10 年間の県立学校の統廃合及び新設の状況は以下のとおである。 

①平成 18 年度 

益田工業高校及び益田産業高校を統合し，益田翔陽高校を新設した。 

②平成 19 年度 

川本高校及び邑智高校を統合し，島根中央高校を新設した。 

③平成 22 年度 

宍道高校を新設。 

④平成 23 年度 

浜田高校今市分校の募集を停止し，平成 25 年 3 月に閉校した。 

⑤平成 25 年度 

大社高校佐田分校の募集を停止し，平成 27 年 3 月に閉校した。 
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５ 学科等の再編に係る基準 

学科等の再編に係る基準はないが，島根県教育委員会は，定員の充足状況等をみて，

適宜，学科等の再編をしている。 

具体的には，平成 16 年度に三刀屋高校の普通科を総合学科に改編し，平成 25 年度

には江津高校の英語科を普通科に改編した。 

 

６ 学級の増減の方針 

前記「県立高等学校再編成基本計画」によれば，2 年連続で 40 人（1 学級相当）以

上の定員割れが見込まれる場合には，地域の実情や普通科，専門学科及び総合学科の

バランスなども考慮しつつ学級減を検討するものとされている。 

そして，前記のとおり，高等学校の学級数は，平成 18 年度には 198 あったのが，平

成 27 年度には 135 にまで減少している。 
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第３章 監査対象校の概要 

 

第１ 松江南高校 

 １ 所在地 

   島根県松江市八雲台 1丁目 1番 1号 

 ２ 設置課程・学科 

   全日制課程 普通科・理数科 

 ３ 定員数 

   普通科 280 名・理数科 40 名 

 ４ 在籍生徒数 

   普通科 765 名・理数科 106 名   

合計 871 名（内，県外中学校出身生徒数 9名）（平成 28 年 5 月 1日時点） 

 ５ 特色等 

   松江南高等学校は，昭和 24 年 4 月 1日に設立された島根県立松江高等学校を前身と

して，昭和 36 年 1 月 22 日に校名が現在の島根県立松江南高等学校になった。島根県

の東部に所在する高校である。 

   県内でも屈指の進学校であり，平成 28 年 3 月に卒業した生徒 299 名のうち，207 名

が四年制大学に進学し，28 名が短期大学に進学している。 

   また，部活動も盛んに行われており，優秀な成績を収めている競技が多い。 

  

第 2 松江商業高校 

 １ 所在地 

   島根県松江市浜乃木八丁目 1番 1号 

 ２ 設置課程・学科 

   全日制課程 全科（第 1学年）・商業科・情報処理科・国際ビジネス科 

 ３ 定員数 

   全科 200 名・商業科 120 名・情報処理科 40 名・国際ビジネス科 40 名  

 ４ 在籍生徒数 

   商業科 219 名・情報処理科 79 名・国際ビジネス科 80 名   

合計 578 名（内，県外中学校出身生徒数 0名）（平成 28 年 5 月 1日時点） 

 ５ 特色等 

   松江商業高校は，明治 33 年に発足した島根県商業学校を前身として，昭和 23 年に

校名が現在の島根県立松江商業高等学校となった。このとき，全県下にさきがけて男

女共学を実施した。島根県の東部に所在する高校である。 

   平成 27 年度の卒業生の約 7割が進学し，約 3割が就職したが，就職した生徒の島根
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県内就職率は約 90％（64 名中 57 名）である。 

   また，生徒が出資をして設立した「未来創造会社 松商だんだんドットコム株式会

社」を通じて，生徒が主体となって，百貨の小売業務，文書作成等サービス業務，食

品の加工・販売業務，イベントの企画・運営業務，理容・美容業務，ブライダルプロ

デュース業務，自動車販売業務，英会話教室業務を行うなど，ユニークな実践的・体

験的学習を実施しており，その成果の発表の場でもある「松商だんだんフェスタ」に

は，多数の地域住民が訪れるなど盛り上がりをみせている。 

 

第３ 出雲工業高校 

 １ 所在地 

   島根県出雲市上塩冶町 420 番地 

 ２ 設置課程・学科 

   全日制課程 機械科・建築科・電気科・電子機械科 

 ３ 定員数 

   機械科（40 名）・建築科（40 名）・電気科（40 名）・電子機械科（40 名） 

 ４ 在籍生徒数 

   機械科（111 名）・建築科（112 名）・電気科（111 名）・電子機械科（101 名）     

 合計 435 名（内，県外中学校出身生徒数 1名）（平成 28 年 4 月 9日時点） 

 ５ 特色等 

   出雲工業高校は，昭和 19 年 4 月 1日に設立された島根県立今市工業高校を前身とし

て，昭和 37 年 4 月 1日に，現在の島根県立出雲工業高等学校が開校した。島根県の東

部に所在する高校である。 

   平成 27 年度の卒業生 131 名のうち，就職が 95 名，進学が 36 名と就職が多い。また，

就職した生徒の県内就職率は約 68％（95 名中 65 名）である。 

   男子マラソンの強豪校として知られており，部活動も盛んである。 

 

第４ 出雲農林高校 

 １ 所在地 

   島根県出雲市下横町 950 番地 

 ２ 設置課程・学科 

   全日制課程 植物科学科・環境科学科・食品科学科・動物科学科 

 ３ 定員数 

   植物科学科（40 名）・環境科学科（40 名）・食品科学科（40 名）・動物科学科（40 名） 

 ４ 在籍生徒数 

   植物科学科（116 名）・環境科学科（100 名）・食品科学科（120 名）・動物科学科（111 

名）  
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合計 447 名（内，県外中学校出身生徒数 2名） 

 ５ 特色等 

   出雲農林高校は，簸川郡今市町外 5村学校組合立農学校を前身とし，平成 28 年度か

ら現在の島根県立出雲農林高等学校となった。島根県の東部に所在する高校である。 

   島根の農業教育をリードするリーディングスクールとして，地域農業や農業教育を

支える人材の育成に取り組んでいる。 

   近年は，女子生徒の入学者数が増え，男子生徒よりも女子生徒の方が多く在籍して

いる。 

 

第５ 宍道高校 

 １ 所在地 

   島根県松江市宍道町宍道 1586 

 ２ 設置課程・学科 

   定時制課程 普通科・通信制課程 普通科    

 ３ 定員数 

   定時制課程 普通科（160 名）・通信制課程 普通科（300 名） 

 ４ 在籍生徒数 

   定時制課程 普通科（192 名）・通信制課程 普通科（119 名11） 

合計 311 名（内，県外中学校出身生徒数 0名）（平成 28 年 5 月 1日時点） 

 ５ 特色等 

   宍道高校は，平成 21 年 11 月 1 日に設置された県内でも新しい定時制及び通信制課

程の高等学校である。島根県の東部に所在する高校である。 

   また，中国 5県ではめずらしく，単位制を採用している。 

   なお，定時制課程は，午前部（9時 10 分～12 時 30 分），午後部（13 時 15 分～16 時

35 分），夜間部（17 時 35 分～20 時 45 分）の 3 部制となっており，生徒はいずれかの

部に所属している。 

定時制課程で在籍できる期間は 6年間，通信制課程で在籍できる期間は 10 年間と定

められている。 

 

第６ 浜田水産高校 

 １ 所在地 

   島根県浜田市瀬戸ヶ島町 25 番地の 3 

 ２ 設置課程・学科 

   全日制課程 海洋技術科・食品流通科・専攻科    

 ３ 定員数 

                                                  
11 平成 28 年度入学生のみ（松江北高校通信制課程からの転入生を除く） 
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   海洋技術科（40 名）・食品流通科（40 名）・専攻科（20 名） 

 ４ 在籍生徒数 

   海洋技術科（70 名）・食品流通科（53 名）・専攻科（17 名） 

   合計 140 名（内，県外中学校出身生徒数 22 名）（平成 28 年 4 月時点） 

 ５ 特色等 

   浜田水産高校は，昭和 23 年 4 月 1日に設立され，隠岐水産高校と並び，島根県の水

産教育を担っている。島根県の西部に所在する高校である。 

   大型実習船「神海丸」を利用した太平洋での長期海洋実習など，水産高校の特色を

生かした教育を実施している。 

   県外からも目的意識の高い生徒が多数入学しており，県外中学校出身生徒からの関

心も高い。 

 

第７ 隠岐島前高校 

 １ 所在地 

   島根県隠岐郡海士町福井 1403 

 ２ 設置課程・学科 

   全日制課程 普通科    

 ３ 定員数 

   普通科（80 名） 

 ４ 在籍生徒数 

   普通科（180 名） 

   合計 180 名（内，県外中学校出身生徒数 73 名） 

 ５ 特色等 

   隠岐島前高校は，昭和 30 年 4 月 1 日に定時制課程の高校として開校した。昭和 33

年 4 月 1 日から全日制課程に切り替えられ今日に至る。日本海にある隠岐諸島に所在

する高校である。 

   高校の魅力化事業に取り組んでおり，その成果もあって，島前 3 町村（海士町，西

ノ島町，知夫村）のみならず県外からも多数の生徒が入学している。在籍生徒数に占

める県外生の割合は 40％に達する。 

   隠岐島前高校の特色ある教育プログラムや公営塾の設置等の地元海士町の支援など

は全国からの関心も高い。 

 

第８ 横田高校 

 １ 所在地 

   島根県仁多郡奥出雲町稲原 2178‐1 

 ２ 設置課程・学科 
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   全日制課程 普通科  

 ３ 定員数 

   普通科（120 名） 

 ４ 在籍生徒数 

   普通科（258 名） 

   合計 258 名（内，県外中学校出身生徒数 10 名） 

 ５ 特色等 

   横田高校は，明治 39 年に設立された横田村立実業補習学校を前身とし，昭和 23 年

に現在の島根県立横田高等学校となった。島根県の東部中山間地域に所在する高校で

ある。 

   男女のホッケー部の全国的な強豪校であり，全国高校総体，国民体育大会，高校選

抜大会で幾度も優勝するなど輝かしい実績を誇る。 

   また，監査対象校の中では，隠岐島前高校及び飯南高校とともに，島根県教育委員

会の高校魅力化事業の第Ⅰ期校として，高校の魅力化事業に取り組んでいる。 

 

第９ 飯南高校 

 １ 所在地 

   島根県飯石郡飯南町野萱 800 

 ２ 設置課程・学科 

   全日制課程 普通科  

 ３ 定員数 

   普通科（80 名） 

 ４ 在籍生徒数 

   普通科（203 名） 

   合計 203 名（内，県外中学校出身生徒数 21 名） 

 ５ 特色等 

   飯南高校は，昭和 23 年 7 月 15 日に設立された島根県立川本農林高等学校赤名分校

（定時制課程）を前身とし，昭和 35 年 4 月 1 日に全日制課程に切り替わり，昭和 38

年 4 月 1 日に現在の島根県立飯南高等学校となった。島根県の中部中山間地域に所在

する高校である。 

   県内で唯一の中高一貫教育を実施する高校である。 

   また，監査対象校の中では，隠岐島前高校及び横田高校とともに，島根県教育委員

会の高校魅力化事業の第Ⅰ期校として，高校の魅力化事業に取り組んでいる。 
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第１０ 矢上高校 

 １ 所在地 

   島根県邑智郡邑南町矢上 3921 

 ２ 設置課程・学科 

   全日制課程 普通科・産業技術科 

 ３ 定員数 

   普通科（60 名12）・産業技術科（90 名13） 

 ４ 在籍生徒数 

   普通科（160 名）・産業技術科（77 名） 

   合計 237 名（内，県外中学校出身生徒数 30 名） 

 ５ 特色等 

   矢上高校は，明治 25 年に設立された組合立高等小学校を前身とし，昭和 23 年に，

現在の島根県立矢上高等学校となった。島根県の中部中山間地域に所在する高校であ

る。 

   地元邑南町一帯は古くから砂鉄の宝庫として「たたら」を経営する農鉱村として栄

え，古墳，城跡も数多く存在する。また，周囲を山々に囲まれた優れた自然環境にあ

り，このような歴史的文化や自然環境の中で，地域に根差した教育が展開されている。 

   また，島根県教育委員会の高校魅力化事業の第Ⅱ期校として，高校の魅力化事業に

取り組んでいる。 

 

第１１ 松江養護学校 

 １ 所在地 

   島根県松江市西川津町 31 番地 

   （乃木校舎：島根県松江市乃木福富町 733‐2，乃木実習場：島根県松江市浜乃木 5 

丁目 10‐46，安来分教室：島根県安来市佐久保町 115） 

 ２ 設置課程・学科 

   小学部・中学部・高等部 

 ３ 在籍児童・生徒数 

   小学部（62 名）・中学部（51 名）・高等部（173 名） 

   合計 286 名（内，県外中学校出身児童・生徒数 0名）（平成 28 年 5 月 1日時点） 

 ４ 特色等 

   松江養護学校は，昭和 54 年 3 月 9日に設立され現在に至る。島根県東部に所在する

特別支援学校である。 

   障がいのある児童生徒等の教育の場として，他の特別支援学校とともに重要な役割

                                                  
12 平成 27 年度より定員が 80 名から 60 名となった。 
13 平成 27 年度より定員が 40 名から 30 名となった。 
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を担っている。 

   高等部では，平成 27 年度入学生から，「総合コース」と「職業コース」の 2 つのコ

ース制を開始し，生徒一人一人のニーズに合わせたよりきめの細かい教育を実施して

いる。 
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第４章 監査の着眼点 

 

第１ 監査項目の決定までの経緯 

 

１ 事前ヒアリングの実施 

本年度の監査テーマを，前記のとおり，「県立高等学校及び特別支援学校に係る財務

事務の執行及び運営の管理について」と決定したのは，平成 28 年 8 月のことである。 

監査テーマを決定した後，我々監査チームは，まず，県立学校の財務事務等に関す

る一般的，専門的な知識を得ることや，適法性や 3E の観点からリスクのありそうな県

立学校の具体的な財務事務等を抽出するために，県立学校を所管する島根県教育委員

会に対しヒアリングを実施することに決め，平成 28 年 8 月中旬から 9月中旬にかけて

実際に事前ヒアリングを実施した。 

 

 ２ 監査項目の決定 

   事前ヒアリングの結果，監査対象校において，以下の項目について監査することを

決めた。 

 （１）勤務管理 

    教職員の中でも特に教育職員については，部活動の指導等で多忙なイメージがあ

り，長時間労働も常態的に生じている印象があった。 

    事前ヒアリングの結果でも，やはり教育職員は多忙なのだと感じた。 

    また，事前ヒアリングにおいて，教育職員にはいわゆる時間外手当が支給されな

い，すなわち，残業時間という概念がそもそもないということや，タイムカード等

により勤務時間が把握されていないことを知った。 

    しかし，近時，長時間労働による過労死の問題等で，労働者の長時間労働の抑制

のための方策が様々議論されている状況であり，そのような長時間労働による過労

死の問題は教育現場においても当てはまる問題であるから，教育職員の勤務時間を

適切に把握する必要があるのではないかと考えた。 

    そこで，教育職員の勤務時間の管理について，特に，適法性の観点から問題がな

いか監査することを決めた。 

 （２）人件費 

    前記のとおり，島根県教育委員会の平成 27 年度の予算・決算額の 8割以上を人件

費が占めており，教職員が島根県の教育の重要な資本となっていた。 

    したがって，人件費については，適法性及び 3E の観点から監査する必要性が高い

と考えた。また，人件費の中から適法性や 3E の観点からリスクの高いものを抽出す

ることにしたが，給与のうち，給料等の給料表や職務の級，号給等によって機械的
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に算出されるものについてはそのリスクは低い印象を持った。これに対して，教育

職員に対して支給される部活動手当等の特殊勤務手当などについては，手当支給要

件の認定に人為性が介在しており，リスクが高い印象を持った。 

    そこで，各監査対象校から 3～4名程度の教育職員を抽出し，特殊勤務手当等の支

給手続きに問題がないか監査することを決めた。 

    また，旅費についても，同様にリスクが高いと考え，監査することを決めた。 

 （３）資産管理 

    事前ヒアリングの結果，県立学校には施設，設備，備品等の様々な資産が存在し，

しかも，県の費用で購入したもののみならず，例えば PTA（私費）で購入したものも

あり，その所有権の帰属先も様々である。 

    そのように所有権の帰属先の異なる様々な資産が混在する県立学校において，適

法性及び 3E の観点から，適切な資産管理が行われているか監査する必要性は高いと

考えた。 

    そして，本監査では，特に，管理リスクが高いと思われた現金等や物品の管理に

ついて監査する必要があると考えた。 

    そこで，資産管理について監査することを決めた。 

 （４）情報管理 

    県立学校においても，生徒の成績等の重要な個人情報を取り扱っており，情報管

理は他の県機関と同様に重要である。 

    そして，事前ヒアリングの結果，教職員には一人ひとりにパソコンが割り当てら

れ，また USB の貸し出しも行われているほか，生徒もパソコン教室等でパソコンを

利用するなど，情報漏洩し得る機会も多い印象を有し，適切な情報管理が求められ

ていると感じた。 

    そこで，情報管理について監査することを決めた。 

 （５）県費会計 

    事前ヒアリングの結果，県立学校においても，学校施設・設備の管理，保守や備

品の購入等で多くの契約が介在していることが伺われた。また，契約には，島根県

会計規則で，契約書の記載事項や契約手続等について細かく定められ，特に適法性

の観点から少なからずリスクが存在するものと考えた。 

    さらに，契約のほかにも，県費については，未収金の管理の適正性等も問題とな

りうると考えた。 

    そこで，県費会計について監査することを決めた。 

 （６）県費外会計 

    県立学校では，県のお金を扱う以外にも，生徒等から集めたお金や PTA 等のお金

などいわゆる私費を扱っている。それらのお金は県費ではない（その意味で県費外

会計）が，学校がそれらのお金の入出金管理をする以上，学校の財務事務として本
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監査の対象となることは当然であるし，事前ヒアリングの結果，島根県の県立学校

において過去に不適切な県費外会計があり，その管理方法を改善した経緯があるこ

とが分かり，その管理が適法性や 3E の観点から問題がないか監査することが必要と

考えた。 

    そこで，県費外会計について監査することを決めた。 

 （７）学校評価及び教育職員評価 

    前記のとおり教職員は教育の重要な資本であり，教職員の資質・能力の確保も重

要である。教職員の資質・能力の確保のためには，教職員が目標を立て，それを実

行し，その結果を第三者が評価し，次の課題に結び付けるという，いわゆる PDCA サ

イクルが必要であり，教育職員評価はその手段の一つとなっている。 

    また，学校が魅力的でなければ，生徒が集まらず，保護者や地域の協力も得られ

ない。したがって，学校についても PDCA サイクルは必要であり，学校評価はその手

段の一つとなっている。 

    そこで，学校評価及び教育職員評価について監査することを決めた。 

 （８）学校の安全管理 

    自然災害のリスクや生徒が事件に巻き込まれるリスクは学校の内外において不可

避的に生じるものであり，学校は，それらのリスクに備え，適切な対策をとること

が求められる。 

    ただし，対策といっても様々なものがあり，その全てを監査することはできない

が，最低限，法律上その策定が要求される安全計画や保健計画等を策定し実行する

ことができているかについて監査する必要性があると考えた。 

    そこで，学校の安全管理について監査することを決めた。 

 （９）魅力化事業 

    島根県では，前記のとおり，県立高校の魅力化事業を島根県総合戦略の一つに位

置づけ，離島中山間地域の県立高校や市町村等で構成される団体に対して交付金を

交付している。このような事業は，他県からも関心を集めており，特に，この事業

のリーディングモデルとされる隠岐島前高校では，多くの県外生が入学し，「島留学」

との言葉も浸透するなどの成果をあげている。 

    しかし，他方で，県立高校は県民のための学校であり，県費で県外生を教育する

ことがそもそも妥当なのか，妥当であったとしても県外生が入学することが魅力化

事業の評価にどうつながるのか，魅力化事業の事業成果はどのようなものなのか，

魅力化事業と県立高校の統廃合との関係はどのように考えるのかなどの疑問点も生

じた。 

    そこで，魅力化事業について監査することを決めた。 
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第２ 監査項目 

 

 １ 監査対象校に対する監査項目 

   監査対象校に対する監査項目は次のとおりである。 

   ・勤務管理 

     教育職員の勤務管理に係る財務事務 

   ・人件費 

     教育職員の給与及び旅費に係る財務事務 

   ・資産管理 

     資産管理に係る財務事務 

   ・情報管理 

     情報管理に係る財務事務 

   ・県費会計 

     県費会計に係る財務事務 

   ・県費外会計 

     県費外会計に係る財務事務 

   ・学校評価及び教育職員評価 

     学校評価及び教育職員評価に係る財務事務 

   ・学校の安全管理 

     学校の安全管理に係る財務事務 

   ・魅力化事業 

     離島・中山間地域の高校魅力化・活性化事業に係る財務事務 

 

２ 教育委員会に対する監査項目 

   教育委員会に対する監査は，前記監査対象校の監査項目と同じ項目に対して必要な

範囲内で実施するとともに，学校の規模・配置についても監査を実施した。   

 

第３ 監査の着眼点 

 

 １ 適法性の観点 

   法律による行政という言葉があるように，行政の行う財務事務は法律や条例等に基

づいているのであり，そのことは教育事業に係る財務事務についても全く変わらない。 

   したがって，教育事業に係る財務事務は，法律や条例，規則等に基づいて実施され

なければならず，また，それらの法律等を守るために様々な内部ルール等が定められ

ているが，当然，それらの内部ルール等も守らなければない。なぜならば，法律等を

守るための内部ルールに違反すれば，それは結局は法律等に違反することにつながり
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かねないからである。 

   よって，本監査は，教育事業に係る財務事務が法律等やそれを守る内部ルール等に

違反していないかという適法性の観点からの監査を常に意識して実施した。 

   その結果，適法性の観点から指摘又は意見を付したものが多々あった。 

 

２ ３E の観点 

監査人は，当初，県立学校の学校別の教育コスト（生徒一人当たりにかかる教育コ

スト）を算出することを考えていた。3E の観点から監査を行うにあたっては，教育コ

ストを認識することが必要と考えたからである。 

しかし，島根県教育委員会は，そのような教育コストを把握しておらず，そもそも

教育事業において教育コストを把握することに対して懐疑的であるとの印象を受けた。 

   確かに，教育事業においては，達成すべき成果が生徒の学力や進学率など数値化で

きるものに限らず，生徒の人間力等の数値化できないものもあり，単純に教育コスト

を減らせばよいというものでもなく，その意味でそもそもコストの議論になじまない

側面があることは事実である。 

また，教育事業においては教職員の人件費が大半を占め，しかも人件費は，使用者

である島根県教育委員会等と労働者である教職員との間で自由な交渉により決定でき

るものではなく，法律により定員数に従って算出された教職員に，法律等や政策によ

り決定された給料が支払われるので，単純に人件費が高いとか安いなどのコストの議

論をすることは適切ではなく，定員数の相当性等の観点も密接に関連してくる。 

しかし，例えば，教職員の勤務内容に焦点を当て，人件費に見合った勤務内容か否

かなど，人件費が有効に活用されているかといった有効性の観点からの監査は可能で

あるし，人件費以外の，例えば，教育財産の取得に係る経費について，経済性等の観

点から監査を行うことは可能である。 

そのようなことから，本監査では，教育事業においても 3E の観点からの監査も重要

であるとの認識のもと監査を実施した。 

その結果，監査結果では，３Eの観点から指摘ないし意見をつけたものもある。 
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第５章 監査の結果（共通的事項） 

 

第１ 勤務管理 

 

 １ 監査項目 

   教育職員の勤務管理に係る財務事務 

 

 ２ 監査手続の内容 

 （１）監査の対象課等 

    県立学校の教職員の服務，勤務時間その他の勤務条件に関する財務事務を所掌し

ているのは，島根県教育委員会の総務課（県立学校の事務職員等）及び学校企画課

（県立学校の教育職員等）である。したがって，両課を監査の対象とした。 

    また，島根県教育委員会の福利課は，長時間労働者に対する面接指導を実施して

おり，その課程で，県立学校の教育職員の勤務時間把握の取組をしていることから，

福利課も監査の対象とした。 

 （２）監査手続の内容 

    島根県教育委員会の総務課及び学校企画課に対してヒアリングを実施するととも

に，各種資料を閲覧し，県立学校の教職員の業務内容や勤務の状況等を確認した。 

    また，島根県教育委員会の福利課からは，主に，長時間労働者に対する面接指導

の実施状況や，臨床心理士による巡回相談の実施状況についてヒアリングや書類閲

覧等を行った。 

    また，監査対象校では，教育職員が出退勤時刻を記録する出退勤状況記録表を閲

覧した。 

 

 ３ 認定した監査事実 

 （１）教職員の勤務の概要 

   ア 勤務時間 

     教職員の勤務時間については，「職員の勤務時間に関する条例」に定められてい

る。教職員の勤務時間もその他の一般の県職員とほぼ同じであるが，特に特徴的

なものとして，教育職員には，原則として，時間外勤務を命じることができない

とされていることがあげられる（教育職員の給与等に関する特別措置に関する条

例 5条）。 

   イ 勤務時間に対する規制 

労働基準法 32 条は使用者が労働者を労働させる時間について規制しているなど，

使用者が労働者の労働時間を適切に把握する責務を負っていることが前提となっ
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ている。そして，労働基準法 32 条をはじめ労働基準法上の労働時間に関する規定

は，地方公務員にも適用される（地方公務員法 58 条 3 項参照）。したがって，当然

に，県立学校についても労働基準法 32 条等の労働時間に関する規定が適用される

のであるから，県立学校の校長等の使用者は，労働者たる教職員の労働時間を適切

に把握する責務を有していることが明らかである。 

また，教育職員に対して支給される特殊勤務手当等の手当については，その支給

要件が勤務時間によって定まっているものもあり，その観点からも手当支給要件を

判断する管理職等が教育職員の勤務時間を適正に把握することが求められている

といえる。 

なお，厚生労働省の制定した「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき

措置に関する基準」は，使用者が労働者の労働時間を適正に把握する責務を負って

いることを明確化し，使用者に労働者の始業・終業時刻の確認及び記録を義務付け，

その具体的な確認及び記録の方法についても明記している。そして，この基準は，

当然，県立学校にも適用される。 

     この基準によると，学校長等は，教職員の勤務日ごとの始業・終業時刻を確認

し，これを記録しなければならず，その記録の原則的な方法としては，①学校長

等が自ら現認することにより確認し，記録する方法か，②タイムカード，ＩＣカ

ード等の客観的な記録を基礎として確認し，記録する方法のいずれかの方法によ

らなければならない。ただし，③自己申告制により始業・終業時刻の確認及び記

録を行うこともできるが，その場合には，教職員に対して勤務時間の実態を正し

く記録し，適正に自己申告を行うことなどについて十分な事前説明を行うこと，

また，自己申告により把握した労働時間が実際の労働時間と合致しているか否か

について必要に応じて実態調査を行うことなどが必要とされている。 

   ウ 勤務時間の管理状況 

     島根県の県立学校では，タイムカードなどの教職員の出退勤時刻を記録するも

のはなく，教職員の始業・終業時刻の確認及び記録はなされていなかった（なお，

後述の出退勤状況記録表はあるが，これは教育職員の長時間労働の把握のために

労働安全衛生法に基づき作成されるものであって，労働基準法上の労働時間を把

握するためのものではない）。 

   エ 教職員の業務内容 

     教職員の行う業務内容は様々なものがあるが，大きく言えば，教育職員につい

ては主に生徒の指導に関わる業務を行い，事務職員については主に学校の運営に

関わる業務を行っている。 

     そのうち，教育職員の業務内容については，「平成 18 年度文部科学省教育職員

勤務実態調査」における教育職員の業務の分類が参考になるので紹介しておく。

同分類によれば，教育職員の業務内容は概ね次のとおりである。 
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    （ア）生徒の指導に関わる業務 

      ①朝の業務：朝礼，出欠確認，朝学習・朝読書の指導等 

      ②授業：正規の授業時間に行われる学習指導，試験監督等 

      ③授業準備：教材作成，実験・学習の準備等 

      ④学習指導：正規の時間外に行われる学習指導（補習等） 

      ⑤成績処理：試験問題作成，採点，評価等 

      ⑥生徒指導（集団）：正規の授業時間以外に行われる清掃指導，安全指導，生

活指導等 

      ⑦生徒指導（個別）：個別面談，進路指導等 

      ⑧部活動：部活動の指導，対外試合引率等 

      ⑨生徒会指導：生徒会，委員会活動指導等 

      ⑩学校行事：修学旅行，体育祭，入学式・卒業式等の準備等 

      ⑪学年・学級経営：ホームルーム，学年・学級通信作成等 

    （イ）学校の運営に関わる業務 

      ①学校経営：校務分掌に関わる業務，部下等の指導，安全点検等 

      ②会議・打合せ：職員会議，学年会，教科会，成績会議等 

      ③事務・報告書作成：業務日誌作成，資料・文書作成等 

      ④校内研修：校内研修，校内の勉強会・研究会，授業見学等 

    （ウ）外部対応 

      ①保護者・ＰＴＡ対応：学級懇談会，保護者会，保護者対応等 

      ②地域対応：町内会・地域住民への対応，地域安全活動等 

      ③行政・関係団体対応：教育委員会関係者，来校者等への対応等 

    （エ）校外 

      ①校務としての研修：初任者研修，校務としての研修等 

      ②会議：校外での会議，打ち合わせ等 

    （オ）その他 

      ①その他の校務：上記に分類できないその他の校務等 

      ②休憩・休息：校務と関係ない雑談，休憩・休息等 

 

     以上のとおり，教育職員の行う業務には，生徒の指導に関わる業務以外の業務

も意外と多いことが分かる。 

    

オ 業務のやりがい，負担感等 

前記のとおり，教育職員は，生徒の指導に関わる業務以外にも多くの業務を行っ

ている。このように多くの業務を行うと，その負担感もそれなりにあるのではな

いだろうか。 
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そこで，業務に対する教育職員の負担感等については，島根県教育委員会の学

校企画課が平成 28年 2月から 3月にかけて実施した教職員の勤務実態調査の結果

が参考となるので紹介しておく。同調査の結果は以下のとおりである。 

 

   （ⅰ）「自分の職務について，忙しいと感じますか。」との問いに対して， 

 

     ①「はい」と答えたのが，高等学校で 33.1％，特別支援学校で 25.7％ 

     ②「どちらかというとはい」と答えたのが，高等学校で 45.1％，特別支援学校

で 49.0％ 

 

だった。つまり，「どちらかというとはい」と答えたものを含めると，高等学校の

78.2％，特別支援学校の 74.7％の教育職員が忙しいと感じている。 

 

（ⅱ）特に負担感の強い業務（複数回答可）はどれかとの問いに対して，上位 3 つ

をあげると以下のとおりである。 

 

     ①高等学校：校務分掌に係る業務（37.9％），部活動の指導（33.9％），資料や

報告書の作成（各種調査の対応，処理を含む）（23.8％） 

     ②特別支援学校：校務分掌に係る業務（33.2％），資料や報告書の作成（各種調査の

対応，処理を含む）（29.3％），提出物や成績の処理（テスト，通

知表，要録の作成を含む）（22.1％） 

 

以上のとおり，高等学校及び特別支援学校のいずれにおいても，校務分掌に係

る業務に対して特に負担感を感じているようであり，上位 3 つのうち，生徒の指

導に関わらない業務（校務分掌に係る業務及び資料や報告書の作成）が 2 つ入る

など，教育職員は，生徒指導に関わらない業務に対して特に負担感を感じている

ようである。 

     では，逆に，教育職員がやりがいを感じている業務は何か。次の調査結果が参

考になる。 

 

（ⅲ）やりがいを感じる業務（複数回答可）はどれかとの問いに対して，上位 3 つ

をあげると以下のとおりである。 

 

     ①高等学校：教材研究・作成・授業準備（67.9％），部活動の指導（42.6％），

児童・生徒指導（面談・相談を含む）（36.1％） 

     ②特別支援学校：教材研究・作成・授業準備（71.7％），児童・生徒指導（面談・相
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談を含む）（39.3％），学年・学級経営に関する業務（28.3％） 

 

     以上のとおり，高等学校及び特別支援学校のいずれにおいても，教材研究・作

成・授業準備に係る業務に対してやりがいを感じる教育職員が多い。この業務は生

徒の指導に関わる業務である。残り 2つについても，いずれも生徒の指導に関わる

業務である。前記の負担感を感じる業務の調査結果も踏まえると，教育職員は，生

徒の指導に関わる業務にやりがいを感じ，逆に生徒の指導に関わらない業務には負

担感を感じているようである。ただし，高等学校における部活動の指導については，

負担感が大きいが，その分大きなやりがいを感じているようである。 

      では，教育職員がやりがいや負担を感じている業務と実際の業務量との関係は

どうなのか。次の調査結果が参考になる。 

 

（ⅳ）平日，行うことが多かった業務（複数回答可）はどれかとの問いに対して，

上位 3つをあげると以下のとおりである。 

 

     ①高等学校：校務分掌に係る業務（62.3％），部活動の指導（58.0％），教材研

究・作成・授業準備（55.3％） 

     ②特別支援学校：教材研究・作成・授業準備（67.6％），校務分掌に係る業務（62.1％），

提出物や成績の処理（テスト，通知表，要録の作成を含む）（38.0％） 

 

以上の調査結果と，負担及びやりがいを感じる業務に関する調査結果を踏まえ

ると，以下のことが明らかである。 

まず，高等学校については，校務分掌に係る業務に一番時間を割かれ，しかも

当該業務に特に大きな負担感を感じているようである。また，部活動の指導に係

る業務についても時間を割かれ，負担感もあるが，その分やりがいも大きいよう

である。教材研究・作成・授業準備に係る業務については，時間を割かれるが，

その分大きなやりがいを感じているようである。ただし，教育職員が大きなやり

がいを感じている児童・生徒指導（面談・相談を含む）について，平日に行うこ

とが多かったと答えた教育職員の割合は 26.7％に過ぎず，大きなやりがいを感じ

ていても実際に児童・生徒指導に割ける時間が十分に確保されていないように思

われる。 

次に，特別支援学校については，教育職員が一番やりがいを感じている教材研

究・作成・授業準備に一番時間が割かれている。ただし，高等学校と同様に，校

務分掌に係る業務については，時間を割かれ，その負担感も大きいようである。

提出物や成績処理に係る業務についても同様である。また，高等学校と同様，教

育職員が大きなやりがいを感じている児童・生徒指導（面談・相談を含む）につ
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いて，平日に行うことが多かったと答えた教育職員の割合は 10.7％に過ぎず，大

きなやりがいを感じていても実際に児童・生徒指導に割ける時間が十分に確保さ

れていないように思われる。 

 （２）長時間労働の実態 

ア 長時間労働者に対する面接指導と出退勤状況記録表 

労働者の長時間労働は，脳・心臓疾患等の発症のリスクが高まるとされているこ

とから，労働者の労働時間を把握し，そのような健康リスクのある労働者に対して

使用者が適切な措置を講じる必要性がある。そのことは県立学校においても変わら

ない。また，教職員の雇用主である県としては，個々の教職員の勤務時間が適正な

時間内となるよう配慮する安全配慮義務を負うのであり，仮に長時間労働に起因し

て心身の健康が損なわれる事態となれば，公務災害となったり，場合によっては

個々の教職員ないしその遺族より安全配慮義務違反に基づく損害賠償請求受ける

可能性すらある。 

そこで，労働安全衛生法 66 条の 8，同規則 52 条の 2 等は，週 40 時間を超える

労働が 1月当たり 100 時間を超え，かつ，疲労の蓄積が認められるときは，労働者

の申出を受けて，医師による面接指導を行わなければならないと定めている（ただ

し，1か月以内に面接指導を受けた労働者等で，面接指導を受ける必要がないと医

師が認めた者を除く。）。 

また，労働安全衛生法 66 条の 9，同規則 52 条の 8等は，前記のような労働者に

該当しない場合でも，長時間の労働（週 40 時間を超える労働が 1月当たり 80 時間

を超えた場合）により疲労の蓄積が認められ，又は，健康上の不安を有している労

働者からの申出があった場合などにも，医師による面接指導を実施するか，あるい

は面接指導に準ずる措置をとるよう努めなければならないと定めている。 

島根県教育委員会の福利課は，県立学校の教育職員の長時間労働による健康障害

を防止することを目的として，「島根県立学校教育職員の長時間労働者面接指導要

領」（以下，「実施要領」という。）を定め，前記労働安全衛生法の定めに従い，長

時間労働者に対する面接指導実施のための取り組みをしている。 

実施要領によれば，学校長は，教育職員に「出退勤状況記録表」に出退勤時刻等

の記入を求めることにより，時間外労働の状況を把握するものとされている。そし

て，学校長は，毎月初めに，教育職員から前月分の出退勤状況記録表の提出を求め，

次に該当する教育職員に対して原則として学校管理医による面接指導を受けさせ

なければならない。 
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①月 100 時間を超える時間外労働をし，疲労の蓄積が認められ，本人から面接

指導の申し出があった者 

②時間外労働は月 100 時間を超えないが，本人から面接指導の申し出があった

者 

③①及び②以外の者で，学校長が必要と認めた者 

 

     なお，学校長は，提出を受けた出退勤状況記録表を 3 年間保存しなければなら

ない。これは，労働基準法 109 条で定められた期間と同旨である。 

イ 長時間労働の分析手法 

本監査では，出退勤状況記録表をもとに，監査対象校における教育職員の長時

間労働の実態について調査することにした。 

   （ア）出退勤状況記録表について 

ⅰ 記録の保存の有無 

       実施要領上，教育職員から提出された出退勤状況記録表は，学校長が 3 年

間保存することとなっている（実施要領第 3 条第 3 項）。そこで，平成 27 年

度の出退勤状況記録表の保存の有無及び内容を調査した。 

       その結果，松江養護学校において出退勤状況記録表の保存に実施要領に違

反する事実が認められた（詳細は，第 6 章に譲る）。 

ⅱ 記録の集計資料の有無 

       個々の出退勤状況記録表のみでは，各人の労働時間を年間を通じて通時的

に把握できないのみならず，各教育職員間の職務分掌による勤務負荷の偏り

を横断的に把握することも困難である。したがって，適切な集計資料を作成

することが時間外労働把握・労務管理の実をあげるためには不可欠である。 

そこで，そのような時間外労働時間数を集計した資料の作成の有無及び内容

を調査した。 

その結果，浜田水産高校では集計資料の作成がなされていないことを確認し

た（詳細は，第 6 章に譲る） 

     ⅲ 記録の正確性 

       本章‐第 1‐3 で認定したとおり，教育職員が特殊勤務手当の請求のために

給与等事務システムに入力した勤務時間に関する記載内容と出退勤状況記録

表の記録の記載内容とが一致しないケースが多々見られ，出退勤状況記録表

に記載されていない時間外労働（休日の部活動や宿日直など）が相当程度あ

ることが想像される。中には，そもそも記載ルールを十分に理解していない

のではないかと思われるものもあった。 

（イ）時間外労働時間の集計・分析 
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ⅰ 実数の調査 

調査によって得られた時間外労働に関する集計資料から，各学校ごとに，

個々の教育職員の時間外労働時間を集計・分析し，時間外労働の実態を調査

することとした。 

分析の項目としては，各学校における月平均の時間外労働時間，時間外労

働時間数の多い順に上位 5件の時間，時間外労働時間数が 80 時間を超える者

の分布状況を集計することとした。 

ⅱ 時間外労働に関する評価 

実施要領では，学校長は，学校管理医による面接指導の実施の判断のために

時間外労働時間が 100 時間を超えた者の人数等を把握することが予定されて

いる。 

他方，労働安全の観点から時間外労働時間を考察するときには，公務災害認

定においても，時間外労働時間数がメルクマールとされていることも看過す

べきではない。 

この点，心筋梗塞等の「心・血管疾患」および脳梗塞等の「脳血管疾患」に

関する公務災害の認定においては，医学的知見を前提に， 

 

・発症前 1 か月程度にわたり，週当たり平均 25 時間程度以上の連続する時

間外勤務に従事したこと 

・発症前 1 か月を超え，週当たり平均 20 時間程度以上の連続する時間外勤

務に従事したこと 

 

をもって，「医学経験則上，対象疾患を発症する可能性があると認められるよ

うな，特に過重な職務に従事した」かどうかの重要な判断要素としている

（「心・血管疾患及び脳血管疾患の公務上災害の認定について」）。 

他方，精神疾患に関する公務災害の認定においては，医学的知見を前提に， 

 

・発症直前の 1カ月に概ね 160 時間を超えるような，または発症直前の 3週

間に概ね 120 時間以上の時間外勤務を行ったこと 

・発症直前の連続した 2か月間に 1月当たりおおむね 120 時間以上の，また

は発症直前の連続した3か月間に1月当たり概ね100時間以上の時間外勤

務を行ったこと 

 

をもって，「業務により強度の精神的又は肉体的負荷を受けた」かどうかの重

要な判断要素としている（「精神疾患等の公務災害の認定について」）。 

そこで，これらの各基準を踏まえ，本監査においては，各教育職員の時間
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外労働時間が，①100 時間を超えるかどうか，②120 時間以上かどうか，③160

時間以上かどうか，④80 時間以上かどうか，という視座の下，それぞれ以下

のような指標を定めて各学校における労働安全上のリスクの大小の評価を行

った。具体的には以下のとおりである。 

 

① 時間外労働時間数が 100 時間を超えるかどうか 

前述の公務災害認定のメルクマールを踏まえると，「時間外労働時間数

が 100 時間を超えた月」の数が 1年に占める比率が 25％（12 カ月中の 3

カ月に相当）を上回る場合には，労働安全上のリスクが高いものと言え

ると考え，かかる基準を超える者の人数と全体に占める割合を分析する

こととした。 

  

② 時間外労働時間数が 120 時間以上かどうか 

前述の公務災害認定のメルクマールを踏まえると，時間外労働時間数が

120 時間を超えた場合には，同 100 時間を超えた場合よりもより健康上の

リスクが高まると言える。そこで「時間外労働時間数が 120 時間を超え

た月」の数が 1年に占める比率が 16.7％（12 カ月中の 2カ月に相当）を

上回る場合には，労働安全上のリスクが高いものと言えると考え，かか

る基準を超える者の人数と全体に占める割合を分析することとした。 

 

③ 時間外労働時間数が 160 時間以上かどうか 

前述の公務災害認定のメルクマールを踏まえると，時間外労働時間数

が 160 時間を超えた場合には，たとえそれが 1 月であっても健康上のリ

スクが高まると言える。そこで「時間外労働時間数が 160 時間を超えた

月」の数が 1年に占める比率が 0％を超える場合には，労働安全上のリス

クが高いものと言えると考え，かかる基準を超える者の人数と全体に占

める割合を分析することとした。 

 

④ 時間外労働時間数が 80 時間以上かどうか 

前述の精神疾患に関する公務災害認定のメルクマールを踏まえると，時

間外労働時間数が 80 時間を超えた場合には健康上のリスクがあり，それ

が一定程度連続すればリスクは増大すると言える。そこで「時間外労働

時間数が 80 時間を超えた月」の月数の 1 年のうちの比率が 50％（12 カ

月中の 6 カ月に相当）を上回る場合には，労働安全上のリスクが高いも

のと言えるため，かかる基準を超える者の人数と全体に占める割合を分

析することとした。 
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⑤ ①～④のうちの何らかのリスクを有する者の人数 

①～④の分析を前提に，いずれかの労働安全上のリスクを有する者の人

数を算出し，各学校におけるリスク保有者の割合を分析することとした。 

    ⅲ 結果 

      分析の結果は以下のとおりである。 

            

 

監査対象校の教育職員の時間外労働の状況の詳細については第 6章に譲るが，

宍道高校以外の県立高校では，前記④に相当する月の時間外労働時間数が 80 時

間を超えた月が年間で 6 か月以上ある教育職員が存在し，特に松江南高校や松

江商業高校では調査対象教育職員の半数以上を占めた。 

また，健康上のリスクの高い前記①（月の時間外労働時間数が 100 時間を超

えた月が年間で 25％以上），②（月の時間外労働時間数が 120 時間を超えた月が

年間で 16.7％以上），③（月の時間外労働時間数が 160 時間を超えた月が年間で

0％以上）に該当する教育職員も相当数存在し，月に 200 時間を超える時間外労

働をする教育職員も確認された。 

なお，前記表に記載されていない県立学校のうち，浜田水産高校では出退勤

状況記録表自体は作成されていたものの，その記録内容を集計した資料がなか

ったことから，本監査では教育職員の時間外労働の分析をすることができなか

った。また，松江養護学校も出退勤状況記録表の作成自体はなされていたよう

であるが，平成 26 年度以降のものが破棄されており，教育職員の時間外労働の

分析をすることができなかった。 

 

 ４ 評価 

 （１）意見① 

   ア 意見の内容 

教育職員の勤務時間を適切に把握するよう改善を求める。 

   イ 対象課等 

     学校企画課，福利課，県立学校 

   ウ 理由及び改善の方向性 

   （ア）労働基準法上の勤務時間把握の責務 

学校名 調査対象教職員数 月平均時間外労働時間（単位：時間） 80時間以上 100時間以上 120時間以上 160時間以上

松江南高校 63名 90時間14分 39名 36名 26名 13名

松江商業高校 53名 77時間 26名 23名 19名 8名

出雲工業高校 54名 55時間31分 11名 10名 7名 1名

出雲農林高校 50名 63時間10分 16名 14名 9名 5名

宍道高校 63名 19時間31分 0名 0名 0名 0名

隠岐島前高校 27名 61時間3分 8名 6名 3名 2名

時間外労働時間ごとの教職員の人数
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県立学校についても労働基準法 32 条等の労働時間に関する規定が適用される

のであるから，県立学校の校長等の使用者は，労働者たる教職員の労働時間を適

切に把握する責務を有している。厚生労働省が定めた「労働時間の適正な把握の

ために使用者が講ずべき措置に関する基準」はその責務を明確化し，具体的な労

働時間把握のガイドラインを示している。 

   （イ）労働安全衛生法上の勤務時間把握の責務 

長時間労働に対する規制については従前から様々に議論され，法整備も検討，

施行されてきたが，大手広告会社の新入社員が過酷な長時間労働により過労死

した事件などを契機として，長時間労働に対する一層の規制の必要性が社会で

様々に議論されている。長時間労働による過労死は，教育現場でも現に生じ，

また，生じる危険性があり，教育現場においても，教職員の長時間労働の見直

しなどの議論がされているところである。 

そして，島根県教育委員会の福利課は，労働安全衛生法の定めに従い，教育職

員の長時間労働を把握し，長時間労働者に対して医師による面接指導を行うた

めの取組を実施している。 

仮に，労働者の長時間労働による過労死等が生じた場合には，使用者に対して

法的，社会的責任が問われる可能性があり，使用者は，いわゆる安全配慮義務

の観点からも，労働者の労働時間を適切に把握し，過労死等を防止するために

労働環境に配慮する義務を負っているものといえ，これは県立学校においても

同じである。 

   （ウ）勤務時間を適正に把握する責務があること 

      以上のとおり，労働基準法上も，また，労働安全衛生法上からも，県立学校

の校長等には，教職員の勤務時間を適正に把握する責務があることが明らかであ

る。なお，教育職員に対しては労働基準法上の時間外割増賃金の規定が適用除外

となっているが，適用除外になっているからといって労働時間を把握する責務ま

で排除されるわけではなく，前記のとおり，労働基準法上の労働時間の管理把握

義務や前記厚生労働省の基準は県立学校にも適用される。 

   （エ）出退勤状況記録表について 

      島根県の県立学校では，教育職員が出退勤状況記録表に出退勤時刻を記録す

る運用がなされている。この出退勤状況記録表は，福利課が，労働安全衛生法の

定めに従い，医師による面接指導の実施が必要な教育職員を把握するための記録

である。監査対象校では，この出退勤状況記録表により，教育職員の出退勤時刻

の管理がなされている状況であった。 

      しかし，この出退勤状況記録表は，前記のとおり，面接指導が必要な教育職

員を把握する目的のものであるし，その記録内容の正確性にも問題があった。 

すなわち，本章‐第 2‐3‐（4）で述べるとおり，教育職員が特殊勤務手当の
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請求のために給与等事務システムに入力した勤務時間に関する入力内容と出退

勤状況記録表の記録の記載内容との比較を行ったところ，内容が一致しないケ

ースが多々見られた。例えば，部活動指導の時間について，給与等事務システ

ムの従事内容欄に入力された部活動指導時間が午前 9 時から午後 2 時までとな

っているが，出退勤状況記録表の出退勤時刻が午前 9 時から午後 0 時までとな

っている場合など，給与等事務システムに入力された部活動指導時間よりも出

退勤状況記録表上の出退勤時間の方が短い場合には，記録内容に疑義が生じざ

るを得ない。 

そのような不一致等の原因の一つとして考えられるのは，教育職員が，給与

等事務システムなり出退勤状況記録表に，出退勤時刻等の勤務時間をその日の

うちに入力ないし記載せず，後でまとめて入力ないし記載したため，入力ない

し記載した内容が不正確なものとなり，入力ないし記載した内容に不一致等が

生じたものと思われる。不一致等が生じた項目について，給与等事務システム

と出退勤状況記録表に入力ないし記載された情報のいずれが正しいのかは直ち

に判別できなかったが，少なくともいずれかが正しくないものと思われる。 

このように，出退勤状況記録表の記録の正確性には問題があり，労働基準法

上要求される勤務時間の把握の水準を満たしているとは言い難い。 

   （オ）勤務時間を適正に把握する必要性 

      教育職員の長時間労働の実態を適正に把握するためにも，教育職員の勤務時

間を正確に把握することが必要不可欠である。       

特に，本監査の結果，宍道高校以外の監査対象校において，月の時間外労働

時間数が 80 時間を超えた月が年間で 6 か月以上ある教育職員が存在し，月 100

時間，120 時間，160 時間を超える時間外労働をする教育職員も存在するなど，

教育職員に長時間労働が蔓延している実態が明らかとなった。このような状況

に鑑みると，教育職員の勤務時間を正確に把握し，長時間労働者を漏れなく補

足することで，長時間労働者の健康状態等に留意し，問題があれば医師による

面接指導を実施する必要性が非常に高いといえる。 

また，勤務時間の正確な把握がなされていない場合，仮に教育職員が長時間

労働を起因として疾患等を発症したり死亡した場合に公務災害認定に支障を生

じかねない。 

さらに，教育職員の勤務時間を適正に把握しなければ，勤務時間等によって

支給の要否や支給金額が定まる特殊勤務手当等の手当の支給手続が適正さを欠

く危険性が生じる。現に，監査の結果，本章‐第 2‐3‐（4）で述べるとおり，

手当支給要件に該当しないにも関わらず手当が支給されていた事例も確認され

たが，その原因は，教育職員の勤務時間を適切に把握できていなかったことに

あると考えられる。 
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（カ）改善の必要性と方向性 

以上のとおり，特に県立学校の教育職員については，労働基準法上の水準に

適うような出退勤時刻等の勤務時間の把握がなされていないことから，労働基

準法や前記基準を踏まえ，県立学校の校長等が教育職員の出退勤時刻等の勤務

時間を適切に把握するよう改善が必要である。 

具体的な是正の方向性としては，前記基準は，教育職員の始業・終業時刻を

確認及び記録する方法として，原則，学校長等による現認による確認及び記録

か，タイムカード等による確認及び記録によるものとしているので，まずは，

そのような方法が可能かどうかにつき検討することが必要である。 

しかし，学校長等が現認により教育職員の始業・終業時刻を確認及び記録す

ることは，特に部活動の指導を行う教育職員に対する方法としては現実的では

ないであろうし，タイムカード等についても費用等の面で現実的ではないかも

しれない。そのような場合には，教育職員の自己申告による始業・終業時刻の

確認及び記録も可能であるが，やむを得ずその方法を導入する場合には，前記

基準に従い，記録の正確性を確保するためにも，教育職員に対する十分な事前

説明，指導を実施した上で，必要に応じ，自己申告された始業・終業時刻と実

際の始業・終業時刻とが整合しているかどうか調査するなどの措置を徹底する

必要性がある。 

また，教育職員の過労死等の防止のために学校が負う安全配慮義務の適切な

履行のためには，労働時間の把握と分析が不可欠である。出退勤状況記録表な

どをもとに集計資料を作成している高校においても，「100 時間」のみでなく，

80 時間・120 時間・160 時間と言う指標を設定したり，数か月にわたる長時間の

時間外労働が連続しているかどうかを確認するなど，より精度の高い分析の工

夫をして安全配慮義務履行の具体化に役立てていくことが必要である。 

さらに，県立学校の校長等が教育職員の勤務時間を適正に把握するためには，

教育職員の協力も不可欠である。しかし，前記のとおり，現状では，教育職員

の勤務時間の申告内容の適正性が担保されるような運用・仕組みになっていな

い。かかる状況に鑑みれば，公務災害が問題となるような事象が発生した場合，

当該教育職員が，実体としては公務災害となるような過重な時間外労働の状態

にあったとしても，記録が不正確で実体が反映されていないために公務災害認

定が受けられなくなるという事態も十分想定される。正確な時間外労働時間の

把握と記録は，管理者だけではなく教育職員にとっても有益な事であることを

個々の教育職員がきちんと理解した上で，より正確により確実に記録と保管が

なされるよう，今一度時間外労働時間把握の重要性をすべての関係者にアナウ

ンスすることが重要であろう。また，より具体的には，原則，勤務時間はその

日のうちに給与等事務システムや出退勤状況記録表に入力ないし記載するなど
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の方法も検討されるべきである。 

 （２）意見② 

   ア 意見の内容 

いわゆる過労死ラインを踏まえ，月 80 時間以上の時間外労働をした教育職員を

把握し，面接指導の必要性を適切に判断できるように改善を求める。 

   イ 対象課等 

福利課 

   ウ 理由及び改善の方向性 

     前記のとおり，労働安全衛生法 66 条の 8 で面接指導の対象となるのは，月 100

時間を超える時間外労働をした労働者であり（同法規則 52条の 2），これを踏まえ，

島根県教育委員会の要項でも，月 100 時間を超える時間外労働を基準に面接指導の

対象者を選別している。 

しかし，労働安全衛生法 66 条の 9は，前記の長時間労働者に該当しない場合で

も，長時間の労働により疲労の蓄積が認められ，又は，健康上の不安を有している

労働者からの申出があった場合などにも，医師による面接指導を実施するか，ある

いは面接指導に準ずる措置をとるよう努めなければならないと定めている。 

さらに，例えば，脳血管疾患及び虚血性心疾患等（負傷に起因するものを除く。）

の認定基準について』（平成 13 年 12 月 12 日付け基発第 1063 号厚生労働省労働基

準局長通達）によれば，発症前 1か月間におおむね 100 時間又は発症前 2か月間な

いし 6 か月間にわたって，1 か月当たりおおむね 80 時間を超える時間外労働が認

められる場合は，業務と発症との関連性が強いと評価できるとされている。つまり，

脳血管疾患等を発症する 2 か月間から 6 か月前にわたって月 80 時間を超える時間

外労働があった場合には，当該疾患の発症との間に因果関係が認められる可能性が

高い。このようなことから，一般に，いわゆる過労死ラインには，2か月間ないし

6か月間にわたって月に 80時間を超える時間外労働が認められる場合も含まれる。 

また，政府は，長時間労働に対する労働基準監督署の立ち入り調査の基準を月

100 時間から月 80 時間に引き下げる方向のようである。 

このような状況を踏まえると，月 100 時間には満たないが，月 80 時間を超える

教育職員を把握し，面接指導の必要性を判断するのが望ましいといえる。 

そこで，出退勤状況記録表により，月 80 時間以上の時間外労働をした教育職員

を把握し，面接指導の必要性を適切に判断できるように改善を求める。 

 （３）意見③ 

   ア 意見の内容 

     教育職員が生徒の指導に関わる業務に対してより多くの正規の勤務時間を割け

るように，業務の負担，配分等の見直しをするなど改善を求める。 

   イ 対象課等 
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     学校企画課，県立学校 

   ウ 理由及び改善の方向性 

学校は生徒を教え育てる場所であり，教師は生徒を教え導く重要な教育資本で

ある。これは，県立学校においても同様である。そうすると，本来，教師が日々

行う業務の中で，最も時間を割かれるべき業務は，生徒の指導に直接関わる業務

であろう。 

また，島根県教育委員会の予算・決算額の大部分は教職員の人件費である。こ

の人件費は，本来，生徒の指導に直接関わる業務に対して出来るだけ多く費やさ

れるべきであり，もし仮に，生徒の指導に直接関わらない業務に対して多く費や

されているのであれば，人件費の有効活用とは言えないであろう。 

この点，前記のとおり，高等学校及び特別支援学校の双方で，教育職員が，生

徒の指導に直接関わらない業務である校務分掌に係る業務に多くの時間を費やし，

心理的負担感も大きい。 

反対に，教育職員が大きなやりがいを感じている児童・生徒指導に割いている

時間は少なく，その原因は，おそらく前記校務分掌に係る業務に多くの時間を割

くため，児童・生徒指導に割ける時間が少なくなるのであろう。 

このように，高等学校及び特別支援学校の双方で，教育職員が生徒の指導に直

接関わらない業務（校務分掌に係る業務等）に多くの時間を割き，その分，児童・

生徒指導等の生徒の指導に直接関わる業務に割ける時間が少なくなっている。こ

れでは教育職員の勤務時間の有効活用とならないし，人件費の有効活用ともなら

ず，3E の観点から是正が必要と考える。 

したがって，多くの教育職員が心理的負担を感じ，多くの時間を割いている校

務分掌に係る業務の削減，見直し等により，教育職員がより生徒の指導に直接関

わる業務に正規の勤務時間を割けることができるように，教育職員の業務の負担，

配分等の見直しの検討を求める。 

なお，この意見の趣旨は，決して教育職員が生徒の指導に係る業務だけに従事

すればよいという趣旨ではなく，教育職員の生徒の指導に係る業務と事務的な業

務の比重のバランスをより生徒の指導に係る業務に置いていただきたいという趣

旨であることを付言しておく。 

 （４）意見④ 

   ア 意見の内容 

事務の見直し，削減，効率化，事務職員の増員など，教育職員の長時間労働を

抑制するための措置を実施するよう改善を求める。 

   イ 対象課等 

     学校企画課，県立学校 

   ウ 理由及び改善の方向性 
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前記のとおり，長時間労働は教職員の心身を疲弊させ，心臓疾患や脳疾患，精

神疾患等の疾患を生じさせる危険性が高まり，最悪の場合命を奪う危険性がある。 

しかし，監査対象校においては，特に部活動顧問の教育職員を中心に，月に 100

時間以上の残業をしている教育職員も存在し，中には月に 200 時間を超える残業

をしている教育職員も存在した。これらの教育職員については，前記疾患のリス

クが高いと言わざるを得ず，長時間労働の抑制のために，長時間労働の原因の分

析と対策が急務と思われる。 

教育職員の長時間労働の原因は，部活動指導だけが原因ではなく，学校事務の

多さにも原因があるものと思われる。 

したがって，部活動の指導については，既に実施されている外部指導者の活用

等により部活動顧問の負担を軽減したり，学校事務については事務の削減や見直

し，効率化を図るなどの対策が必要と考える。 

ただし，学校事務については，それを主に担う事務職員については，現状でも

既に負担超過の状態と思われ，長時間労働の抑制のためには事務職員の増員も重

要と思われる。 

したがって，教育職員の長時間労働を抑制するために，学校事務の見直し，削

減，効率化，事務職員の増員などの措置について検討を求める。 

 

第２ 人件費 

 

 １ 監査項目 

   教育職員の給与及び旅費に係る財務事務 

 

 ２ 監査手続の内容 

 （１）監査の対象課等 

県立学校の教職員の手当及び旅費については，島根県総務部が所管する総務事務

センターが運用する「給与等事務システム」において一元的に管理，運用されてい

る。そして，給料を含む旅費の支給は，同じく島根県総務部が運用する「給与管理

システム」で一元的に管理されている（以下では，教職員に支給される給料及び手

当をまとめて「給与」という。）。ただし，教職員の給与のうち各種手当や旅費につ

いては，その手当や旅費の支給要件に該当する事実（発生源という。以下同じ。）を

県立学校の教職員が「給与等事務システム」に入力しなければならず，その意味で，

県立学校の教職員の手当及び旅費に係る財務事務の主要部分を担当しているのは各

県立学校であり，また，島根県教育委員会総務課も，「給与等事務システム」への発

生源入力に関するマニュアル等を作成するなど，県立学校の教職員の給与及び旅費

に係る財務事務を担当している。 

 
103



 号外第 21号                島  根  県  報               平成 29年３月 24日  

 

                                                                              

 
 

したがって，島根県教育委員会の総務課及び学校企画課並びに監査対象校に対し

て監査を実施した。 

 （２）監査手続の内容 

    島根県教育委員会の総務課から県立学校の教職員の手当及び旅費に係る財務事務

について，その概要の説明を受け，あわせて，書類等の確認を行った。 

    本監査では，特に，教育職員に対して支給される部活動手当等の特殊勤務手当な

どについては，手当支給要件の認定に人為性が介在しており，リスクが高い印象を

持ったことから，各監査対象校から 3～4名程度の教育職員を抽出し，特殊勤務手当

等の支給手続きに問題がないか監査することとした。 

    具体的には，各県立学校に対して実地監査を行い，後述するとおり，給与等事務

システムに入力された発生源の正確性や決裁の正確性等について，関係書類の閲覧

やヒアリング等で確認した。 

 

３ 認定した監査事実 

 （１）給与について 

   ア 給与の性質 

     県立学校の教職員の給与は，その他の地方公務員と同様に，教職員の勤務に対

する報酬であり，労働基準法 11 条の「賃金」に相当する。 

したがって，教職員の給与についても，労働基準法の適用がある。 

なお，「給与」は，給料や諸手当等を含んだ概念である。 

   イ 給与の基本原則 

     県立学校の教職員の給与は，その他の地方公務員と同様に，条例で定めなけれ

ばならない（給与条例主義，地方公務員法 24 条 6 項）。また，給与の支給も条例

に基づいて支給されなければならず，条例に基づかずには，いかなる金銭又は有

価物も職員に支給してはならない（地方公務員法 25 条 1 項）。これに基づき，島

根県は給与に関する条例を制定しており，教育職員については「県立学校の教育

職員の給与に関する条例」が適用され，事務職員については「職員の給与に関す

る条例」が適用される。 

     なお，給与のうち，手当についてはその種類が法定されている（地方自治法 204

条 2 項）。 

     そして，具体的な教職員の給与の金額を決定する際には，以下の原則が適用さ

れる。 

     ①職務給の原則（地方公務員法 24 条 1 項） 

      職員の給与は，その職務と責任に応ずるものでなければならない。 

     ②均衡の原則（地方公務員法 24 条 2 項） 

      職員の給与は，生計費並びに国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事業
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の従事者の給与その他の事情を考慮して定めなければならない。 

   ウ 給与の内訳 

     給与の主な内訳は以下のとおりである。 

   （ア）給料 

県立学校の教職員の給与のうち，給料については，「給料表の決定」→「職務

の級の決定」→「号給の決定」という段階を踏んで機械的に決定される。 

   （イ）給料の調整額 

      給料の調整額とは，職務が複雑，困難であったり，同じ職務の級であっても

一方の職の勤労条件が著しく特殊であり，そのために給料月額が適当でない場

合に，その給料月額を調整するための給与であり，県立学校では，特別支援学

校に勤務する教育職員に対して支給される（県立学校の教育職員の給与に関す

る条例 17 条，同規則 26 条別表 11，11 の 2）。 

   （ウ）教職調整額 

      教育職員には，「時間外，休日及び深夜の割増賃金」（労働基準法 37 条）の規

定の適用がない（公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措

置法 5条，地方公務員法 58 条 3 項）。 

      したがって，教育職員が所定の労働時間を超えて残業をしたとしても，労働

基準法に定められる残業代の支払いはない。 

      その代わり，教育職給料表 1級14，2 級15又は特 2級16の教育職員に対して，給

料月額の 4％に相当する金額が一律に支給される（教職調整額，教育職員の給与

等に関する特別措置に関する条例）。 

   （エ）手当 

      教職員の手当ては，前記のとおり，地方自治法でその種類が法定されており，

各種条例に基づき，扶養手当，住居手当，通勤手当，単身赴任手当等の各種手

当が支給される。 

      手当には，それぞれ，①手当支給の要件，及び，②手当の支給額が定められ

ている。 

      そのうち，本監査の対象とした宿日直手当，産業教育手当，特殊勤務手当に

ついて説明しておく。 

     ① 宿日直手当（県立学校の教育職員の給与に関する条例 22 条） 

     （ⅰ）概要 

        宿日直手当は，宿日直勤務（正規の勤務時間以外の時間，休日（祝日・

年末年始等）に行うもの）を命じられた職員に対して支給されるものであ

                                                  
14 講師，実習助手又は寄宿舎指導員。 
15 教諭，養護教諭，栄養教諭，実習主任又は主任寄宿舎指導員。 
16 主幹教諭 
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る。 

     （ⅱ）支給要件及び支給額 

        対象となる勤務は，本来の勤務とは別に行う庁舎，設備等の保全，監視

等を目的とする勤務，県立高等学校及び特別支援学校の寄宿舎における児

童又は生徒の監督等のための当直勤務，県立高等学校の動植物の飼育等を

行う施設や海面養殖施設等の管理等のための当直勤務である。また，手当

の支給額は，以下の表のとおりである。 

 

 勤務 1 回につ

いての支給額 

勤務時間が 5

時間未満の

場合 

執務が行われる時間が通

常行われる日の執務時間

の 1/2 に相当する時間で

ある日に退庁時から引き

続いて行われる場合 

一般の宿日直勤務 4,200 円 2,100 円 6,300 円

特
別
の
宿
日
直
勤
務 

寄宿舎におけ

る舎監勤務 

高等学校 8,100 円 4,050 円 12,150 円

特別支援学校 7,200 円 3,600 円 10,800 円

農場等における当直勤務 7,200 円 3,600 円 10,800 円

寄宿舎における寄宿舎指導員の

当直勤務          

水産高校における投餌及び施設

管理業務 

5,900 円 2,950 円 8,850 円

 

 

② 産業教育手当（県立学校の教育職員の給与に関する条例 25 条の 3） 

（ⅰ）概要 

   産業教育手当は，産業教育の特殊性にかんがみ，産業教育振興の趣旨に

基づき，産業，水産又は加工業に係る産業教育に従事する教育職員及び実

習助手に対して支給される。 

（ⅱ）支給要件及び支給額 

   支給対象者は，「県立学校の教育職員の給与に関する条例」25 条の 3第 1

項，3項に定められている。また，手当の支給額は，以下の表のとおりであ

る。 
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支給対象業務 支給額（単価） 

実習を伴う農業，水産又は工業に関する科目の授業に従事した場合 300 円/授業 1 時間（コマ） 

①正規の勤務時間以外の時間に行う必要がある業務であって    

②人事委員会規則で定めるもの（指定業務）に          

③週休日又は休日等において                 

④2 時間以上連続して従事した場合 

 

1200 円/日 

①正規の勤務時間以外の時間に行う必要がある業務であって    

②人事委員会規則で定めるもの（指定業務）に          

③平日の勤務時間外において                  

④1 時間以上連続して従事した場合 

 

600 円/日 

 

     ③ 特殊勤務手当（県立学校の教育職員及び市町村立学校の教職員の特殊勤務

手当に関する条例） 

    （ⅰ）概要 

特殊勤務手当は，著しく危険，不快，不健康又は困難な勤務その他著し

く特殊な勤務に従事する教職員に対して支給されるものである。 

      （ⅱ）支給要件及び支給額 

特殊勤務手当には様々な種類のものがあるが，そのうち，本監査で監査

対象として手当の支給要件及び支給額は，以下の表のとおりである。い

ずれも，部活動指導に関わる特殊勤務手当である。 

 

手当名 支給要件 支給額 

教育職員特殊勤務手当 

（条例 3条 1 項 3号） 

教育委員会が定める対外運動競技等において児

童・生徒を引率して行う指導業務で泊を伴うもの

（就寝時間等を除き 7 時間 45 分以上従事する場

合に限る。） 

 

1 日につき 4,250 円 

教育委員会が定める対外運動競技等において児

童・生徒を引率して行う指導業務で泊を伴わない

もの（週休日等で 7 時間 45 分以上従事する場合

に限る。） 

 

1 日につき 4,250 円 

教育職員特殊勤務手当 

（条例 3条 1 項 4号） 

部活動における児童・生徒に対する指導業務で週

休日等に行うもの（4時間以上）。 

1 日につき 3,000 円 

部活動における児童・生徒に対する指導業務で週

休日等に行うもの（2時間以上 4時間未満）。 

1 日につき 1,500 円 
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（２）旅費について 

   ア 旅費の概要 

旅費は，県立学校の教職員が旅行した場合に支給されるものである。旅費の支

給は，職員の旅費に関する条例に基づき支給される。 

旅行は，所属長の発する旅行命令または旅行依頼により行うものとされ，その

旅行命令等の発令は，現地に赴かなければ公務の円滑な遂行を図ることができな

い場合で，かつ，予算上旅費の支出が可能な場合に限り行うことができる。支出

は，職員の旅費に関する条例に基づき支給される。 

   イ 旅費の種類 

     旅費には，①普通旅費と②赴任旅費がある。 

①普通旅費には，鉄道賃，船賃，航空賃，車賃，宿泊料，食卓料がある。 

また，②赴任旅費には，交通費，移転料，着後手当，扶養親族移転料，旅行雑

費がある。 

 （３）給与及び旅費支給手続の概要 

   ア 給与支給の手続 

     前記のとおり，手当については，総務部総務事務センターの給与等事務システ

ムで一元的に管理されている。 

     給与のうち，給料や期末・勤勉手当等については，職務の級や号給等により機

械的に算出されるため，教職員が，給与等事務システムに発生源を入力する必要

はない。 

     これに対し，手当については，教職員が，発生源を給与等事務システムに入力

し，決裁を受けなければならない。決裁を受けると，データが確定し，当該デー

タが給与システムに反映され，最終的に教職員に対して手当が支給される。 

     本監査の対象とした宿日直手当，産業教育手当，特殊勤務手当の具体的な手当

支給の手続きは，「諸手当・福利厚生の手引き」及び「県立学校における教育職員

の発生源入力の対応の見直しについて（通知）」によれば以下のとおりである。ま

ず，教育職員は，手当支給の要件に該当する事実が発生した場合には，すみやか

に発生源を給与等事務システムに入力するものとされている。次に，入力された

発生源が手当支給の要件に該当するかどうかを所属校の教頭及び校長が確認し決

裁をすることになっている。 

     つまり，ここでのポイントは，①教育職員は発生源の入力をすみやかにするこ

と，及び，②教頭及び校長は入力された発生源が手当支給要件に該当するか確認

しなければならないことである。 

   イ 旅費支給の手続 

     旅費についても，給与と同様，総務部総務事務センターの給与等事務システム

で一元的に管理されている。 
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     ただし，旅費の支給手続きは，手当支給の手続きと少し異なる。 

     すなわち，旅行を行う教職員は，まず，給与等事務システムに入力をしたあと，

そのシステム画面のハードコピーを所属校の教頭に提出し，校長はそのハードコ

ピーにより確認する。なお，対外運動競技等への生徒引率の場合には，競技大会

等の要項の写しをハードコピーに貼付して提出しなければならない。その後，確

認後のハードコピーを事務室に回付し，事務担当及び事務長が総務事務システム

において決裁を行う。決裁により確定したデータは，総務事務センターによる確

認・審査を受け，最終的に教職員に対して旅費が支給される。 

     以上のとおり，旅費の場合は，手当とは異なり，総務事務システムにおける決

裁権者が事務長とされている。 

 （４）給与支給手続の実態 

   ア 調査の概要 

     本監査においては，各監査対象校でそれぞれ 3～4 名程度の教育職員を抽出し，

平成 27 年度支給分の給与のサンプルチェックを行った。給与のうち給料や期末・

勤勉手当等は，職務の級や号給などにより機械的に算出されるため，不適正な財

務事務のリスクは低く，実際にも，適正に算出されていた。しかし，特殊勤務手

当等については，発生源の入力や手当支給要件の確認の手続きに不適正な財務事

務のリスクがあるものと考え，手当の中でも，宿日直手当，産業教育手当，特殊

勤務手当を監査の対象とした。 

    具体的な事務の手続は以下のとおりである。すわなち，各種の手当が支給され

る際の支給要件として一定の時間当該勤務に従事したことが求められている。そ

して，この部分については，個々の教育職員が「従事内容」として従事した時間

を給与等事務システムに自己入力し，校長及び教頭がその内容を決裁することと

なっているが，実際の従事時間についてはタイムカード等の客観的な時間を確認

する資料が存在しないため，申告された従事内容の適否について事前・事後の検

証が困難なままに支給がなされるスキームとなっている。 

もっとも，各教育職員は時間外労働時間把握のために「出退勤状況記録表」を

作成しているところ，同資料では，その性質上，休日等も含めて業務に従事した

日には出勤時刻と退勤時刻を正確に記録することとされている。したがって，前

述の申告された従事時間が，仮にこの出退勤状況記録表における出勤・退勤時刻

の範囲から逸脱している場合，その申告された時間は少なくともその時間の勤務

実態を欠くため当該手当の支給条件を満たさないことが推認されるといえる。す

なわち，本監査では，「出退勤状況記録表」に記載された勤務時間と従事内容欄の

記載を対照することで，事後的な確認作業を実施することにした（なお，「出退勤

状況記録表」は教育職員の長時間労働を把握するための資料であり，本来，手当

の支給要件の確認等に際して「出退勤状況記録表」との対照をすることは予定さ
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れていないことを付言しておく）。 

そこで，各学校から 3～4 人程度を抽出し，各種手当のうち部活動等を中心とす

る特殊勤務手当について，支給条件となる勤務時間の事後的な確認作業を行うこ

ととした。 

また，比較対象として，実施の有無が授業予定表・記録簿等で確認可能な産業

教育手当・宿日直手当についても，資料の有無等の確認を行うこととした。 

イ 分析手法 

   （ア）特殊勤務手当 

特殊勤務手当においては，各教育職員はそれぞれの手当の支給条件にかかる従

事時間を給与等事務システムの「従事内容」欄に記載し，その内容を前提に決

裁が行われている。そこで，第一に，各教育職員が申請した手当において，か

かる従事内容欄の記載を確認し，申請されている時間が支給要件を満たしてい

るかを確認した。なお，そもそも従事内容欄に記載がないものについては決裁

の前提を欠くものであり問題があるものとして指摘した。 

第二に，当該手当の対象として申請されている日の出退勤状況記録表の出勤時

刻・退勤時刻を確認し，それらの時間と従事内容欄に記載されている時間との

差異を確認した。なお，出退勤状況記録表に当該日の出勤の記録がない場合に

は，確認できないのみならず活動実態が全くない場合が考えられるがその検証

はできないことから確認ができないことを適示するにとどめた。 

第三に，従事内容欄記載の時間から確認される活動時間と出退勤状況記録表に

記録されている勤務した時間が重なり合う部分を「実際の活動が確認できる時

間」として評価し，その時間が支給要件を満たしているかどうかを確認した。 

最後に，実際の活動が確認できる時間が従事内容欄の活動時間より少なくなっ

ている時間数を算出し，両者の齟齬の量的確認を行った。齟齬が１時間を超え

る場合には従事内容欄の記載の正確性・信用性に疑問を生じさせると考え，そ

の旨を適示した。 

（イ）産業教育手当 

従事内容欄に記載された授業数等と，各学校で作成している授業実施一覧を対

照して実施の有無を確認した。 

（ウ）宿日直手当 

      手当が申請された日の出退勤状況記録表の出勤・退勤時刻を確認し，併せて

各学校に備置されている宿日直簿等の記録を確認した。 

なお，記録の備置状況については各学校において差があったため，比較でき

るだけの対照が出来なかったことから，本項目については各記録と申請との不

整合の存在を指摘するにとどめ，参考情報として扱うこととした。 
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   ウ 監査対象とした教育職員及び支給を受けている手当一覧 

     監査対象校で監査の対象とした教育職員 4 名には A～D の符号を付してある。

但し，松江商業高校は 3 名であり A～C の符号を付した。 

     また，監査対象とした教育職員が，必ずしも前記の諸手当全ての支給を受けて

いるわけではなく，教育職員ごとに，支給を受けている手当と支給を受けていない

手当がばらばらであることから，以下では，監査対象校の教育職員 A～D が支給を

受けていた手当を「〇」で示しておく。 

      

    

 

 

 

 

 

有害物
取扱手当

部活動
対外運動

競技
修学旅行

等
農薬散布

等
A ○ ○
B ○
C
A ○ ○
B ○ ○
C ○ ○ ○
D ○ ○ ○
A ○ ○ ○
B ○ ○ ○
C ○ ○ ○
D ○ ○ ○
A ○ ○ ○
B ○ ○ ○
C ○
D ○ ○
A
B
C
D
A
B ○
C ○
D ○
A ○
B ○ ○ ○
C ○ ○ ○
D ○ ○
A ○ ○ ○ ○
B ○ ○ ○
C ○ ○
D ○ ○ ○

浜田水産

温室内
作業従事

手当

特殊勤務手当

産業教育
手当

宿日直
手当

松江商業

出雲工業

教員特殊業務手当
学校名

教
員
符
号

隠岐島前

松江南

宍道

松江養護

出雲農林
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   エ 分析結果 

分析結果は以下のとおりである。 

 

 

 

手当支給の申請時点で支給要件を満たしていることが確認できない手当の支

給が，特殊勤務手当で 5件（隠岐島前高校 3件，浜田水産高校 2件），産業教育

手当で 2 件（出雲工業高校１件，浜田水産高校１件）あった。また，隠岐島前

高校の一部の教育職員に対して支給された宿日直手当について，宿直担当日の

変更がされたにも関わらず，変更前と変更後の両方の宿直担当日に対して宿直

手当が支給されており，変更前のものについては宿日直の事実がないのに宿直

手当が支給されていた。これらはいずれも手当支給要件を満たさないことが明

白であり，返還をもとめるべきものと考え，出雲工業高校及び浜田水産高校並

びに隠岐島前高校に対して第 6章で個別に指摘をした。 

また，特殊勤務手当について，給与等事務システムの「従事内容欄」に従事

時間の記載のないものが出雲農林高校及び浜田水産高校で多く確認されたほか，

支給された手当の発生源に係る勤務時間と出退勤状況記録表に記録された勤務

時間とに齟齬が確認されたものが，特殊勤務手当・産業教育手当で非常に多数

確認された。 

【宿日直手当】

従事時間
の記載な
いもの

支給基準
を満たさ
ないもの

出退勤の
記載がな
いもの

開始時間
と差異が
あるもの

終了時間
と差異が
あるもの

記載がな
く確認が

できないも
の

支給基準
を満たさ
ないもの

申請より１
時間以上
少ないも

の

A 0 0 6 1 13 6 1 8 - - -
B 0 0 1 0 0 1 0 0 - - -
C - - - - - - - - - - -

小計 0 0 7 1 13 7 1 8 - - -
A 0 0 0 8 14 0 1 8 - - -
B 0 0 0 3 3 0 1 3 - - -
C 0 0 46 0 0 46 0 0 3 0 -
D 0 0 1 7 7 1 0 4 0 0 -

小計 0 0 47 18 24 47 2 15 3 0 -
A 0 1 3 3 3 3 0 4 - - 6
B 0 0 1 0 0 1 0 0 - - 10
C 0 1 4 1 7 4 2 2 - - 0
D 0 1 0 0 1 0 1 1 - - -

小計 0 3 8 4 11 8 3 7 - - 16
A 0 0 9 17 12 9 4 25 - - 4
B 0 0 1 11 23 1 8 16 - - 3
C - - - - - - - - - - 3
D 0 0 1 0 0 1 0 0 - - 7

小計 0 0 11 28 35 11 12 41 - - 17
A - - - - - - - - - - -
B - - - - - - - - - - -
C - - - - - - - - - - -
D - - - - - - - - - - -

小計 - - - - - - - - - - -
A - - - - - - - - - - 1
B 15 0 1 0 7 16 7 0 - - 18
C 54 0 0 0 0 54 0 0 - - 15
D 0 0 0 16 22 0 1 15 - - -

小計 69 0 1 16 29 70 8 15 - - 34
A 6 0 1 0 0 6 0 0 2 0 2
B 0 0 45 5 3 45 0 3 0 2 -
C 2 2 44 0 0 44 0 0 - - -
D 2 0 2 0 0 0 0 0 0 0 15

小計 10 2 92 5 3 95 0 3 2 2 17

資料不整合の
件数

【産業教育手当】
従事内容欄 出退勤状況記録票 実際の活動が確認できる時間

【特殊勤務手当】

申請と実
施に差異
があった
コマ数

記録なし

出雲農林

浜田水産

松江商業

出雲工業

隠岐島前

松江南

宍道
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なお，本監査では，前記のとおり，本来の手当支給要件確認の実務では予定

されていない給与等事務システムに入力された手当の発生源に係る勤務時間と

出退勤状況記録表に記録された出退勤時刻を対照した。手当支給要件の充足性

をある程度客観的に事後確認するための方法はそれしかなく，手当支給要件の

充足性を確認するのに有用と考えたからである。実際には，両者を対照した結

果，齟齬が多く確認されたのであるが，もともと両者は制度が異なるものであ

るし，その適用範囲も完全に一致しているわけではないことから，両者の齟齬

をもって齟齬に係る手当の支給が不適切との確証を有するには至らなかった。 

 （５）旅費支給手続の実態 

各監査対象校で抽出した3～4名程度の教育職員の平成27年度分の旅費のサンプル

チェックを行った。 

これについては，監査対象校が保管していた旅費の領収証や入力画面のコピー等の

書類を確認し，それらから算出できた旅費の金額と実際の旅費の支給額が整合して

いるか確認した。 

その結果，旅費の支給手続きに特に問題点はみつからず，また，旅費の支給金額も

適正であることを確認した。 

 

４ 評価 

（１）意見 

ア 意見の内容 

各種手当の支給の適正を図るために，手当支給申請時及び決裁時における手当支

給要件の確認を申請者及び決裁権者双方が適切に判断できるように，手当支給手

続の改善を求める。 

イ 対象課等 

総務課，県立学校 

ウ 意見の理由及び改善の方向性 

全体を通してみると，手当支給の申請時点で支給要件を満たしていることが確

認できない手当の支給が，特殊勤務手当で 5 件，産業教育手当で 2 件あった。ま

た，支給された手当の発生源に係る勤務時間と出退勤状況記録表に記録された勤

務時間とに齟齬が確認されたものが，特殊勤務手当・産業教育手当で非常に多数

確認された。 

前者については，決裁者が申請内容をきちんと確認していれば生じなかったこ

とが明らかなものであり，決裁自体が形骸化して機能していないことが強く推認

される。また，後者のようなケースが多数存在することは，申請者の自己申請の

みに依拠して支給を行うことには明確な限界があることを意味している。 

かかる検証を踏まえると，まずは申請者において，従事内容欄の時間記載や，
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出退勤状況記録表の記録を正確に行うことを改めて徹底すべきである。 

そして，より根本的原因には，監査対象校をはじめ，県立学校において，タイ

ムカード等により教育職員の勤務時間が記録・保存されていないことがある。 

前記の「勤務管理」で指摘したとおり，県立学校の校長等使用者にも教育職員

の勤務時間を適正に把握する労働基準法上の義務があり，タイムカード等により

教育職員の勤務時間が客観的に把握されていないこと自体が極めて問題であり，

まさにこのことが，前記諸問題の根本的な原因となっていることが伺える。 

なお，現在，県立学校では，教育職員が出退勤状況記録表を作成しているが，

これは後記で述べるとおり，長時間労働者に対する医師の面接指導を実施すべき

教育職員を把握するために作成されるものであり，労働基準法上求められる勤務

時間の把握のためのものとは性質が異なり，単純に，出退勤状況記録表をもって

労働基準法上の勤務時間の把握に代替することはできないと考える。 

したがって，各種手当の支給の適正を図るためにも，第一に，教育職員の勤務

時間の適正な把握をし，手当の申請者及び決裁権者双方が手当支給要件を適切に

判断できるよう，手当支給手続の改善が必要である。 

また，旅費については今回の調査では問題は見つからなかったところであるが，

これは特殊勤務手当と異なって旅費については支給前に資料に基づく支給要件確

認が制度上なされているところが大きいと思われる。そうすると，やはり，特殊

勤務手当・産業教育手当・宿日直手当では，一部の手当を除き資料貼付がなく決

裁者における実質的な確認がなされていないこと，従事時間が支給要件を構成す

るにも関わらず従事時間を確認できる客観的な資料がないことなどが問題である

といえる。今後は，資料貼付・タイムカード等による正確な時間（せめて出退勤

時間）の把握により，申請者決裁者双方がより精度の高い申請・決裁が出来るよ

うにすべきである。 

     

第３ 資産管理 

 

 １ 監査項目 

   資産管理に係る財務事務 

 

 ２ 監査手続の内容 

 （１）監査の対象課等 

    学校施設等の施設，設備，備品等については島根県教育委員会及び各県立学校が

管理しているので，両者を監査の対象とした。 

    また，一部パソコン等の情報機器については，知事部局の情報政策課が管理して

いるものがあるため，情報政策課から資料の提供を受け確認した。 
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 （２）監査手続の内容 

    島根県教育委員会の教育施設課及び学校企画課から，県立学校の資産管理に関す

る一般的な事項について監査を行った。 

    また，監査対象校においては，主に現金等や物品の管理について監査を実施した。 

    具体的には，現金等の管理については，金庫の中身を確認し，現金等の保管状況

を調査した。 

物品の管理については，物品一覧表から無作為に 10 件の物品を抽出し，物品一

覧表に記載されている物品の現物の有無及び整理番号が記載された証票により適切

に管理がおこなわれているかどうか確認した（物品の実在性検証：現物実査）。さら

に，現物実査を行う課程で現地において無作為に 5 件の物品を選び，当該物品が適

切に物品一覧表に記載されていることを確認した（物品の網羅性検証）。 

    なお，パソコン等の情報機器に関する監査の内容については，後記の情報管理の

箇所に譲る。 

 

 ３ 認定した監査事実 

 （１）教育財産の管理 

    「地方教育行政の組織及び運営に関する法律 21 条」によれば，教育委員会は，教

育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の用に供する財産（以下，「教育財産」

という。）を管理すると定められている。 

    そして，教育財産の具体的な管理手法については，「教育財産の管理等に関する規

程」が「公有財産の取得，管理及び処分に関する規則」の一部を準用する形で定め

られている。 

    それらの規則，規程等の定めのうち，主なものは次のとおりである。 

   ア 教育財産の所属 

教育財産は，教育委員会及び県立学校等に所属する。 

   イ 教育財産の種類 

     教育財産は，①不動産，②船舶，浮標，航空機等，③①②に掲げる不動産及び

動産の従物，④地上権等やそれに準ずる権利，⑤特許権等やそれに準ずる権利，

⑥株式等やそれに準ずる権利，⑦出資による権利，⑧財産の信託の受益権がある

（地方自治法 238 条 1 項参照）。 

   ウ 教育財産の取得 

     教育財産を取得する場合には，起案書に相手方の住所，氏名，予算額及び支出

科目，契約の方法等必要な事項を記載しなければならない。 

   エ 管理義務 

     財産部局長は，その所管する教育財産を良好な状態において管理するとともに，

それぞれの目的に応じ，最も効率的に運用しなければならない。 
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   オ 公有財産台帳 

     教育財産の状況を明らかにするために，公有財産台帳を備え，必要事項（分類，

所管，数量，価格，権利の得喪又は変更の生じた年月日及びその事由等）を記載

するとともに，記載事項の変動があった場合には，そのつど変動の年月日，その

内容及びその事由を記載しなければならない。 

（２）現金等の管理 

  ア 現金の管理の概要   

    現金の管理については，領収した現金は，原則，即日又は翌日中に払込書によ

り指定金融機関等に払い込まなければならないと定められている（島根県会計規

則 72 条）。 

  イ 現金の管理状況 

    監査対象校では，全ての学校が，現金を金庫で管理していた。現金の管理につ

いては，一部の学校を除き，適切に管理されていた。 

    ただし，金庫の中を確認する課程で，一部の高校で，部活動に係る多額の現金

が金庫の中で保管されていた。 

 （３）物品の管理 

  ア 物品の管理の概要 

    県立学校が所有又は借用する物品には，①備品（性質や形状を変えることなく

比較的長期の使用・保存に耐えられるものであって 1品の購入価格又は評価額が 5

万円以上のもの），②動物，③生産物，④消耗品（その性質が使用するに従い消費

され，又は損傷するもの及び備品のうち 1 品の購入価格又は評価額が 5 万円未満

のもの），⑤原材料がある。 

    物品は教育財産とは区別される。 

    このうち，消耗品（郵券印紙を除く）及び原材料については，消耗品（原材料）

受払簿により，郵便切手については，郵券類受払簿により受入れ及び払出しを記

載しなければならない（島根県会計規則 93 条 1 項）。 

    なお，県立学校が備品等を購入した場合には，品質等により貼り付けることが

困難な場合を除き，島根県物品証書を貼り付けなければならない（93 条 2 項）。

これら物品については，県立学校が物品管理台帳で管理するとともに，知事部局

の出納局が物品管理システムで県立学校の物品を一元的に管理している。 

  イ 物品の管理状況 

    ほぼ全ての県立学校で，物品一覧表と現物の不一致が確認された。この不一致

の原因は，物品の登録漏れ，又は，除却漏れであった。 

    さらに，証票の貼付がないものや，貼付があっても必要な情報が欠けているも

のも多々確認された。 
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 （４）実習船「神海丸」 

隠岐水産高校及び浜田水産高校の長期航海実習で利用する実習船「神海丸」は，

学校企画課が所管している。神海丸は，宮城県石巻で建造された船であり，東日本

大震災の影響で竣工が遅れたものの，復興のシンボルとして建造された船である。 

   神海丸は，建造費が約 15 億 6000 万円であり，年間の維持管理費は約 1億 4000 万

円である。なお，実習では生徒がマグロ等を釣り，釣ったマグロ等を売却し，経費に

充当している。 

   年間の運航日数は 200 日以上であり，残りは乗組員の休養日等に充てられる。 

   なお，他県では，実習船を，近隣県と共同所持し共同運用している学校もある。 

  

４ 評価 

 （１）指摘 

   ア 指摘の内容 

     物品一覧表と現物との照合を定期的に実施し，その結果を記録として保存する

よう改善を求める。 

   イ 対象課等 

     県立学校 

   ウ 理由及び改善の方向性 

     上記実在性及び網羅性を検証する監査手続を実施した結果，ほぼ全ての県立学

校で，物品一覧表と現物の不一致が散見された。その原因は，物品の登録漏れや

除却漏れであった。したがって，現状の物品一覧表の記載及び現物の管理は十分

に行われているとは言えない。 

県立学校における教育用の備品は，学校教育になくてはならないものであり，

島根県にとっても非常に重要な財産である。かといって，毎年すべての物品を各

学校の事務局担当者が調査することは県立学校の人的資源を考慮すると現実的で

はない。また，教育用の物品については，現物があればいいというものではなく，

適切に保管し，必要があれば修繕も行い，安全面にも配慮し事故等が起こらない

よう管理しなければならず，当該分野の専門的な知識が必要な場合もある。 

     そこで，例えば夏休み等の期間中に各物品の保管担当の教育職員に物品一覧表

を配布し，物品一覧表との現物照合を行ってもらうというような方法もある。そ

の際の現物照合は少なくとも二人で実施し，その結果を記録として残しておく必

要がある。加えて，今後の物品管理をより効果的かつ効率的に行うために，証票

が貼付されていない物品については証票の貼付を徹底していただきたい。 
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第４ 情報管理 

 

 １ 監査項目 

   情報管理に係る財務事務 

 

 ２ 監査手続の内容 

 （１）監査の対象課等 

    県立学校の情報管理に係る財務事務を統括するのは島根県教育委員会の学校企画

課であり，実際に情報管理を行っているのは各県立学校である。したがって，両者

を監査の対象とした。 

    また，パソコン等の情報機器等については，一部，島根県教育委員会の教育施設

課や知事部局の情報政策課の管理に係るものがあるため，両者も必要な範囲で監査

の対象とした。 

 （２）監査手続の内容 

    島根県教育委員会の学校企画課から，県立学校の情報管理に係る財務事務につい

て一般的な事項を監査した。 

    また，監査対象校では，特に，情報機器等の実査を行った。その課程において,前

記のとおり，情報機器等の一部については，島根県教育委員会の教育施設課や知事

部局の情報政策課が管理していたため，両者から情報機器等の監理台帳を取り寄せ，

実査を実施した。 

 

 ３ 認定した監査事実 

 （１）情報機器等の管理 

    県立学校にある情報機器等は，主に，①教職員が利用するパソコン（以下，「校務

用標準パソコン」という。）及び USB，②パソコン教室で生徒等が利用するパソコン

（以下，「教育用パソコン」という。），③教室等で教育職員が使用するパソコン（以

下，「教科用パソコン」という。）がある。 

    このうち，校務用標準パソコンについては，知事部局の情報政策課がリースし，

教職員 1 人に 1 台ずつ配備している。また，校務用標準パソコンは，情報政策課が

策定した「情報セキュリティポリシー」等に基づき管理・運用されている。 

    一方，教育用パソコンについては，島根県教育委員会の教育施設課が購入又はリ

ースし，島根県教育委員会の学校企画課が策定した「島根県立学校電子情報安全対

策要領」等に基づき管理・運営されている。 

    また，教科用パソコンについては，島根県教育委員会の学校企画課がリースし，

前記「島根県立学校電子情報安全対策要領」に基づき管理・運用されている。 

    このように，同じ県立学校の中に，異なる 3 課がそれぞれ管理するパソコンが存
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在している状況である。 

    以上がパソコンであるが，県立学校では，教職員に対して，情報記録媒体として

USB が貸与されている。 

    この USB のうち，事務職員に貸与される USB は，知事部局の情報政策課の管理に

係るものであり，教育職員に貸与される USB は，島根県教育委員会の学校企画課の

管理に係るものである。これらの USB についても，知事部局の情報政策課管理に係

る USB については情報政策課が定めた管理規程により運用され，島根県教育委員会

の学校企画課管理に係る USB については学校企画課が定めた管理規程により運用さ

れている。 

 （２）情報機器等の調達 

    前記のとおり，県立学校にあるパソコンのうち，校務用標準パソコンは知事部局

の情報政策課が，教育用パソコンは島根県教育委員会の教育施設課が，教科用パソ

コンは島根県教育委員会の学校企画課がそれぞれ個別に調達している。 

    また，USB についても，事務職員の USB については知事部局の情報政策課が，教育

職員の USB については学校企画課がそれぞれ個別に調達している。 

    このように，同じパソコンや USB について，異なる課がそれぞれ調達をすること

について何か決まりがあるわけではないが，学校企画課によれば，「誰が使うか」で

調達や管理を行う課が決まっているのではないかとのことであった。 

    また，パソコンや USB を一括で調達することについて検討はされていない。 

 （３）パソコンの管理規程 

    前記のとおり，校務用標準パソコンについては，情報政策課が策定した管理規程

に従い管理・運用されている。校務用標準パソコンへのソフトのインストールが制

限され，パスワードも 90 日置きに変更されるなど厳しく管理されている。 

    他方で，教育用パソコン及び教科用パソコンについては，学校企画課が策定した

「島根県立学校電子情報安全対策要領」に基づき管理・運用されている。 

    しかし，同要領は，平成 18 年に策定されたものであるところ，その内容は，県立

学校が扱う情報を A，B，C の 3 区分にした上で，それぞれの区分の情報をパソコン

で取り扱う場合の管理・運用方法を定めているが，A区分の情報（生徒の成績等の個

人情報等）を扱うパソコンは現在校務用標準パソコンになり，それについては前記

のとおり情報政策課が管理・運用規程を策定の上，当該規程に基づいて管理・運用

されている。残りの B 及び C 区分の情報を扱うパソコンの管理・運用については，

引き続き「島根県立学校電子情報安全対策要領」に基づき管理・運用されているも

のの，前記のとおり，その一部が現在では情報政策課の管理・運用規程に置き換わ

っているため，その一部が通用力を失っている状態である。 

    なお，この「島根県立学校電子情報安全対策要領」については，平成 28 年度中に

教育用パソコンのサーバーの入れ替えが予定されており，学校企画課はそのタイミ
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ングで，「島根県立学校電子情報安全対策要領」を現状に見合った内容に改訂する予

定である。 

（４）USB の紛失事案 

    学校企画課によれば，県立学校において，平成 24 年度に 3 件，平成 25 年度に 1

件，平成 26 年度に 1 件の USB の紛失事案があった（ただし，平成 26 年度の紛失事

案については後日発見された）。 

    いずれも個人情報は入っていないとのことであり，個人情報の漏洩等は生じてい

ない。 

    学校企画課はこの紛失事例を受けて，平成 25 年 7 月 17 日付で「教育職員用公用

USB メモリについて（通知）」及び平成 26 年 3 月 26 日付で「教育職員用公用 USB

メモリ利用上の遵守事項について（依頼）」を各学校長に向けて発信し，USB 紛失の

予防に努めている。その成果として，平成 27年度以降は紛失事例が発生していない。 

 （５）USB の管理の実際 

    本監査では，学校企画課が教育職員に対して配布している USB の管理台帳と実際

の USB との突合（実査）を行った。 

    その結果，監査対象校において，USB の紛失はなかった。 

    なお，教育職員の USB について，学校企画課が策定した前記「教育職員用公用 USB

メモリ利用上の遵守事項」によれば，週 1回，所在確認をすることと定められている

が，監査対象校において，週 1回の目視による所在確認を実施している学校は少なか

った。 

 

 ４ 評価 

 （１）意見① 

   ア 意見の内容 

パソコンの管理規程を現状に見合った内容に改定するなどの改善を求める。 

   イ 対象課等 

     学校企画課 

   ウ 理由及び改善の方向性 

教育用パソコン及び教科用パソコンの管理・運用について適用される「島根県立

学校電子情報安全対策要領」の中の個人情報等の A ランクに該当する情報は，現

在，教務用標準パソコンでしか取り扱うことができず，しかも，校務用標準パソ

コンの管理・運用については情報政策課の「情報セキュリティポリシー」等が適

用される。つまり，「島根県立学校電子情報安全対策要領」の一部の規程について

は通用力を失っている状態であるため，教育用パソコン及び教科用パソコンの現

状の管理・運用に即した規程の改訂が必要である。 

この点については，教育用パソコンのサーバーの入れ替えが今年度予定されてお
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り，学校企画課がそれにあわせて「島根県立学校電子情報安全対策要領」の改訂

をする予定とのことであるから，是非実行していただきたい。 

 （２）意見② 

   ア 意見の内容 

USB の目視確認の頻度を適切な頻度とするよう改善を求める。 

  イ 対象課等 

    学校企画課，県立学校 

  ウ 理由及び改善の方向性 

教育職員用の USB の管理・運用について，学校企画課が定めた「教育職員用公

用 USB メモリ利用上の遵守事項」によれば，週１回の目視による所在確認を実施

するものとされているが，監査対象校で週１回の目視による所在確認を実施して

いる学校は少なかった。 

教育職員用の USB については，平成 24 年度から平成 26 年度までに 5 件の紛失

事例があった。平成 27 年度は紛失事例がなかったものの，紛失のリスクがまだな

いとはいえず，そのようなリスクを低減するためにも目視確認を実施する必要性

は高いといえるが，その頻度が週 1 回が妥当か否かについては，現状を踏まえる

と検討が必要と思われる。   

なお，事務職員用の USB の目視による所在確認の頻度は，情報政策課が定めた

規程により月に 1回である。 

そこで，情報政策課の規程に合わせるなど，目視による所在確認の頻度の見直

しが必要と思われる。 

 

第５ 学校規模・配置 

 

 １ 監査項目 

   学校規模・配置等の再編成に係る財務事務 

 

 ２ 監査手続の内容 

 （１）監査の対象課等 

    県立高等学校の定員数の見直し等の財務事務を所管するのは学校企画課である。

したがって，学校企画課を監査対象とした。 

 （２）監査手続の内容 

    学校企画課から，県立学校の再編や定員数の見直し等に関する事項についてヒア

リングを行うとともに，県立学校の再編等に関する資料の閲覧を実施した。 
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 ３ 認定した監査事実 

島根県の中学校卒業者数は今後も減少を続けることが予想されており，定員の見直

しや学級減，学校の統廃合等の問題は避けては通れない。これまでも，島根県教育委

員会は，「県立高等学校再編成基本計画」に基づき学校の統廃合を実施したり，学科の

再編，学級減等を実施している。 

なお，県立学校の定員数及び生徒数の状況については，第 2章‐第 1‐5に記載のと

おりであるが，特に，定時制課程については，いずれの高校も生徒数が入学定員数を

大幅に下回っている。特に，松江工業高校の定時制については，生徒数が入学定員数

の 5～12％に過ぎない。 

 

４ 評価 

 （１）意見 

   ア 意見の内容 

県立高等学校の定時制の定員数について，適切な定員数となっているか検討を

求める。 

   イ 対象課等 

     学校企画課 

   ウ 理由及び改善の方向性 

     県立高等学校の定時制については，いずれの高校も生徒数が入学定員数を大幅

に下回っており，特に，松江工業高校の定時制については，生徒数が入学定員数

の 5～12％に過ぎないなど，定員数が過剰であると言わざるをえない。 

既に数校の定時制を統合して宍道高校を設立するなど定時制高校の再編も検討

及び実行されているところであるが，前記のように定員数についての検討も必要

と考える。 

 

第６ 県費会計 

 

 １ 監査項目 

   県費会計に係る財務事務 

 

 ２ 監査手続の内容 

 （１）監査の対象課等 

    県費会計に係る財務事務を実施するのは各県立学校であるから，県立学校を監査

対象とするとともに，県立学校の県費会計に係る財務事務を監督等する学校企画課

も監査対象とした。 
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 （２）監査手続の内容 

    監査対象校においては，契約や現金等の管理に係る財務事務を中心にヒアリング

や書類閲覧等を実施した。学校企画課については，県費会計に係る一般的な財務事

務の概要等についてヒアリング等を実施した。 

 

 ３ 認定した監査事実 

 （１）県費会計の概要 

    県立学校における県費会計は，「島根県会計規則」に従って実施されている。 

 （２）契約手続 

   ア 契約手続の概要 

県立学校には校舎等の施設や設備，机や椅子等の備品などさまざまな物品等があ

り，当然，これらを購入するための契約が存在する。また，契約には，物品の購

入契約だけではなく，校舎の警備業務の委託などの委託契約や校舎の耐震工事等

の請負契約などさまざまな契約が存在する。 

そして，契約には，入札と随意契約の 2種類があり，入札は，簡単に言えば，複

数の業者の中から一番安い金額を提示した業者と契約を締結する方法であり，随

意契約は特定の業者との間で契約を締結する方法である。 

この入札と随意契約については，「島根県会計規則」に定められている。このう

ち，随意契約によることができる場合については契約の限度額が定められている。

その限度額は以下のとおりである。 

  

 

                       （「島根県会計規則」66 条） 

    

ただし，地方自治法施行令は，随意契約によることができる場合について，前

記のほかに，例えば，契約の性質又は目的が競争入札に適しない場合や，緊急の

必要により競争入札ができない場合，競争入札に付すことが不利となる場合など

を定めている（地方自治法施行令 167 条）。 

なお，随意契約の方法による場合は原則として見積書をとらなければならず，
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予定価格が 10 万円以上の契約（工事又は製造の請負契約又は工事用資材の購入契

約にあっては 20 万円以上)をするときは，なるべく 2 人以上の者から見積書をと

らなければならないと定めている（島根県会計規則 66 条の 4）。ただし，契約の性

質や目的等に照らし見積書を徴する必要がないと認められる場合などは見積書を

省略できる（同規則 66 条の 4第 2項）。 

また，契約を締結する場合には，原則として契約書を作成しなければならず，

契約書には必要事項を記載しなければならない（島根県会計規則 68 条）。 

最終的に，契約の相手方が契約に定められた給付が完了した旨の通知があった

場合には，その給付が契約書や仕様書等に適合しているか検査をし，原則として

検査調書を作成しなければならない（島根県会計規則 70 条の 5）。 

   イ 契約手続の状況 

     本監査では，監査対象校の契約（主に物品購入契約や委託契約）についてサン

プルチェックを実施した。 

     その結果，いずれの契約についても，契約手続に法令違反等はなかった。 

 （３）共通して確認できた契約 

監査対象校の契約に係る財務事務を確認する中で，主に委託契約に関して，同じ

ような契約が見られた。監査対象校で共通して確認できた契約には以下のものなど

があった。 

 ・校舎機械警備業務委託 

 ・環境衛生管理業務委託 

 ・消防用設備点検業務委託 

 ・暖房用設備保守点検業務委託 

 ・印刷機器保守点検業務委託 

    これらの契約は，その業務内容はほぼ同じであるが，各監査対象校がそれぞれ個

別に発注し，業者と契約を締結しているのが現状である。 

これに対し，AED，白衣，作業着，ボイラー重油の購入，光熱水費，公用車の車検，

修繕などに係る契約については，島根県教育委員会が一括で発注し，契約を締結し

た実績があり，また，浜田高校と浜田水産高校は，寄宿舎調理業務について，合同

で発注，契約の締結をするなど，共通する物品の購入やサービスの利用について，

一括での契約手続を実施した実績もある。 

（４）未収金の管理 

  ア 未収金の管理の概要 

    県立学校で主に問題となる未収金として，授業料がある。この授業料の未収金に

ついては，「島根県立高等学校の授業料未納に対する取扱要領」を学校企画課が定

め，各県立学校はこれに基づいて授業料に係る未収金に対応している。 

なお，前記要領には，授業料を滞納した生徒については，最終的な処分として
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登校停止や除籍処分が定められているが，現在に至るまで，そのような処分をし

た事例はない。 

イ 未収金の管理状況 

本監査の結果，監査対象校が管理している県費に係る未収金はほとんどなかっ

た。これは，平成 26 年度に就学支援金制度が開始し，およそ 8割強の生徒の授業

料が実質的に不要となったことも影響しており，平成 27 年度時点での授業料に係

る未収金は，平成 27 年度分 7件 69,300 円と平成 26 年度分 1件 4,950 円を合わせ

て 8件 74,250 円と少ない。 

また，未収金を管理している学校については，適切な管理がなされていた。 

 

 ４ 評価 

 （１）意見 

   ア 意見の内容 

各県立学校において共通ないし類似する物品等の購入やサービスについて契約

をする場合に，それらについては，可能な限り，県立学校を所管する島根県教育

委員会が取りまとめたり，近隣の県立学校が共同して発注し，契約を締結するな

どして，契約コストの縮減や契約手続の効率性を高めるよう改善を求める。 

   イ 対象課等 

     学校企画課，教育施設課，県立学校 

   ウ 理由及び改善の方向性 

監査対象校の物品等の購入やサービスの利用についての契約の中には，他の監

査対象校のものと共通ないし類似するものがあった。現状は，各監査対象校が個

別に契約を締結しているが，これらについては，スケールメリットの観点からす

ると，県立学校を所管する教育委員会が取りまとめたり，近隣の県立学校が共同

で契約手続を実施するなどすれば，よりコスト縮減にもつながるものと考えられ

る。実際にも，AED 等の物品の購入や水道光熱費や公用車の車検等については一括

での契約手続をした実績があるし，近隣校同士である浜田高校と浜田水産高校が

合同で寄宿舎調理業務の契約手続をしているなど，一括での契約手続が県立学校

において不可能ということではない。 

また，このように共通ないし類似する物品の購入やサービスの利用に係る契約

手続を一元的に実施することは，県立学校の事務負担の軽減化にも資するものと

考えられる。 

他方で，物品やサービスについては，仕様が異なったり中山間地域では業者側

の対応が困難であるなど，共通ないし類似する物品の購入やサービスであっても，

一元的に契約手続を実施することが困難な場合もあり得ると監査の課程の中で感

じた。 
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したがって，経済性，効率性の観点から，各県立学校において共通ないし類似

する物品等の購入やサービスに係る契約手続について，可能な限り，一元的に契

約手続を実施するなどして，契約コストの縮減や契約手続の効率化を高める方法

について検討することが必要である。 

 

第７ 県費外会計 

 

 １ 監査項目 

   県費外会計に係る財務事務 

 

 ２ 監査手続の内容 

 （１）監査の対象課等 

    県費外会計を実施するのは各県立学校である。したがって，県立学校を監査対象

とした。 

    また，県費外会計については，学校企画課が「学校徴収金等取扱要綱」を定め，

県費外会計について各県立学校に対して監督，指導等を実施している。したがって，

学校企画課も監査対象とした。 

 （２）監査手続の内容 

    学校企画課から県費外会計に関する事項についてヒアリングを実施するとともに，

「学校徴収金等取扱要綱」を確認した。 

    監査対象校においては，「学校徴収金等取扱要綱」をもとにチェック項目を設定し，

当該チェック項目に係る財務事務を監査した。 

 

 ３ 認定した監査事実 

 （１）県費外会計の種類 

    県費外会計とは，県立学校が生徒や保護者等からお金を徴収し，それを模擬試験

や修学旅行費，寄宿舎費用等に支出するための会計であり，徴収金は県費ではなく

私費であるから，県費外会計と呼ばれる。 

    県費外会計には，①学校が直接生徒等からお金を徴収し，必要な支出を行う学校

徴収金会計と，②学校が PTA 等の団体から会計に係る財務事務を受任して実施する

団体会計の 2つがある。 

    監査対象校が取り扱っていた県費外会計の種類は概ね以下のとおりである。 

   ア 学校徴収金会計 

     学年費会計，学級費会計，生徒会会計，部活動会計，実習費会計，教材費会計，

検定・模擬試験会計，積立金会計，寄宿舎会計，進路指導費会計 

   イ 団体会計 
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     PTA 会計，後援会会計，同窓会会計，部活動振興費会計，学校整備費会計，周年

事業会計，エアコン整備費会計，記念館等整備費会計 

 （２）県費外会計に係る財務事務のルール 

    学校企画課は，県立学校において，過去に県費外会計に係る不適切な事務処理事

案が生じたことを契機として，平成 20 年 9 月 22 日に，県費外会計の適正な処理を図

るために，「学校徴収金等取扱要綱」を策定した。 

    同要綱で定められる県費外会計に関するルールのうち，主なものは概ね以下のと

おりである。 

   ア 役割分担の明確化（要綱 4条） 

     校長は，県費外会計の管理責任者として事務を総括し所属職員を監督し，教頭

は，県費外会計の管理について校長を補佐する。事務長は，県費外会計の適正な

取扱いを確保するための校内処理体制を企画，管理し，教職員の指導助言に当た

る。 

     また，校長は，毎年度当初，全ての県費外会計についてその内容を明らかにす

るとともに，各会計の会計担当者や職務従事者を明確にしておかなければならな

い。 

   イ 保護者の負担軽減（要綱第Ⅱ章「学校徴収金会計」5条） 

     校長は，学校徴収金の徴収に当たっては，それぞれの徴収の必要性及び金額に

ついて精査を行い保護者負担の軽減に努めなければならず，また，契約を締結す

る場合には，県費の支出に準じ，合見積りや入札を実施し経費の節減に努めなけ

ればならない。 

   ウ 保護者への説明（要綱第Ⅱ章「学校徴収金会計」6条） 

     校長は，学校徴収金を徴収する場合には，目的，金額，徴収方法等について保

護者に事前に説明及び通知し，事後にその執行について報告を行わなければなら

ない。 

   エ 予算編成等（要綱第Ⅱ章「学校徴収金会計」8条） 

     学校徴収金の各会計は，年度において必要となる全ての経費及び収入の見積り

を行い，年度当初までに予算編成を行う。また，やむを得ない場合の各会計内の

予算の項目間の流用は，校長の決裁を経て行う。ただし，各会計間の予算の貸借

は，同一年度内に校長の決裁を経て行う場合を除き，原則として行ってはならな

い。 

   オ 収入（要綱第Ⅱ章「学校徴収金会計」9条） 

     学校徴収金を収納したときは，原則，収入伺書により校長の決裁が必要。また，

学校徴収金の収納は原則口座振替とし，収納金は全て預金口座を金融機関に設け

て預金する。 

   カ 預金通帳と印鑑等の管理（要綱第Ⅱ章「学校徴収金会計」10 条） 

 
127



 号外第 21号                島  根  県  報               平成 29年３月 24日  

 

                                                                              

 
 

     預金通帳の届出印は，校長又は預金通帳管理者以外の者のなかから校長が指定

する者が管理する。また，ATM を利用する場合の磁気カードは，預金通帳の届出印

に準じて管理を行う。 

   キ 支出（要綱第Ⅱ章「学校徴収金会計」11 条） 

     学校徴収金会計に係る支出をするときは，原則，支出伺書による校長の決裁が

必要。また，学校徴収金会計に係る経費の支払いは，口座振込み又は現金により

行い，支払いが完了したときは，支払に係る証拠書（領収書又は振込書）を支出

伺書に貼付する。なお，ATM によらなければ支払いが困難である場合（概ね片道 5

㎞圏内に金融機関の有人店舗がない場合をいう）には，磁気カード管理者以外の

者が ATM により払出し又は口座振込みができる。 

   ク 経理状況の確認（要綱第Ⅱ章「学校徴収金会計」12 条） 

     校長は，少なくとも年 2回（1学期末及び 2学期末）以上，各会計の金銭出納簿

と預金残高の照合を行うとともに，金銭出納簿の点検を行い，問題がない場合に

は金銭出納簿の余白に確認済みであることを記載し，押印する。 

   ケ 決算及び監査（要綱第Ⅱ章「学校徴収金会計」13 条） 

     会計担当者は，会計年度の収支が終了したときは，帳簿等を締め切り，速やか

に決算書を作成し，校内監事による監査に付する。そして，会計担当者は校内監

事による監査報告を付して，決算書を校長に報告する。さらに，校長は，保護者

の中から選任した 2 人以上の者に監査を委嘱し監査を受け，最終的に学校徴収金

の各会計の決算を校長名で保護者に報告する。 

   コ 部費の特例（要綱第Ⅱ章「学校徴収金会計」16 条） 

     部費についても学校徴収金の一環であるが，その特殊性から，要綱第Ⅱ章「学

校徴収金会計」の規定は適用しないこととし，次のとおり取り扱う。 

   （ア）定期的に定額を徴収し年度を通じて管理する会計 

      原則として預金口座を設けて管理することとし，収支が発生した場合には，

預金口座から入出金するとともに，直ちに金銭出納簿に記入する。各学期が終

了したときは，校長が指定する者が金銭出納簿と預金残高を照合するとともに，

金銭出納簿及び証拠書を点検する。年度の収支が終了したときは，速やかに決

算書を作成し，保護者代表の監査を受け，保護者に文書により報告する。 

   （イ）必要なときに所要額を徴収する会計 

      徴収した金銭を適切に管理し，所要の支出を行った後は，速やかに保護者に

文書により精算報告を行うとともに，原則として残金を保護者に返還する。各

学期が終了したときは，校長が指定する者が精算報告書と証拠書を照合し，処

理状況を点検する。 

   （ウ）その他 

      当該年度における活動計画に基づき収支計画を立て，計画的に執行を行うと
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ともに，活動計画及び必要な経費について保護者に周知する。また，経費の支

出に当たっては，必要性及び効率性を常に検討し，保護者負担の軽減に努める。

また，対外試合等に際して，経費を概算払いしたときは，終了後速やかに精算

を行い，残金を会計に入金する。 

   サ 備品の管理（要綱第Ⅱ章「学校徴収金会計」17 条） 

     学校徴収金会計に関する備品を購入し，又は処分したときは，県費外会計備品

管理簿に所要事項を記載するとともに，備品に証票を貼付して管理する。 

   シ 帳簿等の管理（要綱第Ⅱ章「学校徴収金会計」18 条） 

     学校徴収金会計の帳簿等として，①予算書，②収入伺書，③金銭出納簿，④領

収書，⑤支出伺書，⑥決算書，⑦預金通帳，⑧県費外会計備品管理簿を備え，会

計年度終了後 5 年間保存しなければならない（ただし県費外会計管理簿は常用）。 

   ス 団体会計の受任（要綱第Ⅲ章「団体会計」第 20 条） 

     校長は，学校における教育活動に密接な関連を有する団体からの委任に基づき，

当該団体の会計のうち，学校教育の振興に当たって必要不可欠であるものの会計

処理の委任を受けることができる。また，団体会計の受任に当たっては，書面に

より，次の事項を条件としなければならない。 

    （ア）当該団体は，その会計について，毎年必ず自らの責任で監査を行うこと。 

    （イ）当該団体の会計の事務処理が，この要綱に定める学校徴収金会計の事務処

理に準じるか，より厳格な手続きにより行われるものであること。 

   セ 団体会計の事務処理（要綱第Ⅲ章「団体会計」第 21 条） 

     校長が団体会計の委任を受けて処理する場合，当該団体の規約又は委任の条件

において，より厳正な定めがなされている場合を除き，学校徴収金の例による。

また，校長は，委任を受けた団体会計について，保護者から会費等を徴収すると

きは，文書により当該団体からの委任に基づく徴収金であることを明示するとと

もに，善管注意義務をもって管理し，毎年度終了後，速やかに全ての会計につい

て所要の決算手続を完了し，当該団体に処理状況を報告する。 

 （３）PTA 等からの学校支援の在り方 

    学校企画課は，県立学校が PTA 等から支援を受ける場合の基準についてガイドラ

インを設定している。 

    それによれば，PTA 等から支援を受けるための必要要件として，①真に団体からの

発意に基づくものであること，②学校教育を実施する上で必要最小限のものであるこ

とを満たす必要があると定めている。その上で，PTA 等の団体から支援を受けるもの

を含めて私費で負担すべきもの（私費負担が許容されるもの）と県費負担をすべきも

のの区別の基準を設定している。その中で，学校教育活動及び学校管理運営に要する

経費で，県立学校共通の水準の維持に必要な経費（教職員の人件費，公務出張費，県

有財産の管理費等）は，県費で負担すべきものとされている。 
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 （４）県費外会計に係る財務事務の状況 

    監査対象校の県費外会計は様々なものがあり，その全てを監査することが難しか

ったことから，いくつかの県費外会計を抽出して監査を行った。 

    監査対象校で監査の対象として県費外会計の種類及び監査の結果については，次

章をご覧いただきたい。 

    監査した県費外会計のうち，学校徴収金会計（部費に係る会計を除く）について

は，概ね前記要綱のとおり管理・運用がなされていた。 

    しかし，以下のとおり問題となる部分もあった。 

   ア 会計間の予算の貸借について 

     県費外会計間で予算の貸借がなされているものが散見されたが，要綱で必要と

される校長の決裁がないものもあった。 

   イ 教職員の立替払い等について 

     県費外会計に係る支出において，教職員が立替払いをし，あとで精算している

ものが散見された。立替払いをする際に，教職員のクレジットカードを利用したケ

ースもあった（ただし，クレジットカードを利用して購入された物品等の送付先は

教職員個人の自宅等ではなく所属校とされていた）。その場合に，教職員個人にク

レジットカードや通販サイト利用に伴うポイント等が付与されていることも見受

けられた。また，立替払いをした後に精算がなされていないものもあった。 

   ウ 金銭出納簿，通帳，決算書について 

     金銭出納簿の現金の出入金年月日と通帳のそれとが一致していないケースが

多々あった。金銭出納簿の現金の出入金年月日については，収入伺書及び支出伺書

の決裁年月日と一致しているものもあったので，おそらく，収入伺書及び支出伺書

の決裁年月日をもって金銭出納簿の現金の出入金年月日と取り扱っていることに

原因があると思われる。 

     また，翌会計年度に係る入出金が，現会計年度で決算処理されているケースも

散見された。原因は不明であるが，おそらく，会計年度の切り替わりの時期が，会

計担当者である教職員の異動の時期とも重なり，会計の引継ぎ等が十分になされな

かったり，会計処理が遅れるなどしたためであると思われる。 

   エ 監査について 

     監査自体がなされていない県費外会計は（一部を除き）確認できなかったが，

監査意見が適正とされている県費外会計の中には，通帳の記載と金銭出納簿の記載

が一致していなかったり，通帳の会計年度末の残高と決算書の残高が一致していな

いケースが散見された。おそらく，決算において，決算書のみ確認し，通帳や金銭

出納簿との照合を十分に行っていないことなどが原因と思われる。 
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 ４ 評価 

 （１）意見① 

   ア 意見の内容 

県費外会計間の貸借については，学校徴収金等取扱要綱に従い校長の決裁を受

けることはもとより，そもそも県費外会計間の貸借が生じないよう，会計年度に

おける事業計画の精査や適切な予算編成を行うよう改善を求める。 

   イ 対象課等 

     県立学校 

ウ 理由及び改善の方向性 

県費外会計間での貸借については，学校徴収金等取扱い要綱で校長の決裁があ

る場合を除き禁止されている。 

しかし，実際には，監査対象校において県費外会計間での貸借が散見され，し

かも校長の決裁がないものもあった。 

このような県費外会計間での貸借は，貸した側の県費外会計においては回収リ

スクや事業資金不足等を生じさせる危険があり，また，借りた側の県費外会計に

おいても返済リスク等を生じさせる危険がある。また，私費を拠出する保護者等

に予測しない負担を生じさせることにもなる。 

そもそも，学校徴収金等取扱要綱では，会計年度において必要となる全ての経

費及び収入の見積りを行い，年度当初までに予算編成を行うと定め，また，県費

外会計間の貸借は原則禁止されていることからして，そのような県費外会計間の

貸借が生じないよう，事業計画の精査や適切な予算編成を実施することが求めら

れているといえる。 

したがって，県費外会計間の貸借が生じないよう会計年度における事業計画の

精査や適切な予算編成を行うとともに，万が一，県費外会計間での貸借が必要と

なった場合には校長の決裁を受けることを徹底するよう改善が必要である。 

（２）意見② 

   ア 意見の内容 

県費外会計における教職員の立替払いについて，適正性を担保するための規定を

策定するなど改善を求める。 

   イ 対象課等 

     学校企画課，県立学校 

   ウ 理由及び改善の方向性 

県費外会計における教職員の立替払いが散見された。おそらく，支出伺等の事務

処理手続をする暇のない緊急性を要する場合などに，やむを得ず教職員が立替払

いをしているものと考えられる。 

しかし，立替払いについては，支出の適正性に問題を生じさせるリスクがある。
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また，立替払いの際の決裁を教職員の個人的なクレジットカードや会員となって

いる通販サイト等で行った場合に，当該教職員に対してポイント等が付与される

ことが考えられるが，そのポイント等の取り扱いに関しても問題が生じる。さら

に，立替金の精算についても，中には未精算のものも存在し，教職員に無用の経

済的負担を生じさせる危険性もある。 

このように立替払いについて多くの問題をはらんでいると思われるが，立替払い

についてのルールは存在しない。 

したがって，県費外会計における教職員の立替払いについて，その適正性を担保

するための規定の策定をすべきである。 

（３）意見③ 

   ア 意見の内容 

現金出納簿の現金の出入金の日付については，現実に現金を出入金した日付を

記載するなど記載方法について検討し改善を求める。また，会計年度外の収入支

出を決算に反映しないよう改善を求める。 

イ 対象課等 

     学校企画課，県立学校 

   ウ 理由及び改善の方向性 

現金出納簿の現金の出入金の日付が，通帳の記載と一致していないケースが散見

された。これは，現金出納簿の現金の出入金の日付を，収入伺書や支出伺書の決裁

の日付にする運用がなされていたことに起因する。 

しかし，金銭出納簿における出入金の日付は，通常，現実に現金が出入りした日

付を記載すべきものである。 

したがって，金銭出納簿には現実に現金が出入りした日付を記載するよう改善を

求める。 

また，県費外会計に係る決算において，翌会計年度の収入支出を反映させている

ものが存在した。おそらく，会計年度の切り替わりの時期に会計担当者である教職

員の入れ替わりがあり，会計の引継ぎが十分にできなかったり，会計処理が遅れた

ことなどが原因と思われるが，会計年度を超えた収入支出については，翌会計年度

で処理すれば足り，わざわざ当会計年度に反映させる必要性はない。 

したがって，会計年度外の収入支出を決算において反映しないよう改善を求める。 
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第８ 学校評価及び教育職員評価 

 

 １ 監査項目 

   学校評価及び教育職員評価に係る財務事務 

 

 ２ 監査手続の内容 

 （１）監査の対象課等 

    学校評価及び教育職員評価に係る財務事務を実施するのは県立学校である。した

がって，県立学校を監査対象とした。 

    また，学校評価や教育職員評価に係る評価結果は島根県教育委員会に報告され，

島根県教育委員会が学校評価及び教育職員評価に係る財務事務に関しマニュアルを

策定していることから，島根県教育委員会も監査対象とした。 

 （２）実施した監査手続 

    島根県教育委員会から，学校評価及び教育職員評価に係る財務事務に関し策定し

たマニュアルを確認するとともに，当該財務事務に関する概要についてヒアリング

を実施した。 

    また，監査対象校において，実際の学校評価及び教育職員評価に係る財務事務に

ついて監査を実施した。 

 

 ３ 認定した監査事実 

 （１）学校評価 

   ア 学校評価の概要 

     学校教育法及び同施行規則によれば，県立学校は，県立学校の教育活動その他

の学校運営の状況について評価を行い，その結果を公表し，また，情報提供を行う

ことにより，教育水準の向上に努めなければならないと定められている。 

     学校教育法及び同法施行によれば，以下のように学校評価や情報提供を行うこ

とになる。 

 

    ①教職員による自己評価を行い，その結果を公表すること 

    ②保護者などの学校の関係者による評価（以下，「学校関係者評価」という。）を

行うとともにその結果を公表するよう努めること 

    ③自己評価・学校関係者評価の結果を設置者に報告すること 

    ④学校の教育活動，学校運営の状況に関する情報を保護者，地域住民等に積極的

に提供すること 

     これに基づき，島根県教育委員会は，「学校評価ガイドブック」を策定している。

同ガイドブックは，学校評価や情報提供の目的，手続等について細かく規定して
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いる。その中で，学校評価における PDCA サイクル機能の発揮を目指している。 

     PDCA サイクルとは以下のようなものである。 

 

 

    ・Plan（目標設定） 

      学校の経営ビジョンを策定し，中期目標（おそよ 3年で達成可能なもの），短

期目標（当該年度で達成可能なもの）を設定する。次に，その目標を達成する

ための具体的方策を策定する。そして，その具体的方策の達成状況を的確に評

価するための評価指標を設定する。 

    ・Do（実行） 

      各学校が設定した目標を達成するために，各学校が具体的方策に重点をおい

た教育活動を実行する。 

    ・Chech（評価） 

      評価指標に従い評価を実施する。なお，評価の客観性と信頼性を高めるため

に，生徒，保護者等に対してアンケート調査を実施したり，学校関係者評価を

実施する。 

    ・Action（改善） 

      評価結果を適切に分析し，次年度の教育活動の充実や改善に生かす。PDCA サ

イクルの中でも特に重要な作業となる。 

    

 

イ 学校評価の状況 

     監査対象校における学校評価の手続きの流れは概ね以下のとおりであった。 
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      ①4 月頃に，校長が学校の経営方針を示し重点目標を設定する。 

               ↓ 

      ②各校務分掌が，重点目標を達成するための目標の設定や目標達成のための

具体的方策を策定する。そして，評価指標を検討し設定する。 

               ↓ 

      ③設定した具体的方策に基づき教育活動を実行 

               ↓ 

      ④10 月頃に，評価指標に基づき評価するための生徒，保護者，教職員向けア

ンケートについて検討し，策定する。 

               ↓ 

      ⑤12 月頃にアンケートを実施。 

               ↓ 

      ⑥翌年 1月頃にアンケートを回収し分析の上，自己評価を実施。 

               ↓ 

      ⑦翌年 2月頃に学校関係者評価を実施。 

               ↓ 

      ⑧翌年 2 月末頃に各校務分掌が学校評価の結果を受けて，改善点の把握や次

年度の方策の検討を実施 

               ↓ 

      ⑨翌年 3 月に島根県教育委員会に対して学校評価結果を報告し，ホームペー

ジ等で公表。 

 

 

 

前記のとおり，いずれの監査対象校においても，「学校ガイドブック」に沿った

学校評価を実施していた。 

     また，PDCA サイクルの達成状況についてもヒアリングを行ったが，いずれの監

査対象校においても，第三者評価を受けて，改善点や次年度に向けた方策を策定

し，次年度の目標や評価指標に反映するよう努めていた。 

     ただし，校長の異動で新たな校長が就任した際に，新たな校長の意向で従前の

目標とは異なる目標が設定されることもあり，その場合には，その新たな目標に

従って具体的な教育活動の方策も変更しなければならず，当然評価指標も変わっ

てくるので，そのような場合には PDCA サイクルを達成することが難しくなるとの

ことであった。しかし，人事異動は制度上不可避なものであり，そのような場合

が生じることは避けられないと思われる。 
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 （２）教育職員評価 

   ア 教育職員評価の概要 

     地方公務員法 23 条の 2第 2項に基づき，島根県教育委員会は，島根県立学校教

育職員の評価に関する規則において，県立学校の教育職員の評価に関する必要な

事項を定め，また，島根県立学校教育職員の評価実施要領において評価の実施に

ついて定めている。 

     この評価の目的は，教育職員（管理職を除く。以下同じ。）の資質能力及び職務

に対する意欲の向上を目指し，また，学校組織の活性化を図り組織的な成果を生

み出すことを目指すことにある。評価に当たっては，公正性，納得性，透明性が

確保された適正な評価となることを目指すものとされている。なお，評価システ

ムの実施方法については，「評価システム実施の手引き」に詳細に規定されている。 

     教育職員の評価システムは，次の 2つから構成される。 

   （ア）資質能力向上支援システム 

      このシステムは，教育職員一人一人が学校教育目標等を踏まえ，期待される

役割と自己の課題に基づいて設定した自己目標及び目標達成のための手立て

（以下，「自己目標等」という。）の達成を，管理職と校内組織が支援するもの

である。 

      このシステムにおける自己目標等の達成状況の評価（以下，「自己目標評価」

という。）を教育職員自身と管理職が行い，後記の勤務評価の参考とされる。 

   （イ）勤務評価 

      勤務評価とは，教育職員の自己目標を含む職務全般について，職務内容を分

類した評価項目ごとに，職務に取り組む意欲や姿勢，職務の遂行を通して発揮

された能力及び職務遂行の成果の評価の観点から，教育職員自身と管理職が評

価基準に則って，絶対評価するものである。 

      評価者は，前記自己目標評価と職務全般についての教育職員の「自己評価」

を参考に，より適正な評価を行うものとされている。 

   イ 評価システムの対象者 

島根県立学校教育職員の評価に関する規則 3 条によれば，評価システムの対象

者は全ての職員とされ，例外として，島根県教育委員会教育長（以下，「教育長」

という。）が別に定める職員は除外される。 

具体的には，評価システムの対象となるのは，教育職員のうち，教諭，養護教

諭，助教諭，養護助教諭，講師，実習主任，主任寄宿舎指導員，実習助手及び寄

宿舎指導員である。 

また，評価システムの対象から除外される職員については，島根県立学校教育

職員の評価実施要領において，①臨時的任用の教職員，②教育委員会事務局等勤

務者，③年度途中の採用又は異動等により定期評価の対象期間が 4 月に満たない
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教職員，④休職等により，定期評価の対象期間において，実際に職務に従事した

機関が 4 月に満たない教育職員とされている。ただし，臨時的任用の教育職員の

うち，常勤勤務の者については，校長の判断により，資質能力向上支援システム

の対象者とすることができる。 

   ウ 面接者・評価者・調整者 

     資質能力向上支援システムの面接者は校長及び教頭であり，評価者は第一次評

価者が教頭，第二次評価者が校長，調整者は教育長である。 

     勤務評価は第一次評価者は教頭，第二次評価者は校長，調整者は教育長である。 

   エ 評価システムの実施の流れ 

   （ア）資質能力向上支援システム 

① 自己目標等設定 

年度当初から 5 月末日までの間に設定。自己目標等を自己目標評価シー

トに記載する。目標の設定に当たっては，学校教育目標等を踏まえて，期

待される役割と自己の課題に基づいて目標設定し，その目標は努力すれば

実現でき，また，具体的なものでなければならず，目標達成のための具体

的な手立てを明らかにしなければならない。 

② 年度当初面接 

年度当初から 5 月末日までの間で，第二次評価者が適当と考える日に実

施。管理職が，教職員の自己目標等の設定について指導・助言を実施する。

なお，面接は，学校のおかれた状況等の情報共有と相互理解を深めるとと

もに，教職員の設定した目標の再確認を通じて取組意欲を喚起することに

留意して実施することが求められる。 

      ③ 年度中途面接 

学校の実情に応じて 11 月末までの間で，第二次評価者が適当と考える日

に実施。管理職が，教職員の自己目標等の達成について指導・助言を実施

する。なお，面接は，教職員の取組上の課題の共有化し，解決策を見出せ

るよう適切な指導・助言を行い，また，教職員が今後の取組に見通しを持

ち，取組意欲が高まるよう支援するとともに，必要に応じて目標等の追加

や変更について指導・助言することに留意して実施することが求められる。 

      ④ 自己目標評価：1月 31 日 

      ⑤ 年度末面接 

調整者が評価を確認した日から 3月第 1週までの間で，第二次評価者が

適当と考える日に実施。なお，面接は，自己目標評価シート及び評価・育

成シートを開示し，教職員の実績，努力等を積極的に評価し，職務上の成

長を伝えるとともに，さらに伸ばすべき点，改善が期待される点を伝え職

員の自己啓発を促し，次年度以降の自己目標の設定における助言と職務へ
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の意欲付けを図ることに留意して実施することが求められる。 

   （イ）勤務評価 

      勤務評価に当たって，毎年度 1月 31 日に自己評価を実施する。また，管理職

は，毎年度 2月 1日に，教職員の勤務評価（定期評価）を実施する。 

      勤務評価に当たっては，適正な勤務評価を行うために，資質能力向上支援シ

ステムにおける自己目標等を参考に実施される。 

      管理職は，毎年度 2 月 1 日に，評価・育成シートを利用して評価者評価を実

施するが，その評価の基準は，上から S＋，S，A，B，C の 5 段階あり，概ね，

要求した水準を満たせば A 以上の評価となり，要求した水準を満たさない場合

は B以下の評価となる。そして，管理職は，評価者評価を実施したあと，評価・

育成シートを，自己目標評価シートとともに，調整者に提出する。 

   オ 評価の状況 

   （ア）資質能力向上支援システム 

      いずれの監査対象校においても，概ね，前記で定められた方法に従い，自己

目標等の設定，面接の実施，自己評価，年度末面接を実施していた。 

      自己目標等の設定については，例えば，「〇〇の試験を月に〇〇回実施する」

や「〇〇検定合格者を〇〇名とする」など目標を具体的な数値を挙げて設定し

ている職員もいれば，やや抽象的な目標設定になっている職員もいるなどばら

つきはあった。ただ，教育事業の性質上，具体的な数値目標になじまないもの

も当然あることから，ある程度抽象的な目標設定となることもやむを得ない側

面があると感じた。 

      また，臨時的任用職員が存在する県立学校が多く，中には，かなりの割合を

臨時的任用職員が占めている県立学校もあったが，臨時的任用職員については，

「島根県立学校教育職員の評価実施要領」上は，評価システムの対象外であっ

た。ただし，実際には，監査対象校においては，臨時的任用職員も資質能力向

上支援システムの対象とされていたが，勤務評価の対象とはされていなかった。 

   （イ）勤務評価 

      これについても，前記で定められた方法に従い，勤務評価が実施されていた。 

 

４ 評価 

 （１）意見 

   ア 意見の内容 

     臨時的任用職員も評価システムの対象者とするよう改善を求める。 

   イ 対象課等 

     学校企画課，県立学校 

   ウ 理由及び改善の方向性 
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島根県立学校教育職員の評価に関する規則 3 条は，評価システムの対象者は全

ての職員とされ，例外として，教育長が別に定める職員は除外される旨定めてい

る。これに基づき，島根県立学校教育職員の評価実施要領において，臨時的任用

職員は評価システムの対象者から原則除外されている。 

しかし，全ての監査対象校には臨時的任用職員が存在し，監査対象校の中には

臨時的任用職員がかなりの割合を占める学校も存在した。そして，臨時的任用職

員も，その他の教育職員と同様，教育活動に従事しているのであり，要求される

資質・能力は，他の教育職員とそれほど変わらないし，他の教育職員と同程度の

資質・能力が求められているとさえいえる。 

そのような中で，臨時的任用職員を評価システムの対象者から除外することは，

臨時的任用職員に外部からの客観的評価の機会が与えられず，緊張感の低下や資

質・能力の減退等を招き，ひいては，学校そのものの教育レベルを落とす可能性

があるのではなかろうか。生徒から見れば，臨時的任用職員であってもその他の

教育職員と変わらないのであり，臨時的任用職員には他の教育職員と同程度の資

質・能力が求められているのであるから，臨時的任用職員も評価システムの対象

とすべきである。 

なお，島根県立学校教育職員の評価実施要領によれば，常勤勤務の臨時的任用

職員は校長の判断により資質能力向上支援システムの対象とできる旨定められて

おり，実際にも，監査対象校では臨時的任用職員を資質能力向上支援システムの

対象としていた。しかし，勤務評価の対象とはされておらず，前記のとおり，勤

務評価を実施しなければ，臨時的任用職員は，自己の能力等を客観的に把握する

機会が与えられないことになり，緊張感の低下や資質・能力の減退等を招きかね

ない。 

したがって，臨時的任用職員を勤務評価も含んだ評価システムの対象とするよ

う改善を求める。 

 

第９ 学校の安全管理 

 

 １ 監査項目 

   学校の安全管理に係る財務事務 

 

 ２ 監査手続の内容 

 （１）監査の対象課等 

    学校の安全管理に係る財務事務を実施しているのは県立学校である。したがって，

県立学校を監査対象とした。 

    また，島根県教育委員会は，「学校危機管理の手引」を策定していることから，島
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根県教育委員会も監査対象とした。 

 （２）実施した監査手続 

    学校企画課から学校の安全管理に係る財務事務一般についてヒアリングを行い，

資料等を確認した。 

    また，監査対象校では，法令に基づく学校安全に係る計画等が策定され実行され

ているかについて計画書の確認やヒアリングを実施し，不祥事，事故，保護者対応

等についてもヒアリングを行った。 

 

３ 認定した監査事実 

 （１）学校における危機管理の目的等 

    危機管理とは，人々の生命や心身等に危害をもたらす様々な危険が防止され，万

が一，事件・事故が発生した場合には，被害を最小限にするために適切かつ迅速に

対処することを意味する（文部科学省「学校における防犯教室等実践事例集」平成

18 年 3 月）。 

    その上で，学校における危機管理の目的は，①児童生徒や教職員の命や身体を守

り，安全を確保すること，②児童生徒や保護者との信頼関係を保つこと，③児童生

徒の心理的動揺を防ぎ，学校を安定した状態にすることにある。 

    また，危機管理は，①未然防止に向けた取組（事前の危機管理），②危機発生時の

対応（発生時の危機管理），③対応の評価と再発防止に向けた取組（事後の危機管理）

の各段階にわたって取組むことが必要である。 

 （２）法律等で定められた危機管理に関する計画等 

   ア 計画等の種類 

     学校は，法律等で定められた計画，要領等を作成し，危機管理に取り組まなけ

ればならないが，法律等で定められた計画，要領には以下のものがある。 

   （ア）学校保健安全法 5条：学校保健計画17 

   （イ）学校保健安全法 27 条：学校安全計画18 

   （ウ）学校保健安全法 29 条：危険等発生時対処要領19 

   （エ）島根県立高等（特別支援）学校規程：学校警備及び防災の計画20 

   イ 計画等の策定状況 

     一部の監査対象校では，前記の計画の一部が策定されていなかったが（評価に

                                                  
17 児童生徒及び職員の心身の健康の保持推進を図るために策定される 
18 生活安全（防犯を含む），交通安全，災害安全（防災）の 3 つの分野に対応した総合的な

安全対策を講ずるために策定される 
19 危険等発生時に，教職員が適切かつ迅速な対応を図るために策定される 
20 「学校警備及び防災の計画」を作成し，その責任分担を定め，毎年 5 月 1 日までに島根

県教育委員会に報告するとともに，その計画に基づき，毎学期 1 回以上の訓練を行わな

ければならない 
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ついては第 6 章に譲る），それ以外は，全ての監査対象校が前記計画等を策定し，

実行していた。 

（３）不祥事 

監査対象校においてヒアリングを行ったが，特に不祥事は確認できなかった。 

 （４）事故等 

    ほとんどの監査対象校で，大小さまざまな事故等があることを確認した。その多

くは部活動中のケガ等であった。ただ，それらの事故等については，適切な対応がと

られ，保険等も利用されていた。 

 （５）保護者等対応 

    近時，保護者等の学校に対する要求レベルの高まり等を原因として，学校等が保

護者の苦情やクレーム等の対応に苦慮するケースも生じている。中には，保護者等が

学校や教職員に対して，過剰な要求や不当な要求をすることもある。対応に苦慮した

教職員が心身共に疲弊し，職務に障害を生じさせるに留まらず，精神疾患等を誘発す

る危険性もある。 

    そのような中で，監査対象校において学校や教職員に対する保護者等からの不当

要求や暴力行為等はないかヒアリングを実施し，あわせて，保護者等からの不当要求

等に対する対応体制についてもヒアリングを実施した。 

    その結果，監査対象校において，特に，保護者等からの不当要求等は確認できな

かった。また，仮に，そのような不当要求等があった場合には，学校で組織的に対応

する体制になっていることも確認できた。 

 

 ４ 評価 

   学校の安全管理に係る財務事務について，共通的事項として，指摘又は意見とする

項目は特になかった（ただし，個別的事項はあるので，それについては第 6 章を参照

されたい）。 

 

第１０ 高校魅力化事業 

 

 １ 監査項目 

   離島・中山間地域の高校魅力化・活性化事業（以下，「魅力化事業」という。）に係

る財務事務 

 

 ２ 監査手続の内容 

 （１）監査の対象課等 

    魅力化事業を所管しているのは島根県教育委員会教育指導課であることから，教

育指導課を監査の対象とした。 
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    また，魅力化事業に係る交付金の交付先は，県立高校や市町村等で構成される団

体であり，当該団体の財務事務を実施するのは当該団体であるが，当該団体の財務

事務に当該団体の構成員である県立高校も関わっていることから，その関わる範囲

内で県立高校も監査の対象とした。 

 （２）実施した監査手続 

    教育指導課から，魅力化事業に係る説明を受け，あわせて交付金要綱等や実績報

告書等の資料を確認した。 

    また，監査対象校においては，魅力化事業の目的，内容，効果等についてヒアリ

ングを実施し，交付金の支出に係る資料等を確認した。 

 

 ３ 認定した監査事実 

 （１）魅力化事業の内容 

    島根県教育委員会は，魅力と活力ある高校づくりを目的として，離島・中山間地

域の高校と町村が連携して実施する高校魅力化・活性化の取組み（以下，「魅力化の

取組み」という。）を支援するために，魅力化事業を実施する団体に対して交付金を

交付している。 

    魅力化事業の実施については「離島・中山間地域の高校魅力化・活性化事業実施

要綱」（以下，「実施要綱」という。）で定められ，交付金については「離島・中山間

地域の高校魅力化・活性化事業交付金交付要綱」（以下，「交付金要綱」という。）で

定められている。魅力化事業は，平成 23 年度から，第Ⅰ期として 5 校（横田高校，

飯南高校，吉賀高校，津和野高校，隠岐島前高校）に対し実施され，実施要綱によ

れば，交付金の上限額は連続する 3 年間で最大 1500 万円（上限 500 万円/年度）と

されている。平成 24 年度からは，第Ⅱ期として新たに 3校（島根中央高校，矢上高

校，隠岐高校）に対して実施された（助成額については第Ⅰ期と同様）。 

    その後，第Ⅰ期校及び第Ⅱ期校ともに 3 年の事業期間が終了したが，成果として

はまだ道半ばということもあり，第 2 ステージとして，新たに 3 年間事業を延長す

ることが決定され，第Ⅰ期校については平成 26 年度から，第Ⅱ期校については平成

27 年度から延長事業が開始された。交付金の上限額は連続する 3 年間で最大 900 万

円（上限 400 万円/年度）である。 

    今後，第 2 ステージの事業期間も終了するが，島根県教育委員会は，第 3 ステー

ジとして魅力化事業を継続し，さらに，魅力化事業の対象校を拡大する予定である。 

    実施要綱及び交付金要綱の定めのうち，主な内容は以下のとおりである。 

   ア 対象経費 

     当初 3 年の事業期間は，基盤づくりということもあり，対象経費として物品の

購入等も認められていたが，第 2 ステージの事業においては，対象経費が活動経

費に限定された。 
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     活動経費として認められるものは，教育環境の魅力化・活性化のために行われ

る活動経費として適当と認められるものとされている。ただし，①当該団体を構

成する高校の生徒への個人給付に類する経費（寮費助成，通学費助成等），②施設

維持管理費，③高校の職員人件費，④団体又は町村の人件費（ただし，魅力化事

業の実施に際して，魅力づくりのために配置する者の賃金等を除く），⑤その他，

魅力化・活性化の観点に沿わないものは対象経費として認められない。 

   イ 概算払い 

     教育長は，必要と認めるときは，事業者の請求に基づき交付金の全部又は一部

を概算払いにより交付することができる。 

   ウ 変更の承認 

     交付金の交付決定後に事業者が以下の変更を行おうとするときは，あらかじめ

変更承認申請書を教育長に提出し，その承認を受けなければならない。 

   （ア）交付金の額の変更をするとき。 

   （イ）交付事業の目的の達成に影響を与える変更をするとき。 

   （ウ）交付事業を中止し，又は廃止するとき。 

    魅力化事業の具体的内容は，主に，県外生徒勧誘のための説明会参加に係る費用，

オープンキャンパスに係る費用，部活動の遠征費などの部活動に係る費用，講師指導

に係る費用などがある。 

 （２）平成 27 年度実績 

    平成 27 年度の魅力化事業に係る交付金の実績は以下のとおりである。 
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                                    単位：円 

区分 学校名 実施主体 交付決定額 活動経費決

算額 

交付金確定

額 

交付金戻

入額 

 
 
 
 
 
 
 
 

第
Ⅰ
期 

横田高校 島根県立横田高等学

校後援会 

2,500,000 2,500,191 2,500,000 0

飯南高校 飯南高校キラリ！ド

リームアップ推進協

議会 

3,000,000 2,918,427 2,918,339 81,661

吉賀高校 吉賀高校魅力化・活性

化事業推進協議会 

3,000,000 3,000,223 3,000,000 0

津和野高校 島根県立津和野高等

学校後援会 

3,000,000 3,000,000 3,000,000 0

隠岐島前高

校 

隠岐島前高等学校の

魅力化と永遠の発展

の会 

3,000,000 3,000,000 3,000,000 0

 
 
 
 

第
Ⅱ
期 

島根中央高

校 

島根県立島根中央高

等学校後援会 

4,000,000 3,975,812 3,975,760 24,240

矢上高校 島根県立矢上高等学

校教育振興会 

4,000,000 2,945,742 2,945,742 1,054,258

隠岐高校 隠岐高等学校魅力ア

ッププロジェクト推

進協議会 

4,000,000 4,000,322 4,000,000 0

 26,500,000 25,340,717 25,339,841 1,160,159

  

（３）事業評価 

    魅力化事業の事業評価の概要は以下のとおりである。 

   ア 平成 23 年度から平成 26 年度 

     平成 23 年度から平成 26 年度までは，魅力化事業は学校企画課の県立学校改革

推進室が所管しており，事業評価は「県立学校の再編成」という事業の一部として

構成されていた。したがって，魅力化事業単体での事業評価はなされていない。 

   イ 平成 27 年度以降 

     平成 27 年度から魅力化事業は教育指導課が所管するようになり，魅力化事業単

体での事業評価も実施されるようになった。 

     魅力化事業の成果参考指標としては，①定員充足率（魅力化事業実施 8 校の入

学生数/8 校の入学定員数×100），②地元生徒入学率（魅力化事業実施 8 校の地元

中学生の入学者数/8 校の地元中学生の卒業者数×100）が設定されている。 
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     その成果は以下のとおりである。 

    

（ア）定員充足率                         単位：％ 

年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

目標値 100.00 100.00 100.00 100.00

実績値 73.00 69.00 72.00 77.00 

達成率 69.00 72.00 77.00 

 

   （イ）地元生徒入学率                       単位：％ 

年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

目標値 80.00 80.00 80.00 80.00

実績値 62.00 63.00 58.00 59.00 

達成率 78.75 72.50 73.80 

 

     前記成果を受けた事業評価としては，①「成果があったこと」として，県外生

徒の入学生が増えたことで，魅力化事業実施 8校の定員充足率が向上していること

があげられ，②「まだ残っている課題」として，地元生徒の入学率が目標値 80％

に対しかなり下回っていること，その原因としては地元の中学校や地域と連携した

教育活動や地域への情報発信が不十分な学校があり，課題としては高校生たちが出

前授業や発表会を通じて学習成果を地域や地元の中学生に伝えたり，ボランティア

活動など地域に貢献する機会を増やしたりすることで，自己有用感を育むとともに，

地域に応援していただけるような学校づくりが必要とされ，③「今後の方向性」と

しては，地域や地元の小・中学校とつながったキャリア教育をさらに充実させるこ

とで，地域の方々に通わせたい，地元の小中学生が通いたい学校作りをめざし，ま

た，魅力化実施校がより一層連携して，成功事例を共有したり，課題解決に取り組

むことで，地元生徒入学率の向上を図り，さらに，定員充足率を向上させるために，

地元の中学生数を考慮しながら，柔軟に県外生徒募集を推進していくとされている。 

   ウ 平成 28 年度 

     平成 28 年度の成果参考指標は，①定員充足率（魅力化事業実施 8校の入学生数

/8 校の入学定員数×100），②県立高校への県外からの入学者数が設定されている。 

     平成 27 年度と変更された点は，平成 27 年度に設定されていた地元生徒入学率

が外され，代わりに，県外からの入学者数が設定されたことである。 

     その成果は以下のとおりである。 
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   （ア）定員充足率                         単位：％ 

年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

目標値 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00

実績値 77.00   

達成率 77.00  

 

   （イ）県外からの入学者数                  単位：人（達成率は％） 

年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

目標値 151 162 174 187 200

実績値 151   

達成率 100.00  

 

     前記成果を受けた事業評価としては，①「成果があったこと」として，県外生

徒の入学生が増えたことで，魅力化事業実施 8 校の定員充足率が向上しているこ

とがあげられ，②「まだ残っている課題」として，県外生徒の入学生が増えてい

る一方で，地元中学生の入学率が伸び悩んでいること，その原因としては地元の

中学校の生徒及び保護者に，魅力が十分に理解されておらず，課題としては出前

授業など教育活動の連携，地域課題研究の発表会の実施などの取組を通して，地

元の中学生が通いたくなる，学びたくなる学校づくりを推進することが必要とさ

れ，③「今後の方向性」としては，地域や地元の小・中学校とつながったキャリ

ア教育をさらに充実させることで，地域の方々に通わせたい，地元の小中学生が

通いたい学校作りをめざし，また，魅力化実施校 8 校がチーム島根として，連携

を強化し，成功事例を共有したり，課題解決に取り組むことで，地元生徒入学率

の向上を図り，さらに，地元や周辺の志願者数を十分に考慮しながら，獲得した

い県外生徒数を適切に設定して，県外生徒募集に取り組むとともに，魅力化校の

生徒の学力向上対策として，生徒向けセミナーを開催することとされている。 

（４）地元中学生の入学率 

    前記のとおり，魅力化事業実施校における地元中学生の入学率は，平成 23 年度が

62％，平成 24 年度が 63％，平成 25 年度が 58％，平成 26 年度が 59％であり，ほぼ

横ばいである。 

 （５）県外生の入学状況 

    平成 27 年度入試までに，積極的に県外生徒の募集を行っていた県立高校は，吉賀

高校，横田高校，飯南高校，島根中央高校，矢上高校，津和野高校，隠岐高校，隠岐

島前高校，浜田水産高校，隠岐水産高校の 10 校である。飯南高校は平成 25 年度入試

から，吉賀高校は平成 27 年度入試から積極的に県外生徒の募集を開始し，それ以外

の県立高校は平成 22 年度入試から募集を開始した。 
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    積極的県外募集というのは，県外生徒の招致のために県外説明会等の招致活動を

行ったり，県外生徒の受入上限枠を撤廃するなどして積極的に県外生徒の募集をする

ことを意味する。 

    県外生徒の入学者数の推移は以下のとおりである。 

                                    単位：人 

 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

吉賀高校  2

横田高校 5 6 5 1 4 5

飯南高校 1 1 2 4 6 3

島根中央高校 2 4 5 5 18 22

矢上高校 3 1 8 6 7 5 13

津和野高校 12 6 11 9 11 15 14

隠岐高校 1 1 1 2 2 4

隠岐島前高校 3 8 20 18 24 24

計（魅力化 8 校） 18 17 39 49 46 74 87

浜田水産高校 2 3 4 1 7 9 7

隠岐水産高校 6 4 5 3 14 10 18

合計（県全体） 52 54 82 92 102 136 151

     

前記のとおり，積極的に県外生徒の募集を行っている高校では，県外生徒の入学

者数が大きく増加しており，平成 27 年度は平成 21 年度の約 3倍に達している。 

    このうち，魅力化事業を実施している 8 校についても，県外生徒の入学者数が大

きく増加しており，平成 27 年度は平成 21 年度の約 5倍近くに達している。この結果

をみると，魅力化事業と県外生徒の入学者数の増加には相関関係が認められ，魅力化

の取組のうち，県外生徒の入学者数増に向けた取組は，大きな成果をあげているとい

える。 

 （６）県外生徒の受入上限枠 

    県立高校における県外生の受入については，受入上限枠を原則 4 名とするルール

があるようである。しかし，魅力化事業実施校は，その 4 名枠を撤廃し，県外生の

受入に上限枠が無くなった。ただし，隠岐島前高校は県外生の受入上限枠を定員の

30％と定めており，矢上高校でも，平成 28 年度入試から，県外生の受入上限枠を，

普通科で 30％，産業技術科で 40％と定めている。また，平成 29 年度入試から，吉

賀高校，津和野高校，隠岐高校が県外生の受入上限枠を設定している。そのような

受入上限枠を定めていない高校については，理論上は県外生徒が定員の 100％を占め

る場合も生じうる。 

 

 
147



 号外第 21号                島  根  県  報               平成 29年３月 24日  

 

                                                                              

 
 

 （７）募集における地元中学生等と県外生徒の競合 

    県外生徒の受入上限枠を撤廃するなどして，県外生徒に対して広く入学の道が開

けてくると，当然，県外生と地元中学生やその他の県内中学生とが，募集の際に競

合することになる。志願倍率が 1 を超えると，当然，県外生又は地元中学生等の中

から不合格者が出ることになる。入試である以上当たり前のことであるが，実際に

も，例えば，平成 28 年度入試において，県外生と地元中学生等が入試で競合した結

果，地元中学生等が多数不合格となった事例が生じた。 

    具体的には，魅力化事業実施校である矢上高校の平成 28 年度入試で，普通科（定

員 60 名）及び産業技術科（定員 30 名）の募集に対して志願倍率が 1 を超え，入試

の結果，県外生 14 名が合格したが，他方で，地元中学生 5 名，その他県内中学生 5

名，県外生 2 名が不合格となった。不合格者のうち，地元中学生を含めた県内中学

生は 10 名である。仮に，県外生を募集していなければ，不合格となった県内中学生

10 名は全員合格していた可能性があった。 

    この結果を受け，矢上高校の地元からは，「これまで地元中学生が落ちたことはな

かったのに，なぜ落ちたのか」といった声があったようである。 

 （８）県外生の卒業後の進路 

    前記のとおり，県外生の入学者数は増加傾向だが，県外生の卒業後の進路をみる

と，そのほとんどが県外の大学に進学したり，県外の会社に就職しているようであ

る。ただし，県外に進学等した県外生の中には，将来，戻って働きたいとの意思を

示している生徒もいるとのことであった。 

 （９）県外生募集に関する島根県教育委員会の考え方 

    教育指導課によれば，魅力化事業の主たる目的は，離島・中山間地域の高校にお

いて，魅力と活力ある高校づくりを推進することで，地元中学生が地元の高校に行

きたいと思えるような魅力と活力のある高校づくりを目指し，もって，地元高校へ

の地元中学生の進学率を向上させることにあるとのことであった。 

    ただし，地元中学生の人数が少ない場合には，高校の存続のためには，県外から

生徒を募集しなければならず，県外生の募集も魅力化事業の主たる目的に位置づけ

られている。 

    要するに，魅力化事業は，地元中学生の進学率の向上と県外生の募集を車の両輪

として実施していくことなどを通じて，さらに教育環境を活性化することを目的と

しているとのことである。 

 （１０）県外生受入れによる教育効果 

    魅力化事業を実施している小規模校では，幼少期から変わらない小さな集団メン

バーの中で人間関係が構築され，多様な個性との関りを持ちにくい環境にある。そ

のような中で，県外出身の生徒を受け入れることにより，県内の生徒にとっては，

多様な個性との出会いや集団生活を通じて，視野の広がりやコミュニケーション能
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力の向上等の教育効果が期待でき，また，地元の良さを再発見する機会を得ること

も期待できる。 

    このように，県外生を受け入れることは，県内生にとっても大きな教育効果が期

待できる。 

 （１１）県外生受入れの課題 

    県外生を受け入れる場合，まず必要なのが，生活の本拠となる寄宿舎等である。

県外生は，親元を離れ，県外から移住するのであるから，住居を用意しなければな

らない。 

    しかし，魅力化事業実施校の中には，すでに，既存の寄宿舎のキャパシティーを

超えそうな高校も存在し，県外生の住居をいかに確保するかが課題となっている。 

    また，県外生を高校が設置している寄宿舎に受け入れる場合も，舎監の確保等で

教職員の負担の増大が懸念され，また，県外生が病気等になった場合の対応や体制

の整備でも，教職員等に多大な負担がかかる点も課題である。 

    さらに，県外生については，中には，「親元を離れたい」，「環境を変えたい」など

の考えから入学してくる生徒もいるとのことであった。引き続き，能力や意欲の高

い県外生をいかに受け入れることができるか，県外生の入試制度の改善等も踏まえ

検討し実行していくことが課題となっている。 

 （１２）県外生受入れのための対策等 

    魅力化事業実施校の中には，県外生を生徒数不足のために募集するのではなく，

意欲や能力の高い県外生を募集し，ひいては当該県外生が県内生に対して学習面等

で良い影響力を与えることで，相乗効果により学校全体の教育の質の向上を図る取

組をしている学校もあった。 

    また，県外生と地域との結びつきを深め，県外生の地域への定着を図るために，

ホストファミリーという県外生を受け入れる住民の体制を整えるなどの取組を実施

している学校もあった。 

 

 ４ 評価 

 （１）意見① 

   ア 意見の内容 

     魅力化事業の成果参考指標として，地元中学生の入学率を加えるなど，より多

角的に事業評価を実施するよう改善を求める。 

   イ 対象課等 

     教育指導課，学校企画課 

   ウ 理由及び改善の方向性 

教育指導課によれば，魅力化事業の主要な目的の一つとして，地元中学生の入

学率の向上を図ることをあげていた。しかし，平成 27 年度の魅力化事業の成果参
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考指標には地元生徒の入学率が設定されていたにも関わらず，平成 28 年度の魅力

化事業の成果参考指標からは外されており，県外生の入学者数に置き換えられて

いる。 

しかし，魅力化事業を，地元中学生の入学率向上を図る事業と捉えるにも関わ

らず，平成 28 年度の魅力化事業の成果参考指標から地元生徒の入学率を外したこ

とは理解しがたい。地元生徒の入学率を魅力化事業の成果参考指標とすることは

必須と考える。 

加えて，この魅力化事業は，県立高校の統廃合といった県立高校の再編成の流

れとは異なるベクトルの事業と思われる。県立高校の統廃合は，学校規模や配置

の適正性といった観点から検討・実施されるものであり，そこでは，統廃合の必

要性等の統廃合に向けた議論がなされるのに対し，魅力化事業は既存の県立高校

の維持，存続を目的として実施される事業だからである。 

つまり，魅力化事業は，県立高校の規模や配置の適正性に重要な影響を及ぼす

事業である。また，魅力化事業を一度スタートすると，様々な利害関係が構築さ

れ，事業を終了することが難しくなり（現に，魅力化事業は延長されてきたし，

今後はさらに対象校の拡大も予定されている），県立高校の再編の方向性を歪めた

り再編の議論を停滞させるなどのことが懸念される。 

また，魅力化事業として，各魅力化事業実施校では，規模の大小はあるが，県

外生の募集活動を行っており，魅力化事業の結果，県外生が増加すると，本来，

県民のために費やされるべき教育予算が県外生のために多く費やされることにな

る。したがって，魅力化事業については，県外生のためにそれだけの教育予算を

投じるだけの効果の実証が必要であり，単に県外生の入学者数が増えただけでは

足りない。 

したがって，魅力化事業の事業評価をするに際しては，現状の成果参考指標で

ある定員の充足率及び県外生の入学者数からの評価のみならず，地元（県内）中

学生の入学率や，今後の地元（県内）中学生の入学率の動向，県外生の卒業後の

地域（県内）定着率，県立高校が地域経済に与える影響の程度といった多角的な

視点からの評価が必要と考える。 

 （２）意見② 

   ア 意見の内容 

県外生の入学者数については，県内生の県立高校への進学の機会を制限すること

にならないように適切な水準を設けるなど，県外生の募集や定員の在り方に留意

するよう求める。 

   イ 対象課等 

     教育指導課，学校企画課，県立高校 

   ウ 理由及び改善の方向性 
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   （ア）県立高校の教育の位置づけ 

      県立高校は，島根県が設置し，当然，その人件費や管理運営費は島根県が負

担している。 

ところで，高等学校は，中学校における基礎の上に，心身の発達及び進路に

応じて，高度な普通教育及び専門教育を施すことを目的とし（学校教育法 50条），

また，教育を受ける者の心身の発達に応じて体系的な教育が組織的に行わなけ

ればならない（教育基本法 6 条 2 項）。「しまね教育ビジョン 21」においても，

島根の教育目標を達成するために，就学前の段階から小学校，中学校，高校へ

と有機的・体系的な教育の展開が謳われている。 

そうすると，県立高校における教育は，県内の児童・生徒等に対して，就学

前の段階から小学校，中学校へと有機的・体系的な教育を通じて培われた基礎

の上に，さらに高度な教育を施す教育の場と位置付けられる。少なくとも，県

立高校は，主として，県内の児童・生徒等に対して，中等教育の機会を与える

ための教育機関であることは間違いない。 

   （イ）県外生の募集 

県立高校において，どのような生徒を募集するかは，県立高校の学校長の裁

量的判断に委ねられているといえる。したがって，県立高校の学校長が県外生

の募集をすることが必要との判断に至れば，県外生の募集をすることは学校長

の裁量的判断に委ねられるといえる。しかし，県外生募集に関して学校長に認

められる裁量も無制約なものではなく，前記のとおり，県立高校は，主として

県内の児童・生徒等に対して中等教育の機会を与えるための教育機関であるか

ら，県内の児童・生徒等が県立高校に進学する機会を制限することがないよう

に裁量権を行使しなければならないと考える。 

   （ウ）県外生と地元中学生の競合 

県外生の募集をした場合に，志願者が当該県立高校の定員数を上回ると志願

倍率が 1 を超え，県外生と県内生が競合した結果，県内生が不合格となる事態

も生じる。現に，平成 28 年度の入試において，矢上高校では，志願倍率が 1を

超え，県外生と県内生の競合が生じ結果，地元の中学生が 5 名とその他県内生

が 5 名の合計 10 名の県内生が不合格となった。県外生の合格者数が 14 名であ

ったことから，仮に県外生を募集しなければ，不合格となった県内生は全員合

格していた可能性があった。 

このような結果は，入試制度からすれば必然的に生じる結果ではあるが，前

記県立高校の位置づけからすると，県外生のために県内生が不合格となり当該

県立高校での教育の機会を失うことには大きな疑問を感じる。 

   （エ）県外生の入学者数の適切な人数設定が必要 

      県外生の受入れに上限枠を設定している高校も存在するが，多くはそのよう
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な上限枠を設定しておらず，上限枠のない高校では，極端ではあるが，全ての

入学者が県外生となることも制度上は生じうる。 

しかし，全ての入学者が県外生の県立高校は，果たして県立高校と呼べるのだ

ろうか。県外生のためだけに県立高校を多額の人件費や管理運営費を投じて存

続させることに県民の理解は得られるのだろうか。 

      全ての入学者が県外生というのは極端な例であるが，前記のとおり，県外生

のために県内生が県立学校での教育機会を制限されることが現に生じており，

今後も，魅力化事業により県外生の入学者数が増加していくことが予想される

中で，志願倍率が 1を超える県立高校で同様な事態が生じることが懸念される。 

      したがって，県外生の入学者数については，県内生の県立学校への進学の機

会を制限することにならないように適切な水準を設けるなど，県外生の募集や

定員の在り方に留意されることを求める。 

 （３）意見③ 

ア 意見の内容 

     魅力化事業について，実施主体の事業の全体の事業内容及び収支予定を把握す

べきである。 

イ 対象課等 

教育指導課 

ウ 理由及び改善の方向性 

魅力化事業実施校からは，教育指導課に対し，事業開始時に事業計画等が示さ

れ，また，事業終了時において実績報告書が提出されるが，そこで示される収支

予定ないし実績報告は，県の交付金や県費の対象となる事業についてのものだけ

である。 

実際には，魅力化事業の実施主体は，県の交付金や県費のみならず，市町村か

らの助成金等も拠出され，さまざまな事業が実施されている。 

ところが，前記のとおり，教育指導課に示される収支予定ないし実績報告は，

県の交付金や県費の対象となる事業に関するものだけであるため，事業の全体の

把握がなされていない。 

魅力化事業は，個々の事業というよりかは，全体の事業を通じて高校の魅力化

を図る事業であるから，県の交付金の対象事業のみ把握しても適切な事業評価は

できない。 

また，事業全体の収支を把握しなければ，県がどの事業にいくら負担をしてい

るのかが分からず，魅力化事業に係る交付金の有効性，効率性，経済性を判断す

ることができない。 

したがって，魅力化事業の実施主体の全体の事業内容及び収支予定を把握する

よう改善を求める。 
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第 6 章 監査の結果（個別的事項） 

 

第１ 松江南高校 

 

１ 勤務管理 

 （１）監査項目 

    教育職員の勤務管理に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    出退勤状況記録表等の勤務時間に関する資料を閲覧するとともに，勤務状況につ

いてヒアリングを行った。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 勤務時間把握のための資料の有無 

     教育職員については，長時間労働者に対する面接指導の対象者を選定するため

の出退勤状況記録表の作成がなされていた。しかし，給与等事務システムに入力

された出退勤時刻と出退勤状況記録表に記載された出退勤時刻に齟齬があるもの

もあり，出退勤時刻が正確に記録されているとは言い難かった。 

   イ 出退勤状況記録表の保存の有無 

     出退勤状況記録表は，実施要領通り，適切に保存されていた。 

   ウ 集計資料の有無 

     集計資料21は作成され，保存されていた。 

   エ 時間外労働の実態 

     平成 27 年度における松江南高校の全教育職員の時間外労働の分析結果は，以下

のとおりである。 

なお，分析手法等については，第 5 章‐第 1‐3‐（2）‐イ「分析手法」をご覧

いただきたい。 

 

 

                                                  
21 出退勤状況記録表等をもとに，個々の教職員の月毎の労働時間を集計した資料のことで

ある。以下の監査対象校で使う集計資料もこの定義を意味する。 

有
有

90時間14分
240:00 209:33 209:26 206:55 205:30 平均値 214:16

80時間以上100時間未満の人数（単位：人） 16 25.4%
100時間以上120時間未満の人数（単位：人） 11 17.5%
120時間以上160時間未満の人数（単位：人） 9 14.3%

160時間以上の人数（単位：人） 3 4.8%
８０時間以上の者の合計数（単位：人） 39 61.9%

①１００時間超の月数が年間25％以上の者 36 57.1%
②１２０時間以上の月数が年間16..7％以上の者 26 41.3%
③１６０時間以上の月数が１つ以上ある者 13 20.6%
④８０時間以上の月数が50％以上の者 39 61.9%
⑤①～④のいずれかのリスクを有する者 39 61.9%

全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合

出退勤状況記録票の保存の有無
集計資料の有無

月当たりの平均時間外労働時間
時間外労働時間数・上位５件（単位：時間）

月平均

リスク
人員数
（単位：

人）
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オ 1 月当たりの平均時間外労働時間 

90 時間 14 分。今回の監査対象校の中では最も長く，労働安全上のリスクが懸念

される 80 時間を上回っている。 

カ 時間外労働時間数・上位 5 件 

     最長 240 時間。5件の平均値 214 時間 16 分。 

     240 時間の時間外労働とは，正規勤務（8時間×20 日）の 1.5 倍に及び，一部教

育職員は非常に長時間の時間外労働を行っている。 

キ 月平均時間外労働時間毎の人員数 

     月平均80時間以上の者が全体の61.9％と3分の2近くに及んでいる。また，4.8％

の教育職員が月平均 160 時間以上におよび，最も長いものの月平均時間外労働時

間は実に 183 時間 6 分であった。非常に長時間の時間外労働が極めて広い範囲で

常態化していることが見て取れる。 

ク 労働安全上のリスクを負っていると考えられる人員数 

何らかの労働安全上のリスクを負っていると考えられるものは 39 名，全体の

61.9％に及ぶ。また，160 時間以上の月数がある者は全体の 20.6％と約 5 分の 1

に達しており，過重な時間外労働はかなりの範囲に広がっていると考えられる。 

 （４）評価 

   ア 意見 

   （ア）意見の内容 

教育職員の長時間労働が全体的に見られる現状を踏まえ，教育職員の勤務時間

の適正な把握と長時間勤務抑制のための措置を実施するよう改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

松江南高校においては，監査対象校の中で最も過重かつ広範囲な時間外労働が

確認された。進学校ということもあり教育職員の負担も大きいとは思われるが，

公務災害の危険を避けるためにも，時間外労働削減のための方策が直ちに取ら

れるべきである。 

そのためにも，まずは，①教育職員の勤務時間の適正な把握をするよう改善す

べきであり，その上で，②時間外労働が生じている原因を分析し，その原因を

改善することが必要である。また，③長時間労働は教育職員の健康に悪影響を

及ぼす危険性があり，学校としても安全配慮義務違反などの法的リスクを負う

危険性もあるので，いわゆる過労死ラインとされている月 80 時間以上の時間外

労働を行っている教育職員の健康状態等に留意する必要性がある。 
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 ２ 人件費 

 （１）監査項目 

    教育職員の給与及び旅費に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    給与のうち，特に，特殊勤務手当，宿日直手当，産業教育手当の支給手続につい

て監査するため，給与等事務システムや出退勤状況記録表を確認・分析した。 

    旅費についても，領収証等の証拠書類を確認した。 

 （３）認定した監査事実 

    特殊勤務手当，宿日直手当，産業教育手当の支給手続について，給与等事務シス

テムや出退勤状況記録表を確認・分析した結果は以下のとおりである。 

    なお，分析手法等については，第 5 章‐第 2‐3‐（4）「分析手法」をご覧いただ

きたい。 

   ア 特殊勤務手当 

 

従事内容欄 出退勤状況記録表 実際の活動が確認できる時間 

 

従事時間

の記載ない

もの 

支給基準を

満たさない

もの 

出退勤の

記載がない

もの 

開始時間と

差異がある

もの 

終了時間と

差異がある

もの 

記載がなく

確認ができ

ないもの 

支給基準を

満たさない

もの 

申請より１

時間以上

少ないもの

A 0 0 9 17 12 9 4 25

B 0 0 1 11 23 1 8 16

D 0 0 1 0 0 1 0 0

計 0 0 11 28 35 11 12 41

  

教育職員 A については，「実際の活動が確認できる時間」を基準にすると支給基

準を満たさないものが 4 件確認された。また，出退勤状況記録表に記載がなく確

認ができないものが 9 件，記載があっても申請よりも実際の活動が確認できる時

間の方が 1時間以上少ないものが 25 件あり，従事時間の申請内容の信用性は高く

ないと評価すべきである。 

     教育職員 Bについては，「実際の活動が確認できる時間」を基準にすると支給基

準を満たさないものが 8 件も確認された。なお，申請された従事時間と出退勤状

況記録表記載の勤務時間が重なり合っている時間が全くないものもあった。また，

出退勤状況記録表に記載のないものが 1 件，記載があっても申請よりも実際の活

動が確認できる時間の方が 1時間以上少ないものが 16 件あり，やはり従事時間の

申請内容の信用性は高くないと評価すべきである。 

     教育職員 C については，出退勤状況記録表に記載のないものが１件確認された
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のみであった。 

イ 宿日直手当 

  

  資料不整合の件数 

A 4 

B  3 

C 3 

D 7 

計 17 

  

宿日直手当については，出退勤状況記録表の出退勤時刻と宿日直簿等の記録の

不整合が 17 件確認された。 

このうち，出退勤状況記録表に記載のないものが 10 件確認された。 

ウ 旅費 

旅費については資料を確認したが，特段の問題は見受けられなかった。 

 （４）評価 

   ア 意見 

   （ア）意見の内容 

      各種手当の支給の適正を図るために，手当支給申請時及び決裁時における手

当支給要件の確認を申請者及び決裁権者双方が適切に判断できるように，手当

支給手続の改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

      松江南高校については，出退勤状況記録表に記載のないものが多く，また申

請されている時間と出退勤状況記録表記載の勤務時間とのずれが多いために

「実際の活動が確認できる時間」を基準にすると支給基準を満たさないものが

多いことが特徴であった。 

      これらの根本的原因は，第 5 章‐第 1‐4‐（1）で指摘したとおり，教育職員

の勤務時間の適正な把握がなされていないことにある。 

      したがって，まずは教育職員の勤務時間を適正に把握し，手当支給申請時及

び決裁時における手当支給要件の確認を申請者及び決裁権者双方が適切に判断

できるように，手当支給手続の改善を求める。 
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 ３ 資産管理 

 （１）監査項目 

    資産管理に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    資産のうち，主に，現金等や物品の管理について監査した。 

物品の管理については，物品一覧表から無作為に 10 件の物品を抽出し，物品一覧

表に記載されている物品の現物の有無及び整理番号が記載された証票により適切に

管理がおこなわれているかどうか確認した（物品の実在性検証：現物実査）。さらに，

現物実査を行う課程で現地において無作為に 5件の物品を選び，当該物品が適切に物

品一覧表に記載されていることを確認した（物品の網羅性検証）。 

また，金庫内を実査し，現金その他の現金同等物が適切に管理されているかを確認

した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 物品の実在性検証：現物実査 

物品一覧表から無作為に 10 件の物品を抽出し，物品一覧表に記載されている物

品の現物の有無及び整理番号が記載された証票により適切に管理がおこなわれて

いるかどうか確認した。結果は以下の通りである。 

 

整理番号 品名 取得年月日 金額 監査人評価 備考

13－40 スライド映写機一式 平成 22 年 3月 29 日 525,000 円 ○  

2713 百科事典 平成 28 年 1月 12 日 105,840 円 〇  

22001 全自動高圧蒸気滅菌器 平成 22 年 4月 5日 262,500 円 ○  

不明 卓上型クリーンベンチ 平成 10 年 1月 14 日 431,200 円 ― ※1 

20026 サイエンスメイト 平成 20 年 11 月 7 日 202,000 円 ○  

21036 レーザー光源 平成 22 年 1月 15 日 115,800 円 ○  

不明 誘導コイル 平成元年 1月 25 日 129,000 円 × ※2 

140741 スライダー白板 平成 15 年 3月 25 日 428,400 円 △  

2715 顕微鏡用戸棚・除湿装置付 平成 28 年 2月 17 日 205,200 円 ○  

H2504 簡易放射能検知器 平成 25 年 10 月 21 日 143,000 円 ○  

 

○：現物が存在し，かつ，物品一覧表上の整理番号が記載された証票が貼付してあり，管理状況が良好で

あるもの。 

△：現物は存在するものの，証票が貼付されていないあるいは証票に必要な情報が記載されていないため，

物品一覧表上記載されている物品であるかどうかを確認することが出来ないもの。 

×：現物自体が存在しないもの。 
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※1：当該物品については，物品一覧表上には整理番号の記載がないが，物品自体には整理番号 2679 の証

票が貼付されていた。物品一覧表上の取得年月日と証票上の取得年月日は同日付であり，物品一覧表

上整理番号 2679 の物品は存在しないため，同一物であることは推測される。 

※2：当該物品については，現物を確認することはできなかった。同様の物品が平成 12 年度に取得され物

品一覧表に登録されているため，更新の際の「除却漏れ（物品自体はすでに処分されているにも関わ

らず，物品一覧表から削除されていない状態）」であると推測される。 

 

イ 物品の網羅性検証 

現物実査を行う課程で現地において無作為に 5 件の物品を選び，当該物品が適

切に台帳に記載されていることを確認した。結果は以下の通りである。 

 

保管場所 品名 取得年月日 整理番号 監査人評価 備考 

保健室 製氷機 平成 19 年 9月 5日 19018 ○  

物理教室 直流安定化電源装置 平成 8年 1月 30 日 2654 〇  

培養飼育室 低温インキュベータ 平成 12 年 3月 10 日 3121 〇  

生物実験室 人体解剖模型 平成 12 年 3月 10 日 3041 ○  

ｵｰﾗﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

室 
スタンダードデスク 

平成 12 年 3月 14 日 2646 × ※1 

○：物品一覧表に記載があったもの。 

×：物品一覧表に記載がなかったもの。 

 

※1： 整理番号が記載された証票は貼付されているが，物品一覧表に記載されていなかった。古い物品で

あるため物品一覧表に記載がなされていない理由を確認することはできないが，登録漏れあるいは

物品一覧表上は除却されたが現物が残っているケースが考えられる。 

   

  ウ 現金等の管理 

     金庫内を実査したが，特に現金等の管理に問題点は確認できなかった。 

 （４）評価 

   ア 指摘 

   （ア）指摘の内容 

      物品一覧表と現物との照合を定期的に行い，その結果を記録として保存する

よう改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

      上記実在性及び網羅性を検証する監査手続を実施した結果，物品一覧表と現

物の不一致が散見された。その原因は，除却漏れや登録漏れ等であると考えら

れる。したがって，まずは，除却漏れや登録漏れがないよう，物品の管理方法
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を改善する必要性がある。 

      また，そのような不一致を生じさせないためには，物品一覧表と現物との照

合を実施する必要性があるが，松江南高校ではそのような照合が実施されてい

なかった。 

      物品一覧表と現物との照合を定期的に実施すれば，万が一，物品の登録漏れ

や除却漏れがあった場合にも適切に対応できるであろう。 

      したがって，物品一覧表と現物との照合を定期的に行い，その結果を記録と

して保存すべきである。 

       

 ４ 情報管理 

 （１）監査項目 

    情報管理に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    パソコンの管理台帳から無作為にパソコンを抽出し，現物が存在するか否かを確

認する実査を実施した。 

    また，学校企画課が各学校の教育職員用に配布している USB メモリについて，USB

メモリの管理台帳と現物との照合を行った。また，USB メモリの中に個人情報が消去

されずに残っていないかサンプルチェックを実施した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 実査の結果 

     パソコンの実査の結果，パソコンが実在することを確認した。 

     USBメモリの管理台帳の整備状況及びUSBメモリ現物の管理状況について特に問

題となる点は発見されなかった。また，USB メモリの中に個人情報が消去されずに

残っていないかをサンプルでチェックした結果，個人情報は適切に消去されてい

た。 

   イ USB メモリの現物確認の頻度 

    教頭が週に 1回，点検している。 

 （４）評価 

    本監査の結果，指摘又は意見を付すべき事項は確認できなかった。 

 

５ 県費会計 

 （１）監査項目 

    県費会計に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    契約一覧の中から，いくつかの契約を抽出し，抽出した契約の契約書や実績報告

書等を閲覧し，島根県会計規則に従った運用がなされているか確認した。 
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    また，未収金の有無及び管理方法についても書類等を閲覧し，島根県会計規則に

従った運用がなされているか確認した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 抽出した契約 

 

支出項目 支出の事由 契約金額 契約手続 合見積の有無 

施設設備等保

守管理委託料

環境衛生管理業務委託 226,962 随意契約 有 

消防用設備点検業務 643,680 随意契約 有。3社 

暖房用設備点検業務委託 390,744 随意契約 有 

機械警備業務委託 777,600 随意契約 無 

 

   イ 契約手続の適正性 

     前記抽出した契約について，島根県会計規則に従った運用がなされているか確

認した。 

     随意契約が多かったが，ほとんどの契約で合見積もりがとられていた。「機械警

備業務委託」では，合見積もりがとられていないが，合見積もりの省略理由につ

いて執行伺いを確認すると，委託業者の警備機器を導入しているので当該業者が

機械警備を実施するのが望ましいという理由であった。このような種類の契約で

は，一度，特定の業者の機械を入れてしまうと，その保守等の契約についてもそ

の特定の業者に依頼せざるを得ないのが実情のようである。 

     その他，島根県会計規則に違反するような問題のある事項は確認できなかった。 

   ウ 未収金の管理 

     松江南高校において，過年度も含め未収金は確認できなかった。 

 （４）評価 

    本監査の結果，指摘又は意見を付すべき事項は確認できなかった。 

 

 ６ 県費外会計 

 （１）監査項目 

    県費外会計に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    県費外会計に係る財務書類や通帳等を閲覧し，「学校徴収金等取扱要綱」に従った

運用がなされているか確認した。また，会計担当者等に対してヒアリングを実施した。 

    なお，県費外会計に係る収入及び支出の内容についても，学校企画課が策定した

ガイドラインに従い，本来県費で負担すべきものを私費で負担させていないかなどの

点についても留意して監査を実施した。 
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 （３）認定した監査事実 

   ア 監査対象とした県費外会計の種類 

     本監査で監査対象とした県費外会計は以下のとおりである。 

   （ア）学校徴収金会計 

      寄宿舎会計 

      教材費会計（家庭基礎） 

      家庭クラブ会計 

      吹奏楽部会計 

   （イ）団体会計 

      補習科本会計（PTA 会計） 

      教育助成費会計（PTA 会計） 

      矢の原会会計（同窓会会計） 

   イ 会計の運用状況 

   （ア）学校徴収金会計 

「教材費会計（家庭基礎）」及び「家庭クラブ会計」では，通帳のほかにキャ

ッシュカードがあったが，キャッシュカードは通帳管理者である会計担当者が

保管し，暗証番号も同人が把握していた。しかし，学校徴収金等取扱要綱 10 条

によれば，預金通帳の届出印は，校長又は預金通帳管理者以外の者のなかから

校長が指定する者が管理する。また，ATM を利用する場合の磁気カードは，預金

通帳の届出印に準じて管理を行うと定められているから，キャッシュカードの

保管者は通帳管理者とは別の者にしなければならないが，前記会計では，通帳

管理者がキャッシュカードを保管していた。 

   （イ）団体会計 

     ⅰ 委任状を確認したところ，PTA 会計について，「補習科本会計」及び「補習

科模試・教材会計」の項目が委任事項に記載されていなかった。これについて

は，平成 28 年度に PTA との間で協定を結び直した際に，当該項目が委任事項

から抜け落ちてしまったとのことであり，平成 28 年度以前の委任状には当該

事項は委任事項に記載されていたから，単純な記載漏れということが確認でき

た。これについては早急に追加されるとのことであった。 

     ⅱ 教育助成費会計」では，図書館司書が，通信販売サイトで書籍を注文し，

その購入代金を個人的に立替払いした後，同会計から精算を受けるといった運

用がなされていた。 

   ウ 未収金の状況 

     過年度未収金が 1 件あった。これについては，債務者である生徒が転学し在籍

していないことから，催告状を送付するなどして回収を図っているとのことであっ

た。 
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 （４）評価 

   ア 指摘 

   （ア）指摘の内容 

      預金通帳の保管者とキャッシュカードの保管者を別々の者とするよう改善を

求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

「教材費会計（家庭基礎）」及び「家庭クラブ会計」では，通帳のほかにキャ

ッシュカードがあったが，キャッシュカードは通帳管理者である会計担当者が

保管し，暗証番号も同人が把握していた。 

しかし，学校徴収金等取扱要綱 10 条は，預金通帳の保管者とキャッシュカー

ドの保管者とは別々の者としなければならないと定めているから，預金通帳と

キャッシュカードの保管者を別々の者とするよう改善を求める。 

       

 ７ 学校評価・教育職員評価 

 （１）監査項目 

    学校評価・教育職員評価に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    教頭に対して学校評価・教育職員評価に係る財務事務についてヒアリングを実施

するとともに，学校評価・教育職員評価に係る評価書類等を閲覧した。 

 （３）認定した監査事実 

    学校評価・教育職員評価については，島根県教育委員会が作成した「学校評価ガ

イドブック」及び「評価システム実施の手引き」に沿って実施されていた。 

    評価実施の流れについては，第 5章‐第 8‐3を参照されたい。 

    評価の内容については，学校評価に関しては「学校評価表」を過去 3 年分程度を

確認し，また，教育職員評価については，「自己目標評価シート」及び「評価・育成

シート」を確認したが，特段問題点は確認できなかった。特段問題点は確認できな

かった。学校評価については，目標に対する評価項目の設定について，経年変化を

見たいので，大きく変更していないとのことであった。教育職員評価については，5

月の管理職面接の際に，前年度の自己評価の結果を踏まえた自己目標の設定がなさ

れているかなどを確認・指導助言することで，PDCA の実現を図っているとのことで

あった。 

 （４）評価 

    本監査の結果，指摘又は意見を付すべき事項は確認できなかった。 
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 ８ 学校の安全管理 

 （１）監査項目 

    学校の安全管理に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    法令でその策定が要求される，①学校保健計画，②学校安全計画，③危険等発生

時対処要領，④学校警備及び防災の計画がそれぞれ策定され，それに基づき計画等

が実行されているか確認した。 

    また，学校における事故，不祥事や保護者対応等の実情についてもヒアリングを

実施した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 法令で定められる計画の有無 

     すべての計画が策定されていることを確認し，当該計画が実行されていること

を確認した。 

   イ 事故，不祥事について 

     事故，不祥事については特に確認できなかった。 

   ウ 保護者対応について 

     部活顧問が変わった時に，前顧問との比較で，熱心な保護者から不満等が寄せ

られることがあるとのことであった。また，生徒が不登校となった場合に，その

原因がいじめではないかとの苦情があることがあるが，それについてはいじめ対

基本法等に基づき適切に対応しているとのことであった。 

 （４）評価 

    本監査の結果，指摘又は意見を付すべき事項は確認できなかった。               
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第２ 松江商業高校 

 

 １ 勤務管理 

 （１）監査項目 

    教育職員の勤務管理に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    出退勤状況記録表等の勤務時間に関する資料を閲覧するとともに，勤務状況につ

いてヒアリングを行った。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 勤務時間把握のための資料の有無 

     教育職員については，長時間労働者に対する面接指導の対象者を選定するため

の出退勤状況記録表の作成がなされていた。しかし，給与等事務システムに入力

された出退勤時刻と出退勤状況記録表に記載された出退勤時刻に齟齬があるもの

もあり，出退勤時刻が正確に記録されているとは言い難かった。 

   イ 出退勤状況記録表の保存の有無 

     出退勤状況記録表は，実施要領通り，適切に保存されていた。 

   ウ 集計資料の有無 

     集計資料は作成され，保存されていた。 

   エ 時間外労働の実態 

     平成 27 年度における松江商業高校の全教育職員の時間外労働の分析結果は，以

下のとおりである。 

なお，分析手法等については，第 5 章‐第 1‐3‐（2）‐イ「分析手法」をご覧

いただきたい。 

 

 

 

オ 1 月当たりの平均時間外労働時間 

     77時間と労働安全上のリスクのメルクマールとして設定した80時間に限りなく

近い時間外労働時間であった。 

 

有
有

77時間
201 201 197 192 192 平均値 196.6

80時間以上100時間未満の人数（単位：人） 9 17.0%
100時間以上120時間未満の人数（単位：人） 8 15.1%
120時間以上160時間未満の人数（単位：人） 5 9.4%

160時間以上の人数（単位：人） 2 3.8%
８０時間以上の者の合計数（単位：人） 24 45.3%

①１００時間超の月数が年間25％以上の者 23 43.4%
②１２０時間以上の月数が年間16..7％以上の者 19 35.8%
③１６０時間以上の月数が１つ以上ある者 8 15.1%
④８０時間以上の月数が50％以上の者 26 49.1%
⑤①～④のいずれかのリスクを有する者 26 49.1%

出退勤状況記録票の保存の有無
集計資料の有無

月当たりの平均時間外労働時間
時間外労働時間数・上位５件（単位：時間）

月平均

リスク
人員数
（単位：

人）

全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合

全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合
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カ 1 月当たりの時間外労働時間数・上位 5 件 

     最長 201 時間，5件の平均は 196.6 時間。 

200 時間近くに達しており，非常に長いといえる。 

キ 月平均時間外労働時間毎の人員数 

     全教育職員の 45.3％が月平均 80 時間以上の時間外労働をしており，長時間の時

間外労働が一部の教育職員にとどまらず広い範囲に及んでいることが見て取れる。 

ク 労働安全上のリスクを負っていると考えられる人員数 

     月 80時間以上の時間外勤務が1年の半分以上に及んでいる教育職員が49.1％に

達しており，ほぼ 2 人に 1 人は高い労働安全上のリスクを抱えていると評価でき

る。 

 （４）評価 

   ア 意見 

   （ア）意見の内容 

教育職員の長時間労働が全体的に見られる現状を踏まえ，教育職員の勤務時間

の適正な把握と長時間勤務抑制のための措置を実施するよう改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

長時間の時間外労働が一部の教育職員にとどまることなく半数近くの教育職

員に及んでおり，労働安全上のリスクは高いと言わざるを得ない。時間外労働

時間縮減に向けた具体的な方策が望まれる。 

そのためにも，まずは，①教育職員の勤務時間の適正な把握をするよう改善

すべきであり，その上で，②時間外労働が生じている原因を分析し，その原因

を改善することが必要である。また，③長時間労働は教育職員の健康に悪影響

を及ぼす危険性があり，学校としても安全配慮義務違反などの法的リスクを負

う危険性もあるので，いわゆる過労死ラインとされている月 80 時間以上の時間

外労働を行っている教育職員の健康状態等に留意する必要性がある。 

 

 ２ 人件費 

 （１）監査項目 

    教育職員の給与及び旅費に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    給与のうち，特に，特殊勤務手当，宿日直手当，産業教育手当の支給手続につい

て監査するため，給与等事務システムや出退勤状況記録表を確認・分析した。 

    旅費についても，領収証等の証拠書類を確認した。 

 （３）認定した監査事実 

    特殊勤務手当，宿日直手当，産業教育手当の支給手続について，給与等事務シス

テムや出退勤状況記録表を確認・分析した結果は以下のとおりである。 
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    なお，分析手法等については，第 5 章‐第 2‐3‐（4）「分析手法」をご覧いただ

きたい。 

   ア 特殊勤務手当 

 

従事内容欄 出退勤状況記録表 実際の活動が確認できる時間 

 

従事時間

の記載ない

もの 

支給基準を

満たさない

もの 

出退勤の

記載がない

もの 

開始時間と

差異がある

もの 

終了時間と

差異がある

もの 

記載がなく

確認ができ

ないもの 

支給基準を

満たさない

もの 

申請より１

時間以上

少ないもの

A 0 0 6 1 13 6 1 8

B 0 0 1 0 0 1 0 0

計 0 0 7 1 13 7 1 8

 

教育職員 Aについては，出退勤の記載がないものが 6件確認された。また，「実際

の活動が確認できる時間」を基準にすると支給要件を満たしていないものが１件確

認された。 

教育職員 B については，申請自体が１件しかなかったが，出退勤の記載がないた

め確認を行うことが出来なかった。 

イ 旅費 

旅費については資料を確認したが，特段の問題は見受けられなかった。 

 （４）評価 

   ア 意見 

   （ア）意見の内容 

      各種手当の支給の適正を図るために，手当支給申請時及び決裁時における手

当支給要件の確認を申請者及び決裁権者双方が適切に判断できるように，手当

支給手続の改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

      松江商業高校については，従事内容欄の記載レベルで支給基準を満たさない

ものは確認できなかったが，出退勤状況記録表に記載のないものが複数確認さ

れたほか，「実際の活動が確認できる時間」を基準にすると支給基準を満たさな

いものも確認された。 

      これらの根本的原因は，第 5 章‐第 1‐4‐（1）で指摘したとおり，教育職員

の勤務時間の適正な把握がなされていないことにある。 

      したがって，まずは教育職員の勤務時間を適正に把握し，手当支給申請時及

び決裁時における手当支給要件の確認を申請者及び決裁権者双方が適切に判断

できるように，手当支給手続の改善を求める。 
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３ 資産管理 

 （１）監査項目 

    資産管理に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    資産のうち，主に，現金等や物品の管理について監査した。 

物品の管理については，物品一覧表から無作為に 10 件の物品を抽出し，物品一覧

表に記載されている物品の現物の有無及び整理番号が記載された証票により適切に

管理がおこなわれているかどうか確認した（物品の実在性検証：現物実査）。さらに，

現物実査を行う課程で現地において無作為に 5 件の物品を選び，当該物品が適切に

物品一覧表に記載されていることを確認した（物品の網羅性検証）。 

また，金庫内を実査し，現金その他の現金同等物が適切に管理されているかを確

認した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 物品の実在性検証：現物実査 

物品一覧表から無作為に 10 件の物品を抽出し，物品一覧表に記載されている物

品の現物の有無及び整理番号が記載された証票により適切に管理がおこなわれて

いるかどうか確認した。結果は以下の通りである。 

 

整理番号 品名 取得年月日 金額 監査人

評価 

備考 

H27-2 生徒用顕微鏡 平成 27 年 8月 26 日 568,000 円 △  

不明 可搬型階段昇降機 平成 28 年 3月 10 日 1,534,680 円 △ ※1 

H26-6 ブルーバーナーGH-B198 平成 27 年 1月 19 日 57,672 円 ○  

H25-01 高圧滅菌器 平成 25 年 5月 10 日 288,225 円 ○  

H24-5 アップル PC 機器セット 平成 24 年 12 月 5 日 283,443 円 ○  

H23-6 デジタルカメラ 平成 23 年 8月 10 日 67,760 円 △  

H22-1 裁断機 平成 22 年 6月 28 日 130,200 円 ○  

H21-63 液晶テレビ 平成 22 年 3月 18 日 139,965 円 ○  

H20-18 DVD レコーダー 平成 20 年 8月 22 日 117,600 円 ○  

H18-6 カッティングマシーン 平成 18 年 9月 11 日 264,600 円 × ※2 

 

○：現物が存在し，かつ，物品一覧表上の整理番号が記載された証票が貼付してあり，管理状況が良好で

あるもの。 

△：現物は存在するものの，証票が貼付されていないあるいは証票に必要な情報が記載されていないため，

物品一覧表上記載されている物品であるかどうかを確認することが出来ないもの。 

×：現物自体が存在しないもの。 
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※1：当該物品については，物品一覧表上において整理番号が登録されておらず，物品現物には整理番号

H27-10 が記載された証票が貼付してあった。 

※2：当該物品については，現物自体が存在しなかった。松江商業高校が作成している「不用品決定・処分

調書」を閲覧したところ，平成 28 年 2 月 25 日の日付で当該物品は故障により処分されており，「除

却漏れ（物品自体はすでに処分されているにも関わらず，物品一覧表から削除されていない状態）」

であることが判明した。 

 

上記実在性検証に加え，平成 27 年度における「不用品決定・処分調書」を通査

したところ，以下の資産についても，「除却漏れ」であることが判明した。 

 

整理番号 品名 取得年月日 金額 廃棄理由 

H22-5 刈払機 平成 22 年 7月 5日 64,050 円 故障 

63 総合実践システム 平成 22 年 3月 31 日 21,000,000 円 陳腐化 

H19-24 ノートパソコン 平成 20 年 3月 11 日 138,898 円 故障 

H5-1 図書（中国法書選全集） 平成 5年 7月 9日 63,000 円 陳腐化 

H21-51 ノートパソコン 平成 21 年 10 月 26 日 82,530 円 故障 

H11-25 プロジェクター 平成 12 年 1月 18 日 934,500 円 故障 

 

イ 物品の網羅性検証 

現物実査を行う課程で現地において無作為に 5 件の物品を選び，当該物品が適

切に物品一覧表に記載されていることを確認した。結果は以下の通りである。 

 

保管場所 品名 取得年月日 整理番号 監査人評価 備考 

保健室 シュレッダー 平成 20 年 5月 13 日 不明 ○ ※1 

被服室 液晶テレビ 不明 不明 × ※2 

LL 教室 テレビスタンド 平成 22 年 3月 18 日 H21-64 ○  

体育館倉庫 ブルーバーナー 平成 21 年 11 月 16 日 H21-55 ○  

物理地学室 フーコー振り子 昭和 63 年 1月 22 日 不明 × ※3 

 

○：物品一覧表に記載があったもの。 

×：物品一覧表に記載がなかったもの。 

 

※1：少額物品のため物品一覧表への記載は省略されているものであり問題ないと判断した。 

※2：県費外会計で購入した物品であり，県費で購入した物品と判別できるよう管理されるべきであるが，

証票の貼付もなされていなかった。 

教育委員会が策定している「学校徴収金等取扱要項」では備品の管理について以下のように規定さ
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れている。 

 

（備品の管理） 

第 17 条 会計担当者は，学校徴収金会計に関する備品を購入し，又は処分したときは，県費外会計

備品管理簿に所要事項を記載するとともに，備品に証票を貼付して管理するものとする。 

    

※3：証票は貼付されているが，整理番号は記載されていなかった。古い物品であるため物品一覧表に記載

がなされていない理由を確認することはできないが，登録漏れあるいは物品一覧表上は除却されたが

現物が残っているケースが考えられる。 

 

   ウ 現金等の管理 

     事務室の金庫内実査を実施した結果，事務局担当者が把握していない不明現金

が発見された。詳細を確認したところ，バドミントン部の OB 会からの激励費や遠

征代金の残金であることが判明した。また，それらの現金は，金庫内に保管され

てから相当の期間が経過していることが分かった。 

 （４）評価 

   ア 指摘① 

   （ア）指摘の内容 

      物品一覧表と現物との照合を定期的に行い，その結果を記録として保存する

よう改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

      上記実在性及び網羅性を検証する監査手続を実施した結果，物品一覧表と現

物の不一致が散見された。その原因は，除却漏れや登録漏れ等であると考えら

れる。したがって，まずは，除却漏れや登録漏れがないよう，物品の管理方法

を改善する必要性がある。 

      また，そのような不一致を生じさせないためには，物品一覧表と現物との照

合を実施する必要性があるが，松江商業高校ではそのような照合が実施されて

いなかった。 

      物品一覧表と現物との照合を定期的に実施すれば，万が一，物品の登録漏れ

や除却漏れがあった場合にも適切に対応できるであろう。 

      したがって，物品一覧表と現物との照合を定期的に行い，その結果を記録と

して保存すべきである。 

   イ 指摘② 

   （ア）指摘の内容 

県費外会計で購入した物品については，証票シールを貼付し，県費で購入し

た物品との区別が分かるよう，管理方法の改善を求める。 
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   （イ）理由及び改善の方向性 

県費外会計により購入した物品については，「学校徴収金等取扱要項」第 17

条に基づき，県費で購入した物品と判別できるよう証票シールを貼付して管理

する必要がある。 

しかし，実際には，県費外会計で購入した物品の中に証票シールが貼付され

ていないものがあった。証票シールが貼付されないと，県費購入物品との区別

がつかず，物品の適切な管理に支障を生じさせかねない。 

したがって，県費外会計により購入した物品については，証票シールを貼付

し，県費購入物品との区別ができるよう，管理方法の改善が必要である。 

   ウ 指摘③ 

   （ア）指摘の内容 

現金についてはできるだけ速やかに預金口座に入金するなど，現金の管理方

法の改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

現金は最も横領・着服等のリスクが高い資産であり，組織としての資産管理

の基本となるものである。現金の管理がおろそかなようでは，他の部分につい

ても適切な管理を期待することはできないといっても過言ではない。 

しかし，本監査の結果，金庫内にバドミントン部の現金が複数の封筒に入っ

たまま特に詳しい表記もなく保管されており，金額の表記がしてある封筒につ

いても封筒内の現金を実際数えてみると表記金額と実際の現金在高が一致して

いない状況であった。そもそも，現金の管理については，島根県会計規則 72 条

が，領収した現金は，原則，即日又は翌日中に払込書により指定金融機関等に

払い込まなければならないと定めている。確かに，部費は私費であり，県費と

は異なる取扱いをされているが，県費である現金が保管される金庫内で私費で

ある部費を保管するのであれば，県費である現金との混在等のリスクもあるか

ら，同会計規則の定めに準じた現金の管理をすべきである。 

 

 ４ 情報管理 

 （１）監査項目 

    情報管理に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    パソコンの管理台帳から無作為にパソコンを抽出し，現物が存在するか否かを確

認する実査を実施した。 

    また，学校企画課が各学校の教育職員用に配布している USB メモリについて，USB

メモリの管理台帳と現物との照合を行った。また，USB メモリの中に個人情報が消去

されずに残っていないかサンプルチェックを実施した。 
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 （３）認定した監査事実 

   ア 実査の結果 

     パソコンの実査の結果，パソコンが実在することを確認した。 

     USBメモリの管理台帳の整備状況及びUSBメモリ現物の管理状況について特に問

題となる点は発見されなかった。また，USB メモリの中に個人情報が消去されずに

残っていないかサンプルでチェックした結果，個人情報は適切に消去されていた。 

   イ USB メモリの現物確認の頻度 

     教頭が週１回，確認している。 

 （４）評価 

    本監査の結果，指摘又は意見を付すべき事項は確認できなかった。 

 

 ５ 県費会計 

 （１）監査項目 

    県費会計に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    契約一覧の中から，いくつかの契約を抽出し，抽出した契約の契約書や実績報告

書等を閲覧し，島根県会計規則に従った運用がなされているか確認した。 

    また，未収金の有無及び管理方法についても書類等を閲覧し，島根県会計規則に

従った運用がなされているか確認した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 抽出した契約 

      

支出項目 支出の事由 契約金額 契約手続 合見積の有無 

施設設備等保

守管理委託料

電子計算組織保守業務 1,651,320 随意契約 無 

消防用設備保守点検業務 864,000 随意契約 無 

機械警備業務委託 777,600 随意契約 無 

備品購入費 顕微鏡等購入 1,082,000 随意契約 有。2社（但し 1

社辞退） 

    

イ 契約手続の適正性 

     前記抽出した契約について，島根県会計規則に従った運用がなされているか確

認した。 

     随意契約が多かったが，機械の保守等の契約については合見積もりがとられて

いなかった。合見積もりの省略理由について執行伺いを確認すると，委託業者の

機械等を導入しているので当該業者が保守等を実施するのが望ましいという理由

であった。このような種類の契約では，一度，特定の業者の機械を入れてしまう
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と，その保守等の契約についてもその特定の業者に依頼せざるを得ないのが実情

のようである。 

     その他，島根県会計規則に違反するような問題のある事項は確認できなかった。 

   ウ 未収金の管理 

     松江商業高校において，過年度も含め未収金は確認できなかった。 

 （４）評価 

    本監査の結果，指摘又は意見を付すべき事項は確認できなかった。 

 

 ６ 県費外会計 

 （１）監査項目 

    県費外会計に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    県費外会計に係る財務書類や通帳等を閲覧し，「学校徴収金等取扱要綱」に従った

運用がなされているか確認した。また，会計担当者等に対してヒアリングを実施した。 

    なお，県費外会計に係る収入及び支出の内容についても，学校企画課が策定した

ガイドラインに従い，本来県費で負担すべきものを私費で負担させていないかなどの

点についても留意して監査を実施した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 監査対象とした県費外会計の種類 

     本監査で監査対象とした県費外会計は以下のとおりである。 

   （ア）学校徴収金会計 

      学年会計 

      副教材会計 

      バドミントン部会計 

      部活動振興費会計 

   （イ）団体会計 

      PTA 会計 

      学校後援費会計 

      部活動振興費会計 

      エアコン費会計 

   イ 会計の運用状況 

   （ア）学校徴収金会計 

資産管理に係る財務事務の監査の中で，金庫の実査を行ったところ，金庫の中

で，いくつかの封筒に入った多額の現金が保管されていた。現金の内訳は，「激

励金」150,000 円，「会場校運搬費」2,000 円（高体連），「中国大会の遠征費の残

り」2,086 円，「遠征費の残り」68,000 円，同じく「遠征費の残り」20,460 円，
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同じく「今年の遠征費の残り」45,040 円の合計 287,586 円であった。 

事情を確認すると，当該現金はバドミントン部が保管していた現金であること

が分かった。そこで，バドミントン部に対してヒアリングを実施したところ，部

費については基本的に預金口座で保管しているが，遠征費などについては現金で

徴収して預かり，その中から支出をし，残金は保護者の了解を得てシャトル代に

充てているとのことであった。前記の現金は，OB からの祝い金や遠征費の残り

などを金庫で保管していたところ，安心してしまい，そのままの状態で保管して

いたとのことであった。 

なお，後日，バドミントン部の平成 27 年度の会計報告を確認したところ，前

年度（平成 26 年度）繰越金が会計報告では 47,825 円と記載されていたが，預金

通帳の前年度残高は 868 円であった。また，会計報告によれば，平成 27 年度の

収入は前年度繰越金も含めて 866,731 円であったが，預金通帳上の入金額は

849,603 円であり 17,128 円少なかった。同様に，会計報告によれば，平成 27 年

度の支出額は 819,797 円であったが，預金通帳上の支出額は 803,537 円であり，

16,260 円少なかった。おそらく，それらの預金通帳との差額は現金での保管や

やり取りがあったため生じたものと考えられるが詳細は不明である。また，前記

の金庫内で保管されていた現金については，平成 27 年度の決算に反映されてい

るか確認できなかったが，平成 27 年度会計の残額が 46,934 円（預金通帳の残高

も一致）であることからして現金は無いはずであるから，金庫内で保管されてい

た現金は平成 27 年度決算には反映されていないものと思われる。 

   （イ）団体会計 

      本監査の結果，特に問題となる事項は確認できなかった。 

   ウ 未収金の状況 

     平成 28 年 3 月 17 日時点で 1,806,040 円の未収金が発生していた。その内訳は，

平成 22 年度が 23,460 円，平成 23 年度が 186,600 円，平成 24 年度 382,210 円，平

成 25 年度 285,840 円，平成 26 年度 490,960 円，平成 27 年度 436,970 円であった。 

     県費外会計の未収金に係る対応マニュアルはないが，催告等をし，卒業するま

でに全て回収できるように努力しているとのことであるが，卒業してしまうと，催

告等をしても反応がないなど回収が難しくなるとのことである。 

 （４）評価 

   ア 指摘 

   （ア）指摘の内容 

      バドミントン部が金庫の中で保管していた現金については，預金口座に入金

するなどして適切に管理するとともに，それらの現金については平成 27 年度の

決算に反映されていない疑いがあることから，適切な会計処理を実施するよう改

善を求める。 
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   （イ）理由及び改善の方向性 

      バドミントン部は，金庫の中の多額の現金を預金口座に入金することなく金

庫の中で保管したままとなっていた。また，それらの現金については，平成 27

年度の決算に反映されていない疑いがある。 

      部費であっても，学校徴収金等取扱要綱によれば，原則預金口座で管理する

ものとされているし，所要額を必要な時に徴収するものについても，精算が終

わって残額があれば原則保護者に返還するものとされており，現金をいつまで

もそのままの状態で保管するような規定とはなっていない。また，現金を学校

の金庫の中で保管すると，県費に係る現金と混合してしまうおそれもあるため，

部費であっても現金を保管する場合は速やかに預金口座に入金すべきである。 

      さらに，バドミントン部の平成 27 年度の決算内容を確認したが，それら金庫

の中で保管されていた現金の収支が決算に反映されていない疑いがある。 

      したがって，まずは金庫の中の現金を預金口座に入金するなどして適切に管

理し，あわせて，平成 27 年度の決算に，それらの現金の収支が反映されていな

いようであれば，適切な会計処理を実施すべきである。 

 

 ７ 学校評価・教育職員評価 

 （１）監査項目 

    学校評価・教育職員評価に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    教頭に対して学校評価・教育職員評価に係る財務事務についてヒアリングを実施

するとともに，学校評価・教育職員評価に係る評価書類等を閲覧した。 

 （３）認定した監査事実 

    学校評価・教育職員評価については，島根県教育委員会が作成した「学校評価ガ

イドブック」及び「評価システム実施の手引き」に沿って実施されていた。 

    評価実施の流れについては，第 5章‐第 8‐3を参照されたい。 

    評価の内容については，学校評価に関しては「学校評価表」を過去 3 年分程度を

確認し，また，教育職員評価については，「自己目標評価シート」及び「評価・育成

シート」を確認したが，特段問題点は確認できなかった。学校評価については，学

校関係者評価を受けた後，校内で検討し，学校関係者会議で検討結果を報告し，そ

こで出た意見等を踏まえ，次年度の目標や評価指標の設定をするなど PDCA の実現を

図る努力がされていた。教育職員評価については，生徒の授業アンケートを教育職

員も確認することで個々の教育職員の自己評価や次年度に向けた改善につなげてい

るとのことであった。 
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 （４）評価 

    本監査の結果，指摘又は意見を付すべき事項は確認できなかった。 

 

 ８ 学校の安全管理 

 （１）監査項目 

    学校の安全管理に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    法令でその策定が要求される，①学校保健計画，②学校安全計画，③危険等発生

時対処要領，④学校警備及び防災の計画がそれぞれ策定され，それに基づき計画等

が実行されているか確認した。 

    また，学校における事故，不祥事や保護者対応等の実情についてもヒアリングを

実施した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 法令で定められる計画の有無 

     学校安全計画がなく，監査時点で作成中とのことであった。それ以外の計画は

確認し，当該計画が実行されていることを確認した。 

   イ 事故，不祥事について 

     事故，不祥事については特に確認できなかった。 

   ウ 保護者対応について 

     問題となるような事例はなかったが，保護者対応については，組織的に対応し

ているとのことであった。 

 （４）評価 

   ア 指摘 

   （ア）指摘の内容 

      学校安全計画を策定するよう改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

      学校安全計画は，学校保健安全法 27 条で法律上策定が義務付けられている。 

      したがって，学校安全計画の策定を求める。 
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第３ 出雲工業高校 

 

 １ 勤務管理 

 （１）監査項目 

    教育職員の勤務管理に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    出退勤状況記録表等の勤務時間に関する資料を閲覧するとともに，勤務状況につ

いてヒアリングを行った。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 勤務時間把握のための資料の有無 

     教育職員については，長時間労働者に対する面接指導の対象者を選定するため

の出退勤状況記録表の作成がなされていた。しかし，給与等事務システムに入力

された出退勤時刻と出退勤状況記録表に記載された出退勤時刻に齟齬があるもの

もあり，出退勤時刻が正確に記録されているとは言い難かった。 

   イ 出退勤状況記録表の保存の有無 

     出退勤状況記録表は，実施要領通り，適切に保存されていた。 

   ウ 集計資料の有無 

     集計資料は作成され，保存されていた。 

   エ 時間外労働の実態 

     平成 27 年度における出雲工業高校の全教育職員の時間外労働の分析結果は，以

下のとおりである。 

なお，分析手法等については，第 5 章‐第 1‐3‐（2）‐イ「分析手法」をご覧

いただきたい。 

 

 

 

オ 1 月当たりの平均時間外労働時間 

55 時間 31 分。 

カ 1 月当たりの時間外労働時間数・上位 5 件 

     最長 170 時間 50 分。5件の平均値 158 時間 21 分。 

有
有

55時間31分
170:50 166:00 155:30 153:35 145:50 平均値 158:21

80時間以上100時間未満の人数（単位：人） 6 11.1%
100時間以上120時間未満の人数（単位：人） 2 3.7%
120時間以上160時間未満の人数（単位：人） 2 3.7%

160時間以上の人数（単位：人） 0 0.0%
８０時間以上の者の合計数（単位：人） 10 18.5%

①１００時間超の月数が年間25％以上の者 10 18.5%
②１２０時間以上の月数が年間16..7％以上の者 7 13.0%
③１６０時間以上の月数が１つ以上ある者 1 1.9%
④８０時間以上の月数が50％以上の者 11 20.4%
⑤①～④のいずれかのリスクを有する者 12 22.2%

出退勤状況記録票の保存の有無
集計資料の有無

月当たりの平均時間外労働時間
時間外労働時間数・上位５件（単位：時間）

全体に占める割合
全体に占める割合

全体に占める割合

リスク
人員数
（単位：

人）

全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合

月平均
全体に占める割合

全体に占める割合
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     一部の教育職員ではあるが，非常に長い時間外労働が行われている。 

キ 月平均時間外労働時間毎の人員数 

月平均80時間以上の時間外労働を行っているものは全体の18.5％と必ずしも多

くはないが，120 時間以上 160 時間未満の範囲に 2人が確認されており，時間外労

働が両極に分化している傾向が見て取れる。 

ク 労働安全上のリスクを負っていると考えられる人員数 

何らかのリスクを有すると考えられるものは約 22.2％と他校に比べると比較的

少なくなっている。 

 （４）評価 

   ア 意見 

   （ア）意見の内容 

一部の教育職員に過重な長時間労働が行われているなど両極化が見られる現

状を踏まえ，教育職員の勤務時間の適正な把握と長時間勤務抑制のための措置

を実施するよう改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

      全体としてはそれほど時間外労働は行われていない反面，一部の教育職員に

ついては過重といえる時間外労働が発生しており，両極分化となっている。業

務量の平準化等の対応が必要ではないかと思われる。 

そのためにも，まずは，①教育職員の勤務時間の適正な把握をするよう改善

すべきであり，その上で，②時間外労働が生じている原因を分析し，その原因

を改善することが必要である。特に，出雲工業高校では，時間外労働の両極化

が生じており，業務量の隔たり等がないかその原因を分析し改善することが必

要である。また，③長時間労働は教育職員の健康に悪影響を及ぼす危険性があ

り，学校としても安全配慮義務違反などの法的リスクを負う危険性もあるので，

いわゆる過労死ラインとされている月 80時間以上の時間外労働を行っている教

育職員の健康状態に留意する必要性がある。 

 

 ２ 人件費 

 （１）監査項目 

    教育職員の給与及び旅費に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    給与のうち，特に，特殊勤務手当，宿日直手当，産業教育手当の支給手続につい

て監査するため，給与等事務システムや出退勤状況記録表を確認・分析した。 

    旅費についても，領収証等の証拠書類を確認した。 

 （３）認定した監査事実 

    特殊勤務手当，宿日直手当，産業教育手当の支給手続について，給与等事務シス
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テムや出退勤状況記録表を確認・分析した結果は以下のとおりである。 

    なお，分析手法等については，第 5 章‐第 2‐3‐（4）「分析手法」をご覧いただ

きたい。 

   ア 特殊勤務手当 

 

従事内容欄 出退勤状況記録表 実際の活動が確認できる時間 

 

従事時間

の記載ない

もの 

支給基準を

満たさない

もの 

出退勤の

記載がない

もの 

開始時間と

差異がある

もの 

終了時間と

差異がある

もの 

記載がなく

確認ができ

ないもの 

支給基準を

満たさない

もの 

申請より１

時間以上

少ないもの

A 0 0 0 8 14 0 1 8

B 0 0 0 3 3 0 1 3

C 0 0 46 0 0 46 0 0

D 0 0 1 7 7 1 0 4

計 0 0 47 18 24 47 2 15

  

教育職員 A・B については，それぞれ「実際の活動が確認できる時間」を基準に

すると支給要件を満たしていないものが 1件確認された。 

教育職員 Cは，申請されている勤務日については出退勤状況記録表に一切勤務実

績の記載がなく，従事時間の事後確認が全くできなかった。申請通りの業務従事が

あったとすれば出退勤状況記録表の記録状況に大いに問題があり，出退勤状況記録

表の記録が正しいとすれば支給要件を満たしていない支給が多数回なされたこと

となり，いずれにせよ看過できない問題があると言わざるを得ない。   

教育職員 Dについては，出退勤状況記録表に記載がないものが 1件，「実際の活

動が確認できる時間」の方が申請時間より短いものが 4件確認されたが，その他支

給要件を欠くものなどは見受けられなかった。 

イ 産業教育手当 

  

 
申請と実施に差異があったコマ数 記録なし

C 3 0

D 0 0

計 3 0

 

教育職員 D については，申請されたすべてのコマにおいて，記録上授業実施が
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確認された。 

しかし，教育職員 C については，平成 27 年 10 月 29 日の芸術鑑賞のため授業が

実施されなかった３コマについて，授業を実施したものとして手当が支給されて

いるものが発見された。 

ウ 旅費 

旅費については資料を確認したが，特段の問題は見受けられなかった。 

 （４）評価 

   ア 指摘 

   （ア）指摘の内容 

      一部の教育職員に対して，支給要件を満たしていないにも関わらず支給され

た産業教育手当については返還を求めるべきである。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

      本監査の結果，一部の教育職員に対して支給された産業教育手当について，

実際には芸術鑑賞のため授業が実施されていないにも関わらず，授業が実施さ

れたとして手当が支給されていた。明らかに手当の支給要件を満たしていない

ことから，当該産業教育手当については返還を求めるべきである。 

   イ 意見 

   （ア）意見の内容 

      各種手当の支給の適正を図るために，手当支給申請時及び決裁時における手

当支給要件の確認を申請者及び決裁権者双方が適切に判断できるように，手当

支給手続の改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

      特殊勤務手当・産業教育手当のいずれについても支給基準を満たさないと思

われるものが確認されており，申請者・決裁者双方の要件確認が不十分である

といえる。また，特殊勤務手当が申請された勤務日について出退勤状況記録表

に一切記載がなされないまま１年を終えている者がいたことは，双方に接する

立場にある決裁者がわずかの注意を払えばどこかの時点で解消できた可能性が

高く，決裁者の要件充足確認が不十分であったと言わざるを得ない。 

      なお，これらの根本的原因は，第 5 章‐第 1‐4‐（1）で指摘したとおり，教

育職員の勤務時間の適正な把握がなされていないことにある。 

      したがって，まずは教育職員の勤務時間を適正に把握し，手当支給申請時及

び決裁時における手当支給要件の確認を申請者及び決裁権者双方が適切に判断

できるように，手当支給手続の改善を求める。 
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 ３ 資産管理 

 （１）監査項目 

    資産管理に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    資産のうち，主に，現金等や物品の管理について監査した。 

物品の管理については，物品一覧表から無作為に 10 件の物品を抽出し，物品一覧

表に記載されている物品の現物の有無及び整理番号が記載された証票により適切に

管理がおこなわれているかどうか確認した（物品の実在性検証：現物実査）。さらに，

現物実査を行う課程で現地において無作為に 5 件の物品を選び，当該物品が適切に

物品一覧表に記載されていることを確認した（物品の網羅性検証）。 

また，金庫内を実査し，現金その他の現金同等物が適切に管理されているかを確

認した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 物品の実在性検証：現物実査 

物品一覧表から無作為に 10 件の物品を抽出し，物品一覧表に記載されている物

品の現物の有無及び整理番号が記載された証票により適切に管理がおこなわれて

いるかどうか確認した。結果は以下の通りである。 

 

整理番号 品名 取得年月日 金額 監査人評価 備考

H4-122 計量機 平成 5年 3月 30 日 833,620 円 △ 

H8-3 直流電気動力計 平成 9年 3月 31 日 2,432,860 円 △ 

H10-42 10 歪計測システム 平成 11 年 3月 16 日 1,690,500 円 ○ 

不明 アナログオシロスコープ 平成 17 年 3月 29 日 330,750 円 △ 

不明 原子力発電モデル実験器 平成 21 年 10 月 14 日 610,000 円 △ 

H24-3 ビッカース硬さ試験機 平成 24 年 12 月 19 日 1,312,500 円 ○ 

H26-165 自動紙折り機 平成 26 年 6月 10 日 403,920 円 ○ 

H27-122 コンターマシン 平成 28 年 2月 22 日 864,000 円 ○ 

H27-232 電気マッフル炉 平成 28 年 3月 22 日 565,920 円 ○ 

H27-236 ダイカストマシン用金型 平成 28 年 3月 25 日 1,566,000 円 ○ 

 

○：現物が存在し，かつ，物品一覧表上の整理番号が記載された証票が貼付してあり，管理状況が良好で

あるもの。 

△：現物は存在するものの，証票が貼付されていないあるいは証票に必要な情報が記載されていないため，

物品一覧表上記載されている物品であるかどうかを確認することが出来ないもの。 

×：現物自体が存在しないもの。 
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上記実在性検証に加え，出雲工業高校が作成している「不用品決定・処分調書」

を通査したところ，下記の物品については「除却漏れ（物品自体はすでに処分さ

れているにもかかわらず，物品一覧表から削除されていない状態）」であることが

判明した。 

 

整理番号 品名 取得年月日 金額 

不明 旋盤 昭和 60 年 2月 20 日 1,860,000 円

H1-1 帯鋸盤 平成 2年 3月 28 日 1,658,300 円

H1-1 シーケンス制御実習装置 平成 2年 3月 28 日 1,466,433 円

H2-1 加熱炉 平成 2年 10 月 19 日 1,802,500 円

 

上記物品については，「不用品決定・処分調書」において除却の承認はなされて

いるものの，実際に廃棄がなされていないために物品一覧表から削除されず登録

が残っているものである。実際に廃棄はされていないとしても，すでに除却決定

がなされている物品については教育の用から除外されているものであり，物品一

覧表からは削除する必要がある。この場合には，実際に教育の用に供されている

物品と区別するために，「廃棄予定」あるいは「除却済み」等の貼り紙を貼付して

保管するなどの措置が必要であろう。 

イ 物品の網羅性検証 

現物実査を行う課程で現地において無作為に 5件の物品を選び，当該物品が適切

に台帳に記載されていることを確認した。結果は以下の通りである。 

 

保管場所 品名 取得年月日 整理番号 監査人評価 備考 

機械科実習棟 万能試験機 平成 28 年 2月 29 日 H27-124 ○  

機械科実習棟 サンドブレンダー 平成 28 年 3月 4日 H27-111 ○  

建築科実習棟 万能試験機 平成 9年 11 月 28 日 4 〇  

印刷室 裁断機 平成 26 年 6月 10 日 H26-163 ○  

機械科実習棟 ラジアルボール盤 平成 28 年 2月 22 日 H27-121 ○  

 

○：物品一覧表に記載があったもの。 

×：物品一覧表に記載がなかったもの。 

 

   ウ 現金等の管理 

     事務室の金庫内の切手について郵券受払簿との照合を行った結果，実際の切手

の数量が，受払簿上の数量より少ないことが判明した。 

 

 
181



 号外第 21号                島  根  県  報               平成 29年３月 24日  

 

                                                                              

 
 

 （４）評価 

   ア 指摘① 

   （ア）指摘の内容 

      物品一覧表と現物との照合を定期的に行い，その結果を記録として保存する

よう改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

      上記実在性及び網羅性を検証する監査手続を実施した結果，物品一覧表と現

物の不一致が散見された。その原因は，除却漏れや登録漏れ等であると考えら

れる。したがって，まずは，除却漏れや登録漏れがないよう，物品の管理方法

を改善する必要性がある。 

      また，そのような不一致を生じさせないためには，物品一覧表と現物との照

合を実施する必要性があるが，出雲工業高校ではそのような照合が実施されて

いなかった。 

      物品一覧表と現物との照合を定期的に実施すれば，万が一，物品の登録漏れ

や除却漏れがあった場合にも適切に対応できるであろう。 

      したがって，物品一覧表と現物との照合を定期的に行い，その結果を記録と

して保存すべきである。 

イ 指摘② 

   （ア）指摘の内容 

      物品については整理番号を付し，適切に管理するよう改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

出雲工業高校でまず物品一覧表を俯瞰した際に，物品一覧表上の各物品の整

理番号欄に空欄が目立つというのが第一印象であった。物品の整理番号は，当

該物品のマイナンバーともいうべきものであり，整理番号の記載がない資産が

適切に管理されているかは甚だ疑問である。 

したがって，物品を管理する場合には整理番号を付し，適切に管理するよう

改善が必要である。 

   ウ 指摘③ 

   （ア）指摘の内容 

切手については枚数に変動があった場合には受払簿にその都度記入するなど

して，切手の管理方法の改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

切手も換金可能性のある資産であり，その管理の重要性は現金と同様である。

本監査では実際の切手の数が受払簿上の残数量に対して不足しており，その原

因も判明しなかった。切手については，島根県会計規則 93 条 1 項が，郵券類受

払簿により受入れ及び払出しを記載しなければならないと定めているから，枚
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数に変動があった場合には受払簿にその都度記載するとともに，定期的に実際

の切手の数と受払簿上の残数量を照合し，照合したことを記録に残しておく必

要がある。 

  

 ４ 情報管理 

 （１）監査項目 

    情報管理に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    パソコンの管理台帳から無作為にパソコンを抽出し，現物が存在するか否かを確

認する実査を実施した。 

    また，学校企画課が各学校の教育職員用に配布している USB メモリについて，USB

メモリの管理台帳と現物との照合を行った。また，USB メモリの中に個人情報が消去

されずに残っていないかサンプルチェックを実施した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 実査の結果 

     パソコンの実査の結果，パソコンが実在することを確認した。 

     USBメモリの管理台帳の整備状況及びUSBメモリ現物の管理状況について特に問

題となる点は発見されなかった。また，USB メモリの中に個人情報が消去されずに

残っていないかをサンプルでチェックした結果，個人情報は適切に消去されてい

た。 

   イ USB メモリの現物確認の頻度 

     月に 1回，確認している。 

 （４）評価 

   ア 意見 

   （ア）意見の内容 

      今後改訂される予定である USB の管理・運用に関する規定に従い，USB の所在

確認をしていただきたい。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

教育職員用の USB の管理・運用について，学校企画課が定めた「教育職員用公

用 USB メモリ利用上の遵守事項」によれば，週１回の目視による所在確認を実

施するものとされているが，出雲工業高校では週に 1 回ではなく月に 1 回実施

されており，前記遵守事項が遵守されていなかった。  

ただし，事務職員用の USB の目視による所在確認の頻度は，情報政策課が定め

た規程により月に 1 回である。そこで，教育職員用の USB の紛失事例が生じな

い状態が続けば，情報政策課の規程に合わせるなど，目視による所在確認の頻

度の見直しが必要と思われる。これについては，学校企画課で改訂を予定され
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るということなので，改定後の USB の管理・運用に関する規定に従い，USB の所

在確認をしていただきたい。 

 

 ５ 県費会計 

 （１）監査項目 

    県費会計に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    契約一覧の中から，いくつかの契約を抽出し，抽出した契約の契約書や実績報告

書等を閲覧し，島根県会計規則に従った運用がなされているか確認した。 

    また，未収金の有無及び管理方法についても書類等を閲覧し，島根県会計規則に

従った運用がなされているか確認した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 抽出した契約 

      

支出項目 支出の事由 契約金額 契約手続 合見積の有無

施設設備等保

守管理委託料

機械科 CAD システム保守業務委託 1,236,600 随意契約 無 

電子計算組織保守業務委託 1,323,000 随意契約 無 

 

   イ 契約手続の適正性 

     前記抽出した契約について，島根県会計規則に従った運用がなされているか確

認した。 

     随意契約が多かったが，機械の保守等の契約については合見積もりがとられて

いなかった。合見積もりの省略理由について執行伺いを確認すると，委託業者の

機械等を導入しているので当該業者が保守等を実施するのが望ましいという理由

であった。このような種類の契約では，一度，特定の業者の機械を入れてしまう

と，その保守等の契約についてもその特定の業者に依頼せざるを得ないのが実情

のようである。 

     その他，島根県会計規則に違反するような問題のある事項は確認できなかった。 

   ウ 未収金の管理 

     出雲工業高校において，過年度も含め未収金は確認できなかった。 

 （４）評価 

    本監査の結果，指摘又は意見を付すべき事項は確認できなかった。 
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 ６ 県費外会計 

 （１）監査項目 

    県費外会計に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    県費外会計に係る財務書類や通帳等を閲覧し，「学校徴収金等取扱要綱」に従った

運用がなされているか確認した。また，会計担当者等に対してヒアリングを実施した。 

    なお，県費外会計に係る収入及び支出の内容についても，学校企画課が策定した

ガイドラインに従い，本来県費で負担すべきものを私費で負担させていないかなどの

点についても留意して監査を実施した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 監査対象とした県費外会計の種類 

     本監査で監査対象とした県費外会計は以下のとおりである。 

   （ア）学校徴収金会計 

      寮費会計 

      機械科実習費会計 

      ソフトテニス部部費会計 

      部活動奨励費会計 

   （イ）団体会計 

      PTA 会計 

      工雲会会計 

   イ 会計の運用状況 

   （ア）学校徴収金会計 

機械科実習費会計において，教育職員が，通信販売サイトで実習機材を購入

し，その購入費用を立替払しているケースがあった（購入した実習機材の送り

先は出雲工業高校となっていた）。 

   （イ）団体会計 

      工雲会会計と他会計間でのお金の貸借があったが，校長の決裁がとられてい

た。 

   ウ 未収金の状況 

     未収金はなかった。 

 （４）評価 

   ア 意見 

   （ア）意見の内容 

      教育職員が立替払を行う場合には，支出や精算の適正性を確保するための規

定を策定するなど改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 
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      機械科実習費会計において，教育職員が，通信販売サイトで実習機材を購入

し，その購入費用を立替払しているケースがあった。 

      そもそも，立替払いについては，支出の適正性に問題を生じさせるリスクが

ある。また，立替払いの際の決裁を教職員の個人的なクレジットカードや会員

となっている通販サイト等で行った場合に，当該教職員に対してポイント等が

付与されることが考えられるが，そのポイント等の取り扱いに関しても問題が

生じる。さらに，立替金の精算についても，教育職員が立替金の精算を忘れ事

実上自己負担するなどの問題が生じかねない。 

      このように立替払いについて多くの問題をはらんでいると思われるが，立替

払いについてのルールは存在しない。 

      したがって，県費外会計における教職員の立替払いについて，その適正性を

担保するための規定の策定をすべきである。 

 

 ７ 学校評価・教育職員評価 

 （１）監査項目 

    学校評価・教育職員評価に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    教頭に対して学校評価・教育職員評価に係る財務事務についてヒアリングを実施

するとともに，学校評価・教育職員評価に係る評価書類等を閲覧した。 

 （３）認定した監査事実 

    学校評価・教育職員評価については，島根県教育委員会が作成した「学校評価ガ

イドブック」及び「評価システム実施の手引き」に沿って実施されていた。 

    評価実施の流れについては，第 5章‐第 8‐3を参照されたい。 

    評価の内容については，学校評価に関しては「学校評価表」を過去 3 年分程度を

確認し，また，教育職員評価については，「自己目標評価シート」及び「評価・育成

シート」を確認したが，特段問題点は確認できなかった。 

 （４）評価 

    本監査の結果，指摘又は意見を付すべき事項は確認できなかった。 

 

 ８ 学校の安全管理 

 （１）監査項目 

    学校の安全管理に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    法令でその策定が要求される，①学校保健計画，②学校安全計画，③危険等発生

時対処要領，④学校警備及び防災の計画がそれぞれ策定され，それに基づき計画等

が実行されているか確認した。 
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    また，学校における事故，不祥事や保護者対応等の実情についてもヒアリングを

実施した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 法令で定められる計画の有無 

     全ての計画が策定されていることを確認し，当該計画が実行されていることを

確認した。 

   イ 事故，不祥事について 

     自転車部の生徒が部活中に公道を走るため，自動車等との接触事故はあるが，

大きな事故や不祥事はないとのことである。 

   ウ 保護者対応について 

     生徒の登下校や授業等の騒音に関する近隣住民からの苦情対応に苦慮している

とのことであった。 

 （４）評価 

    本監査の結果，指摘又は意見を付すべき事項は確認できなかった。 
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第４ 出雲農林高校 

 

 １ 勤務管理 

 （１）監査項目 

    教育職員の勤務管理に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    出退勤状況記録表等の勤務時間に関する資料を閲覧するとともに，勤務状況につ

いてヒアリングを行った。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 勤務時間把握のための資料の有無 

     教育職員については，長時間労働者に対する面接指導の対象者を選定するため

の出退勤状況記録表の作成がなされていた。しかし，給与等事務システムに入力

された出退勤時刻と出退勤状況記録表に記載された出退勤時刻に齟齬があるもの

もあり，出退勤時刻が正確に記録されているとは言い難かった。 

   イ 出退勤状況記録表の保存の有無 

     出退勤状況記録表は，実施要領通り，適切に保存されていた。 

   ウ 集計資料の有無 

     集計資料は作成され，保存されていた。 

   エ 時間外労働の実態 

     平成 27 年度における出雲農林高校の全教育職員の時間外労働の分析結果は，以

下のとおりである。 

     なお，分析手法等については，第 5 章‐第 1‐3‐（2）‐イ「分析手法」をご覧

いただきたい。 

 

 

 

オ １月当たりの平均時間外労働時間 

     63.1 時間。80 時間には達していなかった。 

カ 時間外労働時間数・上位５件 

     最長 234 時間。5件の平均値 218.4 時間。 

有
有

63.1時間
234 223 213 212 210 平均値 218.4

80時間以上100時間未満の人数（単位：人） 7 14.0%
100時間以上120時間未満の人数（単位：人） 3 6.0%
120時間以上160時間未満の人数（単位：人） 2 4.0%

160時間以上の人数（単位：人） 2 4.0%
８０時間以上の者の合計数（単位：人） 14 28.0%

①１００時間超の月数が年間25％以上の者 14 28.0%
②１２０時間以上の月数が年間16..7％以上の者 9 18.0%
③１６０時間以上の月数が１つ以上ある者 5 10.0%
④８０時間以上の月数が50％以上の者 16 32.0%
⑤①～④のいずれかのリスクを有する者 19 38.0%

出退勤状況記録票の保存の有無
集計資料の有無

月当たりの平均時間外労働時間
時間外労働時間数・上位５件（単位：時間）

月平均

リスク
人員数
（単位：

人）

全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合

全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合
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     一部教育職員において非常に過重な時間外労働が行われている。 

キ 月平均時間外労働時間毎の人員数 

     80 時間以上の者は全体の 28％であり，およそ 4分の 1強が長時間の時間外労働

を行っていることが見て取れる。 

ク 労働安全上のリスクを負っていると考えられる人員数 

     何らかの労働安全上のリスクを負っていると考えられるものが全体の 38％に及

んでいる。また，時間外労働時間数が 160 時間以上に及んだ者が全体の 10％であ

る 5名にも及んでいることは特筆すべき点と言える。 

 （４）評価 

   ア 意見 

   （ア）意見の内容 

教育職員の長時間労働が全体的に見られる現状を踏まえ，教育職員の勤務時間

の適正な把握と長時間勤務抑制のための措置を実施するよう改善を求める。 

（イ）理由及び改善の方向性 

一部教育職員の過重な時間外労働に加え，比較的広い範囲で 80～100 時間の

時間外労働が行われているといえる。作物の世話など農業特有の問題はあると

思われるが，少なくとも極端に過重な時間外労働が生じないようにするため一

部教育職員に負担が偏らないような対策が望まれる。 

そのためにも，まずは，①教育職員の勤務時間の適正な把握をするよう改善

すべきであり，その上で，②時間外労働が生じている原因を分析し，その原因

を改善することが必要である。また，③長時間労働は教育職員の健康に悪影響

を及ぼす危険性があり，学校としても安全配慮義務違反などの法的リスクを負

う危険性もあるので，いわゆる過労死ラインとされている月 80 時間以上の時間

外労働を行っている教育職員の健康状態に留意することが必要である。 

 

 ２ 人件費 

 （１）監査項目 

    教育職員の給与及び旅費に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    給与のうち，特に，特殊勤務手当，宿日直手当，産業教育手当の支給手続につい

て監査するため，給与等事務システムや出退勤状況記録表を確認・分析した。 

    旅費についても，領収証等の証拠書類を確認した。 

 （３）認定した監査事実 

    特殊勤務手当，宿日直手当，産業教育手当の支給手続について，給与等事務シス

テムや出退勤状況記録表を確認・分析した結果は以下のとおりである。 

    なお，分析手法等については，第 5 章‐第 2‐3‐（4）「分析手法」をご覧いただ
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きたい。 

   ア 特殊勤務手当 

 

従事内容欄 出退勤状況記録表 実際の活動が確認できる時間 

 

従事時間

の記載な

いもの 

支給基準

を満たさ

ないもの 

出退勤の

記載がな

いもの 

開始時間

と差異が

あるもの

終了時間

と差異が

あるもの

記載がな

く確認が

できない

もの 

支給基準

を満たさ

ないもの 

申請より

１時間以

上少ない

もの 

B 15 0 1 0 7 16 7 0

C 54 0 0 0 0 54 0 0

D 0 0 0 16 22 0 1 15

計 69 0 1 16 29 70 8 15

 

     教育職員 B については，従事内容欄に時間の記載がないもの（いずれも温室内

作業）が 15 件，出退勤状況記録表に記載がないものが 1件確認された。また，「実

際の活動が確認できる時間」を基準にすると支給基準を満たさないものが 7件確認

された。 

     教育職員 C については，従事内容欄に時間の記載がないもの（いずれも温室内

作業）が 54 件確認された。 

     教育職員 Dについては，「実際の活動が確認できる時間」を基準にすると支給基

準を満たさないものが 1 件確認された。また，「実際の活動が確認できる時間」の

方が申請時間より短いものが 15 件確認された。 

 

イ 宿日直手当 

   

  資料不整合の件数 

A 1 

B 18 

C 15 

計 34 

 

宿日直手当については，記録の不整合が 34 件確認された。 

このうち，出退勤状況記録表に記載のないものが 7件確認された。 

ウ 旅費 

旅費については資料を確認したが，特段の問題は見受けられなかった。 
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 （４）評価 

   ア 意見 

   （ア）意見の内容 

      各種手当の支給の適正を図るために，手当支給申請時及び決裁時における手

当支給要件の確認を申請者及び決裁権者双方が適切に判断できるように，手当

支給手続の改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

      出雲農林高校については，従事内容欄の記載レベルで支給要件を満たさない

ものはなかったが，「実際の活動が確認できる時間」を基準にすると支給基準を

満たさないものが多く確認されたことは問題というべきである。 

      また，温室内作業の特殊勤務手当については，支給を受けていた 2 名の教育

職員のいずれについても従事時間の記載がなされていなかった。学校にヒアリン

グしたところ，温室内作業は通常 2時間以上行っているので記載を求めていない

とのことであった。しかし，本件のような事後的な検証可能性を確保することも

考えると，従事時間の記載は必要と言うべきであり，この点は改善が必要である

と思われる。 

      なお，これらの根本的原因は，第 5章‐第 1‐4‐（1）で指摘したとおり，教

育職員の勤務時間の適正な把握がなされていないことにある。 

      したがって，まずは教育職員の勤務時間を適正に把握し，手当支給申請時及

び決裁時における手当支給要件の確認を申請者及び決裁権者双方が適切に判断

できるように，手当支給手続の改善を求める。 

 

 ３ 資産管理 

 （１）監査項目 

    資産管理に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    資産のうち，主に，現金等や物品の管理について監査した。 

物品の管理については，物品一覧表から無作為に 10 件の物品を抽出し，物品一覧

表に記載されている物品の現物の有無及び整理番号が記載された証票により適切に

管理がおこなわれているかどうか確認した（物品の実在性検証：現物実査）。さらに，

現物実査を行う課程で現地において無作為に 5 件の物品を選び，当該物品が適切に物

品一覧表に記載されていることを確認した（物品の網羅性検証）。 

また，出雲農林高校においては薬品や農薬等も管理していたため，出雲農林高校が

保管している薬品及び農薬等の危険物を実査し，適切に管理されているかを確認した。 

また，金庫内を実査し，現金その他の現金同等物が適切に管理されているかを確認
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した。 

さらに，出雲農林高校が所管している寄宿舎「明耕寮」については，事前ヒアリン

グの結果，平成 27 年 5 月 1 日時点で，寄宿舎定員 40 名に対して舎生数は 2 名と，

大幅な定員割れを生じていることを確認していたため，寄宿舎の管理状況についても

監査した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 物品の実在性検証：現物実査 

物品一覧表から無作為に 10 件の物品を抽出し，物品一覧表に記載されている物

品の現物の有無及び整理番号が記載された証票により適切に管理がおこなわれて

いるかどうか確認した。結果は以下の通りである。 

 

整理番号 品名 取得年月日 金額 監査人評価 備考

不明 遠心分離機 平成 7 年 1 月 23 日 288,800 円 △  

41 振動レベル計 平成 11 年 3 月 31 日 260,895 円 ○  

不明 蛍光顕微鏡 平成 12 年 3 月 31 日 1,280,924 円 △  

不明 レザーコンテナ 平成 20 年 9 月 4 日 218,400 円 △ ※1 

5 月 17 日 パステライザー（小型殺菌器） 平成 17 年 6 月 1 日 609,000 円 △ ※2 

不明 チェストフリーザー 平成 22 年 6 月 24 日 197,505 円 △  

不明 アイスクリーム定量充填機 平成 24 年 3 月 9 日 570,150 円 △  

不明 蒸留水製造装置 平成 25 年 8 月 29 日 493,080 円 △  

不明 エアー式打栓機 平成 27 年 2 月 26 日 1,263,600 円 △  

不明 水分活性測定装置 平成 28 年 1 月 15 日 282,150 円 △  

 

○：現物が存在し，かつ，物品一覧表上の整理番号が記載された証票が貼付してあり，管理状況が良好で

あるもの。 

△：現物は存在するものの，証票が貼付されていないあるいは証票に必要な情報が記載されていないため，

物品一覧表上記載されている物品であるかどうかを確認することが出来ないもの。 

×：現物自体が存在しないもの。 

 

※1：当該物品については，現物自体は確認できたものの，まったく使用されていない状況であった。実際

に廃棄はされていないとしても明らかに教育の用から除外されているものであり，物品一覧表からは

削除する必要がある。この場合には，実際に教育の用に供されている物品と区別するために，「廃棄

予定」あるいは「除却済み」等の貼り紙を貼付して保管するなどの措置が必要であろう。 

※2：当該物品は，殺菌器という物品の性質上，証票は貼付していないとのことであった。確かに，すべて

の物品に証票を貼付するのは物理的・技術的に困難である場合もあるであろう。しかし，証票は当該

物品を特定するための重要な証票であり，物品の性質上シール貼付できない場合でも，例えば取扱説
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明書に貼付しておく等の工夫は必要である。 

   

イ 物品の網羅性検証 

現物実査を行う課程で現地において無作為に 5 件の物品を選び，当該物品が適切

に台帳に記載されていることを確認した。結果は以下の通りである。 

 

保管場所 品名 取得年月日 整理番号 監査人評価 備考 

動物応用実験室 ラボ分析用電子天秤 平成 12 年 2 月 28 日 不明 × ※1 

作物実習棟 とるストーン 平成 27 年 9 月 24 日 不明 ○ ※2 

乳製品製造実習室 ホモゲナイザー 平成 11 年 3 月 31 日 14 ○ ※2 

乳製品製造実習室 自動真空包装機 平成 11 年 3 月 31 日 2 ○ ※2 

植物工学準備室 薬品保管庫 平成 11 年 3 月 31 日 1 ○ ※2 

○：物品一覧表に記載があったもの。 

×：物品一覧表に記載がなかったもの。 

 

※1：証票は貼付されているが，分類番号と取得年月日しか記載されていない。近い日付で取得している物

品が物品一覧表に存在しているが，整理番号が証票に記載されていない以上，同一の物品であると確

信することはできない。 

※2：証票は貼付されているが，分類番号と取得年月日しか記載されていない。※1 の場合と異なり，取得

年月日が同一の物品が物品一覧表に存在しているため，おそらく物品一覧表に記載されている物品で

あることは推測される。 

 

ウ 薬品・農薬の管理状況 
保管責任者立会いのもと，各保管場所を実査したところ，結果は以下の通りであ

った。 

（ア）化学準備室 

化学薬品台帳が備えてあり，鍵付き保管庫で保管している。使用のつど使用

料を記録し，年度末には棚卸を実施している。サンプルで現物と化学薬品台帳

の突合を実施したところ問題はなかった。 

（イ）食品分析準備室 

管理台帳らしきものは保管庫に貼ってあったが，薬品名に正の字が記載してあ

るのみであり，どの薬品がどれだけの量保管されているのか確認できず，管理

台帳として全く機能していなかった。 

（ウ）植物培地調整室 

鍵付き保管庫で保管は行われているが，台帳が存在していない。保管責任者に

ヒアリングしたところ，当該毒物及び劇物は未使用であり，生徒に保管状況を
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学ばせるために置いているとのことであった。 

（エ）園芸調整室 

鍵付き保管庫で保管は行われており，台帳も存在しているものの，引継後の担

当者が現物との照合を行っておらず，現状どれだけの毒劇物があるかわからな

い状況であった。 

（オ）農具室 

鍵付き保管庫で保管が行われており，「農薬使用記録簿」及び「農薬在庫管理

台帳」で適切に管理されていた。 

（カ）園芸用土作業室 

鍵付き保管庫で保管は行われているが，台帳が存在していない。 

   エ 現金等の管理 

     金庫内を実査したが，特に現金等の管理に問題点は確認できなかった。 

   オ 寄宿舎の管理状況 

     出雲農林高校は，寄宿舎として「明耕寮」を完備しており，本監査時点（平成

28 年 11 月 4 日時点）で定員 40 名に対して 9名の生徒が入寮している。 

     明耕寮は男子寮であり，前記入寮生はいずれも男子生徒である。 

     収支については，決算書によれば，平成 26 年度が収入 3,538,893 円（うち，繰

越金が 1,933,827 円），支出が 2,054,217 円であり，繰越金を除けば単年度収支は

449,151 円の赤字である。平成 27 年度も収入 2,733,620 円（うち，繰越金が

1,476,205 円），支出が 1,678,497 円であり，繰越金を除けば単年度収支は 421,082

円の赤字である。 

     なお，出雲農林高校では，近年，女子生徒の入学者数が増加しており，平成 28

年度の在校生 447 名のうち，男子生徒が 148 名，女子生徒が 299 名と女子生徒の

比率の方がかなり高い。女子生徒の中には寮の利用を必要とする生徒もいるが，

明耕寮は男子寮であるため現状は女子生徒が利用することができない。 

     そこで，出雲農林高校としては，入寮のニーズがある女子生徒も明耕寮を利用

できるようにするための方策を島根県教育委員会と協議中である。 

 （４）評価 

   ア 指摘① 

   （ア）指摘の内容 

      物品一覧表と現物との照合を定期的に行い，その結果を記録として保存する

よう改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

      上記実在性及び網羅性を検証する監査手続を実施した結果，物品一覧表と現

物の不一致が散見された。その原因は，除却漏れや登録漏れ等であると考えら

れる。したがって，まずは，除却漏れや登録漏れがないよう，物品の管理方法
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を改善する必要性がある。 

      また，そのような不一致を生じさせないためには，物品一覧表と現物との照

合を実施する必要性があるが，出雲農林高校ではそのような照合が実施されて

いなかった。 

      物品一覧表と現物との照合を定期的に実施すれば，万が一，物品の登録漏れ

や除却漏れがあった場合にも適切に対応できるであろう。 

      したがって，物品一覧表と現物との照合を定期的に行い，その結果を記録と

して保存すべきである。 

   イ 指摘② 

   （ア）指摘の内容 

      薬品や農薬等の標準的な台帳を整備するなどして，薬品や農薬等の管理方法

の改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

      薬品及び農薬については，誤った使用がなされると事故を招きかねず，学校

安全の観点からも厳重な管理が必要である。しかし，今回監査を実施した結果，

薬品及び農薬について十分な管理がなされているとは言い難かった。そもそも

台帳が存在しないケース，台帳は存在するものの現物との照合が行われておら

ず台帳としての機能を有していないケースなど態様は様々だが，今一度薬品及

び農薬の危険性を再認識し，慎重な管理を行っていただきたい。 

      台帳記載の方法は種々の方法があると考えられるが，今回の監査でも薬品及

び農薬の残数などの必要な情報が記載されていない台帳も散見された。教育委

員会として台帳の標準様式を作成し，薬品及び農薬を保管している学校に配布

する等の措置が必要である。 

   ウ 意見 

   （ア）意見の内容 

      明耕寮について，女子生徒も明耕寮を利用できるように女子寮の併設や転用

等を検討するなどし，明耕寮の有効活用を図るよう改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

      明耕寮は，男子寮であるが，店員 40 名に対して本監査時点（平成 28 年 11 月

4 日時点）で 9 名の男子生徒しか利用していない。これでは寮の有効活用となっ

ていないと言わざるを得ない。 

また，寮の単年度収支は赤字であり，繰越金を切り崩しているのが現状であ

る。収支の改善のためには，寮費の値上げも考えられるが，生徒や保護者の負

担が大きくなり現実的ではない。 

      そうすると，寮の有効活用や適切な運営のためには，寮の利用生徒を増やす

ことが重要であるが，近時，出雲農林高校では女子生徒の入学者が増えており，
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平成 28 年度は全校生徒のうち約 67％が女子生徒である。そして，女子生徒の増

加に伴い，女子生徒の寮の利用に対するニーズも増えてきているが，男子寮で

あるから現状では女子生徒が寮を利用することができない。 

      しかし，寮の有効活用を考えると，今後は，寮に女子寮を併設したり，また

は思い切って女子寮に転用するなどした方が，寮の利用者増につながり，寮の

有効活用につながると考える。 

      したがって，３E の観点から，寮の運用について，女子生徒も利用できるよう

にするなどして有効活用を図るよう改善を求める。 

 

 ４ 情報管理 

 （１）監査項目 

    情報管理に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    パソコンの管理台帳から無作為にパソコンを抽出し，現物が存在するか否かを確

認する実査を実施した。 

    また，学校企画課が各学校の教育職員用に配布している USB メモリについて，USB

メモリの管理台帳と現物との照合を行った。また，USB メモリの中に個人情報が消去

されずに残っていないかサンプルチェックを実施した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 実査の結果 

     パソコンの実査の結果，パソコンが実在することを確認した。 

     USBメモリの管理台帳の整備状況及びUSBメモリ現物の管理状況について特に問

題となる点は発見されなかった。また，USB メモリの中に個人情報が消去されずに

残っていないかをサンプルでチェックした結果，個人情報は適切に消去されてい

た。 

   イ USB メモリの現物確認の頻度 

     教頭が概ね 1～2週間ごとに目視による確認を実施している。 

 （４）評価 

   ア 意見 

   （ア）意見の内容 

      今後改訂される予定である USB の管理・運用に関する規定に従い，USB の所在

確認をしていただきたい。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

教育職員用の USB の管理・運用について，学校企画課が定めた「教育職員用公

用 USB メモリ利用上の遵守事項」によれば，週１回の目視による所在確認を実

施するものとされているが，出雲農林高校では概ね 1～2週間ごとに確認してお
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り，前記遵守事項が遵守されているとは言い難い。  

ただし，事務職員用の USB の目視による所在確認の頻度は，情報政策課が定め

た規程により月に 1 回である。そこで，教育職員用の USB の紛失事例が生じな

い状態が続けば，情報政策課の規程に合わせるなど，目視による所在確認の頻

度の見直しが必要と思われる。これについては，学校企画課で改訂を予定され

るということなので，改定後の USB の管理・運用に関する規定に従い，USB の所

在確認をしていただきたい。 

 

 ５ 県費会計 

 （１）監査項目 

    県費会計に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    契約一覧の中から，いくつかの契約を抽出し，抽出した契約の契約書や実績報告

書等を閲覧し，島根県会計規則に従った運用がなされているか確認した。 

    また，未収金の有無及び管理方法についても書類等を閲覧し，島根県会計規則に

従った運用がなされているか確認した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 抽出した契約 

      

支出項目 支出の事由 契約金額 契約手続 合見積の有無

施設設備等保

守管理委託料 

消防用設備保守点検業務 855,360 随意契約 有。2社 

動物糞尿処理施設浄化槽保

守点検業務 

207,360 随意契約 無 

合併浄化槽保守点検業務 911,995 随意契約 有。2社 

地下タンク等漏洩検査及び

点検・清掃・板厚測定業務 

302,400 随意契約 有。2社 

備品購入費 真空濃縮機購入 12,106,800 入札  

 

   イ 契約手続の適正性 

     前記抽出した契約について，島根県会計規則に従った運用がなされているか確

認した。 

     随意契約が多かったが，ほとんどの契約で合見積もりが徴されていた。 

     その他，島根県会計規則に違反するような問題のある事項は確認できなかった。 

   ウ 未収金の管理 

     出雲農林高校において，過年度も含め未収金は確認できなかった。 
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 （４）評価 

    本監査の結果，指摘又は意見を付すべき事項は確認できなかった。 

 

 ６ 県費外会計 

 （１）監査項目 

    県費外会計に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    県費外会計に係る財務書類や通帳等を閲覧し，「学校徴収金等取扱要綱」に従った

運用がなされているか確認した。また，会計担当者等に対してヒアリングを実施した。 

    なお，県費外会計に係る収入及び支出の内容についても，学校企画課が策定した

ガイドラインに従い，本来県費で負担すべきものを私費で負担させていないかなどの

点についても留意して監査を実施した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 監査対象とした県費外会計の種類 

     本監査で監査対象とした県費外会計は以下のとおりである。 

   （ア）学校徴収金会計 

      寮費会計 

      吹奏楽部部費会計 

      出農太鼓部部費会計 

      部活動振興費会計 

   （イ）団体会計 

      PTA 収益事業会計 

   イ 会計の運用状況 

   （ア）学校徴収金会計 

寮費会計については，現金出納簿と預金通帳上の出入金の日付があっていな

いものが多々あった。この原因について，会計担当者に対しヒアリングを実施

したところ，現金出納簿の出入金の日付は，実際に現金が動いた日付ではなく，

収入伺いや支出伺いの決裁のあった日付を記載していることが分かった。 

また，同じく，寮費会計について，平成 27 年度の決算書をみると，前年度繰

越金が 1,476,205 円となっていたが，預金通帳をみると，平成 26 年度会計の締

日である平成 27 年 3 月 31 日時点の預金通帳残高は 1,446,004 円であり整合し

ていなかった。この原因をさらに調査した結果，平成 27 年度の会計担当者は，

前年度繰越金の数字を平成 27 年 4 月 6 日時点の数字としていたことが分かり，

現金出納簿上もそれ以降の収支を記載しており，平成 27 年 4 月 1 日から同月 6

日までの収支は平成 27 年度の会計には反映されていなかった。 

さらに，同じく，寮費会計について，平成 26 年度会計決算書の次年度繰越金
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の金額が 1,484,676 円となっていたが，預金通帳上の数字は，前記のとおり平

成 27 年 3 月 31 日時点で 1,446,004 円であり整合していなかった。この原因に

ついてもさらに調査した結果，平成 26 年度の会計担当者は，平成 26 年度会計

の締日を平成 27 年 4 月 6 日とした上で，平成 26 年度の収支のうち，一部（平

成 27 年 4 月 2日（7,163 円の支出），平成 27 年 4 月 6日（1,308 円の支出））の

支出を決算に反映させていなかったことが原因であることが推認された。 

なお，平成 26 年度及び平成 27 年度の決算書の数字に一部誤りがある（収入

及び支出の予算額及び補正後予算額の合計金額）。 

   （イ）団体会計 

      PTA 収益事業会計と 1年生の学級費会計間で 8万円の貸借があった。これは 1

年生の研修の際にお寺のお布施代として現金で 8 万円が必要となり，本来は学

級費会計から支出すべきところ，緊急性を要したために PTA 収益事業会計から

支出したということであった。しかし，会計間の貸借について校長の決裁はな

かった。 

   ウ 未収金の状況 

     平成 28 年 10 月 28 日時点で 1,810,912 円の未収金が生じている。 

 （４）評価 

   ア 指摘① 

   （ア）指摘の内容 

      寮費会計について，決算の内容に誤りがあるため，適切な会計処理を実施す

るよう改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

      寮費会計については，平成 26 年度及び平成 27 年度において，会計年度（当

年 4月 1日から翌年 3月 31 日）外の収支を当年度の決算に反映させており，し

かも，平成 26 年度は一部の収支が決算に反映されていないなどの複合的な原因

により，決算書の繰越金額が預金通帳の残高と一致しないなどの点が確認され

た。また，決算書の数字に一部誤りが確認された。 

      このような処理となったのは，おそらく，会計担当者間での引継ぎが十分に

なされなかったことや，会計年度当初は異動等で会計に割ける時間や労力がな

く時宜にかなった会計処理が困難であったことなどの原因が考えられるが，や

はり，会計年度外の収支を決算に反映すべきではないし，収支に漏れがないよ

うにしなければならないことは当然である。 

      したがって，寮費会計については，会計内容を見直し，適切な会計処理を実

施することが必要である。 
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イ 指摘② 

（ア）指摘の内容 

他会計間のお金の貸借をする場合には校長の決裁を受けるよう改善を求める。 

（イ）理由及び改善の方向性 

PTA 収益事業会計において，校長の決裁を受けずに他会計との間でお金の貸借

がなされているケースがあった。このような県費外会計間での貸借について，

学校徴収金等取扱要綱上，校長の決裁を受ける場合を除き原則禁止されている。 

したがって，県費外会計間の貸借をする場合には，校長の決裁を受けること

を徹底するよう改善が必要である。 

ウ 意見 

   （ア）意見の内容 

金銭出納簿上の出入金の日付は，実際に現金が動いた日付を記載するよう改

善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

寮費会計においては，金銭出納簿と預金通帳の出入金の日付が整合していな

いものが多々あった。この原因は，金銭出納簿上の出入金の日付は，実際に現

金が動いた日付ではなく，収入伺いや支出伺いの決裁があった日付を記載して

いることが分かった。 

しかし，本来，金銭出納簿上の出入金の日付は現金が動いた日付を記載すべ

きであるから，そのように運用を改善すべきである。 

    

 ７ 学校評価・教育職員評価 

 （１）監査項目 

    学校評価・教育職員評価に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    教頭に対して学校評価・教育職員評価に係る財務事務についてヒアリングを実施

するとともに，学校評価・教育職員評価に係る評価書類等を閲覧した。 

 （３）認定した監査事実 

    学校評価・教育職員評価については，島根県教育委員会が作成した「学校評価ガ

イドブック」及び「評価システム実施の手引き」に沿って実施されていた。 

    評価実施の流れについては，第 5章‐第 8‐3を参照されたい。 

    評価の内容については，学校評価に関しては「学校評価表」を過去 3 年分程度を

確認し，また，教育職員評価については，「自己目標評価シート」及び「評価・育成

シート」を確認したが，特段問題点は確認できなかった。教育職員評価については，

「〇〇検定の受験者を〇〇名確保する」，「課題を１年間で〇〇回提出させる」，「学

校便りを１年間で〇回発行する」など具体的な数値目標を設定している教育職員も
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多々いた。また，具体的な数値目標の設定がなくとも，自己目標達成の手立てを具

体的に示している教育職員が多かった。自己評価についても，数値目標については

その数値を達成できたか否かを評価できていた。 

 （４）評価 

    本監査の結果，指摘又は意見を付すべき事項は確認できなかった。 

 

 ８ 学校の安全管理 

 （１）監査項目 

    学校の安全管理に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    法令でその策定が要求される，①学校保健計画，②学校安全計画，③危険等発生

時対処要領，④学校警備及び防災の計画がそれぞれ策定され，それに基づき計画等

が実行されているか確認した。 

    また，学校における事故，不祥事や保護者対応等の実情についてもヒアリングを

実施した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 法令で定められる計画の有無 

     全ての計画が策定されていることを確認し，当該計画が実行されていることを

確認した。 

   イ 事故，不祥事について 

     農林高校ということもあり，農場で農機具を使用中に教育職員が負傷する事故

などが生じることがあるとのことであった。また，部活動中に生徒がケガをした

事例もあった。 

   ウ 保護者対応について 

     特に問題となるような事例は確認できなかった。 

 （４）評価 

    本監査の結果，指摘又は意見を付すべき事項は確認できなかった。 
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第５ 宍道高校 

 

 １ 勤務管理 

 （１）監査項目 

    教育職員の勤務管理に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    出退勤状況記録表等の勤務時間に関する資料を閲覧するとともに，勤務状況につ

いてヒアリングを行った。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 勤務時間把握のための資料の有無 

     教育職員については，長時間労働者に対する面接指導の対象者を選定するため

の出退勤状況記録表の作成がなされていた。 

   イ 出退勤状況記録表の保存の有無 

     出退勤状況記録表は，実施要領通り，適切に保存されていた。 

   ウ 集計資料の有無 

     集計資料は作成され，保存されていた。 

   エ 時間外労働の実態 

     平成 27 年度における宍道高校の全教育職員の時間外労働の分析結果は，以下の

とおりである。 

     なお，分析手法等については，第 5 章‐第 1‐3‐（2）‐イ「分析手法」をご覧

いただきたい。 

 

 

 

オ １月当たりの平均時間外労働時間 

     19 時間 31 分。分析が実施できた高校の中では最も少なかった。 

カ 時間外労働時間数・上位 5 件 

     最長 101 時間 35 分。5件の平均値 86 時間 3分。 

     一部の教育職員においては長時間の時間外労働が行われているといえる。 

 

有
有 3月の集計記録なし

19時間31分
101:35 84:40 84:35 82:05 77:20 平均値 86:03

80時間以上100時間未満の人数（単位：人） 0 0.0%
100時間以上120時間未満の人数（単位：人） 0 0.0%
120時間以上160時間未満の人数（単位：人） 0 0.0%

160時間以上の人数（単位：人） 0 0.0%
８０時間以上の者の合計数（単位：人） 0 0.0%

①１００時間超の月数が年間25％以上の者 0 0.0%
②１２０時間以上の月数が年間16..7％以上の者 0 0.0%
③１６０時間以上の月数が１つ以上ある者 0 0.0%
④８０時間以上の月数が50％以上の者 0 0.0%
⑤①～④のいずれかのリスクを有する者 0 0.0%

出退勤状況記録票の保存の有無
集計資料の有無

月当たりの平均時間外労働時間
時間外労働時間数・上位５件（単位：時間）

月平均

リスク
人員数
（単位：

人）

全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合

全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合
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キ 月平均時間外労働時間毎の人員数 

     月平均の時間外労働時間が 80 時間以上となったものはいなかった。 

ク 労働安全上のリスクを負っていると考えられる人員数 

     何らかの労働安全上のリスクを負っていると考えられるものはいなかった。 

 （４）評価 

   ア 意見 

   （ア）意見の内容 

一部の教育職員に長時間労働が見られる現状を踏まえ，教育職員の勤務時間の

適正な把握と長時間勤務抑制のための措置を実施するよう改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

一部の教育職員において長時間の時間外労働が見られたが，限定的なものであ

り，全体としては時間外労働はあまり見られなかった。部活動があまり実施され

ていないこと，勤務が交代制となっておりシフトの管理が的確になされているこ

となどが影響しているものと思われる。 

しかし，一部ではあるが，長時間の時間外労働を行っている教育職員も確認さ

れた。 

したがって，まずは，①教育職員の勤務時間の適正な把握をするとともに，そ

の上で，②一部の教育職員に見られる時間外労働が生じている原因を分析し，そ

の原因を改善することが必要である。 

 

 ２ 人件費 

 （１）監査項目 

    教育職員の給与及び旅費に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    給与のうち，特に，特殊勤務手当，宿日直手当，産業教育手当の支給手続につい

て監査するため，給与等事務システムや出退勤状況記録表を確認・分析した。 

    旅費についても，領収証等の証拠書類を確認した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 手当 

     監査対象とした 4 名の教育職員については，特殊勤務手当，宿日直手当，産業

教育手当はいずれもなかった。 

イ 旅費 

旅費については資料を確認したが，特段の問題は見受けられなかった。 

 （４）評価 

    本監査の結果，指摘又は意見を付すべき事項はなかった。 
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 ３ 資産管理 

 （１）監査項目 

    資産管理に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    資産のうち，主に，現金等や物品の管理について監査した。 

物品の管理については，物品一覧表から無作為に 10 件の物品を抽出し，物品一覧

表に記載されている物品の現物の有無及び整理番号が記載された証票により適切に

管理がおこなわれているかどうか確認した（物品の実在性検証：現物実査）。さらに，

現物実査を行う課程で現地において無作為に 5 件の物品を選び，当該物品が適切に

物品一覧表に記載されていることを確認した（物品の網羅性検証）。 

また，金庫内を実査し，現金その他の現金同等物が適切に管理されているかを確

認した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 物品の実在性検証：現物実査 

物品一覧表から無作為に 10 件の物品を抽出し，物品一覧表に記載されている物

品の現物の有無及び整理番号が記載された証票により適切に管理がおこなわれて

いるかどうか確認した。結果は以下の通りである。 

 

整理番号 品名 取得年月日 金額 監査人評価 備

考 

4 グランドピアノ 昭和 61 年 5月 1日 1,800,000 円 ○  

384 一般書庫（金庫） 平成 7年 6月 9日 287,473 円 △  

― 簡易放射能検知器 平成 18 年 11 月 5 日 113,925 円 △  

S485-1 教師用物理地学実験台本体 平成 22 年 3月 4日 1,523,025 円 ○  

S118-1 光の速度測定装置 平成 22 年 3月 26 日 260,746 円 ○  

S187-1 純水製造装置 平成 22 年 3月 31 日 507,465 円 ○  

7-1 顕微鏡収納保管庫 平成 22 年 5月 18 日 256,200 円 ○  

Jan-46 管理機 平成 23 年 3月 17 日 223,000 円 ○  

1272 教材提示装置 平成 26 年 3月 5日 110,250 円 ○  

1289 マップケース 平成 27 年 7月 16 日 141,069 円 ○  

 

○：現物が存在し，かつ，物品一覧表上の整理番号が記載された証票が貼付してあり，管理状況が良好で

あるもの。 

△：現物は存在するものの，証票が貼付されていないあるいは証票に必要な情報が記載されていないため，

物品一覧表上記載されている物品であるかどうかを確認することが出来ないもの。 

×：現物自体が存在しないもの。 
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上記実在性検証に加え，宍道高校が作成している「不用品決定・処分調書」

を通査したところ，下記の物品については平成 28 年 2 月 4日付で不用品決定さ

れている物品であった。 

 

整理番号 品名 取得年月日 廃棄理由 

S591-1 クライアントデスクトップ 平成 22 年 2月 12 日 機能しないため 

S591-1 ディスプレイ 平成 22 年 2月 12 日 機能しないため 

 

上記物品について物品一覧表を確認したところ，整理番号 S591-1「図書管理

システム一式」・金額 1,225,606 円の一部であることが判明した。 

この図書管理システム一式には，①サーバー②無停電電源装置③クライアン

トデスクトップ④ディスプレイ⑤クライアントノート PC⑥プリンター⑦外付ハ

ードディスク⑧バーコードリーダー⑨図書管理システム⑩その他（付属品）が

含まれており，今回はこのうち③クライアントデスクトップ④ディスプレイを

不用品決定したものである。 

摘要欄には「H28.2.4 に③④各 1台廃棄処分。故に，③④は，現在 1台ずつ。」

との記載があり，不用品決定の事実は正確に反映されている。しかし，除却し

た事実は金額的には何ら反映されない。このような場合には，細部まで区分す

る必要はないが，ある程度機能が独立している物品については，図書管理シス

テムの中で枝番管理するのが望ましい。枝番管理を行うことによって，一部の

除却あるいは更新等も適切に管理を行うことが可能となる。 

   イ 物品の網羅性検証 

現物実査を行う課程で現地において無作為に 5 件の物品を選び，当該物品が適

切に台帳に記載されていることを確認した。結果は以下の通りである。 

 

保管場所 品名 取得年月日 整理番号 監査人評価 備考

理科準備室 自動洗浄乾燥機 平成 22 年 3月 31 日 S179-1 ○  

事務室 冷凍冷蔵庫 平成 22 年 3月 29 日 S351-1 ○  

事務室 保管庫 平成 22 年 3月 15 日 S552-2 ○  

図書室 閲覧用椅子 平成 22 年 3月 30 日 S233-8 ×  

生物教室 定温乾燥機 平成 22 年 3月 31 日 S189-2 ○  

 

○：物品一覧表に記載があったもの。 

×：物品一覧表に記載がなかったもの。 
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   ウ 現金等の管理 

     金庫内を実査したが，特に現金等の管理に問題点は確認できなかった。 

 （４）評価 

   ア 意見 

   （ア）意見の内容 

      物品一覧表と現物との照合結果について，その結果を記録として保存するよ

う改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

      宍道高校においては，物品一覧表と現物との照合が行われている。ただし，

現物照合の結果が記録として残されていないため，結果を記録として保存すべ

きである。 

      また，宍道高校において上記実在性及び網羅性を検証する監査手続を実施し

た結果，一部証票が貼付されていない物品は存在するものの，他校と比較する

と良好に物品管理が行われている印象を受けた。事務局担当者にヒアリングし

たところ，夏休み期間中に各物品の保管担当の教育職員に物品一覧表を配布し，

物品一覧表との現物照合を行ってもらっているとのことであった。確かに各県

立高校の事務担当がすべての物品を実査するのは人的資源の面で限界があるた

め，この方法はすべての県立高校が取り入れることが出来る好事例である。ぜ

ひ他の県立高校にもこのような方法を取り入れていただきたい。ただし，その

際の現物照合は少なくとも二人で実施し，その結果を記録として残しておく必

要がある。加えて，今後の物品管理をより効果的かつ効率的に行うために，証

票が貼付されていない物品については証票の貼付を徹底していただきたい。 

 

 ４ 情報管理 

 （１）監査項目 

    情報管理に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    パソコンの管理台帳から無作為にパソコンを抽出し，現物が存在するか否かを確

認する実査を実施した。 

    また，学校企画課が各学校の教育職員用に配布している USB メモリについて，USB

メモリの管理台帳と現物との照合を行った。また，USB メモリの中に個人情報が消去

されずに残っていないかサンプルチェックを実施した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 実査の結果 

     パソコンの実査の結果，パソコンが実在することを確認した。 

     USBメモリの管理台帳の整備状況及びUSBメモリ現物の管理状況について特に問
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題となる点は発見されなかった。また，USB メモリの中に個人情報が消去されずに

残っていないかをサンプルでチェックした結果，個人情報は適切に消去されてい

た。 

   イ USB メモリの現物確認の頻度 

     貸し出しているものについては週に 1 回，貸し出しておらず金庫で保管してい

るものについては月に 1回確認している。 

 （４）評価 

    本監査の結果，指摘又は意見を付すべき事項は確認できなかった。 

 

 ５ 県費会計 

 （１）監査項目 

    県費会計に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    契約一覧の中から，いくつかの契約を抽出し，抽出した契約の契約書や実績報告

書等を閲覧し，島根県会計規則に従った運用がなされているか確認した。 

    また，未収金の有無及び管理方法についても書類等を閲覧し，島根県会計規則に

従った運用がなされているか確認した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 抽出した契約 

   

支出項目 支出の事由 契約金額 契約手続 合見積の有無

印刷製本費 機関誌「碧雲通信 1,161,734 随意契約 有。2社 

平成 28 年度のレポートの印刷 1,130,760 随意契約 有。4社 

施設設備等保守

管理委託料 

学校環境衛生管理業務委託 606,096 随意契約 有。2社 

消防用設備保守点検業務 864,000 随意契約 有。3社 

清掃業務委託 5,181,840 入札  

機械警備業務委託 777,600 随意契約 無 

施設設備借上料 印刷機貸借 801,360 随意契約 有。3社 

備品購入費 大判プリンターの購入 614,304 随意契約 有。2社 

 

   イ 契約手続の適正性 

     前記抽出した契約について，島根県会計規則に従った運用がなされているか確

認した。 

     随意契約が多かったが，ほとんどの契約で合見積もりが徴されていた。 

     その他，島根県会計規則に違反するような問題のある事項は確認できなかった。 
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   ウ 未収金の管理 

     過年度に 1 件（金額 4,950 円）の未収金があったが，島根県会計規則に従い適

切に対応されていた。 

 （４）評価 

    本監査の結果，指摘又は意見を付すべき事項は確認できなかった。 

 

 ６ 県費外会計 

 （１）監査項目 

    県費外会計に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    県費外会計に係る財務書類や通帳等を閲覧し，「学校徴収金等取扱要綱」に従った

運用がなされているか確認した。また，会計担当者等に対してヒアリングを実施した。 

    なお，県費外会計に係る収入及び支出の内容についても，学校企画課が策定した

ガイドラインに従い，本来県費で負担すべきものを私費で負担させていないかなどの

点についても留意して監査を実施した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 監査対象とした県費外会計の種類 

     本監査で監査対象とした県費外会計は以下のとおりである。 

   （ア）学校徴収金会計 

      生徒徴収金会計 

      遠足会計 

   （イ）団体会計 

      FTA 会計 

      同窓会会計 

   イ 会計の運用状況 

   （ア）学校徴収金会計 

遠足会計について，遠足費用の支出について合見積もりがとられていなかっ

た。 

なお，金銭出納簿上の入出金の日付が，実際に現金が動いた日付ではなく，

収入伺いや支出伺いの決裁の日付を記載している例が散見された。 

   （イ）団体会計 

      同窓会会計について同窓会から委任状が徴されていなかった。 

また，宍道高校ではキャッシュカードを平成 28 年 5 月から 10 月まで使用し

ていた。しかし，学校徴収金等取扱要綱はキャッシュカードの利用要件（概ね

片道 5 ㎞圏内に金融機関の有人店舗がない場合）を定めているところ，宍道高

校は片道 5 ㎞圏内に金融機関の有人店舗があるため利用要件を満たさない。担
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当者も上記ルールは理解しているが，このルールに反してキャッシュカードを

使用したのは，振込手数料の節約を目的としたものであるとのことであった。

なお，11 月以降は当該キャッシュカードを使用していないとのことであった。

キャッシュカード使用期間中の現金出納簿，証拠書類及び通帳を閲覧したとこ

ろ，会計上及び管理上特に問題となる点は発見されなかった。 

   ウ 未収金の状況 

     平成 27 年度の未収金が 1件（26,750 円）あった。 

 （４）評価 

   ア 指摘 

   （ア）指摘の内容 

      同窓会会計について，同窓会から委任状を徴するよう改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

      同窓会会計は団体会計であり，学校徴収金等取扱要綱では，同団体から委任

状を徴さなければならないこととなっている。 

      したがって，同窓会から委任状を徴するよう改善を求める。 

   イ 意見① 

   （ア）意見の内容 

遠足費のような大きな支出をする際には，合見積もりを徴するなどして生徒

や保護者の負担を軽減するよう改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

遠足会計について，遠足費の支出について合見積もりがとられていなかった。 

しかし，学校徴収金等取扱要綱 5 条では，校長は，学校徴収金の徴収に当た

っては，それぞれの徴収の必要性及び金額について精査を行い保護者負担の軽

減に努めなければならず，また，契約を締結する場合には，県費の支出に準じ，

合見積りや入札を実施し経費の節減に努めなければならないと定められている。 

したがって，遠足費のような大きな負担を伴う支出については，合見積もり

をとるなどして，生徒や保護者の負担を軽減するよう改善すべできある。 

   ウ 意見② 

   （ア）意見の内容 

金銭出納簿上の出入金の日付は，実際に現金が動いた日付を記載するよう改

善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

金銭出納簿と預金通帳の出入金の日付が整合していないものが散見された。

この原因は，金銭出納簿上の出入金の日付は，実際に現金が動いた日付ではな

く，収入伺いや支出伺いの決裁の日付を記載していることが分かった。 

しかし，本来，金銭出納簿上の出入金の日付は現金が動いた日付を記載すべ

 
209



 号外第 21号                島  根  県  報               平成 29年３月 24日  

 

                                                                              

 
 

きであるから，そのように運用を改善すべきである。 

   エ 意見③ 

   （ア）意見の内容 

キャッシュカードの利用に係る学校徴収金等取扱要綱の定めの遵守を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

宍道高校では，学校徴収金等取扱要綱でキャッシュカードを利用できる場合

の要件を満たしていないにも関わらず，キャッシュカードが利用されていた期

間があった。 

金銭出納簿は正確に記載され，領収証等も貼付されるなど実際のキャッシュ

カードの利用について不適正な点は無かったが，やはり，島根県教育委員会が

キャッシュカード利用によるリスクを回避するためにキャッシュカードの利用

要件を定めている以上，当該利用要件を遵守することが必要である。 

なお，平成 28 年 10 月以降はキャッシュカードの利用をしておらず，本監査

時点では当該利用要件が遵守されていたので，指摘ではなく意見とした。 

 

 ７ 学校評価・教育職員評価 

 （１）監査項目 

    学校評価・教育職員評価に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    教頭に対して学校評価・教育職員評価に係る財務事務についてヒアリングを実施

するとともに，学校評価・教育職員評価に係る評価書類等を閲覧した。 

 （３）認定した監査事実 

    学校評価・教育職員評価については，島根県教育委員会が作成した「学校評価ガ

イドブック」及び「評価システム実施の手引き」に沿って実施されていた。 

    評価実施の流れについては，第 5章‐第 8‐3を参照されたい。 

    評価の内容については，学校評価に関しては「学校評価表」を過去 3 年分程度を

確認し，また，教育職員評価については，「自己目標評価シート」及び「評価・育成

シート」を確認したが，特段問題点は確認できなかった。教育職員評価については，

自己目標評価シートに個々の教育職員が A，B，C の三段階評価記載する欄があり，

宍道高校が自己評価の客観化を目的として独自に設定したものである。自己評価の

客観化の取組は，自己評価する教育職員自身も客観的に評価が可能となるし，第三

者からも客観的に自己評価を確認できるから，大変良い取組みと考える。 

 （４）評価 

    本監査の結果，指摘又は意見を付すべき事項は確認できなかった。 
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 ８ 学校の安全管理 

 （１）監査項目 

    学校の安全管理に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    法令でその策定が要求される，①学校保健計画，②学校安全計画，③危険等発生

時対処要領，④学校警備及び防災の計画がそれぞれ策定され，それに基づき計画等

が実行されているか確認した。 

    また，学校における事故，不祥事や保護者対応等の実情についてもヒアリングを

実施した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 法令で定められる計画の有無 

     すべての計画が策定されていることを確認し，当該計画が実行されていること

を確認した。 

   イ 事故，不祥事について 

     事故，不祥事については特に確認できなかった。 

   ウ 保護者対応について 

     生徒の中には発達障害等が疑われる生徒も存在し，そのような生徒に対する指

導については専門的な知識等が必要であり対応等も難しい面がある。また，それ

らの生徒の保護者が，生徒の特性を認知していない場合もあり，そのような場合

には，家庭に踏み込んだ指導等をしなければならない局面も少なくないとのこと

であり，特別支援コーディネーターやスクールソーシャルワーカーと連携して対

応していく必要があるとのことであった。 

 （４）評価 

    本監査の結果，指摘又は意見を付すべき事項は確認できなかった。 
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第６ 浜田水産高校 

 

 １ 勤務管理 

 （１）監査項目 

    教育職員の勤務管理に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    出退勤状況記録表等の勤務時間に関する資料を閲覧するとともに，勤務状況につ

いてヒアリングを行った。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 勤務時間把握のための資料の有無 

     教育職員については，長時間労働者に対する面接指導の対象者を選定するため

の出退勤状況記録表の作成がなされていた。しかし，給与等事務システムに入力

された出退勤時刻と出退勤状況記録表に記載された出退勤時刻に齟齬があるもの

もあり，出退勤時刻が正確に記録されているとは言い難かった。 

   イ 出退勤状況記録表の保存の有無 

     出退勤状況記録表は，実施要領通り，適切に保存されていた。 

   ウ 集計資料の有無 

     集計資料は作成されていなかった。規範に違反するものではないが，実質的な

労務管理の実施を考えると，今後は集計資料を作成することが強く望まれる。 

   エ 時間外労働の実態 

     集計資料が作成されていなかったため，時間外労働の実態を分析することがで

きなかった。 

 （４）評価 

   ア 意見 

   （ア）意見の内容 

      勤務時間の適正な把握をするとともに，出退勤状況記録表を集計するなどし

て，個々の教育職員の長時間労働を適切に把握するための集計資料を作成する

ことで，面接指導の必要な教育職員を適切に把握できる体制を整えるよう改善

を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

浜田水産高校では，出退勤状況記録表の作成はなされていたが，個々の教育

職員の長時間労働の集計資料は作成されていなかった。このこと自体は違法・

不当とはいえないが，集計資料がなければ，教育職員の長時間労働の全体的把

握や推移等が分からず，面接指導の対象者の適切な把握等の労務管理に支障を

生じさせかねず不適切である。 

したがって，まずは，①教育職員の勤務時間の適正な把握をするよう改善す
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べきであり，その上で，②出退勤状況記録表などをもとに教育職員の長時間労

働を集計するなどして集計資料を作成し，教育職員の長時間労働を適切に把握

するよう改善を求める。 

 

 ２ 人件費 

 （１）監査項目 

    教育職員の給与及び旅費に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    給与のうち，特に，特殊勤務手当，宿日直手当，産業教育手当の支給手続につい

て監査するため，給与等事務システムや出退勤状況記録表を確認・分析した。 

    旅費についても，領収証等の証拠書類を確認した。 

 （３）認定した監査事実 

    特殊勤務手当，宿日直手当，産業教育手当の支給手続について，給与等事務シス

テムや出退勤状況記録表を確認・分析した結果は以下のとおりである。 

    なお，分析手法等については，第 5 章‐第 2‐3‐（4）「分析手法」をご覧いただ

きたい。 

   ア 特殊勤務手当 

 

従事内容欄 出退勤状況記録表 実際の活動が確認できる時間 

 

従事時間

の記載な

いもの 

支給基準

を満たさ

ないもの 

出退勤の

記載がな

いもの 

開始時間

と差異が

あるもの

終了時間

と差異が

あるもの

記載がな

く確認が

できない

もの 

支給基準

を満たさ

ないもの 

申請より

１時間以

上少ない

もの 

A 6 0 1 0 0 6 0 0

B 0 0 45 5 3 45 0 3

C 2 2 44 0 0 44 0 0

D 2 0 2 0 0 0 0 0

計 10 2 92 5 3 95 0 3

  

教育職員 A については，従事内容欄の記載が一切なく，出退勤状況記録表の記

載がないものも 1 件確認された。従事内容欄の記載がないのであれば本来要件充

足の有無の確認がおよそできないのであり，その点を看過して支給がなされてい

るのは問題と言わざるを得ない。 

     教育職員 B については，出退勤状況記録表の記載がないものが申請の大半であ

る 45 件に及んでいる上，「実際の活動が確認できる時間」の方が申請時間より短

いものが３件確認された。申請通りの業務従事があったとすれば出退勤状況記録
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表の記録状況に大いに問題があり，出退勤状況記録表の記録が正しいとすれば支

給要件を満たしていない支給が多数回なされたこととなり，いずれにせよ看過で

きない問題があると言わざるを得ない。 

     教育職員 C については，出退勤状況記録表の記載が一切なかった。さらに，従

事内容欄の記載レベルで支給要件を満たしていないものが 2 件確認された。具体

的には，①平成 27 年 5 月 30 日の部活動指導に係る手当について，部活動指導 4

時間以上の手当が支給されていたが，従事内容欄の部活動指導の開始時刻は午前

11 時 30 分で終了時刻は午後 2 時 30 分と入力されており，実際の部活動指導時間

は 3 時間であり，②同年 6 月 6 日に宿泊を伴わない対外運動競技の引率指導業務

の手当が支給されていたが，同手当は 7時間 45 分以上従事することが手当支給要

件であるところ，従事内容欄の引率指導業務の開始時刻は午前 8 時で終了時刻は

午後 3 時 30 分と入力されており，実際の引率指導業務時間は 7 時間 30 分であっ

た。また，従事内容欄の記載がないものが 2 件確認された。多岐にわたって，大

きな問題があるものというべきである。 

     教育職員 D については，従事内容欄の記載も，出退勤状況記録表の記載も一切

なかった。およそ決裁も事後確認もできない状況であり，非常に問題があるもの

というべきである。 

イ 産業教育手当 

 

  申請と実施に差異があったコマ数 記録なし

A 2 0

B 0 2

D 0 0

計 2 2

 

    教育職員 D については，申請されたすべてのコマにおいて，記録上授業実施が

確認された。 

しかし，教育職員 A については，平成 27 年 10 月 1 日の強風で授業が休講とな

り実施されなかった 2 コマについて，授業を実施したものとして手当が支給され

ているものが発見された。 

また，教育職員 B については，出退勤状況記録表に勤務の記載がないものが 2

件発見された。 
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   ウ 宿日直手当 

 

  資料不整合の件数 

A 2 

D 15 

計 17 

 

宿日直手当については，記録の不整合が 17 件確認された。 

このうち，出退勤状況記録表に記載のないものが 8件確認された。 

エ 旅費 

旅費については資料を確認したが，特段の問題は見受けられなかった。 

 （４）評価 

   ア 指摘① 

   （ア）指摘の内容 

      一部の教育職員に対して，支給要件を満たしていないにも関わらず支給され

た特殊勤務手当については返還を求めるべきである。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

      本監査の結果，一部の教育職員に対して支給された特殊勤務手当について，

給与等事務システムの従事内容欄に入力された勤務時間を前提とすると支給要

件を満たしていないにも関わらず支給された手当が 2 件確認できた。明らかに

手当の支給要件を満たしていないことから，当該特殊勤務手当については返還

を求めるべきである。 

   イ 指摘② 

   （ア）指摘の内容 

      一部の教育職員に対して，支給要件を満たしていないにも関わらず支給され

た産業教育手当については返還を求めるべきである。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

      本監査の結果，一部の教育職員に対して支給された産業教育手当について，

実際には強風のため授業が休講となったにも関わらず，授業が実施されたとし

て手当が支給されていた。明らかに手当の支給要件を満たしていないことから，

当該産業教育手当については返還を求めるべきである。 

   ウ 意見 

   （ア）意見の内容 

      各種手当の支給の適正を図るために，手当支給申請時及び決裁時における手

当支給要件の確認を申請者及び決裁権者双方が適切に判断できるように，手当

支給手続の改善を求める。 
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   （イ）理由及び改善の方向性 

      浜田水産高校については，従事内容欄の時間の記載・出退勤状況記録表の記

載がないものが非常に多いことが特徴であった。また，従事内容欄の記載レベ

ルで支給要件を満たさないものも散見され，十分な申請・決裁における確認が

なされていないことが推認される。 

      なお，これらの根本的原因は，第 5 章‐第 1‐4‐（1）で指摘したとおり，教

育職員の勤務時間の適正な把握がなされていないことにある。 

      したがって，まずは教育職員の勤務時間を適正に把握し，手当支給申請時及

び決裁時における手当支給要件の確認を申請者及び決裁権者双方が適切に判断

できるように，手当支給手続の改善を求める。 

 

 ３ 資産管理 

 （１）監査項目 

    資産管理に係る財務事務 

（２）監査手続の内容 

資産のうち，主に，現金等や物品の管理について監査した。 

物品の管理については，物品一覧表から無作為に 10 件の物品を抽出し，物品一覧

表に記載されている物品の現物の有無及び整理番号が記載された証票により適切に

管理がおこなわれているかどうか確認した（物品の実在性検証：現物実査）。さらに，

現物実査を行う課程で現地において無作為に 5 件の物品を選び，当該物品が適切に

物品一覧表に記載されていることを確認した（物品の網羅性検証）。 

また，金庫内を実査し，現金その他の現金同等物が適切に管理されているかを確

認した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 物品の実在性検証：現物実査 

物品一覧表から無作為に 10 件の物品を抽出し，物品一覧表に記載されている物

品の現物の有無及び整理番号が記載された証票により適切に管理がおこなわれて

いるかどうか確認した。結果は以下の通りである。 
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整理番号 品名 取得年月日 金額 監査人評価 備考

不明 船用ボイラー模型 昭和 57 年 3月 31 日 1,900,000 円 △  

2 飼育槽 平成 3年 3月 25 日 2,163,000 円 △ ※1 

2 レーダートランスポルタ 平成 6年 3月 23 日 623,150 円 ○  

777 航海用レーダー 平成 9年 3月 31 日 8,961,000 円 △  

不明 サイレントカッター 平成 11 年 3月 23 日 1,764,000 円 ○ ※2 

不明 切断機 平成 14 年 2月 5日 499,800 円 △  

不明 カッター 平成 16 年 3月 31 日 6,878,550 円 ○ ※2 

不明 角度切 高速切断機 平成 20 年 9月 25 日 331,800 円 △  

不明 魚肉採取機 平成 23 年 3月 25 日 1,769,145 円 △  

不明 高圧洗浄機（防音型） 平成 26 年 8月 25 日 475,200 円 △  

 

○：現物が存在し，かつ，物品一覧表上の整理番号が記載された証票が貼付してあり，管理状況が良好で

あるもの。 

△：現物は存在するものの，証票が貼付されていないため，物品一覧表上記載されている物品であるかど

うかを確認することが出来ないもの。 

×：現物自体が存在しないもの。 

 

※1：当該物品については，現物自体は確認できたものの，まったく使用されていない状況であった。実際

に廃棄はされていないとしても明らかに教育の用から除外されているものであり，物品一覧表からは

削除する必要がある。この場合には，実際に教育の用に供されている物品と区別するために，「廃棄

予定」あるいは「除却済み」等の貼り紙を貼付して保管するなどの措置が必要であろう。 

※2：当該物品は，いずれも船であり，その物品の性質上，証票は貼付していないとのことであった。確か

に，すべての物品に証票を貼付するのは物理的・技術的に困難である。しかし，これらの物品はいず

れも物品一覧表上整理番号が付番されていない。証票は貼付できないとしても，整理番号の付番は適

切に行う必要がある。 

 

   イ 物品の網羅性検証 

現物実査を行う課程で現地において無作為に 5 件の物品を選び，当該物品が適

切に台帳に記載されていることを確認した。結果は以下の通りである。 
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品名 取得年月日 整理番号 監査人評価 備考 

擂摺機 平成 11 年 3月 31 日 90358 ○  

ヒュームコレクター 平成 28 年 9月 12 日 220675 ○  

小型低温恒温器 平成 25 年 9月 11 日 186799 ○  

カットモデル（ディーゼルエンジン） 平成 14 年 3月 29 日 90501 ○  

海図用棚土練機（常圧型） 昭和 39 年 4月 1日 不明 × ※1 

 

○：物品一覧表に記載があったもの。 

×：物品一覧表に記載がなかったもの。 

 

※1： 当該物品は物品一覧表に記載されていなかった。古い物品であるため物品一覧表に記載がなされて

いない理由を確認することはできないが，登録漏れあるいは物品一覧表上は除却されたが現物が残

っているケースが考えられる。 

 

   ウ 現金等の管理 

     金庫内を実査したが，特に現金等の管理に問題点は確認できなかった。 

 （４）評価 

   ア 指摘 

   （ア）指摘の内容 

      物品一覧表と現物との照合を定期的に行い，その結果を記録として保存する

よう改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

      上記実在性及び網羅性を検証する監査手続を実施した結果，物品一覧表と現

物の不一致が散見された。その原因は，除却漏れや登録漏れ等であると考えら

れる。したがって，まずは，除却漏れや登録漏れがないよう，物品の管理方法

を改善する必要性がある。 

      また，そのような不一致を生じさせないためには，物品一覧表と現物との照

合を実施する必要性があるが，浜田水産高校ではそのような照合が実施されて

いなかった。 

      物品一覧表と現物との照合を定期的に実施すれば，万が一，物品の登録漏れ

や除却漏れがあった場合にも適切に対応できるであろう。 

      したがって，物品一覧表と現物との照合を定期的に行い，その結果を記録と

して保存すべきである 
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 ４ 情報管理 

 （１）監査項目 

    情報管理に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    パソコンの管理台帳から無作為にパソコンを抽出し，現物が存在するか否かを確

認する実査を実施した。 

    また，学校企画課が各学校の教育職員用に配布している USB メモリについて，USB

メモリの管理台帳と現物との照合を行った。また，USB メモリの中に個人情報が消去

されずに残っていないかサンプルチェックを実施した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 実査の結果 

     パソコンの実査の結果，パソコンが実在することを確認した。 

     USBメモリの管理台帳の整備状況及びUSBメモリ現物の管理状況について特に問

題となる点は発見されなかった。また，USB メモリの中に個人情報が消去されずに

残っていないかをサンプルでチェックした結果，個人情報は適切に消去されてい

た。 

   イ USB メモリの現物確認の頻度 

     月に 1回，確認している。 

 （４）評価 

   ア 意見 

   （ア）意見の内容 

      今後改訂される予定である USB の管理・運用に関する規定に従い，USB の所在

確認をしていただきたい。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

教育職員用の USB の管理・運用について，学校企画課が定めた「教育職員用

公用 USB メモリ利用上の遵守事項」によれば，週１回の目視による所在確認を

実施するものとされているが，浜田水産高校では週に 1 回ではなく月に 1 回実

施されており，前記遵守事項が遵守されていなかった。  

ただし，事務職員用の USB の目視による所在確認の頻度は，情報政策課が定

めた規程により月に 1 回である。そこで，教育職員用の USB の紛失事例が生じ

ない状態が続けば，情報政策課の規程に合わせるなど，目視による所在確認の

頻度の見直しが必要と思われる。これについては，学校企画課で改訂を予定さ

れるということなので，改定後の USB の管理・運用に関する規定に従い，USB の

所在確認をしていただきたい。 
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 ５ 県費会計 

 （１）監査項目 

    県費会計に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    契約一覧の中から，いくつかの契約を抽出し，抽出した契約の契約書や実績報告

書等を閲覧し，島根県会計規則に従った運用がなされているか確認した。 

    また，未収金の有無及び管理方法についても書類等を閲覧し，島根県会計規則に

従った運用がなされているか確認した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 抽出した契約 

      

支出項目 支出の事由 契約金額 契約手続 合見積の有無 

施設設備等保

守管理委託料

寄宿舎調理業務 6,721,000 随意契約 企画提案コンペ

理科廃液処理業務委託 257,040 随意契約 有。3社 

し尿浄化槽保守点検清掃業務 2,579,040 入札  

校舎等機械警備業務委託 2,044,388 随意契約 無 

実習船あわしま機械警備業務 1,711,342 随意契約 無 

 

   イ 契約手続の適正性 

     前記抽出した契約について，島根県会計規則に従った運用がなされているか確

認した。 

     随意契約が多かった。寄宿舎調理業務については，近隣の浜田高校と合同で企

画提案コンペを実施している。同様の契約について高校同士が合同で発注するこ

とは，スケールメリットによる契約価格の低下等が期待でき良い試みである。 

     その他，島根県会計規則に違反するような問題のある事項は確認できなかった。 

   ウ 未収金の管理 

     浜田水産高校において，過年度を含め未収金は確認できなかった。 

 （４）評価 

    本監査の結果，指摘又は意見を付すべき事項は確認できなかった。 

 

 ６ 県費外会計 

 （１）監査項目 

    県費外会計に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    県費外会計に係る財務書類や通帳等を閲覧し，「学校徴収金等取扱要綱」に従った

運用がなされているか確認した。また，会計担当者等に対してヒアリングを実施した。 
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    なお，県費外会計に係る収入及び支出の内容についても，学校企画課が策定した

ガイドラインに従い，本来県費で負担すべきものを私費で負担させていないかなどの

点についても留意して監査を実施した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 監査対象とした県費外会計の種類 

     本監査で監査対象とした県費外会計は以下のとおりである。 

   （ア）学校徴収金会計 

      寄宿舎会計 

      学校徴収金（全学年）会計 

      学校徴収金（学年）会計 

      家庭課実習会計 

   （イ）団体会計 

      ＰＴＡ会計 

      後援会会計 

   イ 会計の運用状況 

   （ア）学校徴収金会計 

      学校徴収金（全学年）会計と他会計（PTA 寄付金会計）間でのお金の貸借があ

った。ただし，これについては校長の決裁があった。 

      また，同様に，学校徴収金（学級）会計と他会計間でもお金の貸借があり，

これについては校長の決裁があった。 

      さらに，家庭科実習会計及び寄宿舎会計についてキャッシュカードが利用さ

れていたが，学校徴収金等取扱要綱の利用要件（概ね片道 5 ㎞圏内に金融機関

の有人店舗がない場合）を満たしていなかった。実際の運用は，業者からの請

求書をもとに事務長が ATM で振込を行い，通帳・キャッシュカード及び請求書

をセットにして他の事務担当者に渡してチェックがなされ，証拠書類も保存さ

れていた。また，キャッシュカード使用期間中の現金出納簿，証拠書類及び通

帳を閲覧したところ，会計上及び管理上特に問題となる点は発見されなかった。 

   （イ）団体会計 

      ＰＴＡ会計でもキャッシュカードが利用されていたが，学校徴収金等取扱要

綱の利用要件を満たしていないことは前記のとおりである。 

   ウ 未収金の状況 

     平成 28 年度 3月末時点で 192,780 円の未収金があった。 
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 （４）評価 

   ア 指摘 

   （ア）指摘の内容 

キャッシュカードの利用に係る学校徴収金等取扱要綱の定めを遵守するよう

改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

浜田水産高校では，学校徴収金等取扱要綱でキャッシュカードを利用できる

場合の要件を満たしていないにも関わらず，複数の県費外会計でキャッシュカ

ードが利用されていた。 

出納簿は正確に記載され，領収証等も貼付されるなど実際のキャッシュカー

ドの利用について不適正な点は無かったが，やはり，島根県教育委員会がキャ

ッシュカード利用によるリスクを回避するためにキャッシュカードの利用要件

を定めている以上，当該利用要件を遵守することが必要である。 

イ 意見 

（ア）意見の内容 

県費外会計間の貸借について，そもそも県費外会計間の貸借が生じないよう，

会計年度における事業計画の精査や予算編成を行うよう改善を求める。 

（イ）理由及び改善の方向性 

学校徴収金会計において，他会計との間でのお金の貸借がなされていた。 

このような県費外会計間での貸借は，貸した側の県費外会計においては回収

リスクや事業資金不足等を生じさせる危険があり，また，借りた側の県費外会

計においても返済リスク等を生じさせる危険がある。また，私費を拠出する保

護者等に予測しない負担を生じさせることにもなる。 

そもそも，学校徴収金等取扱要綱では，会計年度において必要となる全ての

経費及び収入の見積りを行い，年度当初までに予算編成を行うと定められ，同

一会計間における異なる予算項目間での流用についてさえ例外とされているこ

とから，本来，県費外会計間の貸借はいくら校長の決裁があれば許容されると

定められていたとしても極めて例外的な場合に限られるというべきである。 

したがって，県費外会計間の貸借が生じないよう会計年度における事業計画

の精査や予算編成を慎重に行っていただきたい。 

 

 ７ 学校評価・教育職員評価 

 （１）監査項目 

    学校評価・教育職員評価に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    教頭に対して学校評価・教育職員評価に係る財務事務についてヒアリングを実施
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するとともに，学校評価・教育職員評価に係る評価書類等を閲覧した。 

 （３）認定した監査事実 

    学校評価・教育職員評価については，島根県教育委員会が作成した「学校評価ガ

イドブック」及び「評価システム実施の手引き」に沿って実施されていた。 

    評価実施の流れについては，第 5章‐第 8‐3を参照されたい。 

    評価の内容については，学校評価に関しては「学校評価表」を過去 3 年分程度を

確認し，また，教育職員評価については，「自己目標評価シート」及び「評価・育成

シート」を確認したが，特段問題点は確認できなかった。教育職員評価については，

同校が水産高校ということもあり，技術系の教職員は転勤がなく長期間にわたって

同校に在籍することから，教職員の能力等を長期にわたって把握しやすく，改善点

等についても具体的な指導ができるとのことであった。 

 （４）評価 

    本監査の結果，指摘又は意見を付すべき事項は確認できなかった。 

 

 ８ 学校の安全管理 

 （１）監査項目 

    学校の安全管理に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    法令でその策定が要求される，①学校保健計画，②学校安全計画，③危険等発生

時対処要領，④学校警備及び防災の計画がそれぞれ策定され，それに基づき計画等

が実行されているか確認した。 

    また，学校における事故，不祥事や保護者対応等の実情についてもヒアリングを

実施した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 法令で定められる計画の有無 

     全ての計画が策定されていることを確認し，当該計画が実行されていることを

確認した。 

   イ 事故，不祥事について 

     特に問題となるような事例は確認できなかった。 

   ウ 保護者対応について 

     部活動顧問の女性教育職員の指導に対して保護者から指導が厳しすぎるとのク

レームがあった。結果，女性教育職員は転勤希望を出し転勤したとのことであっ

た。保護者等からの苦情等に対しては組織的に対応しているとのことであった。 

（４）評価 

    本監査の結果，指摘又は意見を付すべき事項は確認できなかった。 
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第７ 隠岐島前高校 

 

 １ 勤務管理 

 （１）監査項目 

    教育職員の勤務管理に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    出退勤状況記録表等の勤務時間に関する資料を閲覧するとともに，勤務状況につ

いてヒアリングを行った。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 勤務時間把握のための資料の有無 

     教育職員については，長時間労働者に対する面接指導の対象者を選定するため

の出退勤状況記録表の作成がなされていた。しかし，給与等事務システムに入力

された出退勤時刻と出退勤状況記録表に記載された出退勤時刻に齟齬があるもの

もあり，出退勤時刻が正確に記録されているとは言い難かった。 

   イ 出退勤状況記録表の保存の有無 

     出退勤状況記録表は，実施要領通り，適切に保存されていた。 

   ウ 集計資料の有無 

     集計資料は作成され，保存されていた。 

   エ 時間外労働の実態 

     平成 27 年度における隠岐島前高校の全教育職員の時間外労働の分析結果は，以

下のとおりである。 

     なお，分析手法等については，第 5 章‐第 1‐3‐（2）‐イ「分析手法」をご覧

いただきたい。 

 

 

 

オ 1 月当たりの平均時間外労働時間 

61 時間 3分。 

 

有
有

61時間03分
105:12 99:24 97:04 90:22 86:56 平均値 95:47

80時間以上100時間未満の人数（単位：人） 6 22.2%
100時間以上120時間未満の人数（単位：人） 1 3.7%
120時間以上160時間未満の人数（単位：人） 0 0.0%

160時間以上の人数（単位：人） 0 0.0%
８０時間以上の者の合計数（単位：人） 7 25.9%

①１００時間超の月数が年間25％以上の者 6 22.2%
②１２０時間以上の月数が年間16..7％以上の者 3 11.1%
③１６０時間以上の月数が１つ以上ある者 2 7.4%
④８０時間以上の月数が50％以上の者 8 29.6%
⑤①～④のいずれかのリスクを有する者 8 29.6%

１名集計漏れ有。出退勤状況記録票で補充。

出退勤状況記録票の保存の有無
集計資料の有無

月当たりの平均時間外労働時間
時間外労働時間数・上位５件（単位：時間）

月平均

リスク
人員数
（単位：

人）

全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合

全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合
全体に占める割合

 
224



 号外第 21号                島  根  県  報               平成 29年３月 24日  

 

                                                                              

 
 

カ 1 月当たりの時間外労働時間数・上位 5 件 

     最長 105 時間 12 分。5件の平均値 95 時間 47 分。 

キ 月平均時間外労働時間毎の人員数 

     月平均時間外労働時間が 120 時間以上に及ぶ教育職員はおらず，「広く浅く」時

間外労働が行われていると評価できる。 

ク 労働安全上のリスクを負っていると考えられる人員数 

     いずれかのリスクがあると考えられるものが全体の 29.6％おり，決して少なく

はない水準である。 

 （４）評価 

   ア 意見 

   （ア）意見の内容 

全体的に長時間労働が見られる現状を踏まえ，教育職員の勤務時間の適正な把

握と長時間勤務抑制のための措置を実施するよう改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

      極めて長いとまでは言えないが，80～100 時間程度の十分に長い時間外労働が

比較的広範囲に広がっているといえ，改善が望まれる。 

なお，開示を受けた集計資料では，１名の教育職員が集計から漏れていたこ

とが確認された。正確な労務管理の観点からは，集計の正確性が重要であるた

め，以後適正な集計がなされることを望む。 

そのためにも，まずは，①教育職員の勤務時間の適正な把握をするよう改善

すべきであり，その上で，②時間外労働が生じている原因を分析し，その原因

を改善することが必要である。また，③長時間労働は教育職員の健康に悪影響

を及ぼす危険性があり，学校としても安全配慮義務違反などの法的リスクを負

う危険性もあるので，いわゆる過労死ラインとされている月 80 時間以上の時間

外労働を行っている教育職員の健康状態に留意する必要性がある。 

 

 ２ 人件費 

 （１）監査項目 

    教育職員の給与及び旅費に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    給与のうち，特に，特殊勤務手当，宿日直手当，産業教育手当の支給手続につい

て監査するため，給与等事務システムや出退勤状況記録表を確認・分析した。 

    旅費についても，領収証等の証拠書類を確認した。 

 （３）認定した監査事実 

    特殊勤務手当，宿日直手当，産業教育手当の支給手続について，給与等事務シス

テムや出退勤状況記録表を確認・分析した結果は以下のとおりである。 
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    なお，分析手法等については，第 5 章‐第 2‐3‐（4）「分析手法」をご覧いただ

きたい。 

   ア 特殊勤務手当 

 

従事内容欄 出退勤状況記録表 実際の活動が確認できる時間 

 

従事時間

の記載な

いもの 

支給基準

を満たさ

ないもの 

出退勤の

記載がな

いもの 

開始時間

と差異が

あるもの

終了時間

と差異が

あるもの

記載がな

く確認が

できない

もの 

支給基準

を満たさ

ないもの 

申請より

１時間以

上少ない

もの 

A 0 1 3 3 3 3 0 4

B 0 0 1 0 0 1 0 0

C 0 1 4 1 7 4 2 2

D 0 1 0 0 1 0 1 1

計 0 3 8 4 11 8 3 7

 

教育職員 A については，従事内容欄の記載レベルで支給基準を満たさないもの

が 1件確認された。具体的には，平成 27 年 10 月 24 日に宿泊を伴わない対外運動

競技の引率指導業務の手当が支給されていたが，同手当は 7時間 45 分以上従事す

ることが手当支給要件であるところ，従事内容欄の引率指導業務の開始時刻は午

前 7 時で終了時刻は午後 1 時と入力されており，実際の引率指導業務時間は 6 時

間であった。また，出退勤状況記録表に出退勤の記載がないものが 3 件確認され

た。 

教育職員 Bについては，2月の出退勤状況記録表が提出されておらず，確認でき

ないものが１件あった。そもそも，出退勤状況記録表が提出されないことは制度

上予定されておらず，看過できないものというべきである。 

教育職員 C については，従事内容欄の記載レベルで支給基準を満たさないもの

が１件確認された。具体的には，平成 27 年 9 月 23 日に宿泊を伴う修学旅行の引

率指導業務の手当が支給されていたが，同手当は 7時間 45 分以上従事することが

手当支給要件であるところ，従事内容欄の引率指導業務の開始時刻は午前 6 時 30

分で終了時刻は午後 2 時と入力されており，実際の引率指導業務時間は 7 時間 30

分であった。また，「実際の活動が確認できる時間」を基準にすると支給基準を満

たさないものが 2 件確認された。さらに，出退勤状況記録表に出退勤の記載がな

いものが 4件確認された。 

教育職員 D については，従事内容欄の記載レベルで支給基準を満たさないもの

と「実際の活動が確認できる時間」を基準にすると支給基準を満たさないものが

各 1件確認された（ただし同一の申請にかかるものであり実質は 1件である）。具
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体的には，平成 28 年 2 月 1日に宿泊を伴う対外運動競技の引率指導業務の手当が

支給されていたが，同手当は 7時間 45 分以上従事することが手当支給要件である

ところ，従事内容欄の引率指導業務の開始時刻は午前 6時 30 分で終了時刻は午後

1時 30 分と入力されており，実際の引率指導業務時間は 7時間であった。 

イ 宿日直手当 

 

  資料不整合の件数 

A 6 

B 10 

C 0 

計 16 

  

宿日直手当については，記録の不整合が 16 件確認された。 

このうち，出退勤状況記録表に記載のないものが 10 件確認された。 

また，教育職員 C については，記録上，当初の宿直担当日である平成 27 年 6 月

7 日の宿直担当日が同月 28 日の宿直担当日と交代され，同月 28 日に宿日直をし

て宿日直手当が支給されていたが，当初の宿日直担当日にも宿日直をしたものと

して宿日直手当が支給されていた。 

ウ 旅費 

旅費については資料を確認したが，特段の問題は見受けられなかった。 

 （４）評価 

   ア 指摘① 

   （ア）指摘の内容 

      一部の教育職員に対して，支給要件を満たしていないにも関わらず支給され

た特殊勤務手当については返還を求めるべきである。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

      本監査の結果，一部の教育職員に対して支給された特殊勤務手当について，

給与等事務システムの従事内容欄に入力された勤務時間を前提とすると支給要

件を満たしていないにも関わらず支給された手当が 3 件確認できた。明らかに

手当の支給要件を満たしていないことから，当該特殊勤務手当については返還

を求めるべきである。 

   イ 指摘② 

   （ア）指摘の内容 

      一部の教育職員に対して，支給要件を満たしていないにも関わらず支給され

た宿日直手当については返還を求めるべきである。 
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   （イ）理由及び改善の方向性 

      本監査の結果，一部の教育職員に対して支給された宿日直手当について，宿

直担当日の交代がされているにも関わらず，交代前の宿直担当日と交代後の宿

直担当日の両方について宿日直手当が支給されていることが確認できた。交代

前の宿直担当日の宿日直手当については宿日直の事実がないのに支給されたも

のであり，明らかに手当の支給要件を満たしていないことから，当該宿日直手

当については返還を求めるべきである。 

   ウ 意見 

   （ア）意見の内容 

      各種手当の支給の適正を図るために，手当支給申請時及び決裁時における手

当支給要件の確認を申請者及び決裁権者双方が適切に判断できるように，手当

支給手続の改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

      隠岐島前高校については，従事内容欄の記載レベルで支給基準を満たさない

もの及び出退勤状況記録表に記載のないものが，複数の教育職員に確認されて

おり問題である。また，宿日直手当についても，宿日直日の交代前後の双方に

ついての支給がなされており，申請者・決裁者双方の要件確認が不十分である

といえる。 

      なお，これらの根本的原因は，第 5 章‐第 1‐4‐（1）で指摘したとおり，教

育職員の勤務時間の適正な把握がなされていないことにある。 

      したがって，まずは教育職員の勤務時間を適正に把握し，手当支給申請時及

び決裁時における手当支給要件の確認を申請者及び決裁権者双方が適切に判断

できるように，手当支給手続の改善を求める。 

  

 ３ 資産管理 

 （１）監査項目 

    資産管理に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    資産のうち，主に，現金等や物品の管理について監査した。 

物品の管理については，物品一覧表から無作為に 10 件の物品を抽出し，物品一覧

表に記載されている物品の現物の有無及び整理番号が記載された証票により適切に

管理がおこなわれているかどうか確認した（物品の実在性検証：現物実査）。さらに，

現物実査を行う課程で現地において無作為に 5 件の物品を選び，当該物品が適切に

物品一覧表に記載されていることを確認した（物品の網羅性検証）。 

また，金庫内を実査し，現金その他の現金同等物が適切に管理されているかを確

認した。 
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 （３）認定した監査事実 

   ア 物品の実在性検証：現物実査 

物品一覧表から無作為に 10 件の物品を抽出し，物品一覧表に記載されている物

品の現物の有無及び整理番号が記載された証票により適切に管理がおこなわれて

いるかどうか確認した。結果は以下の通りである。 

 

整理番号 品名 取得年月日 金額 監査人評価 備考 

00-00 共立噴霧器 HPE 平成 10 年 9 月 5 日 188,559 円 △  

6-27 スポーツタイマー 平成 6 年 10 月 14 日 235,870 円 × ※1 

09-16 顕微鏡 CL-10 平成 10 年 3 月 23 日 63,300 円 △  

09-02 MS シュレッダー 平成 9 年 8 月 1 日 252,000 円 △  

16-03 スピーカー  平成 16 年 9 月 21 日 115,000 円 ○  

H21-19 デジタル印刷機 平成 21 年 6 月 5 日 735,000 円 △ ※2 

H24-5 レスリングマット 平成 25 年 3 月 15 日 2,835,000 円 ○  

H25-26 水平すだれ式波動実験器 平成 26 年 3 月 11 日 158,800 円 △  

不明 HDD 内蔵レコーダー 平成 28 年 3 月 22 日 565,920 円 △  

H26-9 エアコン 平成 27 年 2 月 5 日 1,566,000 円 ○  

 

○：現物が存在し，かつ，物品一覧表上の整理番号が記載された証票が貼付してあり，管理状況が良好で

あるもの。 

△：現物は存在するものの，証票が貼付されていないあるいは証票に必要な情報が記載されていないため，

物品一覧表上記載されている物品であるかどうかを確認することが出来ないもの。 

×：現物自体が存在しないもの。 

 

※1：当該物品については，現物自体が存在しなかった。「除却漏れ（物品自体はすでに処分されているに

も関わらず，物品一覧表から削除されていない状態）」であると考えられる。 

※2：当該物品については，物品一覧表上の整理番号は H21-19 であるのに対し，整理番号 H21-01 の証票

が貼付されていた。担当者によると，単純な記載ミスとのことであった。物品一覧表上の取得年月日

と証票上の取得年月日が同じであり，しかもデジタル印刷機は 1 台しかないことから同一物品である

ことは推測できるが，管理上物品一覧表と証票の整理番号は一致させておく必要がある。 

 

   イ 物品の網羅性検証 

現物実査を行う課程で現地において無作為に 5 件の物品を選び，当該物品が適

切に台帳に記載されていることを確認した。結果は以下の通りである。 
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保管場所 品名 取得年月日 整理番号 監査人評価 備考

視聴覚室 液晶カラーテレビ 不明 不明 × ※1 

格技場 バックエクステンション 平成 7 年 3 月 31 日 06-58 ○  

格技場 ベンチプレス 昭和 61 年 7 月 31 日 不明 × ※2 

理科室 超音波洗浄機 平成 21 年 12 月 18 日 H21-6 ○  

玄関 扉付きシューズボックス 平成 25 年 5 月 2 日 H25-1 ○  

○：物品一覧表に記載があったもの。 

×：物品一覧表に記載がなかったもの。 

 

※1：比較的新しい物品であるように見受けられるが，物品一覧表及び県費外会計備品管理簿のいずれにも

記載がないため，県費財源で購入したものなのか県費外財源で購入したものなのか判別することが出

来ない。購入あるいは寄附を受けた際に物品一覧表もしくは県費外会計備品管理簿への登録が漏れた

ものと考えられる。 

※2：古い物品であるため物品一覧表に記載がなされていない理由を確認することはできないが，登録漏れ

あるいは物品一覧表上は除却されたが現物が残っているケースが考えられる。 

 

   ウ 現金等の管理 

     金庫内を実査したが，特に現金等の管理に問題点は確認できなかった。 

 （４）評価 

   ア 指摘 

   （ア）指摘の内容 

      物品一覧表と現物との照合を定期的に行い，その結果を記録として保存する

よう改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

      上記実在性及び網羅性を検証する監査手続を実施した結果，物品一覧表と現

物の不一致が散見された。その原因は，除却漏れや登録漏れ等であると考えら

れる。したがって，まずは，除却漏れや登録漏れがないよう，物品の管理方法

を改善する必要性がある。 

      また，そのような不一致を生じさせないためには，物品一覧表と現物との照

合を実施する必要性があるが，隠岐島前高校ではそのような照合が実施されて

いなかった。 

      物品一覧表と現物との照合を定期的に実施すれば，万が一，物品の登録漏れ

や除却漏れがあった場合にも適切に対応できるであろう。 

      したがって，物品一覧表と現物との照合を定期的に行い，その結果を記録と

して保存すべきである。 
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 ４ 情報管理 

 （１）監査項目 

    情報管理に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    パソコンの管理台帳から無作為にパソコンを抽出し，現物が存在するか否かを確

認する実査を実施した。 

    また，学校企画課が各学校の教育職員用に配布している USB メモリについて，USB

メモリの管理台帳と現物との照合を行った。また，USB メモリの中に個人情報が消去

されずに残っていないかサンプルチェックを実施した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 実査の結果 

     パソコンの実査の結果，パソコンが実在することを確認した。 

     USBメモリの管理台帳の整備状況及びUSBメモリ現物の管理状況について特に問

題となる点は発見されなかった。また，USB メモリの中に個人情報が消去されずに

残っていないかをサンプルでチェックした結果，個人情報は適切に消去されてい

た。 

   イ USB メモリの現物確認の頻度 

     3 か月に 1回，確認している。 

 （４）評価 

   ア 意見 

   （ア）意見の内容 

      今後改訂される予定である USB の管理・運用に関する規定に従い，USB の所在

確認をしていただきたい。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

教育職員用の USB の管理・運用について，学校企画課が定めた「教育職員用

公用 USB メモリ利用上の遵守事項」によれば，週１回の目視による所在確認を

実施するものとされているが，隠岐島前高校では週に 1 回ではなく 3 か月に 1

回実施されており，前記遵守事項が遵守されていなかった。 

ただし，事務職員用の USB の目視による所在確認の頻度は，情報政策課が定

めた規程により月に 1 回である。そこで，教育職員用の USB の紛失事例が生じ

ない状態が続けば，情報政策課の規程に合わせるなど，目視による所在確認の

頻度の見直しが必要と思われる。これについては，学校企画課で改訂を予定さ

れるということなので，改定後の USB の管理・運用に関する規定に従い，USB の

所在確認をしていただきたい。  

 

 

 
231



 号外第 21号                島  根  県  報               平成 29年３月 24日  

 

                                                                              

 
 

 ５ 県費会計 

 （１）監査項目 

    県費会計に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    契約一覧の中から，いくつかの契約を抽出し，抽出した契約の契約書や実績報告

書等を閲覧し，島根県会計規則に従った運用がなされているか確認した。 

    また，未収金の有無及び管理方法についても書類等を閲覧し，島根県会計規則に

従った運用がなされているか確認した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 抽出した契約 

      

支出項目 支出の事由 契約金額 契約手続 合見積の有無

施設設備等保

守管理委託料

浄化槽保守点検業務委託 776,645 随意契約 無 

消防設備点検業務委託 682,105 随意契約 無 

貯水槽清掃業務委託 164,098 随意契約 有。2社 

機械警備業務委託 1,974,420 随意契約 無 

 

   イ 契約手続の適正性 

     前記抽出した契約について，島根県会計規則に従った運用がなされているか確

認した。 

     随意契約が多く，合見積もりも徴されていないものが多かったが，離島に所在

し，契約相手となる業者も少ないことが考えられることからやむを得ない側面が

ある。 

     ただし，「浄化槽保守点検業務委託」について，実績報告書を確認する中で，同

じ浄化槽について，島根県浄化槽普及管理センターが実施した浄化槽法定検査結

果書を確認すると，不適正判定となっているものが散見されたのが気になった。

不適正箇所については，同社と保守点検業者との間で情報共有がされ，その後，

保守点検業者が適切に処理していたものの，不適正箇所の中には専門業者に相談

するよう指摘されている部分もある。 

     その他，島根県会計規則に違反するような問題のある事項は確認できなかった。 

   ウ 未収金の管理 

     島前高校において，過年度も含め未収金は確認できなかった。 
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 （４）評価 

   ア 意見 

   （ア）意見の内容 

      浄化槽保守点検業務委託について，保守点検業者による保守点検業務が適切

になされているかについて，点検時に教職員が立ち会うなどして，保守点検業

務の履行の検査・監督を実施するよう改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の必要性 

「浄化槽保守点検業務委託」では，同じ浄化槽を検査した島根県浄化槽普及

管理センターから，不適正判定を受けた箇所が散見された。これでは，保守点

検業者の保守点検業務が，適正になされているのか疑念を持たざるを得ない。 

離島であり，同浄化槽の保守点検業務については当該保守点検業者に依頼せ

ざるを得ないのかもしれないが，少なくとも，保守点検業者による保守点検が

適切に履行されているか検査・監督する必要性が高いと考える。 

ところで，島根県会計規則によれば，「契約担当者は，契約を締結した場合に

おいて，当該契約の適正な履行を確保するため必要があるときは，監督員を置

くことができる。」と定め（同規則 70 条），「検査員(契約担当者又は検査のため

指定された職員をいう。以下同じ。)は，契約の相手方から給付が完了した旨の

通知を受けたときは，仕様書，設計書その他の関係書類に基づき，かつ，必要

に応じ当該契約に係る監督員の立会いを求め，当該給付の内容について検査を

行うものとする。」と定めている（同規則 70 条の 5 第 1 項）。 

したがって，本契約においても，監督員を置いた上で，監督員の立ち合いの

もと，保守点検業者による保守点検業務が適切になされているか検査すること

が，契約の有効性の観点から必要と考える。 

 

 ６ 県費外会計 

 （１）監査項目 

    県費外会計に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    県費外会計に係る財務書類や通帳等を閲覧し，「学校徴収金等取扱要綱」に従った

運用がなされているか確認した。また，会計担当者等に対してヒアリングを実施した。 

    なお，県費外会計に係る収入及び支出の内容についても，学校企画課が策定した

ガイドラインに従い，本来県費で負担すべきものを私費で負担させていないかなどの

点についても留意して監査を実施した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 監査対象とした県費外会計の種類 

     本監査で監査対象とした県費外会計は以下のとおりである。 
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   （ア）学校徴収金会計 

      寄宿舎会計 

      生徒会会計 

      学級会計 

   （イ）団体会計 

      PTA 会計 

      部活動振興費会計 

   イ 会計の運用状況 

   （ア）学校徴収金会計 

      隠岐島前高校は，寄宿舎の炊事員として，県費で嘱託職員を雇用するととも

に，校長がアルバイトを直接雇用し寄宿舎会計から人件費を負担している。 

      本監査の結果，寄宿舎の炊事員がした時間外労働に対して，労働基準法所定

の時間外割増賃金が支払われていないことを確認した。 

   （イ）団体会計 

      特に問題となる事項は確認できなかった。 

   ウ 未収金の状況 

     隠岐島前高校では，県費外会計に係る未収金の正確な金額についてフォローさ

れていなかったが，平成 28 年 10 月 19 日時点で少なくとも 60 万円以上の未収金が

あるとのことであった。 

 （４）評価 

   ア 意見 

   （ア）意見の内容 

寄宿舎の炊事員の時間外労働について，労働基準法所定の時間外割増賃金部

分の支払いの要否を検討し，支払いが必要であれば時間外割増賃金部分の賃金

を支払うよう改善を求める。 

 （イ）理由及び改善の方向性 

    寄宿舎の炊事員の時間外労働に対して時間外割増賃金部分の支払いがなされ

ていない疑いがあった。炊事員については，教育職員とは異なり，労働基準法

上の時間外割増賃金に関する規定の適用がある。 

    したがって，寄宿舎の炊事員の時間外労働について，労働基準法所定の時間

外割増賃金部分の支払いの要否を検討し，支払いが必要であれば時間外割増賃

金部分の賃金を支払うよう改善を求める。 

 

 ７ 学校評価・教育職員評価 

 （１）監査項目 

    学校評価・教育職員評価に係る財務事務 
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 （２）監査手続の内容 

    教頭に対して学校評価・教育職員評価に係る財務事務についてヒアリングを実施

するとともに，学校評価・教育職員評価に係る評価書類等を閲覧した。 

 （３）認定した監査事実 

    学校評価・教育職員評価については，島根県教育委員会が作成した「学校評価ガ

イドブック」及び「評価システム実施の手引き」に沿って実施されていた。 

    評価実施の流れについては，第 5章‐第 8‐3を参照されたい。 

    評価の内容については，学校評価に関しては「学校評価表」を過去 3 年分程度を

確認し，また，教育職員評価については，「自己目標評価シート」及び「評価・育成

シート」を確認した。そのうち，学校評価については特段問題点は確認できなかっ

た。しかし，教育職員評価については，平成 27 年度において，勤務評価を実施した

人員は，総人員 28 名（主幹教諭・教諭・助教諭・講師 26 名，養護教諭，養護助教

諭 1 名，実習主任・実習助手 1 名）のうち 13 人（評価対象外は 15 人：臨時的任用

職員 14 名，休職者 1名）であった。臨時的任用職員は，そもそも評価システムの対

象外とされているので，勤務評価が実施されなかったこともやむを得ないが，およ

そ半数の教育職員に対して勤務評価が実施されなかったことになる。  

 （４）評価 

   ア 意見 

   （ア）意見の内容 

      臨時的任用職員も評価システムの対象者とするよう改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

      現在，島根県教育委員会の規定により，臨時的任用職員は評価システムから

除外されている。しかし，実際には，隠岐島前高校は，臨時的任用職員も評価

システムのうち，資質能力向上支援システムの対象者としていたが，勤務評価

の対象とはしていなかった。 

      この点，同校では，平成 27 年度において，臨時的任用職員が全教育職員数の

およそ半数以上を占めており，結果として，半数以上の教育職員に対して勤務

評価が実施されなかったことになる。 

 ところで，臨時的任用職員も，その他の教育職員と同様，教育活動に従事し

ているのであり，要求される資質・能力は，他の教育職員とそれほど変わらな

いし，他の教育職員と同程度の資質・能力が求められているとさえいえる。 

そのような中で，臨時的任用職員を評価システムの対象者から除外すること

は，臨時的任用職員に外部からの客観的評価の機会が与えられず，緊張感の低

下や資質・能力の減退等を招き，ひいては，学校そのものの教育レベルを落と

す可能性があるのではなかろうか。生徒から見れば，臨時的任用職員であって

もその他の教育職員と変わらないのであり，臨時的任用職員には他の教育職員
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と同程度の資質・能力が求められているのであるから，臨時的任用職員も評価

システムの対象とすべきである。 

前記のとおり，隠岐島前高校では臨時的任用職員を資質能力向上支援システ

ムの対象としていた。しかし，勤務評価の対象とはされておらず，勤務評価を

実施しなければ，臨時的任用職員は，自己の能力等を客観的に把握する機会が

与えられないことになり，緊張感の低下や資質・能力の減退等を招きかねない。 

したがって，臨時的任用職員を勤務評価も含んだ評価システムの対象とする

よう改善を求める。 

 

 ８ 学校の安全管理 

 （１）監査項目 

    学校の安全管理に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    法令でその策定が要求される，①学校保健計画，②学校安全計画，③危険等発生

時対処要領，④学校警備及び防災の計画がそれぞれ策定され，それに基づき計画等

が実行されているか確認した。 

    また，学校における事故，不祥事や保護者対応等の実情についてもヒアリングを

実施した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 法令で定められる計画の有無 

     すべての計画が策定されていることを確認し，当該計画が実行されていること

を確認した。 

   イ 事故，不祥事について 

     事故，不祥事については特に確認できなかった。 

   ウ 保護者対応について 

     特に問題となるような事例は確認できなかった。 

 （４）評価 

    本監査の結果，指摘又は意見を付すべき事項は確認できなかった。 

 

 ９ 魅力化事業 

 （１）監査項目 

    離島・中山間地域の高校魅力化・活性化事業に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    隠岐島前高校の校長，事務長から魅力化事業についてヒアリングを行った。また，

魅力化事業に係る資料等を閲覧した。 
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 （３）認定した監査事実 

   ア 魅力化事業の概要 

     隠岐島前高校は，平成 23 年度から魅力化事業の第Ⅰ期校として事業を開始した。 

     事業名は「隠岐島前高校魅力化プロジェクト事業」であり，「隠岐島前高等学校

の魅力化と永遠の発展の会（魅力化の会）」が事業の実施主体である。同校は同会

から会計の委任を受け，魅力化事業の財務事務に関わっている。 

     魅力化事業の内容は，「レスリングの島，島前」のブランド化に向けた取り組み」

（レスリングを通じた小中高の連続した指導体制と練習環境の構築，合宿等），「県

外からの入学生受入れに向けた取り組み」（「ヒトツナギ」（島内の中高生と全国か

ら集まってきた中高生が島の人たちと交流する旅），島留学の取組みなど），「社会

人として島で自立していくための学習プログラムの強化」（地域創造コースでの地

元を意識した学習内容の展開，勉強合宿，国際交流等）がある。ただし，県交付

金の対象となる事業はこれらの事業の一部である。 

   イ 魅力化事業の目的 

     人・もの・環境・文化・歴史など，様々な地域の資源を活用しながら，隠岐島

前高校の魅力を更に高め，島前地域はもちろん，全国から生徒が集う学校作りを

推進することとされている。 

   ウ 魅力化事業の成果 

     生徒が主体的に島前高校の魅力を地域の小中学生に伝えるなど，生徒も魅力化

事業に主体的に取り組むようになった。 

     また，魅力化事業についての教職員や保護者の理解も進み，海士町との連携強

化，周辺市町村の理解，協力も得られている。 

     さらに，地元住民等からも，生徒の地域行事への参加やボランティア活動等に

ついて高評価を受けており，地域の理解や協力の高まりを見せている。 

     県外生の受け入れについても，魅力化事業を開始した平成 23 年度以降，2 ケタ

台で県外生が入学しており，県立学校を通じた地方創生事業の成功例として全国

から視察等を受けるなど注目を浴びている。 

   エ 魅力化事業の課題 

     隠岐島前高校は，魅力化事業を通じて島前 3 中学校の卒業生の確保を重視して

おり，島前 3 中学校の卒業生の 70％以上の進学率を目指している。島前 3 中学校

の生徒にとって隠岐島前高校への進学の魅力を高めるための取組をさらに推進し

ていく必要がある。 

     また，県外生徒からの入学の問い合わせは，以前は不登校の生徒が環境を変え

るために入学したいといったものが 4 割程度あったが，最近は意欲や能力の高い

生徒からの問い合わせが増えてきており，今後さらにいかに意欲と能力の高い県

外生を獲得するかが最重要課題である。 
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     なお，隠岐島前高校は，定員（80 名）に対する県外生の受入枠を 24 名と設定し

ており，定員に対する県外生の受入枠の比率は 30％である。また，平成 28 年度入

試においては，24 名の県外生枠に対して 40 名を超える生徒からの願書請求があっ

たようである。 

   オ 事業の収支の状況 

     魅力化事業の収支の状況は以下のとおりである。なお，以下の収支は，同会の

事業のうち，県交付金及び県費負担事業に係る収支の状況であって，実際には，

同会には県交付金及び県費以外にも，海士町等から助成金が拠出されている。 

 

                                           金額：円 

収

入 

 H23 H24 H25 H26 H27 

区分 内訳 金額 

活動経費 県交付金 800,000 1,800,000 2,300,000 2,851,910 3,000,000

他費支出金 55,850 19,120 29,840 0 0

小  計 855,850 1,819,120 2,329,840 2,851,910 3,000,000

施設・設備魅

力向上経費 

県  費 1,999,940 5,670,000 2,406,849 0 0

小  計 1,999,940 5,670,000 2,406,849 0 0

合     計 2,855,790 7,489,120 4,736,689 2,851,910 3,000,000

支

出 

  H23 H24 H25 H26 H27 

区分 内訳 金額 

活動経費 小  計 855,850 1,819,120 2,329,840 2,851,910 3,000,000

施設・設備魅

力向上経費 

小  計 1,999,940 5,670,000 2,406,849 0 0

合     計 2,855,790 7,489,120 4,736,689 2,851,910 3,000,000

 

平成 27 年度の収支の中で，尽誠学園ソフトテニス部との合同合宿費用 270,900

円に魅力化事業に係る交付金が充てられていた。しかし，その支出は，魅力化の

会とは別の団体である「海士町離島交流活性化推進協議会」が平成 27 年 8 月頃に

立替払いをしたものについて，平成 28 年 4 月 22 日に，魅力化の会から同協議会

に対して精算されたものであることが分かった。立替払いから精算までにかなり

の期間が経過していることに加え，精算が会計年度を超えてなされていたことか

ら不自然な印象を受けた。 

そこで，後日，教育指導課からその経緯についてヒアリングをしたところ，魅

力化の会から平成 28 年 3 月末に，平成 27 年度の魅力化事業に係る実績報告書が

島根県教育委員会に提出されたところ，教育指導課から魅力化の会に対して，予
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算に余りがあるため他に漏れがないか確認したところ，魅力化の会から前記事業

費の追加があったとのことであった。 

また，同様の経緯で，「レスリングの島，島前」のブランド化に向けた取り組み

に係る事業費 58,920 円と入学勧誘旅費 778,965 円が追加されたが，これらも，そ

のほとんどが平成 27 年 8 月頃に海士町が立替払いしたものの精算分である。 

なお，魅力化事業の実施要綱及び交付金要綱では，交付金の概算払いが可能と

なっているが，前記のケースで，魅力化の会は概算払いを要求せず，他団体が立

替払いを行っている。 

そのような経緯となった理由については，教育指導課からは，交付金の交付対

象となる事業を当初よりも拡張すべく魅力化事業の実施要綱及び交付金要綱の解

釈の変更を途中で実施したため，交付対象事業が拡張されるまで，魅力化の会が

前記追加事業に係る事業費を支出できなかったとの説明を受けた。 

（４）評価 

   ア 意見① 

   （ア）意見の内容 

魅力化事業の事業評価については多角的視点から効果の検証を実施するとと

もに，県外生の入学者数については，県内生の進学の機会が制限されないよう

に適切な水準を設けるなど，県外生の募集や定員の在り方に留意するよう求め

る。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

      隠岐島前高校では，魅力化事業を開始した平成 23 年度以降，2 ケタ台の県外

生が入学している。今後も，そのような傾向が続くことが予想される。 

      このような県外生の入学者数の状況に鑑みると，魅力化の会が相当活発に県

外生獲得のための活動をしていることが伺える。 

      しかし，第 5 章‐第 10‐4 で述べたとおり，県立高校における教育は，県内

の児童・生徒等に対して，就学前の段階から小学校，中学校へと有機的・体系的

な教育を通じて培われた基礎の上に，さらに高度な教育を施す教育の場と位置付

けられる。少なくとも，県立高校は，県内の児童・生徒等に対して，中等教育の

機会を与えるための教育機関であることは間違いないように思われる。その意味

で，仮に，県外生の積極的募集をする場合には，本来，県民の教育のために費や

されるべき教育予算を県外生のために費やすだけの効果の実証が多角的な視点

から求められているといえる。また，後記のとおり，矢上高校では県外生のため

に地元の中学生が矢上高校で教育を受ける機会を失う事態も生じており，県外生

の入学者数については適切な人数となるよう留意することが必要と思われる。 

隠岐島前高校においても，魅力化事業の事業評価については，地元中学生の

進学率，県外生の卒業後の地域，県内定着率，地域社会，経済に与える影響等
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の多角的視点から評価されるべきであり，また，県外生の入学者数が適切な人

数となるよう，県外生の募集や定員の在り方について留意されることを求める。 

   イ 意見② 

   （ア）意見の内容 

      交付金の対象となる事業について，他団体等が当該事業費を立替払いするこ

とがないように，概算払いの制度を活用するなどの改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

      魅力化の会が事業費を負担すべき事業の一部について，他団体等が当該事業

費を立替払いし，あとで魅力化の会が島根県教育委員会に対して当該立替金の

精算のために県からの交付金を当該他団体等に支払っているケースが確認され

た。 

      本来，県からの交付金は，交付金の支給対象団体として認定された団体に直

接交付されるものであるはずであり，交付金の要綱には概算払いの制度につい

ての定めもあるとおり，概算払いを利用すれば他団体等による立替えの必要性

がないから，そもそも制度上は事業費の立替えなど想定されていないはずであ

る。 

      また，事業費を直接支出するのは他団体等であるから，その支出金額や手続

が不明確なものとなるおそれもあり，そのような不明確な支出について県の交

付金が充てられるリスクもゼロではない。 

      したがって，交付金の対象となる事業について，他団体等が当該事業費を立

替払いすることがないように，概算払いの制度を活用するなどの改善を求める。 
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第８ 横田高校 

 

 １ 魅力化事業 

 （１）監査項目 

    離島・中山間地域の高校魅力化・活性化事業に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    横田高校の校長，事務長から魅力化事業についてヒアリングを行った。また，魅

力化事業に係る資料等を閲覧した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 魅力化事業の概要 

     横田高校は，平成 23 年度から魅力化事業の第Ⅰ期校として事業を開始した。 

     事業名は「横田高校魅力化プロジェクト事業「たたらプロジェクト」」であり，

「島根県立横田高等学校後援会」が事業の実施主体である。同校は同後援会から

会計の委任を受け，魅力化事業の財務事務に関わっている。 

     魅力化事業の内容は，教育ネットワークプロジェクト（非常勤講師・スクール

カウンセラーの確保，小中高連携共同学習等），高校と町を元気にする「ひとつな

ぎ・ひとづくり」プロジェクト（地域の文化，伝統を踏まえたキャリア教育の推

進，地域との交流・連携等），競技力向上プロジェクト（ホッケー,剣道，陸上競

技，吹奏楽部を重点競技とした遠征費，合宿費補助，県外，町外生徒の積極的な

勧誘活動等），学習・生活環境の整備事業（寮費助成，定期券購入費補助等）があ

る。ただし，県交付金の対象となる事業はこれらの事業の一部である。 

   イ 魅力化事業の目的 

     高校と地域の連携により，奥出雲町の未来と医療，福祉，教育，農業等持続，

発展的な地域を実現するための人材を育成する教育環境を構築することを目的と

している。 

     また，横田高校は，ホッケーの強豪校であり，県内外から競技能力と意欲の高

い生徒を募集し，常に全国レベルの競技力と「ホッケーの町 奥出雲町」を維持，

継続することを目的としている。 

   ウ 魅力化事業の成果 

     地域と連携した特色ある教育が軌道に乗り，生徒も興味をもって意欲的に取り

組んでいる。 

     また，地元奥出雲町も魅力化事業に理解を示し，人的，財政的援助を強化して

いる。 

     このような事業の取組もあって，地元中学生や地域の関心も高まってきている。

また，県外生の募集にも成果が出ている。 

   エ 魅力化事業の課題 
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横田高校に入学する県外生はホッケー部の生徒が多いことに特色がある。これ

は魅力化事業を開始してから始まったわけではなく，従前からそのような傾向に

ある。 

したがって，横田高校における魅力化事業では，町内中学生の入学率の向上が

一番の課題である。しかし，町内中学生の入学率の向上のためには，地理的要因

の克服や生徒・保護者の意識改革が必要とのことである。 

また，県外生を受け入れるにしても，寄宿舎のキャパシティーの問題がある。 

   オ 事業の収支の状況 

     魅力化事業の収支の状況は以下のとおりである。なお，以下の収支は，同後援

会の事業のうち，県交付金及び県費負担事業に係る収支の状況であって，実際に

は，同後援会には県交付金及び県費以外にも，奥出雲町等から助成金が拠出され

ている。 

                                      金額：円 

収

入 

 H23 H24 H25 H26 H27 

区分 内訳 金額 

活動経費 県交付金 3,549,956 5,000,000 4,800,000 3,000,000 2,500,000

雑  入 123 289 290 225 191

小  計 3,550,079 5,000,289 4,800,290 3,000,225 0

施設・設備魅

力向上経費 

県  費 542,940 899,994 200,000 0 0

小  計 542,940 899,994 200,000 0 0

合     計 4,093,019 5,900,283 5,000,290 3,000,225 2,500,191

支

出 

  H23 H24 H25 H26 H27 

区分 内訳 金額 

活動経費 小  計 3,550,079 5,000,289 4,799,333 3,000,225 2,500,191

施設・設備魅

力向上経費 

小  計 542,940 849,784 199,480 0 0

合     計 4,093,019 5,850,073 4,998,813 3,000,225 2,500,191

 

前記収支については，その支出の内訳や収入及び支出に係る証拠資料等を閲覧

した課程において，以下のとおり，1点，不適切な事務処理を確認した。 

「横田高等学校パンフレット，ポスター，タペストリー版下製作費」について，

平成 28 年 3 月 1日に執行伺いを作成し，校長，教頭，事務長らの決裁の上，同日

付けで A社から見積書（見積金額 299,160 円）を徴し，執行された。 

しかし，執行伺いには，A社のほかに，B社の見積書が貼付されており，その見

積書の金額は 378,000 円であり，A社より高かった。金額的には A社の方が安いの
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で，A社と契約すること自体は問題ないが，B社の見積書の日付をよく確認すると，

「平成 28 年 3 月 25 日」と記載された日付のうち，「25」の数字が修正液らしきも

ので消され，その上から「1」の数字が記載されていることを確認した。 

これについては，日付の書き換えの疑いがあったため，後日，横田高校の協力

を得て，B社が保管している見積書のコピーを取り寄せてもらい確認すると，B社

が保管していた見積書の日付は，「平成 28 年 3 月 25 日」であることを確認した。 

したがって，執行伺いに貼付されていた B 社の見積書の日付は書き換えられた

と結論付けた。 

問題は，なぜ，そのような書き換えが行われたかであるが，執行伺いによれば，

その手続きは島根県会計規則を準用して行われていることが分かり，同規則第 66

条の 4は，「契約担当者は，随意契約により契約を締結しようとするときは，見積

書を徴さなければならない。この場合において，予定価格が 10 万円以上の契約(工

事又は製造の請負契約又は工事用資材の購入契約にあっては 20 万円以上)をする

ときは，なるべく 2 人以上の者から見積書を徴さなければならない」と定めてい

ることから，前記執行伺いの対象となる契約では，なるべく 2 人以上の者から見

積書を徴さなければならなかった。しかし，執行伺いの「見積書聴取先」には A

社しか記載されておらず，B社は記載されていなかった。 

これらの事実を総合的に勘案すると，執行伺いの担当者（同校の教職員）が，

平成 28 年 3 月 1日に校長らの執行伺いの決裁を受け，同日付けで A社のみから見

積書を徴して執行されたが，あとで当該契約には島根県会計規則でなるべく 2 人

以上の者から見積書を徴さなければならない定めがあることに気づき，B社から平

成 28 年 3 月 25 日付けで見積書を徴し，その日付を，あたかも，執行伺いを出し

た平成 28 年 3 月 1 日に徴したように装うために，見積書の「25」の数字を「1」

に書き換えたことが高度に推認できた。 

本件は，島根県会計規則が直接適用される事案でもなければ，同規則 66 条の 4

は「なるべく」2人以上の者から見積書を徴さなければならないと定め，義務とは

していないことから，前記のように後から B 社の見積書を徴さなくても違法とな

るわけではなかった。おそらく，担当者は合見積もりをとらなければならないも

のと勘違いをし，慌てて前記のような行動に出たと思われ，悪意はないものと考

えられるが，それでも，見積書の日付を書き換える行為に及んだことはコンプラ

イアンス意識に欠けていたと言わざるを得ない。 

（４）評価 

   ア 意見① 

   （ア）意見の内容 

    見積書の日付の書き換えが行われたことを受けて，今後，同様の不適切な事

務処理が行われないよう，業務の理解を深めるとともに，より一層のコンプライ
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アンス意識の向上に努めるよう改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

魅力化事業に係る一部の経費の支出について，執行伺いに貼付されていた A

社及び B社の見積書のうち，B社の日付が書き換えられていた。 

種々の事実から，その日付の書き換えは，当該事務処理で準用されている島

根県会計規則において合見積もりの徴取が求められていたにも関わらず A 社か

らしか見積書を徴していなかったことに担当者が後で気づき，合見積もりを徴

さなければならないものと勘違いして，契約後に B 社から見積書を徴し，その

日付を書き換えることで，あたかも執行伺いの段階で A 社及び B 社から合見積

もりを徴していたかのように装うために行われたものと認定した。 

今後，同様の不適切な事務処理が行われないよう，業務の理解を深めるとと

もに，より一層のコンプライアンス意識の向上に努めるよう改善を求める。 

   イ 意見② 

   （ア）意見の内容 

魅力化事業の事業評価については多角的視点から効果の検証を実施するとと

もに，県外生の入学者数については，県内生の進学の機会が制限されないよう

に適切な水準を設けるなど，県外生の募集や定員の在り方に留意するよう求め

る。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

      横田高校では積極的に県外生の募集を実施しており，中でもホッケー部はパ

ンフレットを作成して募集活動を行っている。 

しかし，第 5 章‐第 10‐4 で述べたとおり，県立高校における教育は，県内

の児童・生徒等に対して，就学前の段階から小学校，中学校へと有機的・体系

的な教育を通じて培われた基礎の上に，さらに高度な教育を施す教育の場と位

置付けられる。少なくとも，県立高校は，県内の児童・生徒等に対して，中等

教育の機会を与えるための教育機関であることは間違いないように思われる。

その意味で，仮に，県外生の積極的募集をする場合には，本来，県民の教育の

ために費やされるべき教育予算を県外生のために費やすだけの効果の実証が多

角的な視点から求められているといえる。また，後記のとおり，矢上高校では

県外生のために地元の中学生が矢上高校で教育を受ける機会を失う事態も生じ

ており，県外生の入学者数については適切な人数となるよう留意することが必

要と思われる。 

横田高校においても，魅力化事業の事業評価については，地元中学生の進学

率，県外生の卒業後の地域，県内定着率，地域社会，経済に与える影響等の多

角的視点から評価されるべきであり，また，県外生の入学者数が適切な人数と

なるよう，県外生の募集や定員の在り方について留意されることを求める。 
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第９ 飯南高校 

 

 １ 魅力化事業 

 （１）監査項目 

    離島・中山間地域の高校魅力化・活性化事業に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    飯南高校の校長，事務長から魅力化事業についてヒアリングを行った。また，魅

力化事業に係る資料等を閲覧した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 魅力化事業の概要 

     飯南高校は，平成 23 年度から魅力化事業の第Ⅰ期校として事業を開始した。 

     事業名は「飯南高校キラリ！魅力化事業」であり，第Ⅰ期は「島根県立飯南高

等学校魅力づくり協議会」が，第Ⅱ期は「飯南高校キラリ！ドリームアップ推進

協議会」が事業の実施主体である。同校は同協議会から会計の委任を受け，同協

議会の魅力化事業の企画・運営や財務事務に関わっている。 

     魅力化事業の内容は，学力向上対策事業（中高合同勉強会，小中高生「スター・

サイエンス・ラボ等），特色ある教育事業（国際交流体験学習の充実，飯南町をベ

ースとする「生命地域学」の充実等），情報発信事業（学校だより，学校案内，HP・

FB，オープンキャンパス等）がある。ただし，県交付金の対象となる事業はこれ

らの事業の一部である。 

   イ 魅力化事業の目的 

     飯南高校は，県内でもめずらしい中高一貫教育の高校である。同校は，もとも

と地元中学生の入学率が 50～60％であったが，平成 13 年に中高一貫教育を本格的

に導入してからは，地元中学生の入学率が 80％台に大幅に増加した。しかし，仮

に，町内の中学生の 80％が飯南高校に進学したと仮定した場合の将来的な町内中

学生の入学予定者数は，40 名を下回る見込みであり，「県立高等学校再編成基本計

画」における中山間地域の 1 学年 2 学級の普通高校の統廃合基準である 2 学級で

42 名の入学者を確保できない見込みである。 

     したがって，同校は，魅力化事業について，①学力向上の推進，②特色ある教

育の推進，③受入施設の確保，④教職員に魅力ある学校づくり，⑤交通手段の確

保，⑥勧誘活動の推進を事業の柱とし，教育に魅力を感じ生徒が集まる学校作り

をすることで，町外・県外からの生徒を募集し，2 学級を維持したい考えである。 

   ウ 魅力化事業の成果 

     町外生及び県外生が増加し，町内生徒が良い刺激を受け，人間関係構築力も高

まっている。 

     飯南高校は飯南町の定住対策に必要不可欠な教育機関であり，魅力化事業につ
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いては飯南町からも絶大な支援を受けている。 

     また，広報活動の推進により，地元中学生や地域の関心も高まりつつある。 

   エ 魅力化事業の課題 

町外・県外から生徒を受け入れる場合，住居の確保が一番の課題となる。すで

に同校の寄宿舎は定員が一杯であり，これ以上の受け入れが困難な状況である。 

また，寄宿舎舎監の教育職員の負担の問題もある。本来であれば今の寄宿舎の

状況からすれば 2 人体制が望ましいが，現在は 1 人体制で運用しており教職員の

負担が大きい。特に，寄宿舎生が病気等になった場合に教職員が病院に連れてい

くなどの負担が生じている。ただし，休日には舎監（嘱託）を配置し，教職員の

負担軽減に努めている。 

さらに，県外生の募集について，飯南高校は，町外・県外生を単に，学級数維

持のための数合わせのために入学させるのではなく，同校のほかの県内生に良い

影響力を与える能力の高い町外・県外生を募集するため入試制度の改革に取り組

んでいる。また，特に県外生と地域との結びつき，交流を図るために，ホストフ

ァミリー制度を導入している。現在，8名のホストファミリーがおり，希望する県

外生がホストファミリーの自宅に宿泊するなどして交流を深めている。また，県

外生の地域・県内就職による定着を図るため，企業説明会等を開催している。 

   オ 事業の収支の状況 

     魅力化事業の収支の状況は以下のとおりである。なお，以下の収支は，同協議

会の事業のうち，県交付金及び県費負担事業に係る収支の状況であって，実際に

は，同協議会が取り組んでいる事業には県交付金及び県費以外にも，飯南町等か

ら助成金が拠出されている。 
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                                      金額：円 

収

入 

 H23 H24 H25 H26 H27 

区分 内訳 金額 

活動経費 県交付金 4,499,999 6,000,000 4,500,000 4,000,000 3,000,000

雑  入 1,917 76 122 100 88

小  計 4,501,916 6,000,076 4,500,000 4,000,100 0

施設・設備魅

力向上経費 

県  費 0 0 0 0 0

小  計 0 0 0 0 0

合     計 4,501,916 6,000,076 4,500,122 4,000,100 3,000,088

支

出 

  H23 H24 H25 H26 H27 

区分 内訳 金額 

活動経費 小  計 4,501,916 6,000,076 4,500,122 3,964,135 2,918,427

施設・設備魅

力向上経費 

小  計 0 0 0 0 0

合     計 4,501,916 6,000,076 4,500,122 3,964,135 2,918,427

 

前記収支については，その支出の内訳や収入及び支出に係る証拠資料等を閲覧し

たが，適法性や３Eの観点から特に問題は見つからなかった。 

カ 入学生徒の状況 

飯南高校の入学生徒の状況は，以下のとおりである。 

 

年度 定員数 入学者数 町内中学生入学率（％） 県外入学者数 

H23 80 名 53 名 84％ 1 名

H24 80 名 61 名 88％ 2 名

H25 80 名 70 名 88％ 4 名

H26 80 名 80 名 86％ 6 名

H27 80 名 48 名 69％ 3 名

H28 80 名 78 名 79％ 12 名

      

町内中学生の入学率は，中高一貫教育制度もあって，高い水準となっている。一

方，県外生の入学者数はそれほど多くないが，平成 28 年度は大きく増加している。 
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 （４）評価 

ア 意見 

   （ア）意見の内容 

魅力化事業の事業評価については多角的視点から効果の検証を実施するとと

もに，県外生の入学者数については，県内生の進学の機会が制限されないよう

に適切な水準を設けるなど，県外生の募集や定員の在り方に留意するよう求め

る。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

      飯南高校では，県外生の入学者数がそれほど多いものではないが，平成 28 年

は２ケタ台の県外生が入学している。 

      しかし，第 5 章‐第 10‐4 で述べたとおり，県立高校における教育は，県内

の児童・生徒等に対して，就学前の段階から小学校，中学校へと有機的・体系的

な教育を通じて培われた基礎の上に，さらに高度な教育を施す教育の場と位置付

けられる。少なくとも，県立高校は，県内の児童・生徒等に対して，中等教育の

機会を与えるための教育機関であることは間違いないように思われる。その意味

で，仮に，県外生の積極的募集をする場合には，本来，県民の教育のために費や

されるべき教育予算を県外生のために費やすだけの効果の実証が多角的な視点

から求められているといえる。また，後記のとおり，矢上高校では県外生のため

に地元の中学生が矢上高校で教育を受ける機会を失う事態も生じており，県外生

の入学者数については適切な人数となるよう留意することが必要と思われる。 

飯南高校においても，魅力化事業の事業評価については，地元中学生の進学

率，県外生の卒業後の地域，県内定着率，地域社会，経済に与える影響等の多

角的視点から評価されるべきであり，また，県外生の入学者数が適切な人数と

なるよう，県外生の募集や定員の在り方について留意されることを求める。 
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第１０ 矢上高校 

 

 １ 魅力化事業 

 （１）監査項目 

    離島・中山間地域の高校魅力化・活性化事業に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    矢上高校の校長，魅力化コーディネーターから魅力化事業についてヒアリングを

行った。また，魅力化事業に係る資料等を閲覧した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 魅力化事業の概要 

     矢上高校は，平成 24 年度から魅力化事業の第Ⅱ期校として事業を開始した。 

     事業名は「矢高笑顔元気プロジェクト」であり，「島根県立矢上高等学校教育振

興会」が事業を実施している。 

     なお，同振興会の事務局は矢上高校内におかれ，魅力化コーディネーターが常

駐し，同校は同振興会から会計の委任を受け，同振興会の魅力化事業の財務事務

に関わっている。 

     魅力化事業の内容は，学力向上対策事業（公立邑智病院・邑南町役場・矢上小

学校体験研修，塾指導等），特色ある教育事業（土産作りプロジェクト，スイーツ

甲子園参加，和太鼓体験学習，ロボット作成，矢上高校生が語る未来フォーラム

等），部活動振興事業（著名人・選手による部活動指導及び講演会の実施等），情

報発信事業（ニュースレター発行，オープンスクール，おおなんケーブルテレビ

矢上高校支部結成・番組制作等），地域連携事業（中学生への矢高生学習ボランテ

ィア等）がある。ただし，県交付金の対象となる事業はこれらの事業の一部であ

る。施設・設備魅力向上経費は，前記事業のためのパソコン，撮影機器，視聴覚

機器，調理器具等の購入に充てられている。 

   イ 魅力化事業の目的 

     矢上高校は，魅力化事業の目的として，地元生徒減少の状況を踏まえ，学級減

によるさまざまな教育活動の悪化を避けるために，生徒募集方法を常に検討し，

より多くの中学生に入学を希望してもらえるように高校の魅力を高め，生徒数の

増加を図るとともに，地元邑南町をはじめ近隣市町村，地元の小・中学校，卒業

生会，PTA と連携し，生徒が将来社会人として自立できるような基礎的学力と態度

を育成し，学力向上策の充実とアントレプレナーシップ教育に重点的に取り組む

としている。 

     特に，生徒確保の目標設定として，①地元中学出身の生徒の入学率を 80％以上

にする，②近隣市町中学校からの入学者増を目指すこと，③県外中学校からの入

学者増を目指すことの 3つをあげている。 
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   ウ 魅力化事業の成果 

     生徒・保護者・教職員の興味関心が高まりつつある。 

     地元邑南町も矢上高校の存在を重要視し，魅力化事業について強力にバックア

ップしている。 

     また，地元中学生や地域の関心も高まりつつあり，魅力化事業に対する高評価

も得ている。 

   エ 魅力化事業の課題 

     魅力化事業において実施している各事業を更に推進していくとともに，部活動

振興も魅力化事業として重要視していく必要がある。 

   オ 事業の収支の状況 

     魅力化事業の収支の状況は以下のとおりである。なお，以下の収支は，同振興

会の事業のうち，県交付金及び県費負担事業に係る収支の状況であって，実際に

は，同振興会には県交付金及び県費以外にも，邑南町等から助成金が拠出されて

いる。 

 

                                      金額：円 

収入  H24 H25 H26 H27 

 区分 内訳 金額 

活動経費 県交付金 1,880,000 2,400,000 2,990,000 3,047,000

預金利息 52 0 0 0

小  計 1,880,052 2,400,000 2,990,000 0

施設・設備魅力向上経費 県  費 3,120,000 2,708,506 2,751,840 0

小  計 3,120,000 2,708,506 2,751,840 0

合     計 5,000,052 5,108,506 5,741,840 3,047,000

支出  H24 H25 H26 H27 

 区分 内訳 金額 

 活動経費 小  計 1,880,052 2,400,000 2,990,000 2,945,742

 施設・設備魅力向上経費 小  計 3,210,000 2,708,506 2,751,840 0

合     計 5,000,052 5,108,506 5,741,840 2,945,742

 

前記収支については，その支出の内訳や収入及び支出に係る証拠資料等を閲覧

したが，適法性や３Eの観点から特に問題は見つからなかった。 
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カ 邑南町内中学 3 年生の生徒数推移 

     矢上高校の地元邑南町内の中学 3年生の生徒数の推移は，以下のとおりである。 

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 

89 名 81 名 75 名 89 名 98 名 81 名 80 名 72 名 

      

ちなみに，平成 24 年度は邑南町内の中学生が 64 名入学で地元中学生の入学率

は 72％，同様に平成 25年度は 58名入学で 72％，平成 26年度は 48名入学で 64％，

平成 27 年度は 54 名入学で 61％，平成 28 年度は 55 名入学で 56％となっている。 

     このように，過去 3 年は，地元中学生の入学率が 50～60％台となっており，目

標値である 80％を大きく下回っている。 

キ 入学生徒の状況 

     矢上高校の入学生徒の状況は，以下のとおりである。 

 

年度 定員数 邑南町 島根県内 県外 合計 

H24 120 名 64 名 30 名 6 名 100 名

H25 120 名 58 名 24 名 7 名 89 名

H26 120 名 48 名 16 名 5 名 69 名

H27 90 名 54 名 16 名 13 名 83 名

H28 90 名 55 名 21 名 14 名 90 名

      

県外生の入学者数が，平成 27 年度及び平成 28 年度に大幅に増加している。 

ク 地元中学生と県外生の競合 

第 5章‐第 10‐3‐（7）で認定したとおり，矢上高校の平成 28 年度入試で，普

通科（定員 60 名）及び産業技術科（定員 30 名）の募集に対して志願倍率が 1 を

超え，入試の結果，県外生 14 名が合格したが，他方で，地元中学生 5名，その他

県内中学生 5 名，県外生 2 名が不合格となった。不合格者のうち，地元中学生を

含めた県内中学生は 10 名である。仮に，県外生を募集していなければ，不合格と

なった県内中学生 10 名は全員合格していた可能性があったとのことであった。 

この結果を受け，矢上高校の地元からは，「これまで地元中学生が落ちたことは

なかったのに，なぜ落ちたのか」といった声があったようである。 

（４）評価 

   ア 意見 

   （ア）意見の内容 

魅力化事業の事業評価については多角的視点から効果の検証を実施するとと

もに，県外生の入学者数については，県内生の進学の機会が制限されないよう

に適切な水準を設けるなど，県外生の募集や定員の在り方に留意するよう求め
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る。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

      矢上高校では，平成 28 年度の入試において，志願倍率が 1を超えた結果，地

元中学生を含む県内生 10 名が不合格となった。県外生の入学者が 14 名であった

ため，仮に，県外生がいなければ不合格となった県内生 10 名全員が矢上高校で

教育を受ける機会を得られた可能性がある。 

しかし，このような結果は入試制度から必然的に生じるとはいえ，県外生の

ために県内生が同校で教育を受ける機会を失うことは，同じ県内生同士で競合

し不合格となる場合と比べて疑問がある。 

      そもそも，第 5 章‐第 10‐4 で述べたとおり，県立高校における教育は，県

内の児童・生徒等に対して，就学前の段階から小学校，中学校へと有機的・体系

的な教育を通じて培われた基礎の上に，さらに高度な教育を施す教育の場と位置

付けられる。少なくとも，県立高校は，県内の児童・生徒等に対して，中等教育

の機会を与えるための教育機関であることは間違いないように思われる。その意

味で，仮に，県外生の積極的募集をする場合には，本来，県民の教育のために費

やされるべき教育予算を県外生のために費やすだけの効果の実証が多角的な視

点から求められているといえる。また，県外生のために地元の中学生が地元の高

校で教育を受ける機会を制限されることがないように，県外生の入学者数につい

ては適切な人数となるよう留意することが必要と思われる。 

矢上高校においても，魅力化事業の事業評価については，地元中学生の進学

率，県外生の卒業後の地域，県内定着率，地域社会，経済に与える影響等の多

角的視点から評価されるべきであり，また，県外生の入学者数が適切な人数と

なるよう，県外生の募集や定員の在り方について留意されることを求める。 
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第１１ 松江養護学校 

 

 １ 勤務管理 

 （１）監査項目 

    教育職員の勤務管理に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    出退勤状況記録表等の勤務時間に関する資料を閲覧するとともに，勤務状況につ

いてヒアリングを行った。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 勤務時間把握のための資料の有無 

     教育職員については，長時間労働者に対する面接指導の対象者を選定するため

の出退勤状況記録表の作成がなされていたようであるが，後述するとおり，平成

26 年以降の出退勤状況記録表が破棄されており，確認することができなかった。 

   イ 出退勤状況記録表の保存の有無 

     出退勤状況記録表は，平成 26 年以降廃棄されており，3 年の保存義務を課す実

施要領に違反する事実が認められた。 

   ウ 集計資料の有無 

     集計資料は作成されていない。 

   エ 時間外労働の実態 

     出退勤状況記録表や集計資料がなく，長時間労働の分析等は不可能であった。 

 （４）評価 

   ア 指摘 

   （ア）指摘の内容 

勤務時間の適正な把握をするとともに，出退勤状況記録表については実施要

領に基づき，その作成と保存をするよう改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

      松江養護学校では，出退勤状況記録表が破棄されており，その作成の有無や

内容を確認できなかった。 

      これらは，実施要領に違反しているので，速やかな改善が必要である。 

 

 ２ 人件費 

 （１）監査項目 

    教育職員の給与及び旅費に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    給与のうち，特に，特殊勤務手当，宿日直手当，産業教育手当の支給手続につい

て監査するため，給与等事務システムや出退勤状況記録表を確認・分析した。 

 
253



 号外第 21号                島  根  県  報               平成 29年３月 24日  

 

                                                                              

 
 

    旅費についても，領収証等の証拠書類を確認した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 手当 

     出退勤状況記録表が保存されていなかったため，事後確認作業を行うことが出

来なかった。 

イ 旅費 

旅費については資料を確認したが，特段の問題は見受けられなかった。 

（４）評価 

   ア 意見 

   （ア）意見の内容 

      各種手当の支給の適正を図るために，手当支給申請時及び決裁時における手

当支給要件の確認を申請者及び決裁権者双方が適切に判断できるように，手当

支給手続の改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

      松江養護学校は出退勤状況記録表を保存しておらず，本監査では手当支給手

続の分析がそもそもできなかった。出退勤状況記録表を保存していないこと自

体が後記のとおり極めて問題である。 

      そのような姿勢に鑑みると，松江養護学校において教職員の勤務時間の管理

が極めて杜撰になされているとの懸念が生じざるを得ない。 

      したがって，まずは教育職員の勤務時間を適正に把握し，手当支給申請時及

び決裁時における手当支給要件の確認を申請者及び決裁権者双方が適切に判断

できるように，手当支給手続の改善を求める。 

 

 ３ 資産管理 

 （１）監査項目 

    資産管理に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    資産のうち，主に，現金等や物品の管理について監査した。 

物品の管理については，物品一覧表から無作為に 10 件の物品を抽出し，物品一覧

表に記載されている物品の現物の有無及び整理番号が記載された証票により適切に

管理がおこなわれているかどうか確認した（物品の実在性検証：現物実査）。さらに，

現物実査を行う課程で現地において無作為に 5 件の物品を選び，当該物品が適切に

物品一覧表に記載されていることを確認した（物品の網羅性検証）。 

また，金庫内を実査し，現金その他の現金同等物が適切に管理されているかを確

認した。 
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 （３）認定した監査事実 

   ア 物品の実在性検証：現物実査 

物品一覧表から無作為に 10 件の物品を抽出し，物品一覧表に記載されている物

品の現物の有無及び整理番号が記載された証票により適切に管理がおこなわれて

いるかどうか確認した。結果は以下の通りである。 

 

整理番号 品名 取得年月日 金額 監査人評価 備考 

9 自動かんな盤 昭和 55 年 1月 10 日 229,000 円 × ※1 

23 巧技台 昭和 61 年 12 月 16 日 370,000 円 ○  

24 オーブンレンジ 平成 2年 3月 3日 105,500 円 △ ※2 

3 月 14 日 パソコン 平成 14 年 9月 2日 216,300 円 ×  

2000 窯業用電気釜 平成 18 年 6月 20 日 1,768,935 円 ○  

1295 教育診断検査 平成 19 年 12 月 20 日 241,500 円 ○ ※3 

不明 丸鋸昇降盤 平成 22 年 3月 16 日 677,250 円 △  

266 異動式小型集じん機 平成 24 年 3月 26 日 219,828 円 ○  

不明 新 版 Ｋ 式 発 達 検 査

2001 

平成 26 年 1月 22 日 126,000 円 △  

2732 プロジェクター 平成 28 年 2月 2日 205,200 円 ○  

 

○：現物が存在し，かつ，物品一覧表上の整理番号が記載された証票が貼付してあり，管理状況が良好で

あるもの。 

△：現物は存在するものの，証票が貼付されていないあるいは証票に必要な情報が記載されていないため，

物品一覧表上記載されている物品であるかどうかを確認することが出来ないもの。 

×：現物自体が存在しないもの。 

 

※1：当該物品については，現物自体が存在しなかった。古い物品であるため現物がない原因を特定するこ

とは難しいが，「除却漏れ（物品自体はすでに処分されているにも関わらず，物品一覧表から削除さ

れていない状態）」であると推測される。 

※2：当該物品については，現物自体は確認できたものの，まったく使用されていない状況であった。実際

に廃棄はされていないとしても明らかに教育の用から除外されているものであり，物品一覧表からは

削除する必要がある。この場合には，実際に教育の用に供されている物品と区別するために，「廃棄

予定」あるいは「除却済み」等の貼り紙を貼付して保管するなどの措置が必要であろう。 

※3：当該物品については，物品一覧表上の整理番号は 1295 であるのに対し，整理番号 1294 の証票が貼付

されていた。単純な記載ミスであると考えられるが，管理上物品一覧表と証票の整理番号は一致させ

ておく必要がある。 
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上記実在性検証に加え，松江養護学校が作成している「不用品決定・処分調書」

を通査したところ，下記の物品については「除却漏れ（物品自体はすでに処分さ

れているにもかかわらず，物品一覧表から削除されていない状態）」であることが

判明した。 

 

整理番号 品名 取得年月日 金額 廃棄理由 

17 電子ミシン 平成 3年 11 月 18 日 216,300 円 老朽化による故障 

 

さらに，松江養護学校においては，平成 28 年度に県費外会計（PTA 会計）で備

品を購入しているが，県費外会計備品管理簿が作成されていなかった。 

   イ 物品の網羅性検証 

現物実査を行う課程で現地において無作為に 5 件の物品を選び，当該物品が適

切に台帳に記載されていることを確認した。結果は以下の通りである。 

 

品名 取得年月日 整理番号 監査人評価 備考 

土練機（常圧型） 平成 18 年 8月 21 日 2284 ○  

ラベルプリンター 平成 24 年 3月 27 日 171－1 × ※1 

パソコンデスク 平成 24 年 3月 27 日 226 × ※1 

卓上ボール盤 平成 19 年 8月 24 日 1281 × ※1 

糸のこ 平成 24 年 3月 2日 298-1 ○  

 

○：物品一覧表に記載があったもの。 

×：物品一覧表に記載がなかったもの。 

 

※1： 整理番号が記載された証票は貼付されているが，物品一覧表に記載されていなかった。物品一覧表

に記載がなされていない理由を確認することはできないが，登録漏れあるいは物品一覧表上は除却

されたが現物が残っているケースが考えられる。 

 

   ウ 現金等の管理 

給食費について保護者から徴収した現金が業者に対する支払いまでの間，事務

室の金庫に保管されており，業者への支払直前の段階まで多額の現金が保管され

たままとなっていた。 
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 （４）評価 

   ア 指摘① 

   （ア）指摘の内容 

      物品一覧表と現物との照合結果を記録として保存するよう改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

松江養護学校においては，物品一覧表と現物との照合が行われている。ただ

し，現物照合の結果が記録として残されていないため，結果を記録として保存

すべきである。 

また，松江養護学校では，夏休み期間中に各物品の保管担当の教育職員に物

品一覧表を配布し，物品一覧表との現物照合を行ってもらっているとのことで

ある。確かに各県立高校の事務担当がすべての物品を実査するのは人的資源の

面で限界があるため，この方法はすべての県立高校が取り入れることが出来る

好事例である。ぜひ他の県立高校にもこのような方法を取り入れていただきた

い。ただし，その際の現物照合は少なくとも二人で実施し，その結果を記録と

して残しておく必要がある。加えて，今後の物品管理をより効果的かつ効率的

に行うために，証票が貼付されていない物品については証票の貼付を徹底して

いただきたい。 

   イ 指摘② 

   （ア）指摘の内容 

県費外会計で購入した物品については，県費外会計備品管理簿に登録の上，

物品に証票を貼付することにより，県費で購入した物品との区別がつくように

適切に管理するよう改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

県費外会計で購入した物品について，学校徴収金等取扱要綱第 17 条には，「会

計担当者は，学校徴収金会計に関する備品を購入し，又は処分したときは，県

費外会計備品管理簿に所要事項を記載するとともに，備品に証票を貼付して管

理するものとする。」と定めてある。ところが，松江養護学校では，県費外会計

で購入した物品について，県費外会計備品管理簿が作成されていなかった。松

江養護学校において，県費外会計で購入した物品は平成 28 年度に購入した物品

1件のみであり，その他には一切保有していないとのことであった。しかし，県

費外会計備品管理簿で物品を管理する必要は 1 件であろうが多数であろうが変

わることはない。 

したがって，前記要領第 17 条に従い，県費外会計で購入した物品については，

県費外会計備品管理簿に登録の上，物品に証票を貼付することにより，県費で

購入した物品との区別がつくよう適切に管理することが必要である。 

なお，備品の購入は平成 28 年度であり，本監査の対象期間外に購入されたも
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のではあるが，県費外会計で購入した物品がまだ 1 件ということもあって，改

善が容易であることに加え，将来的な県費外会計に係る購入物品の管理の適正

を図るためには本監査で指摘をしていくことが重要と考え，指摘した。 

ウ 指摘③ 

   （ア）指摘の内容 

現金についてはできるだけ速やかに預金口座に入金するなどして保管するよ

う，現金の管理方法の改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

現金は最も横領・着服等のリスクが高い資産であり，組織としての 資産管

理の基本となるものである。現金の管理がおろそかなようでは，他の部分につ

いても適切な管理を期待することはできないといっても過言ではない。 

本監査の結果，県費外会計である給食費会計に係る現金が金庫の中に保管さ

れたままとなっていた。そもそも，現金の管理については，島根県会計規則 72

条が，領収した現金は，原則，即日又は翌日中に払込書により指定金融機関等

に払い込まなければならないと定めている。確かに，給食費は私費であり，県

費とは異なる取扱いをされているが，県費である現金が保管される金庫内で私

費である給食費を保管するのであれば，県費である現金との混在等のリスクも

あるから，同会計規則の定めに準じた現金の管理をすべきである。 

 

 ４ 情報管理 

 （１）監査項目 

    情報管理に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    パソコンの管理台帳から無作為にパソコンを抽出し，現物が存在するか否かを確

認する実査を実施した。 

    また，学校企画課が各学校の教育職員用に配布している USB メモリについて，USB

メモリの管理台帳と現物との照合を行った。また，USB メモリの中に個人情報が消去

されずに残っていないかサンプルチェックを実施した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 実査の結果 

     パソコンの実査の結果，パソコンが実在することを確認した。 

     USBメモリの管理台帳の整備状況及びUSBメモリ現物の管理状況について特に問

題となる点は発見されなかった。また，USB メモリの中に個人情報が消去されずに

残っていないかをサンプルでチェックした結果，個人情報は適切に消去されてい

た。 
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   イ USB メモリの現物確認の頻度 

     小学部，中学部は年度を通して各教育職員に貸し出しており，学部主事が週１

回，確認している。 

 高等部は，学部主事が管理し，必要な時に貸し出しているので，月に１回，学

部主事が確認している。 

 （４）評価 

   ア 意見 

   （ア）意見の内容 

      今後改訂される予定である USB の管理・運用に関する規定に従い，USB の所在

確認をしていただきたい。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

教育職員用の USB の管理・運用について，学校企画課が定めた「教育職員用

公用 USB メモリ利用上の遵守事項」によれば，週１回の目視による所在確認を

実施するものとされているが，松江養護学校の高等部では週に 1 回ではなく月

に 1回実施されており，前記遵守事項が遵守されていなかった。 

ただし，事務職員用の USB の目視による所在確認の頻度は，情報政策課が定

めた規程により月に 1 回である。そこで，教育職員用の USB の紛失事例が生じ

ない状態が続けば，情報政策課の規程に合わせるなど，目視による所在確認の

頻度の見直しが必要と思われる。これについては，学校企画課で改訂を予定さ

れるということなので，改定後の USB の管理・運用に関する規定に従い，USB の

所在確認をしていただきたい。  

 

 ５ 県費会計 

 （１）監査項目 

    県費会計に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    契約一覧の中から，いくつかの契約を抽出し，抽出した契約の契約書や実績報告

書等を閲覧し，島根県会計規則に従った運用がなされているか確認した。 

    また，未収金の有無及び管理方法についても書類等を閲覧し，島根県会計規則に

従った運用がなされているか確認した。 
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 （３）認定した監査事実 

   ア 抽出した契約 

      

支出項目 支出の事由 契約金額 契約手続 合見積の有無

施設設備等保

守管理委託料

 

乃木実習場消防用設備保守

点検業務 

108,972 随意契約 有。3社 

校舎暖房設備保守点検業務 219,780 随意契約 有。2社 

小・中学部給食提供業務 8,365,445 随意契約 無 

高等部給食提供業務 3,621,120 随意契約 無 

 

   イ 契約手続の適正性 

     前記抽出した契約について，島根県会計規則に従った運用がなされているか確

認した。 

     随意契約が多く，ほとんどの契約では合見積もりがとられていたが，「給食提供

業務」の委託契約では，契約金額がそれなりに高額であるにも関わらず合見積も

りがとられていなかった。合見積もりが省略された理由について執行伺いを確認

すると，当該業者の実績や当該業者しか依頼する業者が他にいないといった理由

であった。 

     その他，島根県会計規則に違反するような問題のある事項は確認できなかった。 

   ウ 未収金の管理 

     松江養護学校において，過年度も含め未収金は確認できなかった。 

 （４）評価 

   ア 意見 

   （ア）意見の内容 

      給食提供業務に係る委託契約において，今後，新たな契約を締結する場合に

は，合見積もりを徴するなど，契約手続の適正や経済性に配慮した運用をする

よう改善を求める。 

   （イ）理由及び改善の方向性 

      松江養護学校では，「給食提供業務」に係る委託契約において，契約金額が小・

中・高等部の合計で 1100 万円を超えているにも関わらず，合見積もりを徴して

いなかった。島根県会計規則上は，なるべく 2 人以上の者から見積書を徴しな

ければならないと定められ，合見積もりを徴することは義務ではないが，本契

約のように契約金額が高額であり，また，委託業務の内容自体も決して特定の

業者しかできないという性質のものではないから，契約手続の適正や経済性の

観点から合見積もりを徴すべきと考える。 

      したがって，今後，同様の業務について委託契約を締結する場合には，合見
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積もりを徴するなど，契約手続の適正や経済性の配慮した運用を検討されるこ

とを求める。 

 

 ６ 県費外会計 

 （１）監査項目 

    県費外会計に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    県費外会計に係る財務書類や通帳等を閲覧し，「学校徴収金等取扱要綱」に従った

運用がなされているか確認した。また，会計担当者等に対してヒアリングを実施した。 

    なお，県費外会計に係る収入及び支出の内容についても，学校企画課が策定した

ガイドラインに従い，本来県費で負担すべきものを私費で負担させていないかなどの

点についても留意して監査を実施した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 監査対象とした県費外会計の種類 

     本監査で監査対象とした県費外会計は以下のとおりである。 

   （ア）学校徴収金会計 

      寄宿舎舎費会計 

      学級費会計 

      給食費会計   

   （イ）団体会計 

      PTA 会計 

   イ 会計の運用状況 

   （ア）学校徴収金会計 

ⅰ 寄宿舎舎費会計について，平成 27 年度 10 月分の寄宿舎舎費会計収支報告

書の会計帳簿 10 月末残高が 320,115 円と記載され，通帳残高も 320,115 円と

記載され，結果，通帳・現金の収入支出及び月末残高を確認した旨の定期監

査報告がなされていた。しかし，通帳の残高を確認すると，実際には 300,115

円であり，会計帳簿の残高と異なっていた。この点について，確認したとこ

ろ，定期監査では，通帳の確認をして会計帳簿の残高と通帳の残高が異なる

ことを把握したが，繰越処理をしていなかったとのことであった。 

     ⅱ 給食費会計について，校内監事による校内監査が行われていなかった。 

   （イ）団体会計 

      特に問題となるような事項は確認できなかった。 

   ウ 未収金の状況 

     県費外会計に係る未収金はなかった。 
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 （４）評価 

   ア 指摘① 

   （ア）指摘の内容 

寄宿舎舎費会計の定期監査を適切に実施するよう改善を求める。 

 （イ）理由及び改善の方向性 

    寄宿舎舎費会計における定期監査では，金銭出納簿の残高と通帳の残高が一

致しないことを把握しながら繰越処理をせずに，金銭出納簿上の残高と通帳の

残高が一致していることが確認された旨の監査報告がなされた。 

    このような監査では監査したことにはならないので，適切な定期監査の実行

を求める。 

イ 指摘② 

（ア）指摘の内容 

給食費会計について，校内監事による監査を実施するよう改善を求める。 

（イ）理由及び改善の方向性 

給食費会計については，学校徴収金等取扱要綱で実施が求められている校内

監事による監査が実施されていなかった。当該会計の決算報告書の適切性を担保

する重要な手段であるため，校内監事による監査は必ず行っていただきたい。 

 

 ７ 学校評価・教育職員評価 

 （１）監査項目 

    学校評価・教育職員評価に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    教頭に対して学校評価・教育職員評価に係る財務事務についてヒアリングを実施

するとともに，学校評価・教育職員評価に係る評価書類等を閲覧した。 

 （３）認定した監査事実 

    学校評価・教育職員評価については，島根県教育委員会が作成した「学校評価ガ

イドブック」及び「評価システム実施の手引き」に沿って実施されていた。 

    評価実施の流れについては，第 5章‐第 8‐3を参照されたい。 

    評価の内容については，学校評価に関しては「学校評価表」を過去 3 年分程度を

確認し，また，教育職員評価については，「自己目標評価シート」及び「評価・育成

シート」を確認したが，特段問題点は確認できなかった。教育職員評価については，

年度当初の管理職面接時に，校長が設定した目標に沿う目標の設定や，評価しやす

い具体的な目標とするよう指導している。  

 （４）評価 

    本監査の結果，指摘又は意見を付すべき事項は確認できなかった。 
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 ８ 学校の安全管理 

 （１）監査項目 

    学校の安全管理に係る財務事務 

 （２）監査手続の内容 

    法令でその策定が要求される，①学校保健計画，②学校安全計画，③危険等発生

時対処要領，④学校警備及び防災の計画がそれぞれ策定され，それに基づき計画等

が実行されているか確認した。 

    また，学校における事故，不祥事や保護者対応等の実情についてもヒアリングを

実施した。 

 （３）認定した監査事実 

   ア 法令で定められる計画の有無 

     全ての計画が策定されていることを確認し，当該計画が実行されていることを

確認した。 

   イ 事故，不祥事について 

     事故，不祥事については特に確認できなかった。 

   ウ 保護者対応について 

     問題となるような事例は確認できなかった。 

 （４）評価 

    本監査の結果，指摘又は意見を付すべき事項は確認できなかった。 
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終章 

 

第１ 監査を終えての所感 

 

 １ 教育コストについて 

   本監査では，これまで生徒という立場でしか見たことがなかった県立学校（高等学

校及び特別支援学校）について，監査人という立場から見ることになった。このよう

な経験は監査人という立場でなければ出来ないものであり，非常に有意義な経験をさ

せていただいた。 

監査人という立場で県立学校を監査して，初めて，県立学校という組織や教職員の

職務について具体的に知り，また，県立学校と教育委員会の関係，さらには，島根県

の教育に関する施策といった島根県の教育の全体像を知ることができた。 

一言でいえば，教育は，県立学校だけで完結するような断片的なものではなく，就

学前から小学校，中学校，高校・特別支援学校と体系的，有機的に施されるものであ

る。 

それゆえ，県立学校だけの教育コストを算出することは，木を見て森を見ないとい

う言葉にあるように，教育の体系的，有機的な性質を無視したものになりかねない。

本監査では，結果的に教育コストの算出をすることができなかったが，仮に県立学校

において生徒一人にどれくらいの教育コストがかかっているかを算出したとしても，

教育の本質をとらえた効果的，説得的な提言は難しかったかもしれない。 

 ２ 監査手続について 

   平成 28 年 8 月に監査テーマを決定してから，同年 12 月までに，実際に監査対象校

を訪れて監査を実施した。隠岐や中山間地域，島根県西部に所在する県立学校の監査

をするとなると，移動に時間を要し，宿泊するなどして 2 日間に分けて実施する必要

性が高まることから，どうしても島根県東部の県立学校を中心に監査せざるを得なか

った。 

   しかし，監査を終えてみて，やはり，島根県西部の県立学校については 2 校（浜田

水産高校及び矢上高校。なお，矢上高校は魅力化事業のみ監査を実施。）しか監査でき

なかったのは心残りである。また，特別支援学校についても松江養護学校しか監査で

きなかったことも心残りである。 

   さらに，事前に，監査項目や監査手続については監査メンバーの中で十分に準備し

たつもりであったが，やはり，監査対象校における実地監査は時間との勝負になって

しまった。監査対象校についてもう 1日ずつ監査を実施することができていたならば，

より充実した監査をすることができたのではないかと思う。 
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 ３ 監査の結果について 

   本監査の結果の中で，特に，監査人が改善を求めたい事項が一つある。それは，教

育職員の勤務時間の適切な把握をしていただきたいことである。 

   詳しいことは，第 5 章及び第 6 章で述べたとおりであるが，現状は，県立学校にお

おいて，教育職員の勤務時間の適切な把握ができているとは言い難い。教育職員の勤

務時間の適切な把握ができなければ，手当の誤支給や長時間労働の把握・対処の遅れ

等につながりかねない。長時間労働の原因としては，職務分掌の問題や部活動指導の

問題等の様々な原因が考えられるものの，教育職員の勤務時間の適切な把握ができて

いないことが，職務のメリハリを失わせ，長時間労働の常態化を招いていることも考

えられる。教育職員の長時間労働抑制の前提としては，やはり教育職員の勤務時間を

適切に把握することが重要である。 

   また，本監査の結果の中では触れていないが，島根県教育委員会の主導のもと，県

立学校の財務事務の整理や見直しを実施することも必要と考える。県立学校が行う財

務事務は想像以上に多く，また，特に県費外会計については，会計に不慣れな教育職

員が担当することによって不適切な会計処理等が生じていることも伺われた。今一度，

県立学校の財務事務を整理し，不必要な財務事務はないか，必要な財務事務であって

もより効率的なやり方はないか，当該財務事務の担当者は誰が適切かなどの財務事務

の見直しをすることも重要である。このような見直しによって，長時間労働の抑制や，

資産管理や会計事務等で指摘した事項の改善にもつながるものと考える。 

 

第２ 最後に 

本監査では，島根県教育委員会の職員の方々をはじめ監査対象校の校長，教頭，事務

長，その他の教職員の方々から大変なご協力をいただいたことに深く感謝申し上げる。

また，同時に，大変なご負担をおかけしことをお詫び申し上げたい。 

監査人としては，生徒を教え導くという大変な使命を果たすべく日々情熱をもって職

務に取り組んでおられる島根県教育委員会の職員の方々をはじめ県立学校の教職員の

方々に敬意を表するとともに，本監査が，少しでも県立学校の財務事務に役立ち，ひい

ては県民全体の利益となることを願っている。 
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平成 28 年度 包括外部監査日程表 

 

※ 上記の他，各自で協議のための資料作成や報告書作成などを行っている。 

日にち 内容 

平成 28 年

9月 20 日 

実地監査（教育施設課 福利課） 

内部協議 

平成 28 年

9月 29 日 
実地監査（松江商業高等学校） 

平成 28 年

10 月 3 日 

教育員会との打ち合わせ 

内部協議 

平成 28 年

10 月 11 日
実地監査（出雲工業高等学校） 

平成 28 年

10 月 20 日
実地監査（隠岐島前高等学校） 

平成 28 年

10 月 21 日
実地監査（隠岐島前高等学校） 

平成 28 年

10 月 26 日
実地監査（松江南高等学校） 

平成 28 年

11 月 4 日 
実地監査（出雲農林高等学校） 

平成 28 年

11 月 7 日 
実地監査（宍道高等学校） 

平成 28 日

11 月 17 日
実地監査（松江養護学校） 

平成 28 年

11 月 24 日
実地監査（浜田水産高等学校） 

平成 28 年

12 月 8 日 
内部協議 

平成 28 年

12 月 15 日

実地監査（出雲農林高等学校） 

内部協議 

平成 28 年

12 月 19 日
実地監査（矢上高等学校） 

平成 28 年

12 月 22 日

実地監査（飯南高等学校、横田高等

学校） 

平成 29 年

1月 13 日 

ヒアリング（総務課、教育施設課、

学校企画課、教育指導課、特別支援

教育課、福利課）・内部協議 

平成 29 年

1月 20 日 

ヒアリング（総務課、学校企画課、

福利課） 

平成 29 年

1月 25 日 

ヒアリング（学校企画課、教育指導

課）・内部協議 

日にち 内容 

平成 28 年 

4 月 22 日 
内部協議 

平成 28 年 

5 月 19 日 ヒアリング（人事課、財政課） 

平成 28 年 

5 月 23 日 
ヒアリング（薬事衛生課、河川課、

企業局、下水道推進課） 

平成 28 年 

5 月 30 日 内部協議 

平成 28 年 

6 月 9 日 
ヒアリング（高齢者福祉課） 

内部協議 

平成 28 年 

6 月 16 日 
ヒアリング（漁港漁場整備課、河川

課、港湾空港課） 

平成 28 年 

6 月 22 日 
ヒアリング（農林水産総務課） 

内部協議 

平成 28 年 

7 月 1 日 
ヒアリング（しまね暮らし推進課）

内部協議 

平成 28 年 

7 月 7 日 

ヒアリング（総務部総務課、医療政

策課） 

平成 28 年 

7 月 11 日 

ヒアリング（教育委員会、子ども・

子育て支援課） 

平成 28 年 

7 月 19 日 
ヒアリング（商工政策課） 

平成 28 年 

7 月 28 日 
内部協議  

平成 28 年 

8 月 1 日 
内部協議 

平成 28 年 

8 月 8 日 
教育員会との打ち合わせ 

平成 28 年 

8 月 18 日 

ヒアリング（総務課、学校企画課、

教育指導課、特別支援教育課） 

平成 28 年 

8 月 23 日 

ヒアリング（総務課、教育施設課、

教育指導課、福利課） 

平成 28 年 

9 月 1 日 

教育委員会との打ち合わせ 

内部協議 

平成 28 年 

9 月 5 日 

ヒアリング（福利課） 

内部協議 

平成 28 年 

9 月 16 日 

実地監査（総務課、学校企画課、教

育指導課、特別支援教育課） 

平成 29 年

2月 13 日 

教育委員会との打ち合わせ 

内部協議 
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